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平成31年３月６日（水曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成31年度宮崎県一般会計予算

○議案第２号 平成31年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計予算

○議案第３号 平成31年度宮崎県公債管理特別

会計予算

○議案第21号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第31号 公の施設に関する条例の一部を

改正する条例

○議案第33号 職員の自己啓発等休業に関する

条例の一部を改正する条例

○議案第34号 職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例及び市町村立学校

職員の勤務時間、休日及び休暇

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第42号 包括外部監査契約の締結につい

て

○議案第46号 宮崎県総合計画の変更について

○議案第49号 平成30年度宮崎県一般会計補正

予算(第６号)

○議案第50号 平成30年度宮崎県開発事業特別

資金特別会計補正予算（第１号）

○議案第51号 平成30年度宮崎県公債管理特別

会計補正予算（第１号）

○議案第67号 宮崎県税条例の一部を改正する

条例

○議案第68号 宮崎県開発事業特別資金特別会

計条例の一部を改正する条例

○議案第69号 宮崎県消費者行政活性化基金条

例の一部を改正する条例

○議案第71号 工事請負契約の変更について

○議案第72号 工事請負契約の変更について

○議案第73号 工事請負契約の変更について

○総合政策及び行財政対策に関する調査

○その他報告事項

・宮崎駅西口広場再整備の検討状況について

・国民文化祭及び全国障害者芸術･文化祭実施計

画（案）について

・記紀編さん記念事業の取組状況について

・人権に関する県民意識調査結果の概要につい

て

・２巡目国体に向けたスポーツ施設の整備につ

いて

・宮崎県中山間地域振興計画の改定素案につい

て

・適正な文書管理に向けた取組について

・「宮崎県の内部統制に関する方針」について

・県の行政機関庁舎における受動喫煙防止対策

について

・防災拠点庁舎建設工事の進捗状況等について

・新燃岳の噴火警戒レベル引上げについて

・宮崎県市町村消防広域化推進計画の策定につ

いて

・みやざき消防団の日(仮称)の制定について

・防災消防ヘリコプター相互応援協定の締結に

ついて

・平成31年度組織改正案について

・新たな行財政改革プラン（素案）について

・平成31年度宮崎県職員採用試験制度の見直し

について

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 田 口 雄 二

平成31年３月６日(水)
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委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総合政策部次長
松 浦 直 康

（政策推進担当）

総合政策部次長
鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 重黒木 清

部参事兼秘書広報課長 横 山 浩 文

広 報 戦 略 室 長 渡久山 武 志

統 計 調 査 課 長 長 倉 健 一

総 合 交 通 課 長 小 倉 佳 彦

中山間･地域政策課長 日 髙 正 勝

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

生 活 ・ 協 働 ・
小 川 雅 彦

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 水 口 圭 二

みやざき文化振興課長 川 口 泰 夫

記紀編さん記念事業
坂 元 修 一

推 進 室 長

人権同和対策課長 磯 崎 史 郎

情 報 政 策 課 長 斎 藤 孝 二

国 体 準 備 課 長 岩 切 喜 郎

総務部

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危機管理統括監 田 中 保 通

総 務 部 次 長
村 久 人

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
大 西 祐 二

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
髙 林 宏 一

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 丸 田 勉

人 事 課 長 河 野 譲 二

行政改革推進室長 田 村 伸 夫

財 政 課 長 吉 村 達 也

財政総合管理課長 横 山 直 樹

防災拠点庁舎整備室長 楠 田 孝 蔵

税 務 課 長 棧 亮 介

市 町 村 課 長 日 高 幹 夫

総務事務センター課長 佐 藤 領 子

消 防 保 安 課 長 室 屋 利 春

会計管理局

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

会計管理局次長 大田原 節 郎

会 計 課 長 福 嶋 正 一

物品管理調達課長 川 上 清

人事委員会事務局

総 務 課 長 佐 野 由 藏

職 員 課 長 原 拓 実

監査事務局

事 務 局 長 郡 司 宗 則

監 査 第 一 課 長 和 田 括 伸

監 査 第 二 課 長 松 原 哲 也

議会事務局

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

総 務 課 長 谷 口 浩太郎

平成31年３月６日(水)
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議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○松村委員長 ただいまから、総務政策常任委

員会を開会いたします。

まず、本日の委員会の日程についてでありま

す。

日程案につきましては、お手元に配付のとお

りでありますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、当初予算関連議案の審査方法について

であります。

お手元に配付している資料、委員会審査の進

め方案をごらんください。

まず、１、審査方針についてであります。

当初予算の審査に当たっては重点事業、新規

事業を中心に説明を求めることとし、あわせて

決算における指摘要望事項に係る対応状況につ

いても説明を求めることとしております。

次に、２、当初予算関連議案等の審査につい

てであります。当初予算については、当初予算

全体の説明を聞くため、総務部の審査を最初に

行い、その後、総合政策部などの審査を行いた

いと存じます。また、総務部及び総合政策部の

審査につきましては、長時間にわたることが予

想されますので、お手元の資料のとおり３課か

ら４課ごとに説明、質疑を行い、最後に総括質

疑を行う形にしたいと存じます。

審査の進め方については以上でありますが、

このとおり進めることに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定いた

します。

次に、議案第33号及び第34号に対する人事委

員会の意見についてであります。お手元に配付

してある資料をごらんください。

これは、地方公務員法第５条第２項の規定に

基づき、議会は人事委員会の意見を聞くことと

なっており、その回答でありますので、参考に

お配りしております。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時４分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

おはようございます。

それでは、当委員会に付託されました補正予

算関連議案の説明を求めます。なお、委員の質

疑は執行部の説明が全て終了した後にお願いい

たします。

○日隈総合政策部長 おはようございます。総

合政策部でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。

２月18日付で交通・地域安全対策監として着

任しました水口圭二が新たに出席しております

ので、紹介させていただきます。

〔「よろしくお願いいたします」と呼ぶ者あり〕

よろしくお願いいたします。

では、座って説明させていただきます。

今回の委員会で御審議いただきます当部所管

の議案等につきまして、その概要を御説明いた

します。

お手元にお配りしております総務政策常任委
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員会資料をおめくりいただきまして、目次をご

らんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第49号「平成30年度宮崎県一般

会計補正予算（第６号）」と、議案第50号「平成30

年度宮崎県開発事業特別資金特別会計補正予算

（第１号）」の２件でございます。

資料の１ページをごらんいただきまして、総

合政策部の一般会計２月補正予算額は、一般会

計の表の一番下の合計欄のところをごらんいた

だきますと、合計で６億8,109万6,000円の減額

でございます。これは、国庫補助決定に伴うも

のや執行残等によるものでございまして、この

結果、補正後の一般会計予算額は、その２つ右

になりますけれども、127億9,128万2,000円とな

ります。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に378万円の増額であります。これは、株式配当

金の増額及び一般会計への繰出額の確定などに

よるものでございます。この結果、補正後の予

算額は、その２つ右になりますけれども、1,786

万9,000円となります。

続きまして、２ページをお開きください。繰

越明許費補正でございます。関係機関との調整

に日時を要したことによるもの等の理由により

まして、２件の繰り越しをお願いしております。

それぞれの議案の詳細につきましては、後ほ

ど担当課長から御説明いたします。

お手数ですが、もう一度、目次にお戻りくだ

さい。

Ⅱの特別議案でございますけれども、議案第68

号「宮崎県開発事業特別資金特別会計条例の一

部を改正する条例」、議案第69号「宮崎県消費者

行政活性化基金条例の一部を改正する条例」の

２件がございます。

以上が、議案の概要でありますが、詳細は担

当課長から御説明いたしますので、御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

次に、Ⅲのその他の報告事項についてであり

ます。今回は、目次に記載してありますとおり、

５件の報告事項がございます。これらにつきま

しても、後ほど、担当課長から御説明いたしま

す。

私からの説明は以上であります。どうぞよろ

しくお願い申し上げます。

○重黒木総合政策課長 総合政策課でございま

す。

それでは、総合政策課の補正予算につきまし

て、御説明させていただきます。

お手元の平成30年度２月補正の歳出予算説明

資料の11ページをお開きください。総合政策課

の２月補正額でございますけれども、この表の

一番上、左から２番目の補正額の欄でございま

すけれども、総額で1,168万円の減額補正をお願

いしております。補正後の予算額は、右から３

つ目の欄の７億9,182万5,000円となります。補

正額の内訳でございますけれども、左から２番

目の補正額の欄の上から２行目にありますよう

に、一般会計が1,546万円の減額、その下の特別

会計、開発事業特別資金特別会計が378万円の増

額となっております。

それでは、補正の主な内容について御説明い

たします。

次の13ページをごらんください。まず、（事項）

職員費でございますけれども431万5,000円の減

額でございます。説明欄にありますように、職

員の人件費でございますけれども、人事異動に

伴う職員構成の変化などに伴い減額となったも

のでございます。
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続きまして、14ページをお開きください。（事

項）県計画総合推進費でございますけれども724

万1,000円の減額でございます。主な減額の理由

ですけれども、まず、説明欄の上から２つ目２

の県総合計画策定費413万円の減額につきまして

は、県の総合計画策定に係る報償費ですとか旅

費、その他事務費の節約等による執行残でござ

います。

その下の３のみやざき成長産業育成加速化基

金事業につきましては、３万3,000円の増額でご

ざいます。こちらは、基金の運用利息の増によ

りまして、積立金を増額するものでございます。

また、５の東日本大震災復興活動支援事業240

万7,000円の減額につきましては、被災者等への

支援を行う県内団体への委託料の減ですとか、

旅費等の事務費の執行残によるものでございま

す。

次に、その下の（事項）エネルギー対策推進

費でございますけれども、270万6,000円の減額

でございます。これは、説明欄にあります水素

エネルギー利活用促進モデル事業につきまして、

水素エネルギーの利用拡大ですとか研究などを

行う市町村ですとか大学に対する補助金のうち、

市町村が行う燃料電池システムへの支援事業に

つきまして、市町村の取り組みが進まなかった

ために減額するものでございます。

次の15ページでございます。開発事業特別資

金特別会計になります。中ほどの積立金につき

まして、668万2,000円の増額をお願いしており

ます。これは、開発事業特別資金へ積み立てる

こととしております九州電力の株式の配当金が

見込みを上回ったことによるものでございます。

次に、その下の（事項）繰出金につきまして

は270万6,000円の減額をお願いしております。

これは、16ページの説明欄にございます水素エ

ネルギーの利活用促進モデル事業の事業費が減

額になりましたことから、一般会計の繰出金を

同額減額するものでございます。

補正予算につきましては以上でございます。

続きまして、委員会資料の３ページをお開き

ください。特別議案になりますけれども、議案

第68号「宮崎県開発事業特別資金特別会計条例

の一部を改正する条例」について御説明させて

いただきます。

まず、１の改正理由でございます。この条例

は、当課で所管しております開発事業特別資金

特別会計の設置条例でございますけれども、こ

の条例の中で引用しております石川内第二発電

所及び川原発電所に関する株式より生じる利益

金の使用等に関する条例、これは、県が保有し

ております九州電力の株式から生じる配当金で

すとか、その配当金の管理や使途を規定してい

る条例でございますけれども、この条例が改正

されまして、引用条文に条ずれが生じたため、

改正を行うというものでございます。改正の内

容は、２の表のところにございますけれども、

第２条につきまして、引用しております─下

線を引いていますけれど─「同条例第６条」

を「同条例第７条」に改めるというものでござ

います。

３の施行期日につきましては、公布の日から

とさせていただいております。

私からの説明は以上でございます。

○横山秘書広報課長 秘書広報課の一般会計補

正予算につきまして、説明をさせていただきま

す。

歳出予算説明資料の17ページをお願いいたし

ます。補正額は1,093万4,000円の減額でござい

まして、補正後の額は右から３列目にございま

すとおり、４億6,642万6,000円となります。
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19ページをお願いいたします。主な内容を説

明いたします。

まず、１つ目の（事項）職員費575万1,000円

の減額は、人事異動によります職員構成の変化

に伴うものでございます。

次に、（事項）秘書業務費183万2,000円の減額

は、知事の交際費を初めとします事務費の執行

残に伴うものでございます。

次に、（事項）広報活動費320万2,000円の減額

及びその次の（事項）県政相談費14万9,000円の

減額でございますが、これらも事務費の執行残

に伴うものでございます。

秘書広報課は以上でございます。

○長倉統計調査課長 統計調査課の補正予算に

つきまして、御説明いたします。

歳出予算説明資料の21ページをお開きくださ

い。統計調査課の補正額は、この表の左から２

列目、2,736万円の減額であります。これにより

補正後の額は、右から３列目、３億2,680万円で

あります。

補正の主な内容について、御説明いたします。

23ページをお開きください。まず、表の上か

ら５段目の（事項）職員費につきましては576

万2,000円の減額であります。これは、人事異動

により職員構成が変化したことに伴いまして、

給料及び職員手当に執行残が生じたものであり

ます。

次に、一つ飛びまして（事項）消費経済統計

調査費でありますが、100万円の減額であります。

これは、家計及び物価の動向や構造等を把握す

るための調査経費でありますが、旅費や調査協

力謝礼品購入費の執行残によるものであります。

次に、その下の（事項）労働諸統計費であり

ますが、265万円の減額であります。これは、雇

用や給与等の労働状況を把握するための調査経

費でありますが、国の委託費の交付決定に伴う

減額や、調査協力謝礼品購入費の執行残、調査

用品配送費等業務委託費の執行残等によるもの

であります。

次に、24ページをお開きください。２つ目の

（事項）商工統計調査費でありますが、556

万8,000円の減額であります。これは、商工業事

業所の活動状況を把握するための調査経費であ

りますが、国の委託費の交付決定に伴う減額や、

調査票の郵送回答やオンライン回答による統計

調査員報酬の執行残やデータ入力業務委託料の

執行残によるものであります。

次に、25ページをお開きください。２つ目の

（事項）住宅・土地統計調査費でありますが、271

万5,000円の減額であります。これは、住生活関

連諸施策の基礎資料を得るための調査経費であ

りますが、国の委託費の交付決定に伴う減額や、

広告料の執行残によるものであります。

次に、その下の（事項）漁業センサス費であ

りますが、703万8,000円の減額であります。こ

れは、漁業の生産構造や就業構造等を把握する

ための調査経費でありますが、主に国の委託費

の交付決定に伴う減額によるものであります。

統計調査課の説明は以上でございます。

○小倉総合交通課長 それでは、総合交通課の

補正予算につきまして、御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の27ページをお開

きください。総合交通課の補正予算は、左から

２列目、総額で4,252万5,000円の減額補正をお

願いしております。補正後の額につきましては、

右から３列目、８億4,192万7,000円となります。

補正の主な内容について、御説明いたします。

１枚めくっていただいて、29ページをごらん

ください。まず、下のほう、（事項）地域交通ネッ

トワーク推進費でございますけれども、こちら
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は、説明欄３の離島航路運航維持対策事業につ

きまして、276万6,000円の減額補正をお願いし

ております。これは、離島航路の運航欠損額を

国が補塡した後に、残額を県と延岡市で負担す

るものでありますが、例年、当初予算計上時に

は、国の補塡額が確定しておらず、概算として

計上しているところでありますけれども、今年

度補助分につきましては、運航欠損額が当初の

見込みより圧縮されたことから、減額補正をす

るものでございます。

次に、一番下にあります（事項）航空交通ネッ

トワーク推進費についてであります。

30ページをお開きください。説明欄１の「み

やざきの空」航空ネットワーク活性化事業につ

いて1,491万8,000円の減額補正をお願いしてお

ります。こちらは、香港線につきまして、当初

予算としては一定の運航経費を計上していたも

のの、会社との交渉の結果、結果的に昨年10月

から運休したことに伴いまして、その運航経費

分について減額補正をするものでございます。

続きまして、（事項）高千穂線鉄道施設整理基

金事業費の説明欄２、高千穂線鉄道施設整理基

金補助事業につきまして1,196万4,000円の減額

補正をお願いしております。これは、旧高千穂

線の撤去対象施設の撤去に要する費用を沿線自

治体に補助するものでございますが、今年度事

業のうち一部を撤去計画から除外したり、また

設計業務を一部翌年度に先送りするなど、撤去

計画を一部見直したことによりまして、減額補

正をするものでございます。

次に、（事項）運輸事業振興費についてでござ

いますが、820万8,000円の減額補正をお願いし

ております。こちらは、トラック運送の輸送サ

ービス改善や交通安全対策など運輸事業の振興

を図るため、宮崎県トラック協会が実施する各

種事業へ補助するものでありますけれども、補

助に係る軽油引取税などの算定の基礎数値が年

度末に国から示されることから、例年、当初予

算は概算の額として定額で計上しておりまして、

その後、数値が確定しますことから、残額を減

額補正するということで、例年同様の補正をお

願いしているところでございます。

総合交通課の補正予算につきましては以上で

す。

○日髙中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課の補正予算について、御説明いたします。

歳出予算説明資料の31ページをお願いします。

当課の補正予算額は6,676万5,000円の減額補正

で、補正後の額は５億3,166万8,000円となりま

す。

補正の主なものについて、御説明いたします。

33ページをお開きください。まず、中ほどの

（目）計画調査費の（事項）中山間地域活力再

生支援費4,186万2,000円の減額補正であります。

主なものとしまして、まず、説明欄の４、持

続可能な地域づくり応援事業3,164万3,000円の

減額補正であります。この事業は、市町村が住

民と一体となって取り組む地域づくりを支援す

るものでありますが、市町村が事業の実施を見

送るなど交付申請額が見込みを下回ったことに

よる補助金の執行残等であります。

次に、６、広げよう！「宮崎ひなた生活圏」

形成促進事業の712万2,000円の減額補正であり

ます。これは、地方創生推進交付金を活用し、

地域の実情に応じた住民主体の新たな取り組み

への支援をするものでございますけれども、想

定しておりました補助事業のうち、１件が実施

困難になったことにより、交付申請額が見込み

を下回ったことなどによるものでございます。

次に、34ページをお開きください。上から２
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つ目の（事項）地域活性化促進費の1,101万5,000

円の減額補正であります。

主なものとしまして、説明欄３、宮崎県市町

村間連携支援基金事業588万4,000円の減額補正

であります。この事業は各市町村が連携して地

域資源を活用しながら地域活性化に取り組む事

業を支援するものでありまして、今年度行った

補助要件の緩和などにより、新たな事業の開始

がある一方で、連携に向けた調整が整わず、事

業実施を見送った市町村もあり、全体として交

付申請額が見込みを下回ったことなどによるも

のであります。

説明は以上であります。

○米良産業政策課長 産業政策課の補正予算に

ついて、御説明いたします。

歳出予算説明資料の37ページをごらんくださ

い。補正額は、左から２列目になりますが、１

億2,020万4,000円の減額補正をお願いをしてお

ります。その結果、補正後の予算額につきまし

ては、右から３番目の欄ですが、９億2,499

万9,000円となります。

それでは、主な内容について、御説明をいた

します。

39ページをお開きください。まず、表の中ほ

どになります（事項）フードビジネス総合推進

費でありますが、120万8,000円の減となってお

ります。これは、説明欄の１、みやざきフード

ビジネス推進体制構築事業におきまして、事業

執行に伴う事務費の執行残が生じたことによ

り、111万8,000円の減となったこと等によるも

のであります。

その下の（事項）みやざき成長産業育成・雇

用創出プロジェクト推進費につきましては、１

億622万1,000円の減でございます。

主な内容ですが、まず、説明欄の１、みやざ

き成長産業育成プラットフォーム構築事業618万

円の減につきましては、成長産業４分野に係る

試験研究機関への研究員設置委託など、当課及

び関係課等に分任して執行いたしました委託費

等の執行残によるものでございます。

次に、４つ下の５、みやざき成長産業雇用拡

大・定着推進事業につきましては、9,853万4,000

円の減と減額が大きくなっております。この事

業は、フードビジネスなどの成長産業４分野の

企業が新たに人を雇用して、商品開発や販路開

拓を行う場合に補助をする事業でございます。

当初予算におきましては３億9,600万円の予算を

計上しておりましたが、国からの交付決定額が

交付申請額に対して6,000万円減額されたこと

や、全国的な人手不足の状況の中で、計画どお

りに新たな雇用を確保することができず、補助

申請額どおりの事業執行ができない企業が生じ

たこと等による減額であります。

次に、40ページをお開きください。（事項）み

やざき地方創生若者定着促進費であります

が、900万2,000円の減となっております。これ

は、説明欄の２のところになりますけれども、

県内企業に就職した若者に対して、奨学金の返

還支援金を交付する事業である、みやざき産業

人財確保支援基金事業におきまして、奨学金返

還支援対象者を当初40名と想定し、認定企業35

社において採用活動を行ったところですが、結

果的に人材を確保できなかった企業が多数に上

りましたことから817万1,000円の減となったこ

とによるものであります。

説明は以上でございます。

○小川生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の補正予算について、御説明いた

します。

歳出予算説明資料の41ページをお開きくださ
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い。当課の補正予算は2,477万3,000円の減額補

正をお願いしております。補正後の額は、右か

ら３番目の欄の４億1,974万9,000円となります。

主な内容について御説明いたします。

44ページをお開きください。ページ中ほどよ

り少し上の職員費1,184万4,000円の減額であり

ます。これは、人事異動による職員構成の変化

等に伴う執行残によるものでございます。

続きまして、45ページをお開きください。上

から２つ目の消費者行政交付金事業費31 9

万1,000円の減額でございます。これは、国庫補

助額の決定により減額を行うものであります。

補正予算の説明は以上であります。

続きまして、委員会資料の４ページをごらん

ください。議案第69号「宮崎県消費者行政活性

化基金条例の一部を改正する条例」について、

御説明いたします。

まず、宮崎県消費者行政活性化基金は、消費

生活相談の内容の複雑化及び高度化が進むこと

に対応し、消費生活相談窓口の機能強化などを

図る目的として、国から交付された地方消費者

行政活性化交付金を原資としまして、平成21年

３月に設置されたものでございます。

１の改正理由につきましては、宮崎県消費者

行政活性化基金の清算手続が完了したため、改

めて基金の設置条例の有効期限を定めようとす

るものでございます。

２の改正内容について、御説明いたします。

条例の附則第２項で、現在、平成41年３月31

日となっている基金の有効期限を平成31年３

月31日に改正することとしております。本県に

おいては、平成29年度末で基金の全額を活用し

残額がゼロとなっており、今年度、国への清算

手続が完了したため、有効期限を今年度末に短

縮するものであります。

なお、この基金の成果としましては、平成21

年度から県及び市町村が消費者行政の活性化の

ための事業に取り組み、消費生活相談員の増員

やスキルアップ、相談窓口の機能強化とともに、

消費者への広報啓発の充実強化が図られ、相談

者の利便性の向上や相談の掘り起こしにつな

がったところでございます。

また、国の地方への財政支援は、平成26年度

補正予算から、基金方式ではなく、単年度交付

の交付金に切りかわっており、現在、事業につ

いては、当該交付金の対応となっております。

３の施行日は、公布の日としております。

当課の説明は以上であります。

○川口みやざき文化振興課長 みやざき文化振

興課の補正予算案について、御説明いたします。

歳出予算説明資料の47ページをお開きくださ

い。当課の補正額は、左から２列目の補正額の

欄にありますように、２億4,124万3,000円の減

額でございます。これによりまして、補正後の

額は、右から３列目の、68億7,851万1,000円と

なります。

それでは、主な内容について、御説明いたし

ます。

49ページをお開きください。まず、上から５

段目の（事項）職員費850万8,000円の減額であ

ります。これは人事異動による配置がえにより、

職員数が減ったため、文教担当の人件費が当初

の見込みを下回ったことによるものであります。

また、下から４段目の（事項）職員費1,571

万7,000円の増額でありますが、これは、組織改

正に伴い国民文化祭担当が３人増員するなど、

職員数がふえたため、国民文化祭担当等の人件

費が当初の見込みを上回ったことによるもので

ございます。

次に、下から２段目の（事項）県立芸術劇場
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費8,051万3,000円の減額であります。

50ページをお開きください。一番上の説明欄

１の県立芸術劇場大規模改修事業費8,0 1 2

万3,000円の減額につきましては、県立芸術劇場

の空調・電気設備の修繕工事等に係る入札残に

よるものであります。

次に、上から５段目の（事項）文化交流推進

費340万5,000円の減額であります。これは、国

民文化祭おおいた大会の参加者に対する補助金

でありますが、大分大会では出演者を公募する

事業が少なく、参加者数が当初見込みを下回っ

たことによるものであります。

次に、51ページをごらんください。下から２

段目にあります（事項）私学振興費１億5,994

万8,000円の減額であります。説明欄１の私立学

校振興費補助金5,145万3,000円の減額につきま

しては、私立高等学校等に対し、生徒数に応じ

て当該学校に経常的経費の一部を補助するもの

でありますが、対象生徒数が当初の見込みを下

回ったことによるものであります。

説明欄８の（１）就学支援金7,780万円の減額

につきましては、私立高等学校等の生徒の授業

料のうち、公立高等学校授業料相当額もしくは

低所得者世帯等に対しましては、これを増額し

て支援することにより、授業料負担の軽減を図

るものでありますが、対象生徒数が当初の見込

みを下回ったことによるものであります。

また、（２）奨学のための給付金2,375万3,000

円の減額につきましては、低所得者世帯等を対

象として、授業料以外の教育に係る負担の軽減

を図るため、定額を給付するものでありますが、

対象生徒数が当初の見込みを下回ったことによ

るものであります。

最後に、繰越明許費について、御説明いたし

ます。

お手元の常任委員会資料の２ページをお開き

ください。繰越明許費補正の県立芸術劇場大規

模改修事業ですが、7,123万3,000円の繰り越し

をお願いしております。これは、県立芸術劇場

の空調設備改修工事につきまして、オリンピッ

ク等により受注が大幅に増加している関係で、

部品の納品がおくれたため、劇場の施設利用の

調整が困難となり、年度内に工事可能な期間が

確保できなかったことによるものであります。

みやざき文化振興課の説明は以上でございま

す。

○磯崎人権同和対策課長 人権同和対策課の補

正予算につきまして、御説明いたします。

歳出予算説明資料にお戻りいただきまして、53

ページをお開きください。人権同和対策課の補

正予算は654万8,000円の減額補正でございます。

補正後の額は、右から３つ目の欄にありますと

おり１億2,700万3,000円となります。

主な内容について、御説明をいたします。

55ページをお開きください。まず、中ほど少

し下の（事項）人権同和問題啓発活動費でござ

います。254万2,000円の減額補正でございます。

主なものといたしましては、説明欄の２の一人

ひとりが考える人権が尊重されるみやざきづく

り推進事業の経費につきまして、国庫委託金の

決定に伴い減額するものでございます。

次に、その下の（事項）「宮崎県人権教育・啓

発推進方針」推進事業費でございます。286万円

の減額補正でございます。これは、説明欄１の

宮崎県人権啓発センター事業など各事業におき

まして、国庫委託金の決定に伴う減額及び各種

人権講座の講師謝金や会場使用料等の執行残に

よるものでございます。

人権同和対策課は以上でございます。

○斎藤情報政策課長 情報政策課の補正予算に
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ついて、説明いたします。

それでは、歳出予算説明資料の57ページをお

開きください。情報政策課の補正予算は、左か

ら２列目、8,206万2,000円の減額補正で、補正

後の額は、右から３列目11億9,228万1,000円と

なります。

それでは、主な内容について、説明いたしま

す。

59ページをお開きください。中ほどにありま

す（事項）行政情報化推進費ですが、172万3,000

円の減額補正をお願いしております。これは、

インターネットで提供される行財政情報サービ

ス利用料の執行残等であります。

次に、（事項）行政情報処理基盤整備費です

が、764万5,000円の減額補正をお願いしており

ます。これは、職員が使用するパソコン賃借料

の執行残等であります。

次に、（事項）行政情報システム整備運営費で

すが、798万1,000円の減額補正をお願いしてお

ります。

主な理由ですが、まず、説明欄３の県庁ＬＡ

Ｎ運営費については、単独庁舎向けの回線使用

料の執行残等であります。

次に、４の総合行政ネットワーク運営費につ

いては、全国の地方自治体間をつなぐ行政専用

のネットワークに係る負担金の額が確定したこ

と等に伴う減額であります。

そして、５の県庁ネットワーク情報セキュリ

ティ緊急強化対策事業については、セキュリティ

ー上のネットワーク分離に伴うインターネット

系パソコン賃借料の執行残等であります。

60ページをお開きください。（事項）電子県庁

プロジェクト事業費ですが、731万4,000円の減

額補正をお願いしております。

主な理由ですが、説明欄２のサーバ管理委託

事業については、外部のデータセンターに設置

しているサーバの統合基盤への移行が進んだこ

とから、サーバの設置や管理に要する費用の一

部が不用となったことによる執行残等でありま

す。

その４つ下の６、新・電子行政推進事業につ

いては、県民等がインターネットを介して、県

への各種申請や届け出を行う電子申請システム

サービス利用料の執行残等であります。

次に、（事項）地域情報化対策費ですが、4,840

万3,000円の減額補正をお願いしております。

主な理由ですが、説明欄２の電気通信格差是

正対策費については、本年度、西都市で、携帯

電話の不感地域を解消するための事業を実施し

ており、その国庫補助決定に伴う減額でありま

す。

続きまして、繰越明許費について、説明いた

します。

お手元の常任委員会資料の２ページをお開き

ください。繰越明許費補正の２つ目、携帯電話

等エリア整備事業ですが、１億3,393万1,000円

の繰り越しをお願いしております。これは、西

都市の５地区におきまして、今年度、携帯電話

の不感地域を解消するための事業を実施してお

りますが、設備を設置するための用地交渉に日

時を要したことから、年度内の事業完了が困難

となったため、事業主体の西都市におきまして、

事業繰越が行われることによるものであります。

情報政策課の説明は以上であります。

○岩切国体準備課長 国体準備課の補正予算に

つきまして、御説明いたします。

歳出予算説明資料の61ページをお開きくださ

い。国体準備課の補正額は、表の左から２列

目、4,322万2,000円の減額であります。これに

よりまして、補正後の額は、右から３列目、３
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億796万2,000円であります。

補正の主な内容について、御説明いたします。

63ページをお開きください。まず、表の上か

ら５段目の（事項）職員費の3,977万8,000円の

増額でございます。これは、平成30年４月１日

の組織改正により、新たに国体準備課として設

置したことに伴い、増額となったものでござい

ます。

その下の（事項）体育大会費の8,300万円の減

額であります。これは、県有体育施設整備事業

でございますが、陸上競技場の造成設計業務委

託の執行残と体育館の地形測量業務委託の執行

残と、またプールについては、整備場所の選定

に時間を要したため、予定していた地質調査を

来年度に先送りして実施するための減額等によ

るものでございます。

国体準備課は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について、質疑はありませんか。

○右松委員 歳出予算説明資料40ページであり

ます。今議会でもさまざまな質問等が出まして、

産業人財確保、担い手の確保でありますとか、

それから就職支援とか、かなりいろいろ議論が

あったところでございます。

それで、こちらのみやざき産業人財確保支援

基金事業の執行残が817万1,000円ということで、

先ほど課長の説明では人材を確保できなかった

企業が多数あったということでございました。

この、みやざき産業人財確保支援制度は、若

者の県内企業等への就職を促進して、産業の担

い手を確保するのが目的になっています。そし

てあわせて、奨学金返還支援を行う企業を支援

するための制度ということになっておりまして、

大学生とか短大生が在学中に貸与を受けた奨学

金の返済を県が４分の３ですか、企業が４分の

１ということで返済を支援をするという形に

なっていますが、まず、この奨学金を貸与して

いる学生の数なんですけれど、わかる範囲で構

いませんが、現在、どれぐらい貸与を受けられ

て、そしてその推移はどういう状況なのか。こ

の制度に限って今質問させていただいています

が、奨学金の返済を支援すると、それを企業へ

の就職支援につなげていくということだと思い

ますので、そこがもしわかれば教えてもらうと

ありがたいなと思います。わからなければいい

です。対象数がある程度わかっていらっしゃる

のかなというところもちょっとあったもんで。

○米良産業政策課長 申しわけございません。

少しお待ちください。

全国での貸与者数、ちょっと数字が古いんで

すけれども、平成27年12月の時点で、全国で132

万人で、県内で6,220人となっております。

○右松委員 県内で6,220人、これはどういう計

算ですか。現在、返済が終わった方もいらっしゃ

ると思うんです。貸与を受けておられる対象者

が今回のその数になってきますので。ですから、

この支援制度の対象者の数をちょっと知りたく

て、それで、その推移がどうなっているのかな、

宮崎の産業人財確保支援基金の対象者数がわか

るとすごく参考になるかなと思ったもんですか

ら。

○米良産業政策課長 今、委員のおっしゃいま

した全借入者というのがちょっと把握できてお

りませんけれども、今申し上げました数字は、27

年12月時点の全体の学生が１万1,000人ほどい

らっしゃる中での数字になります。

○右松委員 これ、４年生が就職される際に、

使われる支援制度ですよね。だから、単純に４

分の１で計算しても、私が計算してもいいんで

すけれど、先ほど１万1,000という数字が出まし
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たけれど、6,220、どういう、もう一回ちょっと

教えてもらっていいですか。

○米良産業政策課長 これは４年生だけの数字

ではなくて、全体の数字になります。単純に４

分の１ということにはならないかとは思います

が、おおむねその程度の数字が１学年当たりに

はなるのかなとは思っております。

○右松委員 人数、もう一度おっしゃってくだ

さい。

○米良産業政策課長 平成27年12月時点で、県

内が6,220人になります。

○右松委員 わかりました。それで、じゃあ、

この制度を活用した実際の会社数と、それから

人数はどうなっているのか教えてもらうとあり

がたいなと思います。

○米良産業政策課長 昨年度の実績でございま

すが、35社を認定をしておりまして、実際最終

的に対象となりましたのが12社の19名になりま

す。

○右松委員 わかりました。やはり、この制度

を活用する際にいろいろとハードルもあるで

しょうし、周知のやり方ですとか、会社がどう

いう形でこの制度を活用していくのか、活用す

るためには乗り越えていかないといけないこと

がたくさんあるのかなと思っています。

それで、制度的には就職支援にもつながりま

すし、県内の産業人財の確保にもつながります、

しかも若手ですので、これから背負っていく人

たちですので、非常に呼び水になる制度である

と思います。

あとは、6,200のうち、恐らく1,500とか対象

者がいる中で、実際19名ということで、なかな

か人材確保できなかった企業が多数あるという

のも十分理解はするところなんですが、周知を

どういう形でやっていくのか、行政として何が

できるのかって考えたときに、企業がこの制度

を活用していこうと、そして若手に自分の会社

に就職してもらおうと、どこまでその辺が企業

側に伝わっているのか、その辺の感触といいま

しょうか、それをちょっと教えてもらうとあり

がたいなと思います。

○米良産業政策課長 委員おっしゃるとおり、

この制度を少しでも学生にとって使いやすい、

あるいは企業にとっての魅力につながっていく

ように周知を図っていく必要があろうかと思っ

ております。

今現在、県内の企業・事業者向けにという意

味では、産学金労官でさまざまな人財確保に取

り組んでおりますので、産学金労官と意見交換

するような場での周知を図っておりますし、例

えば商工会議所連合会であるとか、産業団体に

実際出向きまして、総会等での告知等も行って

おります。また、県内の高等教育機関でありま

すとか、市町村、こういったところにもお願い

をしているところです。

また、学生さんに向けては、さまざまな就職

のイベントでありますとか、この奨学金の制度

を告知するためのイベントも、今年度予算をお

願いして実施しております。といったところで

すとか、ホームページ、ＳＮＳ等での情報発信

あるいは県外の今年度設置をいたしましたコー

ディネーターを通じて県外の大学生への周知、

さまざまな形で今現在取り組んでいるところで

ございます。

○右松委員 わかりました。私も代表質問で問

わせていただきましたけれど、県が取り組みを

一生懸命やっていらっしゃるのは私もわかって

います。大学との就職支援協定の数もふえつつ

ありますし、大学のほうでブースを置いていろ

いろと学生さんの対応もされていますので。だ
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から、今後しっかりと取り組みを進めていただ

いて、活用できる支援制度、できるだけ周知を

してもらうと、そういう形でやってもらうとい

いかなと思いますので、産業人財確保のために

また力を尽くしてもらうといいかなと思います。

○武田委員 関連で、同じなんですけど、19名

の方が利用されて、800万円残が出ているわけで

すが、昨年からある企業の方と話をしていて、

そこの企業の中で奨学金を負担をするという話

をされてこられて。ちょうど県教委の話を学生

さんに伝えたいということで話があって、まだ

きっちりできていないので、でき上がったらま

た持ってきますということで、県教委のほうか

ら、総合政策部もありますからということで話

を持っていったんですけれど。まあ、結果的に

はもう募集期間が終わっていたので、今回ちょっ

と無理ですね、来年度またお願いしますという

ことだったんですが。結局その企業の方はこの

制度をやっぱり知らなかったということがあり

まして。だから、周知は確かに業界であるとか、

各市町村であるとか、学校であるとか、回って

いらっしゃるんでしょうけれど、結局地元の意

欲のある企業さんに伝わっていない。そこはも

う来年、再来年、今インターンも受け入れたり

しながら、確実に入ってくるんだけれど使えな

いのということで、何とかならんとかと言われ

たんですけれど、ここはルールですので、そこ

はちょっと済みません、何ともなりません、来

年度またお願いしますということだったんです

が。やはり周知というか、ここの企業さんは実

績もあって受け入れたいと、自分とこの会社の

中で奨学金返済の支援もしたいというところが

あるにもかかわらず、なかなかそこまで、もっ

たいないなという思いがあって、そこの周知を

もうちょっとして。私もちょっと電話させてい

ただいたら、企業さんはそれなりにあるんだと、

ただマッチングというか、最終的に残が出たの

は企業さんが募集したんだけれど、そういう方

が来られなかったということでお聞きしたんで

すが、結局やっぱり企業数が足りないんじゃな

いかと思うんです。

もっと認定企業をふやして、これが今の10倍

になりますと、完全に予算を使い切って、また

来年度は予算を上げてくださいと、皆さんから

も私からもお願いするようになるといいかと

思っているんですが、そこらあたりの、右松委

員が言われた周知の仕方をもう少し徹底して、

こういうのは本当にいい予算ですので、しっか

りと予算を執行していただいて、来年度は増額

をお願いするような形をしていただきたいと思

うんですが、いかがでしょうか。

○米良産業政策課長 委員おっしゃるとおり、

定員というか予定の人数に到達するように努力

をして行きたいとは思っておりますが、昨年度

の実績でも予定数を上回る数の認定は、しては

いたところではあるんですけれども、昨今のこ

ういった情勢、人財確保が難しいという情勢で、

達していないという状況が一方でございます。

そういったところをカバーをしていくために

も、参画企業でありますとか、学生さんへの周

知が非常に大切だと思っておりますので、先ほ

ど申し上げましたような各方面への周知ですと

か、情報発信に努めていきたいというふうに思っ

ております。

○武田委員 ありがとうございます。確実に入

るとわかっている企業さんもいらっしゃるみた

いですので、その企業さんが趣旨を理解されて

使い勝手のいいようにしていただきたいと思い

ます。よろしくお願いします。

○前屋敷委員 39ページでお願いをしたいと思
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いますが、一番下のみやざき成長産業育成雇用

創出プロジェクト推進費の５番目です。みやざ

き成長産業雇用拡大定着推進事業、国の補助と

いいますか、それも減額されたということもあっ

たんでしょうけれど、昨年度の補正額以上に今

年度の補正額はふえているんですよね、この事

業でいけば。今、雇用拡大したいと、国もそれ

なりに支援をし、県も力を入れているんだけれ

ど、なかなかそこが雇用の拡大、まあ、事業所

が主体ですので難しいところもあるんでしょう

けれど、もっとやはり予算が十分に使えるよう

な形で、企業あたりにもエールを送ったり支援

をしたりということなんですけれど、どういう

理由で企業はなかなか雇用に結びつかなかった

んですかね。この予算の活用の中身ですけれど。

○米良産業政策課長 予算組みのときには、各

企業さんの御意向もお聞きしながら確保する予

定で要望いただきまして、国へも申請をしてい

るところでございます。その後の情勢の中で、

予定をしていた人員を採用できていない部分が

多いということで、この補助の要件が新たに人

を採用した上で取り組んでいくところに補助を

する形になっているものですから、予定どおり

の補助執行ができなかったという状況でござい

ます。

○前屋敷委員 一定人数が確定して国には申請

をするという形ですか。それが目標を満たなかっ

たので国の補助といいますか交付といいますか、

それが減らされているということなんですか。

○米良産業政策課長 今回のことで言えば、昨

年度の時点での補助申請ということになってい

ますので、あくまでも予定ということで。国が

８割の補助事業なものですから、補助率もいい

ということで、少しでもこういったところを活

用したいということで、採用したいという企業

さんの御意向もあるかとは思いますけれども、

そういったことで計画を立てて申請をしており

ます。あくまでも予定数で申請をして、実際今

年度になって採用がなかなか厳しかったという

ような状況でございます。

○前屋敷委員 人数的にわかっていれば目標と、

それから実際その予算が活用できた、人数がわ

かれば。

○米良産業政策課長 この補助金に係る採用数

は443人を採用できております。

○前屋敷委員 目標はもっと高かったわけです

よね、これでいきますと。わかりました、いい

です。ありがとうございます。

○緒嶋委員 中山間・地域政策課の33ページ、

持続可能な地域づくり応援事業3,100万余の減額

ということでありますが、やはり中山間地では

持続可能な地域を守っていかないといかんわけ

ですね。そのためには、こういう予算を十分活

用しなきゃ地域を守れんわけですよね。そうい

う意味では、こういう減額は、これは市町村の

取り組みが一番問題なわけでありますが、こう

いうことは市町村が地域を守るため、人口減少

に対しての認識がどうなのかという気がするわ

けですけれど、これは、どういうことでこれだ

け減額しなきゃならんかったわけですか。

○日髙中山間・地域政策課長 この事業は、地

域づくり応援補助金という形で市町村に交付し

ているものでございまして、３年間の上限で昨

年度から実施しておりますので、昨年度からの

事業と今年度からの事業で構成されております。

昨年度やった事業の継続分につきましては、

若干の執行減はありますけれども、７件それぞ

れ事業をされております。

新規分につきましては、当初、予算を組みま

したときに、市町村の意向を伺ったところ、６
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件ほど要望がございまして、それで予算を組ん

だところですが、実際にはそのうちの３件が年

度を先送りするような形とか、一般財源で行う

といったものがございまして、その分が2,300万

円ほどの減額補正の理由となっております。

○緒嶋委員 一般会計というか、この支援は受

けなくていいということですか、今の説明は。

○日髙中山間・地域政策課長 この私どもの事

業より、ほかにいいものがあったりする場合も

ありますし、それとの兼ね合いで、市町村が一

般財源のほうが使い勝手がいいということもあ

りまして、やるというようなものもございます。

○緒嶋委員 具体的にどういうのがあるわけで

すか。

○日髙中山間・地域政策課長 実際に、一般財

源で行った事業は、日南市になりますけれども、

カツオ一本釣りの日本農業遺産関係の事業につ

きましては、当初私どもの事業でということで

したけれども、一般財源で行ったというふうに

伺っております。

○緒嶋委員 一般会計の予算は何でも使えるわ

けだから、補助をもらって補助残を一般会計に

入れたほうがよっぽど有利だけれど、一般会計

の予算のほうがいいという理屈がよくわからん

のだけれど、どういうことなの。

○日髙中山間・地域政策課長 済みません、詳

細はちょっと伺っておりませんが、補助事業と

一般財源の兼ね合いの財政上の問題かなという

ふうに思っております。

○緒嶋委員 どうも私は理解できんとですけれ

ど。

一般会計は何でも使えるというのが一般会計

の予算だから、補助もらったほうが有利じゃな

いかと思ってるけれど、一般会計で使ったほう

が有利だという意味がわからん。

○日髙中山間・地域政策課長 申しわけありま

せん。ちょっと詳細を確認をいたします。

○緒嶋委員 時間がかかるということ、今でき

んということで。

それと、新年度予算の審議でも言ったけれど、

総合交通課の中で、高千穂鉄道の不用施設なん

かの撤去に対する経費の減額も出てきとるわけ

ですが、これは、まだ予算で経費をかけないと

いかんのがかなりあると思うんですけれど、残

余の事業はどのくらいあるわけですか。

○小倉総合交通課長 これは、平成23年度から10

年間の計画でございます。残り31年度と32年度

の２カ年になってございまして、撤去費用とい

たしましては、今のところ見込みでございます

けれども、合計しますとおよそ６億程度分は残っ

ております。ですので、引き続き毎年１億1,000

万程度、撤去費用に充てるための各市町村から

の費用も含めて積んでいるところでありますけ

れど、何とか撤去できるように基金を積んで、

今後２カ年で実施する計画になってございます。

○緒嶋委員 今のところ２カ年で６億というの

はかなりの金額ですが、これは十分２カ年で終

わると見ていいわけですか。

○小倉総合交通課長 特に来年度でいいますと、

再来年度もございますけれど、延岡市の滝の下

橋梁が数億円程度かかったりする、大きな土木

工事、橋の撤去に係る工事などもございます。

そういった１カ所でかなり大きいものがござい

ますけれども、そういったところも含めまして、

その他計画どおり進められるように、延岡市で

すとか日之影町、高千穂町とともにスムーズに

撤去できるように進めていきたいなと思ってお

ります。

○緒嶋委員 それと、一番気になるのが、高千

穂鉄橋ですね。あそこをどう撤去するかという
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ことと、今は、それを有効活用されている面が

あるわけで、そういうのはどういうふうに最終

的には処理されるわけですか。

○小倉総合交通課長 委員御指摘の高千穂鉄橋

は、現在、グランドスーパーカートなどで有効

活用されている状況もございますので、あれは

恐らく今後とも活用する方向で検討されるんで

はないかなと思います。現状、撤去計画の中に

も高千穂鉄橋は含まれておりません。高千穂の

駅舎ですとか、グランドスーパーカートが走っ

ている手前の部分については、一応撤去の部分

に入っているところはあるんですけれど、そこ

も今後活用するかもどうかも含めて、町のほう

でも引き続き検討をしていく、そこはあくまで

町の判断というところもあるかなと思いますの

で、そこも含めて今後よく協議をしていく必要

があるかなと思っております。

○緒嶋委員 これは将来のことを言ったら切り

がないわけですが、あれを何十年使うか知らん

けれど、最終的には老朽化してどうにもならな

くなった。そのときは、この基金を利用するん

じゃなくて高千穂町の責任とか、今利用してい

る会社の責任とか、そういうのはある程度明確

にしておかんと、後々までどちらの責任かとい

うようなことにもなるので、そこ辺はぴしゃっ

としとかんと問題を後に残すことにもなると思

うんだけれど、そのあたりの考え方は持ってお

るわけですか。

○小倉総合交通課長 済みません、委員御指摘

のように、高千穂鉄橋を今後どうしていくかと

いうことにつきまして、撤去計画にそもそも載っ

ていないものですから、今後５年、10年たった

後の撤去方法について、具体的に協議している

というわけではありませんけれども、委員おっ

しゃるように、町ですとか会社のほうと協議し

ながら、老朽化対策で補修をかけていくのか。

いずれにしろ、その活用が前面に出るというこ

とであれば、活用という方向で前向きに検討し

ていくということでしょうから、それに向けて

補修をするですとか、何らかの老朽化対策をし

ていくという形で、協議をしていくという形に

なるかと思いますけれど、現時点では何か検討

して決めているわけではないです。

○緒嶋委員 やはり最終的には、そこ辺を明確

にしておかんと、後でこれは県も責任があると

か、それは全て町の責任ですとかいうことにな

ると思うから、そのあたりはやはり明確に町の

責任なら町の責任と、その後、将来をどうする

かということを含めてですよ。やはりはっきり

した結論的なものを決めておかんと、課題を将

来に残すことになるので、そういうことがない

ようにやはり明確なものをつくっておかんとい

かんのじゃないかという気がしますので。これ

十分検討して、高千穂町、一面は日之影町も係

るかな、高千穂町だけかな、まあ、１つの川を

境にしてちょうどのところですので。まあ、あ

れを撤去するということであれば、恐らく何億

かかるかわからんと思って。それは試算すれば

わかると思うけれど、恐らく二、三億じゃとて

も撤去できんということになると思いますので、

十分そこ辺は検討していただきたいと思います。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、先ほどの中山間・地

域政策課の時間がかかるという点については。

○日髙中山間・地域政策課長 ただいまちょっ

と確認をさせていただいておりますので、もう

しばらくお時間をいただきたいと思います。

○松村委員長 後ほどということで。

それでは、次に、その他報告事項に関する説
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明を求めます。

○重黒木総合政策課長 それでは、総合政策課

から１件、御報告させていただきます。

委員会資料の６ページをお開きください。宮

崎駅西口広場の再整備の検討状況について、御

報告させていただきます。

駅の西口広場につきましては、昨年の９月議

会におきまして、検討に必要な補正予算をお認

めいただき、これまで検討を進めてまいりまし

た。最終的には、３月末に今後の詳細設計のも

ととなります基本計画を取りまとめる予定とし

ておりますけれども、現時点で基本計画の中心

となります広場の平面図などがまとまりました

ので、御報告させていただくものでございます。

それでは、資料に沿って御説明いたします。

まず、１の西口広場再整備の目的でございま

すけれども、既に御説明しているとおりでござ

いますが、今回、宮崎交通とＪＲ九州が共同で

建設いたします複合ビル、これによって生まれ

ます新たなにぎわいを広げまして、それをさら

に中心市街地につなげていくということで、観

光・物産面での県内への波及効果を図るという

ものでございます。

再整備に当たりましては、（２）の基本的な考

え方にお示ししているとおり、にぎわいをつく

りさらに大きくしていくこと。そのにぎわいを

中心市街地につなげていくこと。それから人々

が憩い、誰もが安心して歩いて楽しめること。

こういった観点から、イベント空間の整備です

とか広島通り─あみーろーどですね、こちら

への動線形成、歩行者の安全確保などについて

検討を進めてきたところでございます。

具体的には、２の検討経過のところにござい

ますように、県と県警、宮崎市、こういった行

政機関と、民間事業者、商店街の関係者、商工

団体の方々、またバスやタクシーの交通事業者、

こういった関係者などで構成いたします宮崎駅

西口広場再整備検討委員会で４回にわたりまし

て、広場の機能ですとか、歩行者の安全性の確

保、タクシー等の動線をどうするか、色合いの

イメージをどうしていくか、そういったさまざ

まな観点から検討を行ってきたところでござい

ます。

その検討を踏まえました図面を右の７ページ

のほうにお示ししております。７ページの上の

ほうが計画のイメージということで、駅前広場

全体を俯瞰した図となっております。

再整備につきましては、広場の南側、図では

右側のほうですけれども、ここを中心に行うと

しておりますけれども、広場全体の色調を統一

する関係ですとか、バスなどの乗りおりといっ

た利便性を確保するという観点から、広場の北

側につきましても、基本的な構造は変えないん

ですけれども、舗装タイルの張りかえですとか、

バス停の位置の変更を行うこととしたところで

ございます。

下に平面計画の図がございますけれども、こ

ちらで広場の機能につきまして、少し具体的に

説明させていただきます。

現在の広場のレイアウトを下に薄く重ねてお

りますけれども、現在の駅前広場につきまして

は、タクシープールが大きいということでイベ

ント等を行うスペースがないというところ、そ

れから歩道も狭い状態にあるというところでご

ざいます。加えて広場内をタクシーだけではな

く、一般の車両も通行できるということになっ

ておりまして、やや危険な箇所もあるというと

ころでございます。

こういったことから、まず、にぎわいの場づ

くりとして、駅舎の近いところにイベント空間
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を整備するところでございます。そして、この

イベント空間には、雨天時等でも対応できるよ

うに、大屋根をかけていくこととにしたところ

でございます。

それから、その下のにぎわい・交流空間につ

きましては、植栽を施すとともに、一定の広さ

を確保しまして、人の流れを中心市街地のほう

に導いていくといったレイアウトにしていると

ころでございます。

それから、タクシープールにつきましては、

現在の位置を少しずらしまして、必要な台数が

一定程度確保できるという面積を確保いたしま

して、それから、出入り口はロータリー側の１

カ所とすることで、広場内は、一般の車両は通

行できない構造としたところでございます。こ

のことによりまして、利用者ですとか、歩行者

の安全面に十分配慮した広場とすることができ

たものと考えております。

そのほか、身体障がい者に配慮いたしました

タクシー乗り場の新設ですとか、バス乗り場や

タクシー乗り場への動線上の雨よけのシェルタ

ーのリニューアルを行うこととしております。

左の６ページにお戻りください。今後の予定

でございますけれども、下のほうにございます

ように、今御説明した平面図を中心とした広場

再整備の基本計画を今年度中に取りまとめるこ

とにしております。来年度はそれをもとにして、

詳細設計それから工事に入っていくことにして

おります。

今後は、県土整備部におきまして、工事を行

うことになりますので、事業は県土整備部で行

うことにしておりまして、来年度予算も県土整

備部の当初予算で詳細設計の予算を計上してい

るところでございます。

説明は以上でございます。

○川口みやざき文化振興課長 国民文化祭及び

全国障害者芸術・文化祭実施計画（案）につい

て、御説明いたします。

当実施計画（案）については、11月議会の常

任委員会で素案を御報告したところですが、こ

のたび別添の資料１のとおり取りまとめました

ので、主な内容について、常任委員会資料で御

報告いたします。

それでは、委員会資料の８ページをお開きく

ださい。まず、１にありますように、この実施

計画は、大会名や基本方針のほか、事業構成や

各事業の開催日程、会場、内容といった事業概

要等を定めるものであり、来年度、県の実行委

員会で決定され、国の実行委員会で承認を得る

予定であります。

次に、２の実施計画（案）の内容についてで

すが、まず、アの県実行委員会主催事業の①総

合フェスティバルについては、それぞれ表に記

載のとおりでございます。

②シンポジウム・イベントについては、本県

文化の強みや特性を発信するイベントとして、

４つのテーマを柱として事業を計画しておりま

す。

１つ目は、記紀・神話・神楽をテーマとした

事業で、10月23日から25日に宮崎市において、

また10月31日と11月１日に延岡市において舞台

公演を行います。また、このほかにシンポジウ

ムの開催も予定しております。

２つ目は、国際音楽祭をテーマとした事業で、

毎年春に開催している宮崎国際音楽祭の秋バー

ジョンとして、11月中旬に２日間、県立芸術劇

場で音楽公演を行う予定です。

３つ目は、若山牧水をテーマとした事業で、11

月14日に県立芸術劇場において、短歌と音楽を

融合した舞台芸術とトークイベントを開催いた
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します。

４つ目は、宮崎の食文化をテーマとした事業

で、11月下旬から12月上旬にシンポジウムや体

験型イベントを開催予定です。

また、その他連携企画として、さまざまな団

体等と連携し、県民が地域の文化に身近に触れ

られる事業を県内各地で展開する予定です。例

えば、まちなか文化祭や県総合博物館などの県

有文化施設における企画展の開催、子供記者に

よる県内文化の取材・発信企画などを予定して

おります。

次に、③共に生きて共に感じる芸術文化事業

についてですが、これは、障がい福祉課が中心

となり、芸文祭の企画運営委員会で検討いただ

いた事業であります。

具体的には、メインイベントとして、アート

フェスティバルや、資料は９ページになります

が、わたぼうしコンサート、ステージパフォー

マンスなどを、また、出張型イベントとして、

移動型アート展やワークショップなどを県内各

地の商業施設や学校等で行う予定となっており

ます。

以上、県実行委員会主催事業として、国文祭

・芸文祭合わせまして、21程度の事業を実施す

る予定としております。

次に、イの市町村実行委員会主催事業につい

てであります。これまで、各市町村実行委員会

が文化団体等と連携し、地域の特色を生かした

文化・芸術事業の検討を行ってきたところであ

り、１月９日時点で126の事業案が報告されてお

ります。今後、変更の可能性はありますが、各

事業の日程や概要につきましては、別添の資料

１、実施計画案に記載しておりますので、後ほ

ど、ごらんいただきたいと思います。

続いて、（２）の広報計画についてですが、全

体方針として、各年度ごとの段階に応じた広報

を行うこととしており、今年度は「知らせる」

として、大会ロゴマークの発表や公式ホームペ

ージの開設等を行いました。来年度は「広める」

として、大会公式ポスターの発表や市町村にお

ける巡回広報等を行いたいと考えております。

そして、2020年度は「いざなう」として、大会

旗の市町村巡回や公式ガイドブックの発行等を

行い、県内外から多くの方々を大会へといざな

いたいと考えております。

また、１年前や100日前など、節目となる時期

に各種プレイベントも実施する予定にしており

ます。

最後に、３の今後のスケジュールであります

が、今回御報告しました実施計画（案）を６月

の県実行委員会で決定し、７月ごろには国の実

行委員会で承認を頂く予定としており、2020年

には事業別実施計画の策定を経て、大会本番を

迎える予定です。

説明は以上であります。

○坂元記紀編さん記念事業推進室長 記紀編さ

ん記念事業の今年度の取り組み状況について、

御説明をいたします。

委員会資料の10ページをお開きください。初

めに、知る機会・触れる機会の創出であります

が、これは、県民の皆様に神話や神楽など、み

やざきの宝を再認識していただき、郷土に対す

る愛着や誇りを深めてもらうための取り組みで

あります。

１の神話のふるさと県民大学では、県内外の

多彩な講師陣による神話を切り口にしたリレー

講座や講演会、次の11ページになりますけれど

も、こちらの小中高校生向けの出前講座、記紀

みらい塾などを開催いたしました。

同じページの下の（５）にありますとおり、
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今年度は教育委員会とも連携いたしまして、神

楽講座や神楽公演も県民大学のメニューとして

新たに加え、多くの県民の皆様に御参加いただ

いたところであります。

次に、12ページ、２の神楽シンポジウムであ

ります。これは、神楽の意義と価値を見つめ直

すとともに、その魅力を県内外に発信し、多く

の方々の関心を高める取り組みであります。神

楽のユネスコ無形文化遺産登録に向け、本県が

中心となって設立いたしました九州の神楽ネッ

トワーク協議会の動きとあわせまして、教育委

員会とも連携を図りながら取り組んでいる事業

であります。

今回も有識者による基調講演やパネルディス

カッションのほか、岩手県の早池峰神楽を初め

とした県内外の神楽に御出演いただき、県民の

皆様に神楽の魅力を体感していただいたところ

であります。

続きまして、その下、３の古墳講座では、記

紀に描かれた日向神話を読み解き、神話を生み

出し育んでいった古墳時代のヤマト政権と、日

向の実像に迫る県民向けの講座を県内３カ所で

開催いたしました。

次に、13ページのブランドイメージを確立す

るためのプロモーションであります。これは、

県外において、神話の源流みやざきの魅力を発

信し、本県への関心やブランドイメージを高め

るための取り組みであります。

まず、１の大学との連携による連続講座では、

神話や神楽、古墳などに関心の高い層をターゲッ

トにした講座を首都圏や大阪、福岡の大学と連

携して開催をしたところです。

次に、14ページになりますけれども、中段よ

りやや下の２の神楽の県外公演であります。こ

れは、東京オリパラや神楽のユネスコ無形文化

遺産登録を見据え、本県に伝わる神楽の魅力を

全国に向けて情報発信する取り組みであります。

今回で３回目となる国立能楽堂での神楽公演

を、高原町の祓川神楽に御出演いただき開催を

いたしました。國學院大學で開催しました全国

シンポジウムでの神楽公演とあわせて、多くの

方々に足を運んでいただき、首都圏の皆様の神

楽に対する関心の高さを実感したところであり

ます。

15ページの中段になりますけれども、関西地

区では、今回初めて、包括連携協定を締結しま

した神戸市において公演を開催いたしましたが、

こちらの会場も満席となりまして、参加者に若

い世代や海外からの留学生などが多かったこと

が特徴的でした。

続きまして、16ページの３の「神話の源流み

やざき」プロモーション映像制作ですが、カン

ヌ映画祭などで数々の賞を受賞され、また東京

オリンピックの公式映画監督にも就任されまし

た河瀨直美氏に依頼をし、通算で10作目となる

動画の制作を行いました。

最後に、４の雑誌・メディアを活用したプロ

モーションであります。（１）の首都圏女性情報

誌とのタイアップでは、女性を主なターゲット

とした神話旅の情報発信を行うとともに、（２）

のラジオ番組とのタイアップでは、ＭＲＴラジ

オと連携をして、日向神話をテーマにした番組

放送や朗読ライブを行ったところであります。

今後とも、これまでの事業の成果や課題を踏

まえまして、改善を図りながら、より一層の取

り組みを進めてまいりたいと考えております。

説明は以上であります。

○磯崎人権同和対策課長 委員会資料の18ペー

ジをお願いいたします。人権に関する県民意識

調査の結果の概要について、御説明いたします。



- 22 -

平成31年３月６日(水)

まず、１の調査目的でありますが、人権に関

する県民意識の変化を把握し、今後の人権施策

の適切な推進に生かすための調査でございまし

て、平成15年から５年ごとに実施をしておりま

して、今回が４回目の調査でございます。

２の調査の概要でございますが、（１）調査項

目の①から⑫までの12の項目を内容とする、全23

問の調査を行っております。

（２）調査方法としましては、県内在住の18

歳以上の方から3,000名を無作為に抽出をしまし

て、昨年９月に調査票を郵送し、郵送またはイ

ンターネットによる回答で御回答をいただきま

した。

（３）回収結果につきましては、1,093名の方

から回答をいただきまして、回答率は36.4％で

ございました。なお、回答者の男女の内訳とし

ては、女性のほうが多くなっております。

次に、19ページをごらんください。３の結果

の概要でございます。

まず、（１）宮崎県は人権が尊重される県になっ

ているかという設問に対しまして、そう思う、

または、どちらかといえばそう思うという肯定

的な回答が、あわせて41.9％でございまして、

そう思わない、または、どちらかといえばそう

思わないという否定的な回答をあわせて18.3％

を大きく上回っている状況でございます。

しかしながら、前回、平成25年の調査と比較

をしますと、肯定的な回答が減少し、否定的な

回答が若干増加をしている状況でございます。

これは、これまで人権問題として、余り認識さ

れていなかった問題、例えば性的マイノリティ

ーの問題ですとか、子供の貧困問題といった問

題が、近年報道等で頻繁に取り上げられまして、

人権問題の裾野が広がって、県民の人権問題へ

の関心あるいは問題意識が、以前よりも高まっ

てきていると思われまして、そういったことが

一つの要因となっているのではないかなと考え

ているところでございます。

次に、（２）人権侵害を受けた経験の有無につ

いての設問では、今回調査で、ある、と答えた

人は26.5％となっておりまして、前回調査より

も若干ですが増加をしております。

また、（３）関心を持っている人権問題を尋ね

る設問では、最も多かったのは、子供の人権問

題で、約７割の方が関心を持っておられまして、

続いて、障がいのある人に関する人権問題や、

パワーハラスメントなど、身近な人権問題への

関心が高いことが示されております。

次に、（４）性的マイノリティーの人権につき

ましては、今回、新たに追加した調査項目であ

りますが、同性愛者や両性愛などの性的指向に

関する問題と、体の性と心の性が一致しないト

ランスジェンダーなどの性自認に関する問題、

それぞれについて人権上問題があるのはどのよ

うなことかという設問を設けました。その結果、

いずれの問題も周囲の理解が足りないという回

答が最も多かったところでございます。

20ページをお願いいたします。（５）の同和問

題につきまして、まず同和地区ができた理由を

尋ねる設問では、歴史的過程で形づくられたと

いう正しく理解をしている回答が前回よりもふ

えて50％に達したところでございます。

また、その次の、子供が同和地区出身者と結

婚したいと相談してきた場合にどうするかとい

う設問に対しましては、結婚に肯定的な回答で

あります、子供の意思を尊重し親として協力・

助力していく、それと、子供の意思に任せると

いう肯定的な回答が合計で60.3％となっており

ます。一方で、否定的な回答であります、その

下の３つです。親として反対するが、子供の意
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思が強ければ仕方がないや、家族や親戚の反対

があれば結婚を認めない、絶対に結婚を認めな

いという否定的な回答が合計で13.7％となって

おりまして、また、わからないとの回答も２割

を超えております。このように身近な問題とし

て考えると、今でも忌避意識が残っていること

があらわれております。

最後に、（６）人権を尊重するための効果的な

啓発についての設問では、テレビ・ラジオや新

聞・雑誌また県や市町村の広報等を通じた啓発

という回答が多く、身近な媒体を通じた取り組

みが求められているところでございます。

以上、調査結果の概略を御説明しましたが、

今回の結果を踏まえながら、今後、より一層、

効果的な啓発活動に努めてまいりたいと考えて

おります。

なお、別冊の資料２としまして、調査結果の

詳細を冊子にしたものを別冊でお配りをしてお

りますので、後ほど御確認をいただければと思

います。

説明は以上でございます。

○岩切国体準備課長 常任委員会資料の22ペー

ジをごらんください。２巡目国体に向けたスポ

ーツ施設の整備について、御説明をいたします。

まず、体育館についてでございますが、これ

までの経緯にございますとおり、本年１月22日

から２月20日の間、基本計画（素案）に対する

パブリックコメントを実施をしたところでござ

います。パブリックコメントの主な内容につき

ましては、（２）のとおりでございますが、主に

施設・設備の仕様に関する意見でございますの

で、それにつきましては、今後設計の中で検討

をしてまいりたいと考えております。

計画（案）の主な内容を御説明をいたします。

お手元に別冊でお配りしております資料３、

県体育館整備基本計画（案）をごらんいただけ

ますでしょうか。基本計画（案）の９ページを

お願いをいたします。４、体育館の施設・設備

でございます。

体育館の施設・設備につきましては、メーン

アリーナがバスケットボールコート３面、サブ

アリーナがバスケットボールコート２面の広さ

で、メーンアリーナの観客席は、固定席2,000か

ら3,000席、可動席1,000から2,000席で検討をい

たします。

また、多目的室といたしまして、武道の練習

や健康教室、会議など多様な用途に対応可能

な400から600平方メートルの程度のスペースを

設置をいたします。

10ページをお願いいたします。

整備におきましては、サブアリーナ建設後、

現在の市民体育館を取り壊し、メーンアリーナ

を建設するなど、段階的に進め、体育館利用に

できるだけ配慮をしてまいります。

12ページをごらんください。

概算事業費でございます。概算事業費は、国

体の競技会場として使用された先催県の事例か

ら、体育館本体自体で約70億円と試算をいたし

ております。

隣のページ13ページをごらんください。

事業手法についてでございます。公設化、Ｐ

ＦＩ等の民間建設化につきましては、県ＰＦＩ

手法導入優先的検討規程に基づく簡易検討の結

果では、整備費用について大きな差は見られま

せんでした。また、今回は下の③にございます

とおり、体育館の利用に配慮をして整備を行う

ため、通常より建設期間が長期になること、Ｐ

ＦＩ事業では事業着手までにさらに約２年間程

度の手続期間を要することから、次のページに

ございますとおり、公設で整備をすることとい
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たします。

常任委員会資料にお戻りいただいて、24ペー

ジをごらんください。

プールについてでございます。プールにつき

ましても体育館と同様に、基本計画素案に対す

るパブリックコメントを実施をいたしました。

パブリックコメントの主な内容は、（２）イのと

おりでございまして、施設設備の具体的な内容

についての御意見のほか、宮崎工業高校第２グ

ラウンドとしての使用など、現在の利用者への

対応にかかる意見が寄せられております。

現在の利用者への対応につきましては、この

パブリックコメントにかけました素案の中でも、

関係する機関が引き続き検討を行っていくこと

といたしております。また、設備等につきまし

ては今後設計等において検討してまいりますが、

今回の御意見の中で、25メートルプール、補助

プールにつきまして、素案で６レーンといたし

ておりましたことに対して、国体等の大会対応

では、不足する旨を御意見をいただきましたこ

とから、計画案では８レーンに修正を行ってお

ります。

では、計画案の主な内容を御説明をいたしま

す。

別冊の資料４として配付している県プール整

備基本計画案の９ページをごらんください。

整備をいたします施設設備についてでござい

ますが、50メートルプールが10レーン、水深２

メートル以上、水深を変えることのできる可動

床などの機能については、今後検討してまいり

ます。25メートルプールは８レーンで整備いた

します。また、観客席は仮設を含めて2,500席程

度といたします。

13ページをお願いをいたします。

３の錦本町県有グラウンドの活用について、

同地は敷地全体で約５万8,500平米の面積がござ

いますが、プール及びその駐車場で必要となる

面積が約１万6,000平米程度と想定をされます。

そのため、敷地内でのプール建設場所や残りの

土地の利活用については、今後別途検討をする

ことにいたします。

14ページをごらんください。

概算の事業費でございます。国体競技会場と

して使用されました先催県の事例から、全てを

屋内とする場合で70から90億円、一部を屋外と

する場合で30から50億円と試算いたしておりま

す。

15ページをごらんください。

事業手法についてでございます。県ＰＦＩ優

先検討規程に基づいた簡易検討では整備費用に

ついて大きな差はみられませんでしたが、次の

ページで整理をいたしておりますとおり、②他

県での導入事例が多いことや、③昨年７月に実

施をいたしました事業発案時の官民対話で、Ｐ

ＦＩ手法の可能性が確認できたこと。また、維

持管理経費低減や収入増に、民間のノウハウ発

揮が期待をされますことから、ＰＦＩ方式を候

補として引き続き検討を行うことといたしてお

ります。

再度、常任委員会資料の24ページをお願いい

たします。

一番下の３のとおり、今後３施設の整備基本

計画を取りまとめた上で、来年度、陸上競技場

と体育館は基本設計を、プールにつきましては

ＰＦＩ導入可能性調査などを進めてまいります。

説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。その他報告事項について、質疑はありませ

んか。

○右松委員 早速ですが、委員会資料６ページ
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の西口広場再整備についてであります。構想を

拝見していく中で、非常に大きな期待を持てる、

起爆剤になり得る可能性を秘めた構想だなと

思っております。菊池社長によると、こちらの

ＪＲ宮交ツインビルアミュプラザ宮崎でイオン

になかったものを補完したいという思いもある

ようでございまして、テナントにどういったも

のが入るかわかりませんが、非常に期待をして

います。また、図面等見させていただいても、

屋上庭園とかあったりして、非常につくりも、10

階建てでしょうかね、10階と６階建てというの

は聞いていますので、非常に期待をしていると

ころです。

そこで、こちらのにぎわい交流空間ですが、

どういった形の活用をしていくのか。広さの面

とか、いろいろと若干気になるところがあるも

のですから、にぎわい交流空間の使い方をどう

いう形で想定されているのか、県がわかり得る

範囲で構いませんけれど、ちょっと教えてもら

うとありがたいなと思います。

○重黒木総合政策課長 具体的なにぎわいの創

出のやり方につきましては今後宮崎市が中心に

なって考えていくことになるとは思っておるん

ですけれども、話の中では、例えばＪＲの大分

駅につきましては、にぎわい交流空間だけでは

なく、その上のイベント広場も含めてなんです

けれども、年間200回ぐらい何らかのイベントが

あっているとかいうことでございますので、そ

ういったことも参考にしながら、商店街がやる

ようないろんな朝市的なものですとか、あるい

は楠並木でやっているようなこととか、そういっ

たことを宮崎市の商店街の方がやるというのが

一つあると思います。

それ以外にも、宮崎市以外の市町村の方々、

こちらに加えていろいろな地域でやられている

お祭りとか、物産展とかのサテライト版みたい

なことをやっていくとか、いろんな広報活動を

やっていくとか、いろんな使い方が想定される

と思いますので、そこにつきましては今後また

宮崎市ともいろいろ話ながらやっていきたいな

と考えているところでございます。

○右松委員 わかりました。他県の駅前広場を

九州各県でも見させていただく機会があるんで

すけれども、かなりスペースを確保していると

ころが多いです。解放感があって、さまざまな

用途に使えそうな、そういうスペースを確保さ

れていまして、今回この構想自体は私はもちろ

ん賛同しますけれども、こちらの例えばタクシ

ープールがございますが、形的にはため池みた

いな構造になっていまして、これから数十年先

を考えたときに、使い勝手といいましょうか、

人の回遊性はもちろんつくりながら、この複合

ビルの新設で、やはり相当な利用者がふえると

思うんですよね。

そうしたときに、この部分が将来的にどうい

う形になってくるのかなと。構造的にちょっと

気がかりがあります。１カ所に出入り口があっ

て、そして信号機も１カ所でとまって、そこか

ら出るような形になりますので、通行量がかな

りふえたときに、渋滞も含めてどういうことが

想定されるかなと。杞憂で終わればいいんです

けれども、この構造的な部分が若干気になると

ころであります。広場を最大限に活用していく、

スペースを活用していく、あるいは東口、これ

から吉村町から港にかけて通りが通りますので

あそこも相当変わってくるんですよね。

そうすると、タクシープールを、仮に東口に

集約する。西口ももちろん大事なんですけれど

も、いろいろと今後十数年あるいは10年、20年

先を見越した構造的なものを考えていくのもど
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うかなと思ったところでございました。この辺

はもう答弁は結構でございます。

それで、この広場再整備の費用負担について

は、どういった状況で今進んでおられるのか、

来年度着工ですよね。そして20年度秋にオープ

ンということでございますので、そういった進

捗も含めて伺いたいと思います。

○重黒木総合政策課長 広場の整備に当たって

のＪＲとの費用負担につきましては、予算のと

きの委員会で御説明しましたように、今ＪＲと

協議を進めているところでございます。

結論から申しますと、今はまだこのイメージ

の図面がやっとできた段階でして、詳細設計が

終わらないと全体の事業がはっきり固まらない

ものですから、ＪＲとはまだ最終的な合意に至っ

ているところではありませんので、ちょっとま

だこの場で御報告できるような状況にはないと

ころでございます。

ただ、いずれにしてもＪＲのほうに負担して

いただくという方向で協議しているところでご

ざいまして、この整備の中で、広場の整備その

もの、それから上に大屋根をかけたり、あるい

はタクシー乗り場等の雨よけのシェルター、こ

ういった広場と広場以外の付帯機能、それぞれ

こういった形でやっていくということになりま

したので、どういったやり方であれば一番負担

しやすいのか、そういったことも含めて、県と

ＪＲとで今いろいろ話をしているところでござ

います。

○右松委員 わかりました。このツインビルも

総工費100億円規模というふうに聞いています。

本当に期待しておりますし、やはり駅が大きく

変わるぐらいの、せっかくこういったにぎわい

交流空間もつくりますので、すばらしい活用が

できるといいなと心から願っているところでご

ざいます。わかりました。ありがとうございま

した。

○ 原委員 ＪＲ等の負担ですが、これは総務

政策委員会としても、ちゃんと負担を求めるよ

うにと本会議で委員長報告があったとおりです

ので、これはこの委員会の総意ということで受

け取っていただきたいんですが、その詳細設計

ができないと─ある意味、詳細設計をするこ

とによって、負担をしやすい状況をつくるとい

う思いもあるやに今聞きましたが、それはそれ

で一つの戦術かなとも思いますが、でもある程

度決めておかないと。例えば割合とか。決めて

しまって段々とものは進む、でも実際は非常に

そこの交渉が難航する。その負担の割合が非常

に減少してしまったということにはならないだ

ろうと思いますが、そこは鋭意交渉中だとは思

いますけれど、大体言えること言えないこと、

今はあると思いますけれど、割合を例えばある

程度決めておくとか、目安をですね、そのあた

りはできないものですか。そのあたりどういう

交渉をされているか、お話できる範囲でいいで

すが、交渉経過をちょっとお話いただければと。

○日隈総合政策部長 先ほど担当課長から御説

明しましたが、大屋根の部分も含めて事業費は

まだ固まっておりません。ただ、この大屋根含

めて、ある程度はＪＲさんに負担願いたいとい

うことは、強くお願い申し上げているところで

ございます。あわせて、先ほど右松委員からも

ありましたが、この複合ビル、かなりの投資で

すが、中のテナントを含めた充実についても、

強くＪＲの別の開発事業部になるんですけれど

も、しっかりやってほしいということを申し上

げているところです。

このお話自体が熊本駅、そして宮崎駅、佐賀

より早く、そして１円でも多く、と言うとちょっ
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と言葉が悪いですけれども、投資いただいて、

この再開発をしっかりやっていただきたいとい

うことで、ＪＲと話してまいりました。最終的

にここは市じゃなくて県が所有するので、県の

責任でありますが、やはりここはＪＲさんにも

必要な負担ということは引き続きお願いして、

全体概要がまとまりましたら、また御報告させ

ていただくということで御理解いただきたいと

いうふうに考えております。

○ 原委員 この大屋根は大体どれくらいする

ものですか。

○重黒木総合政策課長 まだイメージの段階で

すけれども、大体２億円程度というふうに聞い

ております。

○ 原委員 ちょうど佐賀の話が出ました。佐

賀にとられてはいけないという発言も以前に

あったかと思いますけれども。私も前から佐賀

に何回か行く機会があって見ました。非常に狭

いですね、用地的に。あそこは宮崎ほどないで

す。だから、そこまで我々が、宮崎がＪＲと交

渉するにあたって、今の発言からいくとこちら

からお願いしたみたいな話になっているけれど、

私の認識ではもともとＪＲがここを開発したい

ということから始まったということのように認

識をいたしております。

だから、ちょっと話がこんがらがるけれど、

佐賀との競合については、私はそこまで本県が

気にする必要はなかったと。それを気にするこ

とによって、こちらは打ち合わせ上立場が弱く

なるわけだから、それはちょっとどうかなと、

これは申し上げておきたいと思います。

それと、我々の認識では、出発はＪＲさんが

これをつくるということから始まったんだと。

それが、本県あるいは宮崎市の意向、中心市街

地にその流れを持ってくるとか、活性化につな

がるということに合致したので、まさしくウイ

ン・ウインの関係だから、これをやろうよとい

うことで委員会も認めたし、議会も認めたとい

うふうに認識しておりますので、やっぱり交渉

事というのは一歩弱さを見せるとそれで負けて

しまうわけです。だからウイン・ウインという

のはそこにあるわけで、この交渉においては宮

崎県としてそのスタンスをしっかりしてやって

いただかないといけないなと思う。最終的には

いいものができて、宮崎がそれでよかったね、

宮崎市もにぎやかになったね、ＪＲも利用者が

ふえたね。これで減便もなくなるよねというこ

とにならないといけないと思うんで、やってい

ただきたいなということを。最終的にはＪＲの

公共性、この減便という大変な事情があったの

で、それがために複合経営をやられて、その中

で何とかこのＪＲの路線を保ちたいという、そ

こには企業理念がおありだと思っていますので、

そういうことで交渉は、負担いただくものはしっ

かり負担をいただくという基本方針は忘れない

でほしいということを申し上げておきたいなと。

○日隈総合政策部長 原委員のおっしゃると

おり、このお話は県のほうから持ちかけたわけ

ではありません。ＪＲ側から出てきたお話でご

ざいますので、お話のとおり、しっかりＪＲと

は協議してまいりたいというふうに考えており

ます。

○ 原委員 よろしくお願いしたい。

○前屋敷委員 私も西口広場に関連してですが、

確かににぎわいをつくって経済の活性化を図る

ということに何ら異論はありません。この事業

の目的の一つになっている、広島通りにつなが

る、あみーろーどにつながって中心市街地の活

性化にもつなげていきたいということなんです

けれども、実際それがそのようになるかどうか
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というのは今後のことなので、何とも予測でき

ないところなんですけれど、そうであればなお

さらのこと、広島通りの商店街の皆さん方のい

ろんな御意見だとか、要望だとか、そういった

ものについてはお話を伺ったり、協議したりと

かはこれまでもなされているんですかね。

○重黒木総合政策課長 商店街の方々との関係

ですけれども、もともとのことを申し上げます

と、この西口広場の再整備の要望につきまして

は、前段にＪＲがありますけれど、ＪＲがあっ

て、商店街の方々が宮崎市に要望されて、宮崎

市がその要望を受けて県に要望して整備をする

ということになっておりまして、前提として商

店街の方々が一緒にやっていこうという姿勢を

示されているところでございます。

その上で、今回の駅前広場の再整備の検討委

員会の中にも、商店街振興組合の役員の方に入っ

ていただき、一緒に練り上げた計画でございま

して、具体策はこれからになるんですけれども、

商店街の方々からはせっかくこういうのができ

るので、一緒になって商店街の盛り上げにつな

がるような取り組みをしていきたいというふう

な御発言もいただいていますので、そういった

ことになっていくんじゃないかなということで

期待しているところでございます。

○前屋敷委員 そういう経過も踏まえつつ、こ

の事業を立ち上げようということなんですけれ

ど、やっぱり今かなり地域の経済も疲弊してい

る中で、東にあれだけ大きな施設があり、そし

て駅前に施設ができる。そこで完結してしまう

と中心市街地のほうにはなかなか難しいという

ようなことも考えられないこともなかったわけ

です。そういうところで、一体となって事業も

進めるということのようですので、ぜひそこの

ところはそういうことも想定もしながら、全体

の活性化につながるような方向を追及してほし

いなと思います。

○緒嶋委員 私はＪＲばかり利用しております

が、ここを利用する人が一番多いと思って、タ

クシーとバスで。それで、この出口が信号機の

ほうに向けて出るところしかないわけですよね。

そうすると、ここにバスが２台も並んだらタク

シーが物すごい出にくいんですよ。赤で待っちょ

れば。乗っても。だから、これが距離が短いと

いうことで、信号までのバスが２台になる。そ

して路線バスのところも２台では、今のところ

は３台並んでもあるんだけれど、これ２台とい

うことは物すごい窮屈になるんじゃないかと。

だから、これはタクシーに乗った人からは物

すごい不満が出る。それとタクシーおり場って

書いてあるが、ここは電車からおりてくる人が

ここで今のところ何台も待っておるわけ。タク

シーも本当はここの歩道のほうにつけられんと

です、今は。だから今、歩道と離れたところで

タクシーをおりなけりゃどうにもならん状態で

あるわけですよ。

ここがちょっと窮屈過ぎるっちゃないかなと、

実際利用する人の不安が一番出てくる、影響。

ここのイベントのために来た人はいいけれど、

日ごろ利用する人には大変問題をはらんでおる

と、いつも利用する立場で言えば、これはやっ

ぱり狭すぎる。そして個人の待ち受けの車をど

こで待たせるか。そういうのが、この中にはな

いような気がして、そのあたりはどうしてでしょ

う。

○重黒木総合政策課長 今回のこの平面図の検

討にあたりましては、バス事業者─宮崎交通

さんですけれど、宮崎交通さんとタクシー協会、

それから個人タクシー協会、この交通事業者３

社の方にも入っていただいて、いろいろ議論を
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重ねたところです。今、緒嶋委員おっしゃるよ

うに、現状の駅の問題点たくさんございまして、

いろいろあるわけなんですけれども、申し上げ

ますと今一般の方々は、この図面でいきますと

上のほうのタクシーおり場のところで乗りおり

していると。ここは非常に危ないし、もともと

そういう使い方はできないはずなんですけれど、

実態としてそうなっているということがありま

す。それを整理したいというのが一つございま

して、その下の一般車おり場というところで、

もう集約しましょうというところが一つでござ

います。

待ち受けにつきましては……（発言する者あ

り）一般車おり場というのが書いていますけれ

ど、ここにおりる専用のスペースをつくるとい

うところです。あと待つところは、その左側に

駐車場みたいなところがありますけれども、待

つ方は現行でもここで待っていただくというこ

とになっていますので、そこの駅前広場の運用

をしっかり徹底していこうと、表示もしっかり

していこうというところが一つございます。そ

ういった形でこういうレイアウトにしたところ

です。

あとバスにつきましては、今左側に路線バス

が縦に１台とまっていますけれど、この路線バ

スのところをおりる専用にしまして、あと右の

ほうに３台ございますけれど、ここを乗る専用

にして、おりる人、乗る人をしっかり分離しよ

うということで、使いやすくしましょうという

ところがございます。

その上で、ちょっとわかりにくいんですが、

図面の路線バスがつくところに少し切り角を入

れていますけれども、今真っすぐなところにそ

のままとめることになっていますけれど、路線

バスがとまるところに少し切り角を入れており

まして、路線バスの運転手さんが安全にとめれ

るようにということが一つ。それと、タクシー

と輻輳しますので、この切り角を入れることに

よりまして、タクシーの運転手さんも路線バス

と交錯をさけながら出ることが可能になるとい

うことで、宮交さんとタクシー協会さんと話し

合ってもらって、こういうレイアウトであれば、

今より安全にバスとタクシーが交錯することな

く出ていく形になるんじゃないかということで、

一般の方々、バスの方々、タクシーの方々、い

ろんな交通の方々が今よりも安全かつ利便性が

いいような広場になっていくような形で、一応

レイアウトとしては練り上げてきたところでご

ざいます。

○緒嶋委員 今言われることはわかるけれど、

実際路線バスが３台ぐらい並ぶときがあるんで

す。そうすると、タクシーに乗った人が出るの

に。なかなか路線の問題があるんで、信号機で

出る路線が三車線だけれど、本当は四車線ぐら

いあると違うのだろうけど、そこ辺もあるんじゃ

ないかと思う。実際。これはバス業者やないけ

れど、乗った人が一番気づくわけだ。バスの運

転手やらよりも乗る人のほうが感ずるわけじゃ

から、そこ辺含めて、これは後ででき上がった

ときに必ず問題が出てくるんじゃないかなとい

う気がしますので、もうちょっと真剣に考えて

もらったほうがいいかと。

○重黒木総合政策課長 次のステップ、詳細設

計ということで入ってきますので、今言った御

意見もお伝えしながら詳細設計の中でより安全

で使いやすいような広場になるように、県土整

備部と一緒に連携してやっていきたいというふ

うに考えております。

○ 原委員 県土整備部の予算で、当初予算が

ということでしたが、委員会が違うわけだけれ



- 30 -

平成31年３月６日(水)

ども、調べればわかることですけれど、どうい

う内容のものが幾ら計上されているか。

○重黒木総合政策課長 県土整備部の当初予算

では、都市計画課のところなんですけれども、

詳細設計の予算ということで3,000万円計上され

ております。

○井本委員 体育館の件だけれど、70億といっ

たり、80億といったり変わるんだけれど、我々

も選挙期間中なので、70億なのか80億なのか、

どの辺におちつきそうなの。

○岩切国体準備課長 概算の事業費につきまし

ては、体育館本体をつくるというところで約70

億という試算は、国体の運営会場として使用さ

れた先催県の例から試算をしているところです。

あとは、この体育館基本計画案の12ページ

に、70億の下に15億というのが出ております。

これは今の延岡市民体育館の敷地でつくる場合

に造成とか市民体育館の解体等も含めて、総事

業という形で見るときにはこの15億円をプラス

したものと御理解をいただければよろしいので

はないかなと思っております。

○井本委員 我々市民にやっぱり言わんないか

んところやな。70億といったら、この前はいや80

億でしょうと言われたものだから、そうやった

かねという話よ。なんか中途半端な言い方しか

我々もできんもんだから。そういうやつ、わざ

わざ言わないかんのか。

○岩切国体準備課長 一番わかりやすいのは、

体育館本体は70億という概算でございますとい

うのが、一番わかりやすいのかなという気はし

ておりますが。

○井本委員 まあ、いいや。それと、もう一つ

延岡市の負担はそれでどのくらいになるの。

○岩切国体準備課長 延岡市とは今、この体育

館について基本計画を取りまとめようとしてい

るところでございまして、この内容等につきま

しては十分延岡市と協議の上取りまとめに向け

ているところでございます。

費用も含めた負担につきましては、今後さら

に基本計画ができた後にも協議を進めていくと

いうような形で対応したいと思います。

○井本委員 原委員の話と同じようなことに

ならせんね。大丈夫ね。なんか中途半端に決め

ておると本当に、後からどうのこうのというこ

とないの、大丈夫なの。

○岩切国体準備課長 延岡市とは頻繁に今も協

議を続けておりますので、十分な意思疎通の上

で意見交換を進めて、負担についても協議を進

めてまいりたいと考えております。

○井本委員 今さっきの前屋敷委員の話なんだ

けど、やっぱり宮崎、イオンができて宮崎市の

町の形が本当崩れてしまう。延岡なんか本当に

もう、あのイオンのおかげで町という町がシャッ

ター街になってしもうてよ。今度の場合は町の

真ん中辺に建てるから、全く違う。ほとんど相

乗効果的なものが出てくるんじゃないかなと期

待はしておるんだけど、やっぱり弱小の今まで

一生懸命頑張ってきた人たちが、町をつくって

きてるわけやからね。非常に、その辺の人と話

し合って進めていただきたいと思います。お願

いします。

○緒嶋委員 この延岡の体育館をつくる場合、

駐車場は中に入っていないわけね。今の説明の

中では、駐車場は別かね。どこかな、駐車場は。

○岩切国体準備課長 駐車場につきましては、

この基本計画の中で、基本的には10ページの一

番下にありますとおり、既存敷地内を加えて近

隣にも駐車スペースを確保するということで、

延岡市のほうで対応を今準備をされているとこ

ろでございます。
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駐車場全体としては、11ページにありますと

おり800台程度を確保する方向で検討いたしてお

ります。

○緒嶋委員 そうすると、今度できる体育館は

市の体育館じゃなくて、２つとも県の体育館と

いうことで、市の体育館はなくなるわけですね、

結果として。

○岩切国体準備課長 県の体育館として体育館

は整備いたします。今の市民体育館の機能につ

いては、この県体育館でメーンアリーナとサブ

アリーナという形で、大きな形に整備をいたし

ますので、その機能については県体育館で担う

という形になろうかと考えております。

○緒嶋委員 県体育館であれば建設後の運営は

県がやるということになるわけですか。県体育

館を市が運営するというのも理屈が通らんよう

な気もするっちゃけど、そのあたりはどうなる

わけ。

○岩切国体準備課長 運営については、今後検

討を進めていくことになりますが、現在の県体

育館がいわゆる指定管理者制度という形を使っ

ております。民間ノウハウの発揮を促進すると

いう点もあろうかと思いますので、指定管理の

制度の活用を基本的には考えながら、検討を進

めていくことになろうかと考えております。

○緒嶋委員 であれば、できた後は、延岡市の

直接的な関与は、利用はするけれども、市の関

与は今後は余りないと考えていいわけだな。

○岩切国体準備課長 運営については、延岡市

が今市民体育館をいわゆる直営で管理をされて

おります。新たな県体育館の運営について、実

際にどういう形で調整していくのかについては、

今後市それから県で十分に検討していきたいと

考えております。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 運営

のための費用については、延岡市にも一定程度

の負担をいただくというふうなことになってお

ります。

○緒嶋委員 その約束は、話の中で間違いない

わけですね。

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 明文

で文書にしたわけではありませんが、基本的な

方向としてはそれで了解していただいていると

いうことでございます。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

○日髙中山間・地域政策課長 申しわけありま

せん。先ほどの持続可能な地域づくり支援事業

の日南市の事業について確認をしましたところ、

日南市は昨年度カツオの一本釣りにつきまして、

日本農業遺産への登録を目指した取り組みとい

うことで伺っていたんですけれども、中身を聞

きますとその登録がかなった場合のイベントで

すとか、ＰＲ経費そういったものも含めて申請

を考えていたようで、残念ながらその登録がか

なわなったものですから、申請にかかる部分の

小さな予算の部分だけしか歳出がございません

で、その分につきましては一般財源で行ったと

いうことでございます。

○緒嶋委員 それでは、一般財源のほうが、有

利なあれがあったというわけではないわけだな。

有利な何かがあるというような説明じゃったか

らよ。それがあればいいがなと思ったけど。そ

れがなかったということか。

○日髙中山間・地域政策課長 申しわけござい

ません。日南市に限ってはそういう事情でござ

います。

○松村委員長 最後に、その他で何かありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 以上をもって総合政策部を終了
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いたします。

執行部の皆様はお疲れさまでした。暫時休憩

いたします。

午後０時12分休憩

午後１時12分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました総務部

補正予算関連議案の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○畑山総務部長 それでは、本日御審議いただ

きます議案等につきまして、お手元に配付して

おります総務政策常任委員会資料により御説明

をいたします。

おめくりいただきまして、まず目次をごらん

ください。

１の予算議案についてでありますが、今議会

に提出しております一般会計補正予算案の詳細

につきましては、後ほど御説明をいたします。

次に、２の特別議案でございますが、宮崎県

税条例の一部を改正する条例など４件を提出し

ております。

次に、３のその他報告事項では、ここに記載

の適正な文書管理に向けた取り組みについてな

ど８件につきまして御報告をさせていただきま

す。

それでは、資料の１ページをごらんください。

平成30年度２月補正予算案の概要についてで

あります。

今議会に提出しております一般会計の補正予

算案は、国の平成30年度補正予算（第２号）に

係るもの及びその他必要とする経費について措

置するものであります。

補正額は87億2,657万6,000円の減額でありま

すが、国の補正予算に伴う経費として194億2,144

万5,000円を計上しており、このうち、119億6,286

万5,000円は、防災・減災、国土強靭化対策に係

るものであります。

この結果、一般会計の予算規模は5,864億9,282

万5,000円となります。

この補正予算による歳入財源の主なものとい

たしましては、県税が17億円余、それから地方

交付税が29億円余、県債が44億円余のそれぞれ

増額、それから一方で、繰入金が89億円余、諸

収入が85億円余のそれぞれ減額となっておりま

す。

２ページをお開きください。

一般会計歳出の款別の内訳でありますが、表

の左から３列目の今回補正額の欄に補正額の全

体を、右隣４列目のうち、国の補正予算に伴う

ものの欄に、国の補正予算に伴う補正額を内数

で示しております。

補正額全体としましては、上から２番目の総

務費が、地方交付税や県税の増収等に伴う県債

管理基金等への積立金の増、また、一番下、合

計欄の１つ上の諸支出金が、地方消費税清算金

の増等により、それぞれ増額となっております。

その他、農林水産業費、土木費で、国の補正

予算に伴い増額となっておりますが、それ以外

につきましては、いずれも減額でございます。

次に、国の補正予算に伴うものについて、主

なものを申し上げますと、上から３番目の民生

費、これは児童養護施設等を退所した児童等の

修学、就職及びひとり親家庭の親の就業を支援

するための貸付金の原資等を補助する事業を行

うものであります。

２つ飛びまして、農林水産業費は、防災・減

災、国土強靭化対策としまして、山地治山事業

等の公共事業のほか、新燃岳の降灰による農作
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物の被害を防止・軽減するため、降灰地域にお

ける露地野菜洗浄機械等の購入を支援する事業、

また、土砂災害警戒区域等において、市町村等

が実施する地籍調査を支援するための事業等を

行うものであります。

１つ飛びまして、土木費、これは防災・減災、

国土強靭化対策としまして、道路事業等の公共

事業を行うものであります。

その下の警察費は、防災・減災、国土強靭化

対策といたしまして、災害時における信号機の

機能を確保するため、信号機に自動発電機を整

備する事業等を行うものであります。

最後の災害復旧費は、治山施設災害復旧事業

を行うものであります。

補正予算案については、以上でございます。

次に飛びまして、８ページをお開きください。

総務部における２月補正予算の課別の集計表

でございます。

今回お願いしております、総務部の一般会計

と特別会計を合わせた補正額は、表の補正額の

欄の一番下にありますように、104億1,163

万3,000円の増額補正でございます。

この結果、補正後の予算額は、その右隣の欄

になりますが、2,607億166万5,000円となります。

予算議案の概要につきましては、以上でござ

います。

なお、議案等の詳細につきましては、この後、

危機管理局長及び担当課（室）長が御説明をい

たしますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。

私からは以上でございます。

○吉村財政課長 委員会資料の３ページをお願

いいたします。

議案第49号、一般会計補正予算の歳入につい

て説明をいたします。

太枠の中の今回補正額の欄をごらんください。

まず、自主財源が145億円余の減額で、主なも

のといたしまして、一番上の県税が17億円余の

増額となっておりますが、下から３番目の繰入

金が89億円余、１つ飛びまして、諸収入が85億

円余のそれぞれ減額となっております。

次に、依存財源は58億円余の増額で、上から

３番目の地方交付税が29億円余、２つ飛びまし

て、県債が44億円余のそれぞれ増額となってお

ります。

これによりまして、今回の補正による歳入合

計は、一番下の欄になりますが、87億2,657

万6,000円の減額となり、補正後の一般会計の歳

入合計は、その右の欄にありますとおり、5,864

億9,282万5,000円となります。

続きまして、４ページをお開きください。

ただいま説明しました歳入の科目別の概要に

なります。

上から２つの県税及び地方消費税清算金につ

きましては、後ほど税務課長が説明いたします

ので、これら以外の主なものについて説明をい

たします。

まず、上から３番目の分担金及び負担金が、

２月補正の欄にありますとおり、４億1,999

万7,000円の増額となっております。

これは、主な項目の欄に、農林水産業費負担

金と記載しておりますが、国の補正予算に伴う

土地改良事業費等に係る市町村からの負担金の

増等によるものであります。

次に、一番下の繰入金が89億2,277万7,000円

の減額となっておりますが、主な項目に記載し

ておりますとおり、充当事業の執行残等に伴う

基金からの繰入金の減によるものであります。

５ページをお願いいたします。

上から２番目の諸収入が85億6,872万1,000円
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の減額となっておりますが、これは貸付金元利

収入の減等によるものであります。

次の地方譲与税、地方特例交付金及び地方交

付税につきましては、いずれも国の交付決定に

伴い、２月補正の欄のとおり、それぞれ増額を

行うものであります。

次の国庫支出金が23億2,206万5,000円の減額

となっておりますが、災害復旧費に係る国庫負

担金及び補助金の減等に伴うものであります。

なお、内数としまして、国の補正予算に伴い

ます防災・減災、国土強靭化対策やＴＰＰ対策

等の事業に係る国庫補助金等が増額となってお

ります。

次に、６ページをお願いいたします。

上から２番目の県債が44億4,990万円の増額と

なっておりますが、これは国の補正予算に伴う

国土強靭化対策等の財源といたしまして、増額

発行を行ったことによるものであります。

歳入予算につきましては、以上であります。

○棧税務課長 それでは、税務課から、地方消

費税清算金及び県税収入の補正予算につきまし

て御説明をいたします。

委員会資料の３ページにお戻りください。

まず、地方消費税清算金につきまして御説明

をいたします。

表の上から３段目、太枠で囲みました今回補

正額の欄に記載しておりますが、７億590万4,000

円の増額補正をお願いしております。

これは、清算対象期間であります平成30年２

月から平成31年１月までの、本県を含めた全国

の地方消費税額が当初見込みよりも多くなった

ことによるものであります。

次に、県税収入について御説明いたします。

７ページをお開きください。

県税全体につきましては、表の一番上の段、

県税計の予算額①の欄のとおり、当初989億7,000

万円を計上したところでありますが、今年度の

収入見込み額につきましては、現計予算に比べ、

個人県民税や法人二税、地方消費税等の税目で

増収が見込まれますことから、表の中ほどの列

の収入見込み額の欄のとおり、1,007億円、現計

比101.7％と見込んだところでございます。

そのため、その右の補正額の欄にありますよ

うに、今回17億3,000万円の増額補正をお願いす

るものであります。

それでは、増減の大きかった主な税目につい

て御説明をいたします。補正額及び備考の欄を

ごらんください。

まず、上から２段目の個人県民税ですが、個

人所得が増加したことなどによりまして１

億2,370万円余の増、次にその１つ下の法人県民

税につきましては、主に製造業等の業績が堅調

に推移したこと等によりまして１億6,822万円余

の増、次にその３つ下の法人事業税につきまし

ても、同じく製造業等の業績が堅調に推移した

こと等によりまして３億8,929万円の増、その下

の譲渡割地方消費税は、還付額が減少したこと

によりまして11億5,976万円余の増、その下の貨

物割地方消費税は、輸入額が減少したことによ

り、１億706万円余の減を見込んでおります。

次に、その下の不動産取得税につきましては、

課税件数の減少によりまして１億3,050万円余の

減、最後に、下から３つ目の軽油引取税につき

ましては、トラック輸送量の増等によりまして、

１億732万円余の増と見込んでおります。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○丸田総務課長 総務課でございます。総務課

の補正予算につきまして御説明いたします。

資料が変わりまして、平成30年度２月補正歳
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出予算説明資料の67ページをお開きください。

総務課の２月補正予算は1,248万5,000円の減

額をお願いしております。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目、２億5,827万5,000円

でございます。

主な補正内容について御説明させていただき

ます。

ページをめくっていただきまして、69ページ

をお開きください。

下から２番目の（事項）文書管理費が90万5,000

円の減額でございますが、これは、非常勤職員

等の人件費など、事務費の執行残でございます。

続きまして、70ページをお開きください。

ページ中ほどより上になりますけれども、（事

項）情報公開推進費111万7,000円の減額でござ

います。これは、公文書開示審査会や個人情報

保護審議会の開催、県民情報センターの運営に

係る事務費の執行残でございます。

総務課からの説明は、以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○河野人事課長 人事課の２月補正予算につき

まして御説明いたします。

歳出予算説明資料の71ページをお願いいたし

ます。

人事課の平成30年度の２月補正予算は、４

億522万7,000円の減額補正をお願いしておりま

す。

この結果、補正後の予算額は、右から３列目

の補正後の額の欄にありますように、47億5,552

万円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

73ページをお願いいたします。

上から４段目、（目）一般管理費で5,919万円

の減額補正であります。

内容としましては、まず、（事項）職員費

で3,411万2,000円の減額であります。これは、

人事課において知事部局の再任用職員に係る共

済費等を計上しておりますが、これらの経費が

当初見込みを下回ったこと等によるものであり

ます。

次に、その下の欄の（事項）人事調整費

で、2,492万8,000円の減額であります。これは、

説明の欄にありますように、１の赴任旅費から

４までの経費について、いずれも執行残に伴う

減額補正を行うものであります。

次に、（目）人事管理費で３億4,603万7,000円

の減額補正であります。

内容としましては、まず一番下の（事項）人

事給与費で、３億2,403万9,000円の減額となっ

ております。

１枚めくっていただきまして、74ページをお

願いいたします。

減額の主なものは、２行目の２、退職手当で、３

億1,031万9,000円の減額となっております。これは、

昨年度末に退職手当条例の改正を行わせていただい

たところでありますが、これにより退職手当の支給

水準を民間と均衡させるための調整率が下がったこ

と、及び退職見込み者が８名少なくなったことによ

るものであります。

次に、（事項）県職員研修費で401万8,000円の減額、

次の（事項）職員派遣研修費で437万6,000円の減額、

次の（事項）東日本大震災被災地職員派遣事業費で593

万2,000円の減額、次の（事項）熊本地震被災地職

員派遣事業費で767万2,000円の減額でありまし

て、いずれも執行残に伴う減額補正を行うもの

であります。

人事課からは以上であります。

○吉村財政課長 引き続き、75ページをお願い

いたします。
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財政課の補正予算を説明いたします。

財政課の２月補正予算は、一般会計と特別会

計を合わせまして103億2,232万2,000円の増額を

お願いしております。

その内訳は、一般会計が103億8,579万3,000円

の増額、公債管理特別会計が6,347万1,000円の

減額となっており、この結果、補正後の予算額

は、補正後の額の欄の一番上にありますとお

り、2,007億2,518万8,000円となります。

77ページをお願いいたします。

補正予算の主なものを説明いたします。

まず、中ほどの（目）財産管理費が105億3,296

万2,000円の増額となっておりますが、その内容

は、財政課で所管しております基金への積み立

てに要する経費であり、一番下の（事項）県債

管理基金積立金が84億3,827万1,000円の増額、

次のページ、78ページになりますが、その一番

上の（事項）県有施設維持整備基金積立金が20

億9,642万5,000円の増額となっております。

いずれも、今回の補正における全庁的な歳入

の増及び歳出の減により生じました一般財源を

両基金に積み立てるものであります。

続きまして、78ページの下段、下のほうから

公債費になっております。（款）公債費の欄をご

らんください。

公債費の総額につきましては１億5,000万円余

の減額となりますが、その内訳といたしまして、

まず（目）元金の（事項）元金償還金が６億8,961

万5,000円の増額となっております。これは、満

期一括償還債に係ります償還財源の県債管理基

金への積み立て及び今年度発行しました県債に

係る元金償還金の増に伴いまして、公債管理特

別会計への繰り出しが増額となるものでありま

す。

次に、79ページをお願いいたします。

（目）利子の（事項）利子償還金が８億1,540万円

の減額となっておりますが、これは、県債の利子支

払いに執行残が生じたことにより、公債管理特別会

計への繰出金等が減額となるものであります。

次の（目）公債諸費の（事項）事務費も2,558

万2,000円の減額となっておりますが、県債発行

に係ります手数料等に執行残が生じたものであ

ります。

続きまして、80ページをお願いいたします。

公債管理特別会計について御説明をいたします。

公債管理特別会計は、県債の元利償還等を行

うための特別会計でありまして、6,347万1,000

円の減額となっております。

その内訳は、（事項）県債管理基金積立金が１

億3,990万円の増額、（事項）元金償還金が５億4,971

万5,000円の増額、（事項）利子償還金が７億4,692

万6,000円の減額、めくっていただきまして、81ペ

ージの（事項）事務費が616万円の減額となってお

りますが、これらの補正理由につきましては、先

ほど一般会計の公債費で説明いたしました説明の

とおりであります。

財政課は以上であります。

○横山財産総合管理課長 財産総合管理課でご

ざいます。

同じく歳出予算説明資料の83ページをお開き

ください。

当課の補正額は6,945万1,000円の減額をお願

いしております。この結果、補正後の予算額は※52

万3,313万3,000円となります。

主な補正内容について御説明いたします。

85ページをお開きください。

まず、（事項）職員費5,100万9,000円の増額で

あります。これは、今年度４月に組織改正によ

りまして財産総合管理課が設置されたことに伴

※次ページに訂正発言あり
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い、職員人件費の所要見込み額がふえたことに

よるものでございます。

次に、その下の（事項）庁舎公舎等管理費2,092

万8,000円の減額であります。これは、本庁舎や

総合庁舎等で使用する光熱水費や、清掃・警備

の委託料等の執行残によるものであります。

次に、その下の（事項）庁舎公舎等管理費2,472

万5,000円の減額であります。これは、庁舎公舎

等の維持補修に要する経費の執行残であります。

同じ事項名がございますのは、当課の新設に

伴いまして、総務課と営繕課にありました庁舎

公舎等管理に係る予算を移管した際に事項名が

同じだったことによるものであります。平成31

年度につきましては、庁舎公舎等管理費と庁舎

公舎等保全費と事項名を変えて区分をいたして

おります。

次に、一番下の（事項）防災拠点庁舎整備事

業費2,252万7,000円の減額であります。これは、

防災拠点庁舎整備に伴う関連委託業務等の執行

残であります。

86ページをごらんください。

（事項）電気機械管理費3,167万円の減額であ

ります。これは、庁舎等の機械、電気設備の維

持管理工事等の執行残であります。

次に、２つ下の（事項）公有財産管理費1,538

万7,000円の減額であります。これは、火災保険

料掛金や県有資産所在市町

村交付金の確定に伴うものや、未利用財産の運

用・処分に要する経費の執行残であります。

最後に、繰越明許費補正について御説明いた

します。資料変わりまして、常任委員会資料の

９ページをごらんください。

県庁舎ＢＣＰ対策事業は、大規模災害などの

非常時における行政機能の維持を図るため、本

庁舎及び総合庁舎等の窓ガラスの飛散防止や受

電設備等の高所移設、非常用水源確保などの対

策を行う事業で、平成28年度から順次施工して

いるものでございますが、今年度実施しており

ます日向総合庁舎の電気設備の改修工事におき

まして、設備等を乗せる架台となります鉄骨の

工事で使用する高力ボルトと呼ばれます強度の

高いボルトが全国的に品薄になっておりますこ

とから、鉄骨の組み立て工程におくれが生じた

ことにより、6,000万円の繰り越しをお願いする

ものであります。

説明は以上であります。

失礼いたしました。先ほど補正後の予算は52

万と申し上げましたが、52億3,313万3,000円の

言い誤りです。失礼いたしました。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 防災拠点庁舎整

備室でございます。

常任委員会資料の11ページをお開きください。

議案第71号から議案第73号までの「工事請負

契約の変更について」御説明いたします。

昨年11月の定例県議会において、承認いただ

きました債務負担行為の追加に基づき、防災拠

点庁舎建設工事の請負契約の変更を行うもので

あります。

２の議案の概要でありますが、（１）の議案第71

号、宮崎県防災拠点庁舎建設主体工事につきま

しては、契約金額を76億6,260万円から77億2,820

万1,520円へと6,560万1,520円増額するととも

に、工期の終期を平成31年11月２日までから平

成32年３月31日までに変更するものであります。

次に、（２）の議案第72号、宮崎県防災拠点庁

舎建設電気工事につきましては、契約金額を19

億2,024万円から19億5,555万5,571円へと3,531

万5,571円増額するとともに、工期の終期を議案

第71号と同様に変更するものであります。

最後の（３）の議案第73号、宮崎県防災拠点
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庁舎建設空調工事につきましては、契約金額を

９億3,960万円から９億4,478万4,599円へと518

万4,599円増額するとともに、工期の終期を議案

第71号と同様に変更するものであります。

３、契約の変更理由でありますが、（１）にあ

りますように、地中障害物の撤去、くい工事に

おけるくい長変更等による請負金額の変更、及

び（２）にありますように、５号館移転工事の

おくれ等のため、約５カ月の工期延長が必要に

なったことによる請負金額及び工期の変更であ

ります。

説明については以上であります。

○棧税務課長 税務課の補正予算について御説

明いたします。

資料変わりまして、歳出予算説明資料の89ペ

ージをごらんください。

税務課の２月補正予算は７億2,263万円余の増

額をお願いしております。この結果、補正後の

予算額は、右から３列目になりますが、456

億1,996万4,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

おめくりいただきまして、91ページをごらん

ください。

中ほどの段に記載しております（事項）諸費

ですが、これは、税の過年度収入分に係ります

還付等に要する経費でありまして、その所要額

が当初見込みを下回るため、４億円の減額とな

るものであります。

次に、その下の（事項）賦課徴収費です

が、4,143万1,000円の減額をお願いしておりま

す。

その主なものといたしましては、まず説明の

欄の徴税活動費の中の（１）徴税活動費ですが、

県税の賦課徴収に必要な納税通知書等の印刷費、

郵送料等の執行残に伴いまして2,247万4,000円

の減額、また２つ下の（３）個人県民税徴収取

扱費交付金ですが、個人県民税の賦課徴収は、

市町村に法定委任をされております。その経費

を補償する目的で、市町村へ交付するものでご

ざいまして、その所要額が当初見込みを上回っ

たことによりまして3,086万9,000円の増額とな

るものであります。

次に、自主納税の推進費の中の（２）各種団

体との協力体制推進費ですが、559万3,000円の

減額となっております。これは主に、ア、軽油

引取税徴収取扱費報償金につきまして、交付対

象となります29年度収入が当初見込みを下回っ

たことによりまして、536万5,000円の減額とな

るものであります。

ページをおめくりいただきまして、92ページ

をお願いいたします。

３、管理機能の充実費の中の（３）税務電算

トータルシステム運営費ですが、税制改正等に

伴いますシステム改修費が当初見込みを下回っ

たことによりまして4,129万円の減額をお願いし

ております。

次に、（款）諸支出金につきましては、全体で12

億2,101万7,000円の増額をお願いしております。

まず、（事項）地方消費税清算金ですが、これ

は先ほど申し上げましたが、各都道府県に納付

された地方消費税につきまして、都道府県間で

清算を行うために支出するものでありまして、

平成30年２月から平成31年１月までの対象期間

の実績等に基づき９億4,798万5,000円の増額と

しております。

次の（事項）利子割交付金から、次のページ

の一番下、自動車取得税交付金までの事項につ

きましては、いずれも税収の一定割合を市町村

に交付する法定交付金であります。それぞれ交
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付金の算定期間の税収の増減に伴いまして、補

正をお願いするものであります。

まず、利子割交付金が1,795万9,000円の増額、

配当割交付金が8,044万5,000円の減額、次に93

ページになります。株式等譲渡所得割交付金

が266万7,000円の増額、地方消費税交付金が３

億5,725万7,000円の増額、ゴルフ場利用税交付

金が493万円の減額、自動車取得税交付金が1,937

万7,000円の減額となっております。

ページをおめくりいただきまして、最後94ペ

ージになります。

（事項）利子割精算金についてでございます。

これは、本県で徴収した利子割県民税のうち、

他の都道府県に帰属するべき額につきまして、

関係する都道府県間で精算するために要するも

のであります。９万9,000円の減額をしたいと考

えております。

補正予算につきましては、以上でございます。

委員会資料の10ページをお開きください。議

案第67号について御説明いたします。

議案第67号「宮崎県税条例の一部を改正する

条例」であります。

１の改正理由ですが、自動車取得税の納付及

び取得時の自動車税の徴収の方法を変更するこ

となどに伴いまして、宮崎県税条例の関係条項

の改正を行うものであります。

２の改正の内容について、まず、（１）自動車

取得税の納付の方法及び自動車税の徴収の方法

に係る改正ですが、自動車を取得した際に納付

する自動車取得税及び月割りの自動車税につき

ましては、原則として証紙により納付すること

とされております。これまでは紙の証紙を張る

かわりに、証紙代金収納計器という機器を使い

まして、申告書に税額に相当する金額の表示を

受けることによって払い込むという方法をとっ

ておりましたが、現在、これらの業務を委託し

ております一般社団法人宮崎県自主納税推進協

力会が、自動車保有に係る行政手続のワンストッ

プサービス、いわゆるＯＳＳの導入に伴いまし

て、主な収入源であります収納計器取扱手数料

収入の今後の激減が見込まれますことから、本

年度をもって解散するため、４月１日からこの

機器の使用をやめて、つまり証紙での納付をや

めまして、現金によって納付するという払い込

み方法に変更するための改正を行うものであり

ます。

なお、４月からは県が直接収納業務を行いま

すことから、納税者の方々にとりましては、支

払い先が委託団体から県に変わるだけで、現金

を納付するという行為自体が変わるものではご

ざいませんので、県民生活への影響はございま

せん。

また、自動車税につきましても、先ほど申し

上げましたとおり、今回の改正の対象は取得時

のものでございますので、毎年かかっておりま

す自動車税につきましては、これまでどおり郵

送された納税通知書を用いて払い込む方法とな

ります。

次に、（２）地方税法の改正に伴う改正につき

ましては、条例第51条で引用しております地方

税法第６章、電子機器を使用して作成する地方

税関係帳簿の保全方法等の特例という部分が、

地方税法の改正によりまして章ずれを起こしま

して第７章になることから、引用文言の改正を

行うものであります。

また、（３）その他所要の改正につきましては、

該当する条文につきまして、「前各号」としてい

たものを「前２号」や「前３号」と改めること

にしまして、適切な表現に改めたいと思ってお

ります。
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最後に、３の施行期日は、一部の規定を除き

まして、公布の日から施行することとしており

ます。

税務課からは以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

○日高市町村課長 市町村課の２月補正予算に

ついて御説明をいたします。

歳出予算説明資料の市町村課のところ、95ペ

ージをお願いいたします。

市町村課の補正予算は、１億5,081万6,000円

の減額をお願いしております。

その結果、補正後の予算額は、右から３列目

でありますが、20億4,428万7,000円となります。

主なものについて御説明をいたします。

97ページをお開きください。

まず、上から５段目の（事項）地方分権促進

費425万3,000円の減額であります。これは、権

限移譲した事務の執行に要する経費として市町

村に交付する権限移譲交付金の額が確定したこ

と等に伴い、執行残が生じたものであります。

次に、一番下の（事項）自治調整費2,282

万2,000円の減額であります。

主なものとしまして、説明欄の５、住民基本

台帳ネットワークシステム事業費が ※1,880

万1,000円の減額となっております。これは、シ

ステムを運用するため、全都道府県共同で負担

しております経費について、各県の負担金の額

が確定したことに伴い、執行残が生じたもので

あります。

次に、98ページをお開きください。

事項の上から３つ目、真ん中あたりの市町村

振興宝くじ事業費8,720万6,000円の減額であり

ます。これは、市町村振興宝くじとして発売さ

れたサマージャンボ宝くじとハロウィンジャン

ボ宝くじの収益金等の配分額が確定したことに

伴いまして、県を通して公益財団法人宮崎県市

町村振興協会に交付する交付金が減額となった

ものであります。

次のページ、99ページをごらんください。

事項の下から２番目、知事選挙執行費7,076

万8,000円の減額であります。これは、昨年12月

に執行しました知事選挙に係る経費の執行残で

あり、主なものは、候補者の選挙運動に係る費

用の公費負担分であります。

次に、一番下の（事項）県議会議員選挙執行

費4,600万円の増額をお願いしております。これ

は、平成30年度の当初予算編成時に想定してお

りました県議選の投票日の日程が見込みより１

週間早まったことによりまして、平成31年度の

予算で予定しておりました期日前投票所の設置

等に係る一部の経費が、平成30年度中に前倒し

で必要となったことに伴うものであります。

それから、私、読み間違いがございまして、97

ページの自治調整費、説明欄の５番、住民基本

台帳ネットワークシステム事業費につきまし

て1,880万1,000円と読んだということでありま

すが、1,888万1,000円の減額であります。おわ

びして訂正いたします。

市町村課の説明は以上です。

○佐藤総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの補正予算について御説明いたします。

引き続き、歳出予算説明資料の101ページをお

開きください。

２月補正予算額は、1,159万6,000円の減額を

お願いしております。

この結果、補正額の予算額は、右から３列目、

７億2,032万2,000円となります。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

※このページ右段に訂正発言あり
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103ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）総務事務センター運

営費でありますが、265万円の減額をお願いして

おります。これは、本庁総務事務センター及び

各県税・総務事務所の総務事務センターの運営

に要する事務費などの執行残でございます。

次に、一番下の（事項）健康管理費でありま

すが、552万8,000円の減額をお願いしておりま

す。

説明欄の２、職員のからだの健康に関する事

業については、定期健康診断や特殊業務健診等

の執行残でございます。

また、３の職員のメンタルヘルスケア総合支

援事業につきましては、病休・休職からの復職

支援に係る会議開催経費等の執行残であります。

104ページをお開きください。

（事項）職員厚生費ですが、156万8,000円の

減額をお願いしております。これは、説明欄の

２、保健体育施設管理費の職員健康プラザ空調

更新工事に係る入札残等に

よるものであります。

総務事務センターからは、以上でございます。

○髙林危機管理局長 危機管理課の補正予算に

ついて御説明いたします。

歳出予算説明資料の105ページをごらんくださ

い。

危機管理課の補正額は、1,855万6,000円の増

額をお願いしております。その結果、補正後の

額は、右から３列目の６億7,717万9,000円とな

ります。

主な補正の内容について御説明いたします。

107ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）防災対策費の1,412

万5,000円の減額でございます。

主なものでございますが、説明欄の２、南海

トラフ地震応急対策体制構築支援事業の733

万3,000円の減額は、県が指定する広域物資輸送

拠点等の機能強化を行うために購入した資機材

購入や市町村の受援計画に位置づけられた拠点

運営の機能強化に必要な資機材の購入に対する

補助金等の執行残に伴う補正でございます。

また、その下の３、減災力強化推進事業の400

万円の減額は、市町村が実施する避難場所や避

難経路等の整備に係る事業費の確定等に伴う補

正でございます。

次の108ページをお開きください。

一番上の（事項）災害救助事業費の1,934

万1,000円の増額でございます。これは、主に、

平成30年７月の西日本豪雨被災県に対し、災害

救助法に基づきまして、本県の５つの市が給水

車の派遣等の支援を行いましたが、この支援に

要した経費について、被災県からの負担金を一

括して県で受け入れ、５つの市に支出するため

の補正でございます。

危機管理課からの説明は、以上でございます。

○室屋消防保安課長 消防保安課の補正予算に

つきまして御説明いたします。

引き続き、歳出予算説明資料の109ページをご

らんください。

消防保安課の補正額は230万円の減額でありま

して、補正後の額は、右から３列目の欄にあり

ますように、６億6,779万7,000円となります。

主な補正の内容について御説明いたします。

111ページをお開きください。

まず、上の段の（事項）消防防災施設設備整

備促進事業費の50万円の減額であります。これ

は、日向市を含めた美郷町、諸塚村、椎葉村の

常備化に向けての取り組みに対して支援を行う

消防広域化・常備化支援事業補助金につきまし

て、日向市において調査等の経費執行がなかっ
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たことによる、補助金の執行残に伴う補正であ

ります。

次の（事項）消防学校費の180万円の減額であ

りますが、これは、消防学校の訓練用救助工作

車のリース料の執行残に伴う補正であります。

説明は以上であります。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

議案について質疑はありませんか。

○井本委員 総務事務センターの職員のメンタ

ルヘルスとかからだの健康に関する事業という

のを書いてあるけれど、そちらが実施している

わけですか。

○佐藤総務事務センター課長 総務事務センタ

ーでやっております。

○井本委員 本来的に人事課か何かがやること

じゃないかなと、総務事務センターでやってい

るなと思ったもんだから。別にどこでやっても

いいかもしれんけど、人事課なんかが本来やる

ことじゃないのかなと思ったんだけれど、そう

でもないの。

○佐藤総務事務センター課長 昔は職員厚生課

というのがあったんですけれども、総務事務セ

ンターが平成19年にできまして、ここに総務事

務を一元化したということで、ここで担うよう

になっております。

○緒嶋委員 財政調整基金とか県債管理基金と

か、基金の残高は、積立金の全体でいえば、年

度末はどのような推移になる予定ですか。

○吉村財政課長 まず、財政関係２基金という

ことで、財政調整積立金につきましては、30年

度残高見込みが117億円、県債管理基金が30年度

末で327億円ぐらいになる予定でございまして、

合わせて財政関係２基金で445億円程度の年度末

残高になる見込みであります。あわせまして、

県有施設維持整備基金につきましては、年度末

で254億円程度の残高が確保できるものと考えて

おります。

○緒嶋委員 ということは、29年度から見たら、

どれだけ基金はふえたということですか。一応

見込みを。

○吉村財政課長 財政関係２基金につきまして

は、29年度末残高も445億円程度で、財政関係２

基金につきましては、大体400億から450億程度、

残高を確保する必要があると考えておりまして、

そのような基金管理をしているところでありま

す。

県有施設維持整備基金につきましては、29年

度末残高が241億円でしたので、30年度末はそれ

と比べまして十二、三億円程度ふえる見込みで

あります。今後、公共施設の老朽化対策や国体

の施設整備等に多額の財源が必要になると考え

ておりますので、こちらのほうに積み立て等を

行っているところであります。

○緒嶋委員 将来的ないろいろな県有施設の整

備とか、新たな建設とかを含めた場合の将来的

な試算も、一応やっておられるわけですか。

○吉村財政課長 大型施設整備と公共施設の老

朽化対策が今後続くということで、委員のほう

からも、繰り返し将来の財政見通しをつくるべ

きではないかというお話をいただいているとこ

ろであります。

現在、新たな行財政改革プランをつくってお

りまして、その中で財政改革の一環として、将

来の財政見通しを立てることを予定しておりま

す。来年、再来年になりますと、国体関係の施

設整備の実際にかかるおおむねの経費がわかっ

てくるかと思いますので、それらも踏まえた上

で、10年程度の将来見通しをつくりたいと考え

ております。
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○緒嶋委員 10年の中では、まだあれじゃけれ

ど、私は県議会の施設なんかも計画に入れても

らいたい。施設にエレベーターのない、障がい

者にとって大変厳しい施設なんです。それと県

庁も含めて利便性が悪い。今度、防災拠点庁舎

ができりゃ、別館が11ぐらいある。きょうのよ

うな雨のときは、本館以外の人は傘差してここ

に来にゃいかん。こういう県庁は全国にどこに

もない。

これを考えた場合、10年程度の将来見通しの

中には、そういうものを考えた計画を、当然、

私は立てるべきだと思う。私は、今度で終わり

ますが、将来を見越した場合に、移動するだけ

のロスタイムを考えたら、毎年、定例会も４回

もある。そういう職員の移動を考えたら、大変

なロスタイムです。

そういうことを考えたら、将来を見越して、10

年以内なら、国体施設以降の県有施設、いわば

県庁ですが、県庁のあり方等も含めた将来計画

というのが、当然、私はあるべきだと思うんで

すけれども、これは、なかなか財政課長が言う

わけにいかんじゃろう。総務部長、どうですか。

○畑山総務部長 公共施設は、総合管理計画と

いうものがあって、その下でそれぞれの施設、

きのうも職員宿舎の話も出ましたけれども、さ

まざまな庁舎も含めて、行政施設の今後のタイ

ムスパン、10年、20年というのを見ていく中で、

一定程度、しっかり管理しつつも耐用年数が来

ているものについては更新をしていくと。そう

いったものが各庁舎についても出てくるので、

それを見通した上で、例えば１号館とか、議会

棟を含めた建物をどうするかとかいったものは

考えていく必要が出てくると思うので、それは

適切に計画なんかにも見ていきながら、それを

今度財政の見通しにも反映させていくというこ

とで、部内で各施設の状況なんかも管理しつつ、

しっかりと財政状況も見ながら、状況によって

やるべきことはやらなきゃいけない。それから、

場合によっては負担が急に上がるようなことが

ないように平準化をして、財政的にしっかりと

目配りしながらできるようにしていくと、そう

いったこともしっかりとやっていければと思っ

ております。

○緒嶋委員 県庁は、県行政の拠点になるわけ

です。拠点がこれだけばらばらになっておると

いうのは全国的にもない。これは将来的な長期

の中では、国体とか、いろいろなものは避けて

通れんから、それはそれでやらにゃいかんけれ

ど、10年とかのスパンの中では、当然、そこま

で考えてやることが、ひいては県民サービスに

もつながると。

ある意味では職員の健康管理にも影響すると

思うんです。これだけ雨が降って傘差して、ま

た引き返す。それでここに来るだけでも、信号

渡ったりすれば５分ぐらいすぐかかる。それを

数で計算すれば大変なロスタイムだと。

そういうことを含めて私は考えて行くべきだ

と思います。総務部長も異動の可能性がありま

すから、総務部長に余り言うてもいかんけれど、

将来的にはそこ辺を十分考えたものを、これは

私の遺言として言っておきますが、よろしくお

願いします。

○ 原委員 国土強靭化対策というのが防災・

減災と並んであるわけですが、ここで補正190億、

強靭化に関するものが110億ということですけれ

ど。今から土木であったり、農林水産業だった

りで発注されていくわけですが、これの期限と

いうか。言うならば、今、人手不足の中で、仕

事がこうやってできるのは非常にすばらしいこ

となんですが、果たしてそれをやり切れるのか
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という心配がいろいろあるわけですけれど、こ

のあたりの見込みは、そのあたりとの関連でど

うなるんですか。

○吉村財政課長 今、委員から御指摘のありま

した国土強靭化対策につきましては、２月補正

で、１ページにも記載しておりますが、119億円

余、31年度当初予算で171億円程度、まだこれか

らですけれど、32年度当初予算でも同程度、国

が予算措置すると考えておりますので、同程度

ぐらい、事業費の確保ができるのではないかと

考えております。

ただ、これだけ公共事業費がかさみますと、

今回の一般質問、代表質問でもありましたが、

今、入札不調もふえております。あわせまして

建設産業の従事者、担い手の不足も非常に問題

になっております。事業量は十分にあるんです

けれど、それを担っていただく建設業の方がな

かなか厳しい状況になるとも考えておりますん

で、公共３部、特に県土整備部のほうには、公

共工事の発注の平準化等を十分、各地区の建設

業者の状況等を見た上で発注をしていただくよ

うお願いをしているところで、なるべくそうい

う入札不調とか生じないように発注をしていき

たいというふうに、財政課でもお願いをしたい

と考えております。

○ 原委員 財政課としてはそういうことで

しょう。お願いするしかないと思うんだけれど、

十分注視していただいて、しっかり執行できる

ようにお願いしたいと。横の連絡をしっかりとっ

ていただいて、できるようにお願いしておきた

いと思います。

○緒嶋委員 南海トラフ、これは危機管理課か

な。防災体制の強化をやらにゃいかんとですが、

私は聞きそびれたのかもしれんけれど、南海ト

ラフ地震応急対策体制構築支援事業の減額の内

容を詳細に教えてください。

○髙林危機管理局長 733万3,000円の減額の内

容につきましては、１つは広域物資輸送拠点等

にことし緊急計量器というのを４カ所、設置す

る予定にしておりました。それが当初予算で

は1,500万の予定だったんですが、821万1,000円

になりましたので、その執行残でございます。

あともう一つ、応急対策受援体制構築事業補

助金というのがございます。これは避難所とか、

庁舎関係にいろんな資機材、ことしでしたら、

例えばシュラフと言われる寝袋でありますとか、

衛星携帯電話の設置とかをしたわけなんですが、

これにつきましても、当初予算では200万ほど予

定しておりましたが、145万6,000円の執行とい

うことになりましたので、こういった執行残で

マイナスとなったものでございます。

○緒嶋委員 予定していた事業はできたという

ことですか。

○髙林危機管理局長 予定していた事業につき

ましては、できたものでございます。

○井本委員 税務課ので製造業はなかなか好調

だと書いてありますが、私なんかの認識では、

製造業は日本はやられっ放しという感じがあっ

たんだけれど、大分また復活してきたという話

も聞くんだけれど、これはそういう感じなんで

すか、堅調なんですか。

○棧税務課長 県税につきましては、リアルタ

イムというよりは、おおむね１年前の業績とい

う、感覚としてはそういう感覚になります。１

年間事業をされて、最後決算をされて、それが

私どものほうに入ってきますので、どちらかと

いうと過去の状況ということになります。

私どもが把握している数値で申し上げますと、

ことしの12月末の状況で、製造業は昨年度よ

り114.2％ですから、14.2％ほど伸びております。
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特に他県にもまたがっております本県が本店の

法人さんが131.7％ですから、３割増しぐらいの

税収をいただいております。あと他県に本店が

あります、多くの県にまたがる法人について

は110.2％ですから１割ぐらい増しです。

一方で、県内にしかない法人につきましては、

伸びておりますが、2.4％ほどの伸びにとどまっ

ておりますので、県内に住んでいる実感としま

しては、委員御指摘のとおり、そこまで伸びて

いるというふうには考えられないということも

あろうかと思いますが、数字的には、多くの県

にまたがっている法人を中心に、製造業はおお

むね堅調という状況にはなっております。

○井本委員 製造業は工事というけれど、製造

業の中の建設業みたいなことですか。

○棧税務課長 製造業といいますのは、建設業

ではなくて、いろんな化学製品ですとか、いろ

んなものです。食料品もそうですし、そういっ

たものをつくっているところですので、建設業

ではございません。

一方、建設業は対前年度比、ことしは99.8％

となっておりますので、若干少ないなというよ

うなことになっています。

○井本委員 どういう製造業が伸びているんで

すか。

○棧税務課長 済みません。今、手元に細かい

ものは準備しておりませんが、化学製品とか食

料品です。そういったものが多いのではないか

と。今手元に持っている資料で見ますと、化学

製品及び食料品等の製造業が伸びているんでは

ないかというふうに思います。

○ 原委員 11ページですけれど、工事請負契

約の変更についてです。契約の変更理由、３の

（２）、一番下のほうに、５カ月の工期延長が必

要となったことによる請負金額ということに

なっているわけですが、これは内容的には人件

費的なことですか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 これにつきまし

ては、約５カ月間の工期延長するに伴って、必

要な経費は現場事務所とか、そういった経費、

当然人件費も入っています。そこの現場の人件

費を含めて、今回増額したということになりま

す。

○ 原委員 言うならば、その間、手待ちがあっ

たことによる経費、人件費等を含むもろもろの

諸経費等の総額ということですね。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 委員のおっしゃ

るとおりです。要は、仮設事務所を含めて、現

場を維持するための経費、人件費も含めた経費

になっています。

○ 原委員 わかりました。今、働き方改革と

かいろいろあっているわけですけれど、我々民

間にいる人間からすれば、５カ月間の手待ちと

いうのは実際大変なんです。そういう声もいっ

ぱい聞こえていましたから、これが妥当かどう

かはわからないけれども、そうやって見ていた

だいたということは、それなりに評価できるん

じゃないかなというふうに思っています。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは次に、その他報告事項

に関する説明を求めます。

○丸田総務課長 総務課でございます。

お手元の常任委員会資料の12ページをお開き

ください。

適正な文書管理に向けた取り組みについて御

説明をいたします。

まず、１の目的でございますが、県が保有す

る文書は、県の意思決定に至る過程、事務事業

の実施状況を検証するために非常に重要なもの
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でございます。公正で開かれた県政運営に資す

るよう、適正に管理する必要がございます。

このため、今年度発生いたしました旧優生保

護法に関する事案といった不適正な文書管理の

問題を踏まえまして、適正な文書管理が行われ

るよう対策を講じますとともに、簡略化できる

事務につきましては、改善を図ることによりま

して、これまで以上に適正で効率的な文書管理

を全庁的に推進していくこととしております。

取り組みの実施に当たりましては、庁内検討

会議を開催をいたしまして、全庁的な検討も行

いながら、準備が整ったものから、順次実施し

ているところでございます。

２の取り組み内容でございますが、（１）の職

員の文書管理意識の向上から、（４）の文書事務

の効率化までの４つの柱を掲げまして取り組み

を進めております。

まず、（１）の職員の文書管理意識の向上でご

ざいますが、職員一人一人が文書管理に対する

理解を深めまして、文書管理意識の向上を図る

ために、文書事務の手引、これは文書の事務処

理を詳細に解説したものでございますけれども、

この手引の要点をまとめました要約版、そして

文書の整理保管方法をわかりやすく解説いたし

ました文書管理版の２種類の文書事務マニュア

ルの作成・配布、そして文書取り扱いに関する

チェックリストによる職員みずからの自己点検

の実施、文書管理に関する職員研修の充実等の

取り組みを進めております。

（２）の文書の適正な保管・管理、廃棄の徹

底でございますが、さまざまな行政判断につき

まして、その内容と決定過程を将来にわたりま

して検証可能なものとするために、文書の引き

継ぎや廃棄を行う際の目録を作成しております

けれども、この作成の徹底でありますとか、全

庁的に文書整理に取り組む文書整理推進期間を

毎年度、７月から８月の２カ月間設けるなどの

取り組みを進めております。

（３）の歴史資料文書の適正な選別、収集管

理でありますけれども、歴史的価値がある公文

書につきましては、散逸等を防止をいたしまし

て、県民共通の財産として後世に伝える必要が

ございますことから、歴史資料文書に該当する

かどうかの判断につきまして、文書の事務処理

完了後、速やかに事前評価を行う仕組みを導入

するなどの取り組みを進めております。

（４）の文書事務の効率化でありますが、文

書事務を円滑に行いまして、開示請求等にも的

確かつ迅速に対応できるよう、文書をとじるファ

イルの色を年度ごとに庁内で統一するなどの文

書検索性の向上でありますとか、また会計年度

あるいは保存期間の異なる複数の関連文書を一

つのファイルにとじる合冊の取り扱い基準を明

確にするなどの取り組みを進めております。

次に、３の推進体制でございますけれども、

今年度、各部局の連絡調整課で構成いたします

文書管理適正化庁内検討会議を設置しまして、

適正な文書管理に関する取り組みを全庁的に推

進しているところでございます。引き続き、来

年度以降も定期的に開催することとしておりま

す。

13ページでございますけれども、主な取り組

みのスケジュールを掲載をしておりますが、文

書事務マニュアルの要約版につきまして１月に

作成、配布をいたしております。また、文書取

扱チェックシートによる自己点検を２月に試行

的に実施をするなど、準備が整ったものから、

順次実施をいたしているところでございます。

今後も、職員一人一人の意識の向上を図りな

がら、適正な文書の管理につきまして、全庁的
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に取り組んでまいりたいと考えております。

説明は以上でございます。

○田村行政改革推進室長 引き続き、委員会資

料の14ページをお願いします。

宮崎県の内部統制に関する方針について御説

明いたします。

まず、１の内部統制に関する方針でございま

すが、11月の当委員会で報告させていただきま

した、平成32年度から導入されます内部統制に

関しまして、知事が定めなければならない方針

について、次のとおり決定したものでございま

す。

初めに、（１）ですが、この方針は、内部統制

の組織的な取り組みの方向性を示すものであり、

今後は、この方針に基づいて取り組みを推進し

てまいります。

次に、（２）ですけれど、内容については、各

当道府県の状況や課題、運営方針等を踏まえて、

必要な事項を記載するものですが、破線で囲ん

でいる目的や対象事務などを盛り込むこととさ

れており、また（３）のとおり、方針を定めた

ときや変更したときは、遅滞なく公表すること

とされております。

次に、右側の15ページをごらんください。

次の16ページまでが方針の全文になりますが、

まず、１の導入に関する基本的な考えについて、

（１）の後段になりますけれど、内部統制を県

庁に導入することで、重大な不祥事等の原因で

あるリスクの発生を未然に防止し、県庁全体の

公務能率を高め、適正な事務を滞りなく執行す

る組織へと改革するとともに、県民に信頼され

る行政運営の確立に取り組むことにしており、

また（２）の後段になりますけれど、有効な機

能と適正な事務が確保されるように、不断の把

握と見直しに努めることにしております。

次に、２の（１）の対象事務につきましては、

必須である財務に関する事務に加えまして、知

事が認める適正な管理及び執行を確保する必要

のある事務といたします。

（２）の目的・取り組みにつきましては、効

率的かつ効果的な事務の執行など、①から④の

４つの視点で進めてまいります。

16ページをお開きください。

３の推進体制ですが、（１）の内部統制推進会

議を設置しまして、全庁的な整備及び運用に関

する取り組みを推進することにしており、②の

とおり、職員への周知や理解を進め、意識醸成

の促進を図ってまいります。

次に、（２）の評価部局につきましては、32年

度以降になりますが、内部統制の整備及び運用

状況に関する評価を行いまして、評価報告書を

作成します。

（３）の各所属における取り組みですが、職

員一人一人が実施する業務の中に、内部統制の

取り組みを取り入れますとともに、各所属に内

部統制を推進する責任者として内部統制推進員

を置き、必要に応じてこれを補佐する内部統制

担当者を指名いたします。

実際の各所属の業務におきましては、実にさ

まざまな形で、不祥事や事務処理ミス等の原因

であるリスクへの対応策等が行われており、既

に一定の内部統制というものが存在していると

ころですが、改めて、既存の取り組みも含めて

業務上のリスクを洗い出し、分析・評価を行い、

対応策や業務手順等の見直しなどを行うことで、

リスク発生の未然防止に努めてまいります。

（４）の監査委員との連携や、（５）の知事部

局以外の事務に関する内部統制の推進も、あわ

せて取り組んでまいります。

最後に、お手数ですが、14ページにお戻りく



- 48 -

平成31年３月６日(水)

ださい。

下のほうの２の内部統制の推進体制ですが、

ただいま、説明した内容をイメージ図にしてお

示ししております。

今後は、この方針に基づきまして、内部統制

の体制整備に取り組み、平成32年度からの制度

導入に向けまして、準備を進めてまいります。

説明は以上でございます。

○横山財産総合管理課長 常任委員会資料17ペ

ージをお開きください。

県の行政機関庁舎における受動喫煙防止対策

についてであります。

県庁舎における受動喫煙対策につきましては、

健康増進法に基づきまして、かねてから指定さ

れた場所以外での喫煙を禁止し、分煙の徹底を

図っているところでございますけれども、１の

概要にございますように、健康増進法の一部を

改正する法律が平成30年７月25日に公布されま

して、望まない受動喫煙の防止を図るため、地

方自治体の行政機関庁舎など多数の者が利用す

る施設において講ずべき措置が定められたとこ

ろでございます。

改正法によりまして、第一種施設に区分され

ます行政機関庁舎につきましては、施行期日の

７月１日をもちまして、（１）措置内容にありま

すとおり、屋内、屋外を含める敷地内が禁煙と

なります。

ただし、屋外で受動喫煙を防止するために必

要な措置がとられた場所に特定屋外喫煙場所と

して喫煙場所を設置することができることにな

ります。

次に、県庁舎等におきます喫煙場所の現状に

ついてでございます。

議会棟を除きます県庁舎などの喫煙場所は165

カ所ございまして、その内訳は屋内７カ所、本

庁舎が４、日南・小林総合庁舎が各１、企業局

各１、それから屋外158カ所となっております。

次に、今後の県の庁舎におきます受動喫煙防

止対策についてであります。

３、対策にありますとおり、まず屋内につき

ましては、改正法の施行を待たずに、３月末を

もって７カ所の屋内喫煙場所を廃止することと

いたします。

屋外につきましては、庁舎内及び敷地内を完

全禁煙とした場合、職員が勤務時間中に敷地外

に出て喫煙することで生じる服務上の問題や近

隣とのトラブル防止、また来庁者への配慮など

から、喫煙場所を残すことといたしました。

具体的には、まず、①にありますように、４

月から６月までの間は、特定屋外喫煙場所の候

補となる箇所に喫煙場所を試行的に設置して、

利用状況等を検証いたします。そして、②にあ

りますように、検証結果を踏まえまして、国の

ガイドラインにのっとった必要な措置を講じた

上で、７月から特定屋外喫煙場所とする予定で

あります。

説明は以上でございます。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 防災拠点庁舎整

備室でございます。

常任委員会資料の18ページをごらんください。

防災拠点庁舎建設工事の進捗状況等について

御報告いたします。

まず、１の建設工事の進捗状況であります。

（１）進捗状況については、１月末時点で、

右側の写真にありますとおり、地下掘削工事が

完了しまして、地下部分の基礎など躯体工事を

施工中で、工事進捗率は、請負金額ベースで約22

％となっております。

次に、（２）の今後の工事予定でありますが、

一番上の段、防災拠点庁舎建設工事につきまし
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ては、地下や免震躯体の工事の後、７月中旬ご

ろから鉄骨など地上部分の工事が始まり、2019

年度末に完成する予定であります。

その下の関連工事であります５号館改修や外

構・南庭園工事につきましては、2020年の７月

ごろの完成予定となっております。

次に、２の免震オイルダンパーについてであ

ります。

防災拠点庁舎に使用する予定の免震オイルダ

ンパーにつきましては、昨年10月に発注先であ

る株式会社川金コアテックにおいて、検査デー

タの改ざんが発覚したところでございますが、

（１）機能・安全性の確保にありますように、

国土交通省の指示による第三者機関検査に加え

まして、県、設計・監理者立ち会いのもとで、

工事受注者による全数検査を納入前に行い、安

全確保を図ることとしております。

（２）の納入予定でありますが、本年８月ご

ろで、米印にありますように、約３カ月おくれ

となりますが、工期への影響は生じない見込み

であります。

最後に、３のその他についてであります。

まず、（１）の南庭園の改修でありますが、災

害などの際に防災拠点庁舎などと一体的に機能

するよう、既存の巨樹や松などを極力残しなが

ら、芝生を中心とした広場に改修することとし

ております。

次に、（２）のコンビニ事業者の選定でありま

すが、公募型プロポーザル方式により、株式会

社ローソンを選定したところです。今後、設置

・運営に係る協議等を進めていくこととしてお

ります。

最後になりますが、（３）の庁舎外観でありま

す。

申しわけありませんが、右側のＡ３の別添資

料、外観説明資料をごらんください。

また、皆様の前に職員がボードを掲げており

ますので、あわせてごらんください。

中央にありますのが、北東面、南西面の外観

でございます。

周りにありますのが、外壁パネル、ＣＬＴ耐

震壁など主要な部位の実物の色見本でございま

す。

庁舎の色は、左上の色彩コンセプトにありま

すように、安心・安全のイメージを演出する重

厚感のあるグレー系としております。

説明については以上でございます。

○髙林危機管理局長 新燃岳の噴火警戒レベル

引き上げについてでございます。

委員会資料の19ページをごらんください。

１の新燃岳の噴火警戒レベルにつきましては、

平成31年２月25日午後２時、福岡管区気象台及

び鹿児島地方気象台が、新燃岳の噴火警戒レベ

ルをレベル１からレベル２に引き上げました。

新燃岳の噴火警戒レベルにつきましては、こ

れまでの主な経緯に記載しておりますが、昨年11

月中旬ごろから新燃岳火口直下を震源とする火

山性地震が少なくなり、傾斜計では山体膨張を

示す変化も認められないことなどから、ことし

１月18日には、レベル２からレベル１に引き下

げられ、警報が解除されたところでございます。

今回の噴火警戒レベル引き上げに係る気象台

の主な発表内容につきましては、火山活動の状

況及び予報警報事項に記載しておりますが、新

燃岳では、25日14時までの24時間で火山性地震

が20回以上発生し、火山活動の高まりが認めら

れ、今後、小規模な噴火が発生するおそれがあ

ることから、噴火警戒レベルを１から２に引き

上げたとのことでございます。

また、噴火により飛散する大きな噴石が新燃
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岳火口から２キロまで、火砕流がおおむね１キ

ロまで達する可能性があるため、新燃岳火口か

らおおむね２キロの範囲では警戒が必要とされ

ております。

次に、２の登山道の規制についてでございま

す。

次のページの20ページをごらんいただきたい

と思います。

霧島山の規制図でございます。

小林市が管理しております大幡山、図の真ん

中あたりの新燃岳と書いてあるところの右上に

なりますが、そこからその左側の獅子戸岳まで

の登山道につきましては、ことし※１月８日のレ

ベル１への引き下げによりまして規制が解除さ

れましたが、今回の噴火警戒レベル引き上げに

より、再度、立ち入り規制となったところでご

ざいます。

なお、その他の登山道につきましては、これ

までの立ち入り規制が継続されております。

19ページに戻っていただきまして、一番下の

３、その他に記載しておりますとおり、県では

２月25日に情報連絡本部を設置し、随時、火山

活動に関する情報収集等を行っているところで

ございます。

なお、硫黄山につきましては、火山活動がや

や高まった状態が継続しており、噴火警戒レベ

ル２、警戒範囲おおむね１キロの範囲からの変

更はございません。

説明は以上でございます。

○室屋消防保安課長 消防保安課でございます。

まず、委員会資料の21ページをごらんくださ

い。

その他報告事項の宮崎県市町村消防広域化推

進計画の策定について御説明いたします。

１の策定の理由につきましては、そもそも消

防の広域化といいますのは、少子高齢化社会の

到来に伴い、市町村の消防力を維持するため、

消防本部の大規模化等を国が進めているもので、

本県の広域化推進計画は、消防組織法及び国の

市町村の消防の広域化に関する基本指針に基づ

き策定されております。

その基本指針が昨年４月に一部改正され、広

域化を推進する期間が、平成36年４月１日まで

延長されましたことから、再策定を行うもので

あります。

２のこれまでの経緯としましては、平成18年

に消防組織法が改正され、市町村の消防の広域

化という章が新たに設けられ、広域化について

規定されました。

これを受けまして、平成19年に、宮崎県市町

村消防広域化検討会が設置され、広域化推進計

画の検討を始め、平成20年には、最初の推進計

画が策定されました。その後の平成26年に現在

の計画が策定されております。

また、平成27年には、広域化の成果としまし

て、それまで消防非常備だった西臼杵３町が常

備化され、西臼杵広域行政事務組合消防本部が

運用を開始しております。

次に、３の計画の概要等でございますが、（１）

の計画の期間は、平成36年４月１日まで、（２）

の計画の趣旨としましては、昨年４月の基本指

針の改正により、消防の広域化のさらなる推進

のほか、広域化につながるような消防の連携・

協力の必要性が新たに示されましたことから、

本県の現状に合った計画を策定するものであり

ます。

次に、（３）の主な内容でございますが、①の

消防の広域化につきましては、基本指針におい

ては、市町村による自主的な広域化が求められ

※52ページに訂正発言あり
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ており、本県においても将来的には県域一区の

消防本部体制が望ましいと考えておりますが、

現在のところ、一部非常備町村を除きまして広

域化を希望している市町村がございませんので、

広域化の対象となる市町村の組み合わせ及び重

点地域の指定は、現段階では見合わせたいと考

えております。

しかしながら、今後、広域化に向けた具体的

な動きが生じた場合は、計画の変更を行うなど

柔軟に対応したいと考えております。

②の消防の連携・協力につきましては、広域

化の実現には時間を要するものと考えられます

ので、本県においては、県下消防本部の希望を

踏まえ、消防の連携・協力の実現のため、推進

期限を目途に、県域一の消防指令業務の共同化

を目指すことといたしました。

対象地域を県下全市町村としまして、消防非

常備町村も含めて協議していきたいと考えてお

ります。

最後に、今後の予定でございますが、３月中

旬に開催を予定しております、関係市町村長、

各消防長、県等を構成員とします宮崎県市町村

消防広域化検討会において協議、検討を行い、

決定したいと考えております。

なお、計画案の詳細につきましては、別冊と

してお配りしております宮崎県市町村消防広域

化推進計画案のとおりであります。

続きまして、１枚めくっていただきまして、

委員会資料の22ページをごらんください。

その他報告事項のみやざき消防団の日（仮称）

の制定について、御説明いたします。

１の趣旨としましては、地域防災のかなめと

して、日ごろから地域の安全を確保するために

活動していただいている消防団に対しまして、

感謝の気持ちをあらわし、消防団員の士気高揚

と消防団員への加入促進を図るというものです。

２のみやざき消防団の日にありますとおり、

毎年３月の宮崎県消防大会開催日、原則としま

して第３土曜日を、みやざき消防団の日とした

いと考えております。

３、４、５と続きまして、制定主体は県と公

益財団法人宮崎県消防協会、協力団体としまし

て、市町村。活動内容としましては、優良消防

団の表彰や、新聞広告掲載等の広報啓発活動、

作文やポスターコンクール優良作品に対する表

彰などを行いたいと考えております。

６、その他としまして、今年度の消防大会に

おきましては、採択のみを行いまして、来年度

から広報等を実施したいと考えております。

次に、23ページをごらんください。防災消防

ヘリコプター相互応援協定の締結につきまして、

御報告いたします。

まず、１の趣旨につきましては、現在、本県

を初め熊本県、大分県及び鹿児島県の各県では、

防災ヘリをそれぞれ１機保有しておりますが、

定期点検等による運休期間や緊急事案が重なっ

た場合に備えて、各県が相互補完するために、

相互応援協定４県協定を締結しております。

この協定に新たに長崎県が加入するものであ

ります。

次に、２のこれまでの経緯につきましては、

平成17年２月に、本県の防災ヘリが運行を開始

し、平成17年11月に、熊本県、大分県及び本県

で、３県相互応援協定を締結しまして、平成24

年10月に鹿児島県が加わり、現在の４県協定と

なっております。

平成29年９月に、長崎県から加入の申し出が

あり、各県協議の結果、５県相互応援協定とし

て新たに締結することとなりました。

次に、３の応援協定（案）の内容につきまし
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ては、現在の協定に長崎県が加入するだけであ

りまして、協定の内容は現在の応援協定と変更

はございません。

概要を御説明しますと、（１）の応援要請につ

いてのとおり、運休によりヘリが出動できない

場合や、林野火災等の重要かつ緊急な事案で他

県ヘリの応援が必要と判断される場合に要請す

ることができます。

（２）の応援出動につきましては、要請を受

けた県は支障のない限り出動しますが、応援県

で緊急事案が発生した場合は、出動していない

残りの県が対応することとなります。

（３）の経費の負担ですが、応援に要する経

費のうち、職員の給与や旅費、消耗品等の通常

経費は応援側の負担となりますが、ヘリの燃料

費は要請側の負担となります。

なお、４の今後の予定としまして、協定を平

成31年３月中に締結し、運用開始は４月１日と

なる予定であります。

説明は以上であります。

○髙林危機管理局長 １つおわびを申し上げま

す。

先ほど新燃岳の噴火警戒レベル引き上げにつ

いてということで、19ページで御説明いたしま

した。その中の２の登山道の規制についてとい

うところで、大幡山から獅子戸岳までの登山道

につきまして、ことし１月８日のレベル１への

引き下げにより規制が解除されましたと説明い

たしましたが、正しくは１月18日の誤りでした

ので、訂正しておわび申し上げます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。その他報告事項につきまして、質疑ありま

せんか。

○右松委員 22ページのみやざき消防団の日で

すが、ありがたく思っております。私も現役の

消防団員でございますので。

それで、協力団体、市町村ということで、恐

らく市町村で一斉にＰＲ活動を実施することで、

消防団の魅力とか、それから重要性といいましょ

うか、そういったのをスケールメリットを生か

しながら発信をして、やはり加入促進につなげ

ていくところが大事なのかなと考えているとこ

ろでございますが、来年度から広報等を実施す

るということで、ある程度予算的なものも、広

報等をかけるということであれば必要になって

くるのかなと思っているんですが、そのあたり

はどういうふうに考えていらっしゃるのか。市

町村との役割分担とか、その辺も含めてちょっ

と教えてもらうとありがたいなと思います。

○室屋消防保安課長 このみやざき消防団の日

に係る予算につきましては、現在、当初で考え

ております予算の範囲内で実施することとして

おります。

現在、広報啓発等に使う予定の予算の中で、

この消防団の日をアピールするという形を考え

ております。

○右松委員 具体的に、その全体事業費支出と

いう形でしょうか。その中から広報にかけるお

金を捻出するという考えでしょうか。

○室屋消防保安課長 そのとおりでございます。

○右松委員 わかりました。ぜひ、我々現役の

消防団も何か手伝えることがあったら手伝いま

すし、県消防協会も入っていらっしゃるみたい

ですので、県議会にも私たち現役とかＯＢも結

構いますので、またいろんな形で協力させてい

ただければなと思っています。

それから、もう一点、23ページの防災消防ヘ

リ「あおぞら」の件ですが、出動回数が恐らく

発足当時は40件ぐらいだったと思うんですけれ

ども、今、160とか、170とか、そのぐらいまで
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結構出動回数がふえているのかなと思っていま

す。

その中で、隣県との応援協定というのは非常

にいい取り組みだと思っていまして、私は詳し

くはわかりませんが、こちらから他県に応援要

請をされたりとか、あるいは、逆に応援要請い

ただいたりとか、そういったことは実際にある

のかどうか、そこをちょっと教えてください。

○室屋消防保安課長 相互応援協定に基づく応

援の要請と、こちらからの応援の件数につきま

しては、平成29年度が本県が受けた応援が19件、

他県への応援が10件、平成30年度、これは２月24

日現在でございますが、他県からの応援を受け

たものが12件、応援したものが５件となってお

ります。

○右松委員 わかりました。件数的には、この

件数はお互いに協力関係ができているというこ

とですので、ぜひ緊急時とか今後も対応を進め

ていただくといいかなと思います。わかりまし

た。ありがとうございました。

○武田委員 受動喫煙防止対策についてちょっ

とお伺いをしたいんですけれども、たばこを吸

われる方も大変だなと思っているんですが、今

回のその特定屋外喫煙場所の候補となる箇所が、

大体どれくらいを予定されているのか、わかれ

ば教えてください。

○横山財産総合管理課長 先ほど申し上げまし

たけれども、現状として屋外に158カ所ございま

すが、これが全て特定屋外喫煙場所としてふさ

わしいのかどうか、これがわかりません。と申

しますのが、特定屋外喫煙場所につきましては、

要件が３つほどありまして、まず１つが、喫煙

をすることができる場所として区画がされてい

ること。この区画というのは壁をつくる必要は

ないんですけれども、外部からここが特定屋外

喫煙場所だとわかるようにすること。それから、

２つ目が標識をつけること。これはつければす

ぐできることなんですが。３つ目に、通常立ち

入らない場所に設置することというのがござい

ますので、今、出先庁舎においては、外ではあ

りますけれども、出入り口の横であったりとか

というところがございますので、そういったと

ころが多分この158カ所から外れてくると思いま

す。

それで、どれぐらいの数になるかということ

ですけれども、今のところまだ見当がつかない

ところであります。

ただ、本庁域につきましては、大体庁舎の屋

上を中心に考えているところであります。あと、

平場で人の立ち入らない場所を今物色している

ところであります。

○武田委員 病院であるとか、保育園、小学校、

中学校等は、屋外でもだめですよというのは、

前からずっとあるんですが、今言われたように、

校門とかの入り口とか、道路に面したところで、

若いお父さんたちが座ってたばこを吸っている

姿を、運動会とか参観日になるとよく見るんで

す。やはりちょっと見た目が悪いので、敷地内

でもしっかりしたところがあればいいし、ただ、

外から見えるところで、20人も30人もたばこを

吸っている姿を県民の皆さんに見られるのも、

またちょっとあれでしょうから、この158という

数は大分減るとは思うんですが、しっかりとそ

こらあたりを。たばこを吸われる方はしようが

ないので、その方にも配慮した形で、また来庁

者の方とかにも、ある程度わかりやすくないと、

来庁者の方も喫煙場所を探しに右往左往すると

いうこともありますので、そこあたりをしっか

りと対応していただきたいなと思っています。

○井本委員 じゃから、先生たちが外で、校門
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のところでこうやってすっと、何か悪さでもし

たんじゃなかろうかいうことで、教育者として

はやっぱりみっともないから、むしろああいう

ところこそ先にやってやらにゃいかんのじゃな

いかという気がするんだけれども。どうかな。

○横山財産総合管理課長 学校については、ほ

とんどのところが、もう今既に敷地内禁煙になっ

ておりますので、恐らく、それで外に出て吸わ

れているんではないかと思いますが、これは学

校の施設管理者がそれぞれ判断されることにな

ると思いますが、それを中にあえてつくるのか

どうかについては、また教育委員会のほうで考

えていただきたいと思っております。

○前屋敷委員 受動喫煙は、御承知のように、

吸う方より吸わない人に影響が及ぶということ

で、法律も含めてこういうことになったわけで。

壁が要らないということは、オープンで、場所

さえ特定すればと、今条件を言われたんですが、

そこならオーケーという最低限の規制なんで

しょうけれども。吸われる方にとっては過酷な

ことなんでしょうけれども、しかし、吸わない

ものにとっては、どれだけ被害が及ぶかという

ことも含めて、やっぱり、社会的な問題も含め

て、社会全体で意識の啓発といいますか、そう

いうこともあわせてしていかないと、いろんな

規制をもって吸えるところをつくっていくとい

うだけにとどまらず、やっぱり意識の改革とい

うか、そういったものもあわせて進めていくこ

とが大事じゃないかなと思うので、そういう考

慮も入れて取り組んでいただきたいと思います。

○緒嶋委員 この内部統制に関することだけれ

ども、これはもう法律に基づくものじゃから必

要じゃけれども、これは出先を含めて、こうい

う形にするわけですか。

○田村行政改革推進室長 内部統制については、

県全体で取り組むということで、これから職員

一人一人の業務の中に取り込まれるような形に

なってまいります。

○緒嶋委員 これがあんまり強くなると、メン

タル的にかえって。今でも相当メンタル的にま

いっている人がかなりおるという話だけれども、

そのあたりのことはどう配慮するわけですか。

○田村行政改革推進室長 おっしゃるように、

既に企業のほうでは内部統制というのは導入さ

れているんですけれども、その結果を踏まえま

して、やはり地方自治体での導入に当たっては、

過度の取り組みにはならないようにするという

ことが１つ。あと、そういうリスクはある程度

分類して、特に重要なものについて取り組むと

いうふうなことは、国からも助言等を受けてい

るところでございます。

また、１つは、まずは取り組みを始めてみな

いと、内部統制というのはなかなか職員に浸透

していかないもんですから、それはこれからま

た１年かけてしっかり周知を進めていきたいと

考えております。

○緒嶋委員 組織としては、当然やらにゃいか

んことやけれども、そこ辺のバランスというか、

職員がかえってそういうことで萎縮してしまう

というか、メンタル的なことまで含めて影響が

出るということであれば、バランスをどうとる

かが難しいんじゃないかなという気もします。

事務の効率とかいろいろ考えたら、これを適正

にやることは間違いじゃないけれども、そこの

バランスというか、そこ辺を十分考えながらや

る必要があると思いますので、そこ辺は留意し

ていただきたいなと思うんですけれども、どう

ですか。

○田村行政改革推進室長 ただいま委員がおっ

しゃっていたとおりの話が、実は先日、庁議の
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場でも、職員への過度な負担の禁止ということ

で、内部統制に関する一連の業務を行うに当たっ

ては、職員に必要以上の負担を強いることがな

いよう配慮するというのを協議の中で決定して

おりますので、おっしゃったような形で進めて

まいりたいと考えております。

○井本委員 これは、何で急にこんなものが出

てきたんですか。何かあったんですか。事件か

何かあったということなんですか。

○田村行政改革推進室長 今回は、もともと地

方制度調査会という国の調査研究会の答申の中

で、今後、人口減少社会の中で、業務も多様化

しますし、いろんな社会的ニーズも高まってく

ると。そんな中で、自治体事務の適正性の確保

の要請が高まっていくと。そういうことで、既

に民間に導入している内部統制の取り組みを、

自治体にも導入すべきではないかという答申が

行われまして、それに基づいて、平成29年に地

方自治法が改正されて、導入が決まったもので

ございます。

もともと、ちょうど本県でありました不適正

な事務処理とか、そういった過去の自治体等に

おける不適正な取り扱い等も踏まえた上での議

論がずっとこれまで行われてきて、内部統制導

入というのが決まったところでございます。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他報告事項についての質疑

はないようですので、最後に、その他で何かあ

りませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、それでは、

以上をもって総務部を終了いたします。執行部

の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時１分休憩

午後３時７分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、当委員会に付託されました補正予

算関連議案の説明を求めます。

○福嶋会計管理者 会計管理局でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

座らせていただいて、会計管理局の平成30年

度２月補正予算につきまして、御説明をいたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料の393ページをお開

きください。

会計管理局の補正額は、表の一番上の左から

２列目の補正額の欄にありますとおり、2,849

万9,000円の減額をお願いしております。この結

果、補正後の予算額につきましては、右から３

列目の欄になりますが、５億5,963万7,000円と

なります。

それでは、次に、各課別の内訳について御説

明をいたします。395ページをお開きください。

まず、会計課でありますが、左から２列目の

補正額の欄にありますとおり、2,101万円の減額

をお願いしております。この結果、会計課全体

の補正後の予算額は、右から３列目の補正後の

額の欄になりますが、４億4,579万6,000円とな

ります。

その主な補正内容につきまして、御説明をい

たします。397ページをお開きください。

一番左の列の上から５段目の（事項）職員費

の1,060万円の減額であります。これは、職員の

人事異動等に伴う職員費の減額による執行残で

あります。

次に、ページ中ほどの（事項）出納事務費の773

万8,000円の減額であります。これは、財務会計
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システムの改修委託料等の執行残であります。

最後になりますが、一番下の段の（事項）証

紙収入事務費267万2,000円の減額であります。

これは、収入証紙売りさばき人に対して支払い

ます売りさばき手数料の執行残であります。

会計課については、以上でございます。

続きまして、物品管理調達課について御説明

をいたします。399ページをお開きください。

左から２列目の補正額の欄にありますとお

り、748万9,000円の減額をお願いしております。

この結果、物品管理調達課全体の補正後の予算

額は、右から３列目の補正後の額の欄になりま

すが、１億1,384万1,000円となります。

その主な補正内容につきまして御説明をいた

します。401ページをお開きください。

一番左の列の上から５段目の（事項）職員費

の177万円の増額であります。これは主に、職員

の人事異動等に伴う職員費の増額であります。

次に、ページ中ほどの（事項）物品管理及び

調達事務費136万3,000円の減額であります。こ

れは、主に、物品調達システムで使用しており

ますソフトウエアの賃借料の執行残であります。

最後になりますが、一番下の段の（事項）車

両管理事務費789万6,000円の減額であります。

これは、主に、県有車両の任意保険への加入な

どに要する経費の執行残であります。

物品管理調達課は以上でございます。御審議

のほど、よろしくお願いをいたします。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

○井本委員 監査のときに、車両の管理を、あ

れを忘れてしもうて、そのときに事故やら起こ

したりするというもんじゃから、リースにした

ほうがいいんじゃないかと提案したんだけれど

も、その話は進んでおるんですかね。

○川上物品調達管理課長 公用車のリースに関

する件でございますけれども、平成29年度に御

提言をいただきまして、当課及び関係諸課でリ

ースについての検討をいたしておりました。先

進事例がありますので、29年度に先進地の視察

とかを経まして、いろいろ検討をいたしており

ますけれども、公用車のリースの期間とか、現

在使用しております公用車の使用期間、そういっ

たもの等を総合的に判断しますと、やはりリー

スのほうが割高になるということがありまして。

公用車が八百数十台あるんですけれども、全体

的に見ますと、かなりの高額になることから、

ある程度の公用車の削減とかが必要になってく

るだろうということで、現在、多方面でいろい

ろ検討をしているところであります。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、以上をもっ

て会計管理局を終了いたします。執行部の皆様、

お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時13分休憩

午後３時14分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○佐野総務課長 本日、人事委員会事務局長の

原田が病休のために欠席をさせていただいてお

りますので、私のほうで、平成30年度２月補正

予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の479ページをお開

きください。
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表の左から２列目の補正額の欄でございます

が、総額で633万2,000円の減額をお願いいたし

ております。この結果、補正後の予算総額は１

億3,860万円となります。

次に、補正の主な事項について御説明いたし

ます。483ページをお開きください。

まず、このページの中ほどにあります（事項）

職員費の260万7,000円の減額補正であります。

これは、人事異動に伴う所属職員の職員手当の

執行残等の補正減であります。

次に、下から２段目の（事項）県職員採用試

験及び任用研修調査費の93万8,000円の減額補正

でありますが、これは、採用試験実施経費の執

行残等に伴う減額補正であります。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 特にないようですので、次に、

その他報告事項に関する説明を求めます。

○佐野総務課長 お手元の委員会資料の表紙を

おめくりください。平成31年度宮崎県職員採用

試験制度の見直しについてであります。

１の背景についてでありますが、本県では、

平成11年度から障がい者の法定雇用率を確保す

るため、身体障がい者を対象とする選考試験を

実施しております。

この選考試験の受験資格の中に、「自力による

通勤ができ、かつ、介護者なしに職務の遂行が

可能な者」と規定されていること、また、選考

の対象を身体障がい者に限定していることにつ

きまして、先般、国のほうから、障害者雇用促

進法の趣旨に反するとの見解が示されたところ

であります。

また、警察官採用試験につきましては、児童

虐待など、近年の犯罪情勢の変化に的確に対応

する人材が必要であり、また、民間の採用意欲

の高まりなどによる受験者の減少に歯どめがか

からない状況となっていることから、新たな人

材確保対策が求められております。

これらのことを踏まえまして、２の見直し内

容にありますとおり、（１）の障がい者を対象と

する職員採用選考試験では、その対象者に知的

障がい者及び精神障がい者を加えるとともに、

「自力による通勤ができ、かつ、介護者なしに

職務の遂行が可能な者」とする受験資格を撤廃

いたします。

また、（２）の警察官採用試験では、受験資格

年齢を現在の「30歳未満」から「35歳未満」に

引き上げることといたします。

３の実施時期につきましては、障がい者を対

象とする職員採用選考試験及び警察官採用試験

ともに、平成31年度の試験から実施することと

しております。

人事委員会としましては、今後とも、このよ

うな試験制度の見直しを初め、関係部局との情

報共有や連携を一層強化しながら、県職員の仕

事の魅力ややりがいを積極的に発信していくこ

とにより、県の将来を担う優秀な人材の確保に

努めてまいりたいと考えております。

なお、お手元に来年度の県職員採用案内パン

フレットをお配りしております。これを県内外

の大学や高校等に送付するとともに、大学等で

の説明会などでも活用してまいります。

説明は以上でございます。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。その他報告事項についての質疑はありませ

んか。

○緒嶋委員 障がい者の各職場での法定雇用率



- 58 -

平成31年３月６日(水)

達成の関係は、今どういう状態になっているわ

けですか。

○佐野総務課長 現在の法定雇用率は、国・地

方公共団体は2.5％となっております。法定雇用

率の管理は、任命権者のほうで行っております

けれども、平成30年６月時点の状況としまして

は、病院局と警察本部を除き、法定雇用率を達

成していると聞いております。

○緒嶋委員 達成していない警察、病院局の障

がい者の今後の採用計画は、人事委員会ではわ

からんわけですか。

○佐野総務課長 警察本部の採用試験につきま

しては、人事委員会で実施をしているところで

ありますけれども、法定雇用率の管理は警察本

部でやっておられますので、そういうことを踏

まえた上での今後の採用になっていくと考えて

おります。

○緒嶋委員 そういうことについて、人事委員

会として、県警や病院局に何か指導というか、

勧告とか、そういうことをやるところまでの権

限はないわけですか。

○佐野総務課長 そこまでのことはやっており

ません。

○緒嶋委員 しかし、やはりそれを達成すると

いうのは法的に決められているわけだから、人

事委員会から言わなくても、向こうのほうで自

主的にやらないといかんわけですが、そのあた

りは、十分連携というか、向こうに対する指導

というか、どう考えておるかぐらいは言えるん

じゃないですか。それも言えないわけですか。

○佐野総務課長 この選考試験につきましては、

任命権者からの請求に基づきまして、人事委員

会で実施をしておるところなんですけれども、

採用をする側と、そういうことにつきましても、

人事委員会としましても連携はとって対応して

まいりたいと考えております。

○緒嶋委員 これはもう誰が考えても、それぞ

れの立場でやらないといかんわけです。だから、

ぜひそこ辺は早く達成するのが、一つの義務で

もあるわけだから、それを達成するように連携

をとる必要があると思いますので、よろしくお

願いします。

○右松委員 参考までにちょっとお聞きしたい

んですけれども、専門職はちょっとあれでしょ

うから、一般行政と一般事務の採用試験で、採

用になった人の倍率といいましょうか。30年度

とことしはもう既に決まっているんでしょう

か、31年度の倍率を教えてもらうとありがたい

なと思って。

○佐野総務課長 お手元にパンフレットをお配

りをしておるんですけれども、その11ページを

見ていただきたいのですが。この一般行政が、

受験者が261名、合格者が60名で、4.4倍となっ

ております。

そして、高校卒業程度、一般事務でございま

すけれども、こちらが、受験者208名、合格者30

名で、6.9倍となっております。

○右松委員 今、売り手市場でいろいろやって

いますけれども、受験者数とかどうでしょうか。

推移といいましょうか、去年と比較をして。

○佐野総務課長 大学卒業程度の採用試験の近

年の状況で申しますと、受験者につきまして、

平成27年度までは700名から800名で推移をして

おりましたが、28年度が578名となり、29年度

が539名となり、今年度が417名となりまして、

減少をしてきております。

この結果、最終の倍率も、採用数との関係は

ありますけれども、27年度が5.9倍、28年度が4.7

倍、29年度が3.9倍、そして、今年度が3.5倍と、

下がってきているところでございます。
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○右松委員 わかりました。ありがとうござい

ました。

○前屋敷委員 今回の制度の見直しについて、

どういうふうな形で周知徹底といいますか、お

知らせをしていくことになるんですか。

○佐野総務課長 今回の試験の見直しについて

は、せんだって記者クラブ投げ込み等も行った

ところでございますが、細かいことは、このパ

ンフレットの最後のページにございます。12ペ

ージでございますけれども、ここに試験案内の

開始日というのがございまして、例えば、障が

い者を対象とする職員採用選考試験であります

と、８月１日に試験案内を交付をするんですけ

れども、ここで配布いたしますので、そこで詳

細が明らかになることになります。

○前屋敷委員 より多く受験していただくとい

う点では、広く、そういう条件が緩和といいま

すか、整ったということをやっぱりお知らせし

ていかないといかんから、よろしくお願いしま

す。

○佐野総務課長 この情報につきましては、県

庁のホームページでも掲載しまして、お知らせ

をしているところでございます。

○松村委員長 ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 その他報告事項については終わ

ります。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 以上をもって人事委員会事務局

を終了いたします。執行部の皆様、お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後３時28分休憩

午後３時29分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○郡司監査事務局長 監査事務局の平成30年度

２月補正予算につきまして、御説明いたします。

歳出予算説明資料の監査事務局のインデック

スのあります473ページをお開きください。

表の一番上の補正額の欄でございますが、総

額で418万7,000円の増額であります。この結果、

補正後の予算総額は２億1,454万1,000円となり

ます。

次に、補正の主な内容について御説明をいた

します。477ページをお開きください。

４段目の（目）委員費につきましては、109

万4,000円の減額補正でございます。その内訳と

いたしまして、（事項）委員報酬が48万4,000円

の減額、（事項）運営費が61万円の減額で、いず

れも執行残に伴うものでございます。

次に、中段よりやや下でございますが、（目）

事務局費につきましては、528万1,000円の増額

補正でございます。

その内訳は、（事項）職員費が649万1,000円の

増額、これは所要見込額の増に伴うものでござ

います。（事項）運営費が121万円の減額で、執

行残に伴うものでございます。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○松村委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、その他で何

かありませんか。

○ 原委員 今、その他ですからね。いろいろ

監査があっていると思うんですが、その監査指
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摘事項の中で、何かトピック的なというか、何

が一番大きな指摘課題か、今もしあれば。

○郡司監査事務局長 トピックスというのはな

いんですけれども、やっぱり例年頻発している

のが、事務処理のおくれ。要するに予算執行、

あるいは契約の事務のおくれ、こういったもの

が目立っておりまして、これにつきましては、

常々注意喚起をしておるところでございます。

○松村委員長 ほか、ありますか。よろしいで

すか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、以上をもっ

て監査事務局を終了いたします。執行部の皆様、

お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時32分休憩

午後３時33分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました補正予算関連議案

の説明を求めます。

○片寄議会事務局長 議会事務局の平成30年度

２月補正予算につきまして、御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の１ページをお開き

ください。

左から２列目の補正額の欄でございます

が、2,876万7,000円の減額補正をお願いしてお

ります。

補正後の予算額につきましては、右から３列

目の補正後の額の欄でございますが、11億95

万7,000円となります。

補正予算の内容について御説明いたします。

５ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）議会費でござい

ますが、974万9,000円の減額でございます。主

なものといたしましては、１つ下の段、（事項）

本会議運営費の321万円の減額でございます。こ

れは、本会議開催に伴う応招旅費や、議会運営

委員会調査旅費などの執行残でございます。

次に、その下の段、（事項）常任委員会運営費

の184万円の減額でございます。これは常任委員

会県内外調査旅費などの執行残でございます。

次に、一番下の段、（事項）議会一般運営費

の402万9,000円の減額でございます。これは、

主に、都道府県議会議員共済会及び全国議長会

などの負担金額確定に伴う執行残でございます。

次に、一番下の段、（目）事務局費でございま

すが、1,901万8,000円の減額でございます。

その主なものについて御説明いたします。

６ページをお開きください。

まず、一番上の段の（事項）職員費の481

万2,000円の減額でございます。これは、事務局

職員の給与及び職員手当等並びに共済費の確定

に伴う人件費の執行残でございます。

次に、一番下の段の（事項）議会一般運営費

の1,234万6,000円の減額でございます。これは、

主に、本会議・委員会反訳業務などに係る委託

料及び議会棟空調機更新工事や議会棟などの緊

急補修に要する工事請負費等の執行残でござい

ます。

説明は以上でございます。

○松村委員長 説明が終了いたしました。議案

について質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、その他で何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって議会事

務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。
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午後３時38分休憩

午後３時41分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

あしたの日程についてですが、午前10時から

総務部の当初予算関連議案等の審査を行うこと

といたします。あすからまた過密スケジュール

で忙しくなりますけれども、よろしくお願いい

たします。

本日は、以上で終了いたします。

午後３時41分散会
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午前９時59分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総務部

総 務 部 長 畑 山 栄 介

危機管理統括監 田 中 保 通

総 務 部 次 長
村 久 人

（総務･市町村担当）

総 務 部 次 長
大 西 祐 二

（ 財 務 担 当 ）

危 機 管 理 局 長
髙 林 宏 一

兼危機管理課長

部参事兼総務課長 丸 田 勉

人 事 課 長 河 野 譲 二

行政改革推進室長 田 村 伸 夫

財 政 課 長 吉 村 達 也

財政総合管理課長 横 山 直 樹

防災拠点庁舎整備室長 楠 田 孝 蔵

税 務 課 長 棧 亮 介

市 町 村 課 長 日 高 幹 夫

総務事務センター課長 佐 藤 領 子

消 防 保 安 課 長 室 屋 利 春

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託された議案等の概要説明をお

願いいたします。

○畑山総務部長 おはようございます。それで

は、本日御審議いただきます議案等につきまし

て、お手元に配付の総務政策常任委員会資料（当

初）という資料がありますけれども、これに基

づいて御説明をいたします。

おめくりいただきまして、まず目次をごらん

ください。

１の予算議案でございますが、今議会に提出

しております一般会計当初予算、この詳細につ

きましては、後ほど御説明を申し上げます。

次に、２の特別議案につきましては、使用料

及び手数料徴収条例の一部を改正する条例など

４件を提出しております。

３のその他報告事項につきましては、ここに

記載の平成31年度組織改正案についてなど、２

件について御報告をさせていただきます。

それでは、本日御審議いただきます議案等に

つきまして、まず31年度当初予算の概要でござ

いますが、資料の１ページから17ページで御説

明をいたします。

これにつきましては、別途配付しております

冊子、平成31年度当初予算案の概要の冒頭部分

を抜粋したものとして掲載しております。

それでは、１ページをごらんください。まず

は予算額でございます。平成31年度の一般会計

の当初予算額は、5,955億2,000万円で、対前年

度比137億3,000万円、2.4％の増でございます。

平成31年３月７日(木)
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次に、予算編成の基本的な考え方でございま

すけれども、31年度当初予算は、優先度の高い

施策の構築及び後年度負担の軽減を基本方針に、

骨格予算として編成をしておりますけれども、

国の31年度当初予算案が、10月１日からの消費

税率引き上げを踏まえ、経済への影響を考慮し

た編成となっていること。また、本県経済等へ

の影響も勘案しまして、年間を通して必要とな

る経費を計上した「骨太の骨格予算」として編

成をしたところでございます。

さらに、現在策定中であります新たなアクショ

ンプランの実現に向けた施策につきましては、

６月補正予算において追加計上する予定として

おります。

また、「防災・減災、国土強靭化のための３か

年緊急対策」が、今年度から３カ年で集中的に

実施されますことから、県においても、30年度

２月補正予算と合わせて必要額を計上し、防災

・減災、社会基盤の強靭化に積極的に取り組む

こととしております。

２ページをお開きください。一般会計、15の

特別会計及び４つの公営企業会計の予算規模に

つきましては、２ページの上段のほうの予算規

模の状況という表に記載のとおりとなってござ

います。

また、一般会計の予算規模の推移を中段から

下段にかけてのグラフや表でお示ししておりま

すけれども、２年連続の増額となっております。

３ページには、歳入予算の特徴を記載してお

ります。自主財源比率につきましては、県税が

対前年度増となったものの、国土強靭化対策に

係る国庫支出金や県債など、依存財源の増によ

り、全体としては2.0ポイント減の38.3％となっ

ております。

４ページをお開きください。自主財源の状況

になりますけれども、この真ん中の表をごらん

ください。

まず、この中の県税でございますけれども、

個人県民税や税率改正による地方消費税の増等

によりまして、11億8,000万円増の1,001億5,000

万円となっております。県税の予算額が1,000億

円を超えるのは、国税から地方税の税源移譲が

行われた平成19年度以来となります。

下から３段目の繰入金でございますが、括弧

書きをしております財政関係２基金からの財源

調整のための繰り入れが15億5,000万円減の185

億3,000万円となったことなどによりまして、25

億4,600万円減の269億5,200万円となっておりま

す。

ただし、６月補正予算の財源としまして、こ

の財政関係２基金からの繰り入れがさらに必要

となるものと考えておるところでございます。

５ページの財政関係２基金の残高の推移をご

らんください。当初予算編成後の基金残高は、260

億円になる見込みでございます。

続きまして、６ページ、７ページをお開きく

ださい。

依存財源の状況になりますけれども、このう

ち７ページの上の表をごらんください。

まず、地方交付税でございますけれども、47

億1,700万円増の1,820億500万円でありますけれ

ども、臨時財政対策債が67億600万円減の174

億4,600万円となりまして、この２つを合わせた

実質的な地方交付税額は、19億8,900万円減

の1,994億5,100万円となっております。

２つ目の表が県債の状況でありますが、括弧

書きをしておりますのが、臨時財政対策債を除

く発行額でございます。これは、国土強靭化対

策等の増により、106億4,400万円、26.2％増の512

億2,700万円となっております。
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また、県債残高ですが、31年度末で94億6,900

万円減の8,452億8,900万円となる見込みであり

ますが、括弧書きをしております臨時財政対策

債を除いた残高につきましては、ここ数年、国

の経済対策や、今回の国土強靭化対策等に積極

的に対応していることから増加に転じまして、25

億7,100万円増の4,828億8,900万円となる見込み

でございます。

次に８ページ、９ページをお開きください。

款別の歳出予算の状況、各費目別の主な事業、

増減要因を記載しております。

このうち、９ページで増減率の大きい費目を

御説明を申し上げます。

まず、総務費でございますが、防災拠点庁舎

整備事業費の増により13.4％の増、それから中

ほどにございます土木費、これが国土強靭化対

策等に係る公共事業費の増により19.6％の増と

なっております。

一方、その土木費の上の商工費でございます

が、これにつきましては、今年度、この30年度

の予算が、日機装への貸付金や観光みやざきみ

らい創造基金の設置等で大幅増となっているこ

ともありまして、31年度は11.1％の減となって

おります。

次に、10ページ、11ページをお開きください。

性質別の歳出予算の状況になります。

11ページをごらんください。

まず、義務的経費ですが、人件費及び公債費

の減により、21億9,800万円減の2,457億8,700万

円となっております。

次に、②の投資的経費ですけれども、国土強

靭化対策や防災拠点庁舎整備など、普通建設事

業費の増によりまして、182億2,900万円増

の1,241億1,500万円となっております。

なお、米印で欄外に記載しておりますが、公

共事業費は129億3,500万円、14.7％増の1,007

億6,600万円となっております。

次に、③その他一般行政経費ですが、地方消

費税清算金や幼児教育無償化に係る教育・保育

給付費等の増によりまして、補助費等について

は増となっておりますが、一方で基金積立金や

貸付金の減等によりまして、トータルでは23億

円減の2,256億1,800万円となっております。

続きまして、12ページには、特別会計及び公

営企業会計についてまとめて記載をしておりま

す。特別会計は、この表にありますとおり、こ

のうちの公債管理特別会計、それから国民健康

保険特別会計の増等によりまして、156億6,100

万円増の2,368億6,200万円となっております。

その下（５）の公営企業会計ですが、電気事

業会計の減等によりまして、１億1,500万円減

の499億800万円となっております。

次に、13ページでございますが、これ以降で

予算のポイントを整理しております。

まず、「防災・減災、国土強靭化対策」でござ

いますが、国は、昨年12月に閣議決定しました

「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急

対策」に基づき、特に緊急に実施する必要があ

る重要インフラ等の整備を今年度から３年間で

集中的に実施することとしており、１の（３）

に記載しておりますが、平成31年度予算として

１兆3,475億円を計上しております。

国のこの動きを踏まえまして、２の県の取組

にありますとおり、31年度当初予算において170

億9,200万円、またページの一番下の参考にあり

ますとおり、今年度の２月補正予算におきまし

ても、119億6,300万円の公共事業費等を計上し、

県においても、道路や河川、治山事業などの防

災・減災対策に集中的に取り組んでいくことと

しております。
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14ページをお開きください。

「森林環境譲与税充当予定事業」であります。

国において、地球温暖化や災害の防止など、

公益的機能を有する森林の整備のための費用を

国民が広く負担する仕組みとして、いずれも仮

称ではありますが、森林環境税及び森林環境譲

与税が創設され、このうち平成31年度から、先

行して森林環境譲与税が地方に譲与されます。

31年度は１億800万円の歳入が見込まれてお

り、県では、手入れが行き届かない森林の経営

管理主体となる市町村への支援や担い手育成、

県産材の利用拡大に係る事業の財源として活用

することとしております。

15ページは、観光みやざき未来創造基金事業

でございます。

ゴールデン・スポーツイヤーズ本番を迎え、

国内外の代表合宿等の受け入れ体制の充実や、

インバウンド対策に集中的に取り組むとともに、

将来を見据え、観光みやざきとしての基盤整備

をさらに進めていくために、25事業、４億6,300

万円を計上しております。

16ページをお開きください。

社会保障関係費の状況になりますが、上段は、

税率改正に伴う引き上げ分の地方消費税収と社

会保障関係費についてまとめたものでございま

す。

税率引き上げに伴う地方消費税の増収分は、

全て社会保障関係費の財源とされておりますが、

平成31年度の増収額が88億円であるのに対しま

して、社会保障関係費は、一般財源ベースでそ

の10倍の898億円となっております。

下段のグラフでございますが、社会保障関係

費と一般財源の推移を示しております。折れ線

グラフの一般財源がほぼ横ばいで推移する中、

棒グラフの社会保障関係費は、近年、毎年度10

数億円増加しているという状況が続いておりま

す。

17ページには、参考として国の予算及び地方

財政計画を記載しております。31年度当初予算

案の概要については、以上であります。

続きまして、資料の19ページをお開きくださ

い。

これは、総務部における31年度当初予算の各

課別の集計表でございます。

今回お願いしております総務部の一般会計と

特別会計を合わせた予算額は、表の一番下の欄

にありますように、2,633億1,613万9,000円で、

前年度当初予算額と比較しますと、8.0％の増と

なっております。

予算議案の概要につきましては、以上でござ

います。

なお、議案等の詳細につきましては、危機管

理局長及び担当課（室）長が説明をいたします

ので、御審議のほどよろしくお願いいたします。

私からは以上でございます。

○棧税務課長 税務課でございます。それでは、

地方消費税清算金及び県税収入の当初予算につ

きまして、御説明をさせていただきます。

委員会資料の４ページをお開きください。

まず、地方消費税清算金についてでございま

す。ページ中ほどの自主財源の状況の表の上か

ら３段目、地方消費税清算金の欄をごらんくだ

さい。

これは、本県を含めました全都道府県に国か

ら払い込まれた地方消費税額を最終消費地によ

り近づけるために、人口と消費に関連した基準

によって各都道府県間において清算、配分する

ものでございます。

平成31年度の予算額は、424億7,583万8,000円

を計上しております。平成30年度に比べまして
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４億789万円の増、対前年度比増減率１％と見込

んでおります。

この地方消費税清算金は、全国の地方消費税

の動向に影響されますが、全国の地方消費税の

税収見込みが前年比で約3.3％増加し、さらに御

承知のとおり、本年10月から消費税の引き上げ

が予定されておりますことから、このような額

として見込んでおります。

続きまして、県税収入予算につきまして御説

明をいたします。

ページを飛びまして18ページをお開きくださ

い。

県税収入につきましては、経済動向や主要企

業の業績見通し、平成30年度の税収状況及び税

制改正等の影響を総合的に勘案いたしまして見

込んだものでございます。

当初予算は、表の一番上の段、県税計の段の

①の欄のとおり、1,001億5,000万円を計上した

ところであります。これは、前年度当初比欄に

記載のとおり、平成30年度当初予算と比べます

と、11億8,000万円の増、対前年度比101.2％と

なっております。

次に、主な税目の増減につきまして御説明い

たします。

まず、県税計の下の段、個人県民税ですが、

個人所得の増等によりまして、２億1,779万円余

の増と見込んでおります。

次に、その５つ下の譲渡割地方消費税につき

ましては、本年10月からの消費税増税や還付金

の額の増加が一段落したと見込まれますことか

ら、12億3,090万円余の増と見込んでおります。

次に、その５つ下の自動車税と、一番下から

４つ目の自動車取得税、いわゆる自動車二税に

係る改正等につきまして若干御説明をさせてい

ただきます。

自動車二税につきましては、※平成27年度税制

改正におきまして、消費税率10％引き上げ時の

改正が決定しておりました。本年10月からそれ

ぞれ廃止、導入されるものでございます。

具体的には、自動車二税は、現在の自動車を

取得したときだけに納付する自動車取得税と、

毎年４月１日時点の所有者が納付する自動車税、

この表では、便宜上、旧自動車税と表記してお

りますが、この組み合わせから排ガス規制の達

成状況等を基準に、取得時に納付します自動車

税環境性能割と、排気量等を基準におさめます

自動車税種別割という組み合わせになるもので

ございます。

なお、この表の税目ごとの並びは、地方自治

法施行規則に定める歳入歳出予算の区分に従っ

ておりますことから、このような順番とさせて

いただいております。自動車二税の位置づけと

しては、今御説明したとおりの状況となってお

ります。

これら自動車二税の当初予算につきましては、

自動車取得税が７億8,178万円余の減、旧自動車

税が３億3,341万円余の減となっております。こ

れは平成31年９月末で廃止となることによるも

のでございます。

10月から創設されます自動車税環境性能割が

４億2,524万円余、自動車税種別割が１億2,297

万円余の皆増と見込んでおるところでございま

す。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○松村委員長 議案の概要説明及び歳入予算等

の説明が終了いたしました。

ここまでのところで質疑はありませんか。

○右松委員 16ページ、社会保障関係費なんで

※68ページに訂正発言あり
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すが、どうしても増加傾向にある中で、もうこ

れはいたし方ないことだと思うんですが、毎年

度10数億円増加してきています。今後の見通し

といいましょうか、伸び率といいましょうか、

そういったところをどういうふうに分析といい

ましょうか、考えておられるのか、教えてもら

うとありがたいなと思います。

○吉村財政課長 社会保障費の将来推計につき

ましては、具体的な伸び率までは把握をしてお

りませんが、宮崎県の場合は他県に先駆けて高

齢化が非常に進んでおります。そのスピードも

他県の平均に比べて大きくなっておりますので、

引き続き、社会保障関係費につきましては、毎

年度10億程度伸び続けるものと推計をしている

ところであります。

○右松委員 地方交付税等で、ある程度見ても

らうといいんでしょうけれど、今後10億円も確

実に伸び続けるということであれば、さらに圧

迫してくるのは間違いありませんので、我々と

しても、しっかりこれは考えていかなければい

けないなと思ったところでございました。わか

りました。

○緒嶋委員 今度、「骨太の骨格予算」という位

置づけという説明もあったんですけれども、６

月に肉づけをするということであれば、６月の

肉づけ予算はどのぐらいが考えられるわけです

か。はっきりわからんにしても、ある程度限界

もあると思うから、どれぐらいを肉づけ予算と

しての財源に充てられるつもりなんですか。

○吉村財政課長 ６月補正の肉づけの規模につ

いては、今、各部に、新たなアクションプラン

に基づく新たな施策の構築をお願いしていると

ころです。その中で、どの程度事業が上がって

くるかによって決まりますので、現時点では何

とも言いようがございません。

ただし、資料の４ページを見ていただけます

でしょうか。資料の４ページの自主財源の状況

の表の下から３つ目に繰入金とございます。繰

入金のうち財源調整分が、31年度骨格当初予算

段階で185億の取り崩しを行っております。それ

に対しまして、30年度は200億程度の取り崩しを

しております。

将来的に健全な財政運営を行う上で、財政関

係の２基金を440億程度確保しておりまして、そ

のうちの200億程度は、予算編成時の財源不足に

対応するものと想定をしております。基金の残

高から見ますと、あと20億程度は活用しても将

来的には問題ないかと考えておりますので、そ

のあたりも勘案しながら規模は判断してまいり

たいと考えております。

○緒嶋委員 本質的には、今度の骨太というの

は、ある程度年間予算を考えた予算であるとい

うことで、知事選があったので、一応６月に肉

づけという形にはなるけれど、そう大きく増額

ということは考えられんということですね。

○吉村財政課長 そのように考えていただいて

よろしいかと思います。

○緒嶋委員 それと、今度、自動車税が10月か

ら変わるということですけれども、今までの税

率と今度の新たな税率は、税率そのものはどう

いうふうに変わるのですか。それで税金の額も

変わってくるわけですか。

○棧税務課長 新たな自動車税につきましては、

基本的に10月１日以降に登録したものについて

引き下げがなされます。

排気量によって変わってきまして、一番大き

いものですと、4,500円ほど引き下げになりま

す。1,000cc程度のものが4,500円になりまして、

大きくなるに従ってその引き下げ率が下がって

いくことになります。
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○緒嶋委員 結果としては、今の税率よりもト

ータル的に下がるということですか。大きいの

は下がる率が下がるというのは、どういうこと

になるのでしょう。

○棧税務課長 結果的には下がっていくことに

なりますが、新しく買われたものから順次変わっ

ていきますので、県税の影響は、一遍にではな

くて徐々に出てきまして、10年前後かかるので

はないかなというふうに思っておるところでご

ざいます。

○緒嶋委員 もう今取得しているのは、税率は

変わらないということですね。そういうことで

すね。

○棧税務課長 そのとおりでございます。本年

の10月１日以降に新車で買われたものからが対

象になります。

済みません。一つ訂正をさせていただきます。

先ほど、今回の自動車税の改正が、「平成27年度

の税制改正」で改正になったと申し上げたとこ

ろですが、「平成28年度の税制改正」によるもの

でございます。おわびして訂正させていただき

ます。

○ 原委員 13ページですけれど、一応確認で

すが、強靭化の予算の中で、県の取組、（２）具

体的な取組、①の河川事業、河道内の樹木伐採

・掘削、堤防強化等となっておりますが、この

掘削というのは、あちこち川を見て、つくづく

樹木の肥えとか、要するに河床がかなり上がっ

ている。河川の断面が。場所によっては、５割

はそのためにその機能が失われているところが

何カ所もあるので、この掘削というのは、いわ

ゆる河川の河床が上がっているところを意識し

ての、これは具体的には県土整備部だとは思い

ますが、おわかりのところをちょっと。

それと、あわせて堤防強化等となっています

けれども、等というのは、あとどんな事業が考

えられるんでしょうか。こちらでわかったら教

えてください。

○吉村財政課長 まず河道内の掘削につきまし

ては、委員御指摘のとおり、川の土砂が堆積し

ておりまして、今回の一般質問でもありました

が、中州の状態になっておりまして、いざ大雨

等がふった際に洪水になる危険箇所等が多々ご

ざいます。そのあたりを県土整備部のほうが点

検をしておりまして、順次危険度の高いところ

から掘削工事を行っていくというふうな話を聞

いているところであります。

それと、堤防強化等、それ以外の事業につき

ましては、ちょっとソフト的な事業にはなるん

ですけれど、洪水状況の把握等をするような機

器の設置等も、一部河川事業の中で行うという

ふうに聞いているところであります。

○ 原委員 わかりました。要は県土整備部で

これをやろうと思っても、お金がないことには

できないので、財政のほうにも、そういう現状

があるということを認識していただきたい。

やっぱりこの雨の中でかなり山崩れが起きて、

もう次の夏が来て雨がふると、今度はまたさら

に河川に流れ込むであろうという杉の木が、今

かなり横倒しになって─まだ河川には入って

いないですよ、近い将来入るだろうなというも

のとか、いろいろありますから、このところは

またしっかりその辺の声も、県土整備部と打ち

合わせがあると思うんですが、認識しておいて

いただくことを希望しておきたいと思います。

○井本委員 さっき右松委員が言われた社会保

障関係費がこんなに伸びているのをね、やっぱ

り何らかの対策を。ふえていくのをそのまま回

していくわけにはいかんという、ものの本なん

かを読むと、何かいろいろ考えて。例えば糖尿
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病なんかも今透析とか何とかでいろいろ金がか

かるんだけれども、放漫な生活をしていて、そ

れを結局ぜいたく─決してそんな物すごい放

漫というわけじゃないけれども、生活をしとい

て、それをまた税金でもって見直すというのは、

ちょっとおかしいんじゃないかと思う。

やっぱり節制した、それなりに注意をすれば

そんなものにならんかったような病気を、後に

なって税金でそれを立てるというのはおかしい

んじゃないかというような本を読んで、なるほ

どなと思ったんだけれど、何らかのその対策を

国のほうは考えておるんですか。いや、皆さん

方でもいいんですよ。

○吉村財政課長 高齢化等が進みますと当然医

療費がかさんでまいります。その医療費の増と

いうのはなかなか抑えられるものではございま

せんので、そういう観点もございまして社会保

障の充実分に充てるということで、地方消費税

等の消費税率のアップをして、その財源を確保

しているところであります。

一方で、当然限界もありますので、まず医療

費を抑えるためには、ふだんから健康な体でい

るということで、健康づくり等の事業について

福祉保健部のほうでも単独でそういう事業を構

築して、病気にならないような体づくり等の事

業を行っているところであります。

○井本委員 それから、国土強靭化事業ですが、

３年で７兆円ということで、宮崎が170億ですか、

これは、今度南海トラフやらのことがあって、

結構危険なところに傾斜配分じゃないけれど、

そんな感じにはなっとるんですか。

○吉村財政課長 ３カ年の予算で全ての工事が

できるというわけではないかと思います。県土

整備部─公共三部が中心になって危険箇所等

を把握しておりますので、危険度の高いところ

から順次工事を行っていくと。現状把握してい

る危険箇所につきましては、３カ年の事業が現

在と同程度規模を確保できれば、おおむね解消

が図られるんではないかというふうに聞いてい

るところであります。

○井本委員 わかりました。

○緒嶋委員 関連で。その後の７兆円の中で、

これは合わせても２兆数千億であると思うとで

すよね、補正と新年度予算等を入れて。残りの

分をできるだけ確保する。これは、予算を確保

せんと場合によっては県単で除去しなきゃなら

んこともあり得るわけですよね。

だから、県土整備部には─ほかの農政水産

部も強靭化という意味ではいろいろあると思い

ますけれども、できるだけ確保に努力してです

よ。宮崎県は南海トラフの関係もあるけど、こ

の予算はもう全額国の予算でその除去ができる

わけだから、全力を尽くして予算獲得というか、

それに努力することは、県財政の上からも大変

ありがたいんじゃないかと思っているんですけ

れど、そのあたりは、逆に財政課はカットする

ことは得意じゃけれども、ふやすことに対して

はあんまり得意じゃないと思ってるけれど、ど

うですかね、課長。

○吉村財政課長 財政課といたしましても、防

災・減災、国土強靭化対策につきましては、県

の重要課題だと認識しておりますので、今回の

この緊急対策の予算につきましては、通常の公

共事業費とは別枠で全て措置をしているところ

であります。

委員御指摘のとおり、緊急対策は、国で総額

７兆円、これは民間が実施します事業も含めた

総事業規模になります。地方への補助金という

ことでありますと、31年度1.3兆円、来年度も同

程度になるんではないかと思いますが、委員御
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指摘のとおり、予算確保には、公共三部とあわ

せまして、しっかり国に要望いたしますととも

に、一部地方負担がありますので、その分につ

きましては、財政状況は非常に厳しい中ではご

ざいますが、可能な限り措置してまいりたいと

考えております。

○緒嶋委員 お願いします。

○右松委員 16ページで、やはり社会保障関係

なんですが、ちょっと１点だけ参考に伺いたい

んですけれど、消費増税で２％、10月１日に上

げて、それでその中で本県に88億400万円が入っ

てくると。

それで、これは毎年度10数億円上がっていく

とすれば、７年分ぐらい、数字だけを言えば、

そういうふうに考えられるんですが、今後、社

会保障関係費が歳出に占める割合がふえ続ける

中で、消費増税で補塡し続けていくのか。ここ

はいろいろと今後の税制も含めて、やっぱりこ

れは考えていかないといけない問題かなと思っ

ているんですよね。

それで、一応私がちょっと１点、参考までに

聞きたいのは、こちらの内訳ですよね、関係費。

子ども・子育て支援とそれから医療・介護、ほ

とんど一般財源で賄っているわけなんですが、

当初予算におきまして。大体予測はつくんです

けれど、参考に昨年比の伸び率ですか、一般財

源の総額でも構いませんけれども、ほとんど変

わりありませんから。どういう伸び率になって

いるのか。それぞれ教えてもらうとありがたい

なと思って。これは参考までです。それだけ

ちょっとお伺いいたします。

○吉村財政課長 済みません。個別の伸び率は、

ちょっとお時間をいただいて計算しないと出な

いんですが、ちなみに社会保障関係経費が、今

総額で1,006億と書いてあります。そのうち一般

財源が897億9,100万円となっております。これ

が、30年度当初予算の一般財源では880億7,400

万円でしたので、その伸び率は1.9％という状況

にございます。

○右松委員 これは、後でまた教えてください。

伸び率がある程度変わってくる、それぞれある

と思うんですよね。先ほど井本委員が言われた

ように、ある程度根本的な部分の対策も講じな

ければ、一方ではいけませんし、消費税でこう

やって行き続けるというのは、やはり国民の理

解というのはなかなか難しいものがあると思う

んですよ。

２％を上げるだけでも、もう何年も引き伸ば

しがあったわけですし、そのときの総理によっ

て違うんでしょうけれども、相当政府としても、

こういう対処の仕方はダメージを受けますので、

そう考えると、根本的に先を見通した組み立て

方をしていかないといけないなと思ったもので

すから、また後ほどよろしくお願いします。

○前屋敷委員 今、社会保障を消費税でやって

いるということで御説明もいただいたんですけ

れど、88億400万円、結果的には消費税の充てる

分は県民負担なんですよね。実際のところ、暮

らしに全てかかってくる消費税ということで、

それを社会保障に充てるということで、県民負

担でそれを賄うということになるわけです。

それで、地方交付税が一方では減らされてき

ていると。臨対債を合わせると結果的には減額

になってきているという点では、やはりほかの

ところにも、予算上しわ寄せがくることにもな

るんじゃないかと思うんですけれど、その辺の

ところはどんなですか。

○吉村財政課長 まず、引き上げ分の地方消費

税につきましては、全額社会保障関係費に充て

ることが法律で明記されております。これは、
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消費税につきましても同様であります。引き上

げ分の社会保障分、社会保障の充実に関する経

費につきましては、地財措置をされております

ので、その分につきましては、交付税の中で全

額措置がされているところであります。

しかしながら、委員から御指摘がありまし

た、16ページの下の表を見ていただくとわかる

んですけれど、県の一般財源総額、県税等も含

めまして31年度が3,900億です。それに対しまし

て、社会保障に充てている一般財源が898億とい

うことになっております。10年前の平成22年度

が550億でしたので、既に350億程度伸びている

ことになります。

冒頭、部長が説明いたしましたように、一般

財源は、ほぼ横ばいでこの10年推移している中、

社会保障関係経費が毎年このように伸びており

ますので、当然この一般財源につきましては、

社会保障関係経費以外の経費に充てる部分が、

この社会保障関係費の伸びで圧縮されていると

いう状況にはございます。

○前屋敷委員 これは県の責任とは言えないわ

けですけれども、やはり高齢化に伴う自然増の

分の必要経費というのは当然なんですよね。で

すから、その分を消費税で賄えということにな

ると、とてもそれは及ばない話で、それはやっ

ぱり国の施策として、そこの社会保障の予算は

ちゃんと確保をするということで、私どもはも

う消費税に頼る財源づくりは間違いだという立

場でありますので、このまま消費税が引き上げ

られていくということは問題なわけで、その辺

は、県からもちゃんと国にも物は言うという立

場を堅持してほしいなと思います。

○吉村財政課長 社会保障関係費につきまして

は、17ページの上の表をごらんください。国の

予算の状況を示しております。一般会計予算に

なりますが、通常分というところの平成31年度、

国が99兆4,291億円の予算規模です。

それに対しまして、うち数になりますが、社

会保障関係費が33兆9,914億円ということで、国

の歳出の３分の１を社会保障関係費が占めてお

ります。

国も財政健全化に取り組む中、歳出の一番大

きなウエートを占めるのが社会保障関係費に

なっておりますので、財政健全化を進める上で

は、この社会保障財源を確保するとともに、先

ほど井本委員からも話がありましたが、社会保

障関係費を極力抑えていく取り組みが必要にな

るんだと考えております。

そのようなことは、県の財政においても同じ

ようなことが言えますので、財源確保はもちろ

ん国に要望してまいりますとともに、福祉保健

部が中心になって社会保障関係費の抑制にも努

めていくようにしたいと考えております。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、引き続き３課ごとに

班分けして議案の審査を行い、最後にその他報

告及び総括質疑の時間を設けることとします。

執行部の皆様の御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。

まず、第１班として、総務課、人事課、財政

課の審査を行いますので、順次、議案の説明を

お願いいたします。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○丸田総務課長 総務課の当初予算について御

説明をいたします。分厚い冊子になりますけれ
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ども、平成31年度歳出予算説明資料を用いて説

明させていただきます。

69ページをお開きください。

総務課の平成31年度当初予算額は、２億8,938

万5,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

71ページをごらんください。

まず、下から２段目、（事項）文書管理費5,149

万7,000円であります。

ページをめくっていただきまして、72ページ

の上段になります。これは、文書収発業務に要

する発送料や非常勤職員等の人件費、文書管理

システムの運用保守に係る経費でございます。

次に、その下の段、（事項）浄書管理費4,346

万4,000円であります。これは、庁内で作成いた

します冊子類の印刷・製本業務の経費でござい

まして、印刷機器の保守・リース料、用紙等の

消耗品代、非常勤職員の人件費等でございます。

次に、ページ中ほどより少し下になりますけ

れども、（事項）文書センター運営費3,399万5,000

円であります。これは、歴史的価値のある公文

書や県史資料等を適正に保存するために経費で

ございまして、消火設備等維持管理に要する費

用や非常勤職員等の人件費でございます。

続きまして、73ページでございます。最後に、

（事項）県公報発行費953万6,000円であります。

これは、条例や規則など県民に周知すべき事項

を掲載する県公報の発行に要する経費でござい

ます。

総務課からの説明は、以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○河野人事課長 人事課からは、当初予算のほ

か、条例の２議案につきまして、御説明いたし

ます。

まず、人事課の平成31年度当初予算でありま

すが、同じく歳出予算説明資料の75ページをお

願いいたします。

人事課の平成31年度当初予算額は、47億4,091

万1,000円であります。

主な事業につきまして御説明いたします。

77ページをお願いいたします。

まず、ページ中ほど、（事項）人事調整費７

億2,300万9,000円であります。これは、説明欄

の１から７にありますように、人事給与管理の

全庁的な調整に要する経費であります。

次に、１枚めくっていただきまして、78ペー

ジをお願いいたします。

（事項）人事給与費32億8,639万4,000円であ

ります。主なものとしまして、説明欄の２退職

手当31億7,198万9,000円でありまして、退職見

込み者数169名に係る所要額を計上しておりま

す。

この額は、平成30年度当初予算に比べ、４

億1,700万円余の減となっております。これは、

特別職を含めた退職見込み者数が、30年度に比

べ８名減となること、また、昨年度末の退職手

当条例の改正により、退職手当の支給水準を民

間と均衡させるための調整率が100分の3.3下

がったことによるものであります。

次に、（事項）県職員研修費3,106万6,000円で

あります。これは、自治学院において行う県職

員の研修に要する経費であります。

次に、（事項）職員派遣研修費2,173万7,000円

であります。このうち説明欄にあります１、職

員の国内派遣研修としまして、自治大学校等へ

の派遣を、また、２、海外派遣研修としまして、

職員の自主企画による短期海外研修や、自治体

国際化協会シンガポール事務所等への派遣経費

を計上しております。
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次に、（事項）東日本大震災被災地職員派遣事

業費914万8,000円であります。これは、被災地

へ派遣する職員の代替として非常勤職員や臨時

的任用職員を配置するための経費や、派遣職員

の赴任等のための経費であります。

次に、（事項）熊本地震被災地職員派遣事業

費1,508万7,000円であります。これは、被災地

での災害復旧業務に従事する職員の派遣に要す

る経費であります。

人事課の当初予算の説明は、以上であります。

続きまして、議案の内容につきましては、資

料が変わりまして常任委員会資料の31ページを

お願いいたします。議案第33号「職員の自己啓

発等休業に関する条例の一部を改正する条例」

についてであります。

まず、１の改正の理由でありますが、条例の

中で引用する学校教育法の改正に伴いまして、

条例の該当引用箇所を改正するものであります。

２の改正の内容についてであります。資料に

改正前・後の該当条文を記載しております。条

例の第４条におきまして、自己啓発等休業の取

得の対象となる教育施設を定めておりますが、

学校教育法の改正に伴い、下線部分になります

が、改正前の「第104条第４項第２号」が、改正

後の「第104条第７項第２号」と条例において引

用している条項の改正を行うものでありまして、

制度内容に変更はございません。

３の施行期日でありますが、平成31年４月１

日から施行することとしております。

次に、32ページをお願いいたします。議案第34

号「職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条

例及び市町村立学校職員の勤務時間、休日及び

休暇に関する条例の一部を改正する条例」につ

いてであります。

まず、１の改正の理由についてであります。

「働き方改革を推進するための関係法律の整備

に関する法律」が公布され、長時間労働の是正

を図ることを目的として、民間労働法制におい

て時間外労働の上限規制が導入されたところで

あります。このことを踏まえ、国においても国

家公務員について時間外勤務の上限等が定めら

れたところでありまして、本県においても同様

の措置を講じるものであります。

２の改正の内容についてであります。時間外

勤務の上限など、時間外勤務に関し必要な事項

について人事委員会規則で定める旨を条例に追

加するものであります。

なお、参考としまして、資料の下のほうに国

の人事院規則において定められました国の状況

を記載しております。国におきましては、超過

勤務の上限を原則、月45時間以下、年360時間以

下、例外として認められる場合には、月100時間

未満、年720時間以下等とし、大規模災害への対

処等の重要性・緊急性が高い業務に従事する場

合には、上限を適用しないこととされておりま

す。

最後に、３の施行期日につきましては、平成31

年４月１日から施行することとしております。

人事課からの説明は以上であります。よろし

くお願いいたします。

○吉村財政課長 歳出予算説明資料の81ページ

をお願いいたします。財政課の予算を説明いた

します。

平成31年度当初予算額は、一般会計と特別会

計を合わせまして1,976億821万6,000円をお願い

いたしております。その内訳は、一般会計が839

億4,527万2,000円、公債管理特別会計が1,136

億6,294万4,000円となっております。

主な内容について御説明をいたします。

83ページをお願いいたします。
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まず、一般会計ですが、（目）一般管理費のう

ち、中ほどの（事項）諸費に18億2,982万3,000

円を計上しております。その内訳ですが、説明

欄の１にありますとおり、税外収入の還付等に

要する経費と記載しておりますが、国庫補助事

業の確定等に伴いまして、国への返還金など、

税以外の収入の還付に備えた経費といたしまし

て16億500万円を、２に庁内一般共通経費と記載

しておりますが、突発的な事象等による各所属

の諸経費の不足を補う経費といたしまして、２

億2,482万3,000円を財政課で一括計上をしてお

ります。

次に、一番下の（目）財産管理費になります。

財産管理費といたしまして7,606万7,000円を計

上しておりますが、これは次の84ページにかけ、

各事項の欄に記載しております財政課が所管す

る５つの基金より生じました利子の積み立てに

要する経費であります。

84ページをごらんください。

一番下に公債費として817億917万7,000円を計

上しております。

85ページをごらんください。

公債費の内訳といたしまして、（事項）元金償

還金に757億8,644万3,000円、次の（事項）利子

償還金に58億3,210万5,000円を計上しておりま

すが、その主なものは、いずれも県債の償還財

源といたしまして、公債管理特別会計に繰り出

すものであります。

次の（事項）事務費は、県債を発行するため

に要する事務費といたしまして9,062万9,000円

を計上しております。

最後に、予備費でありますが、例年どおり１

億円を計上しているところであります。

87ページをお願いいたします。

続きまして、公債管理特別会計を御説明いた

します。

公債管理特別会計は、一般会計からの繰出金

を財源に県債の償還に要します経費等を措置す

るものであります。

まず、（事項）県債管理基金積立金に16億4,380

万円を計上しておりますが、これは、満期一括

償還債の償還財源を計画的に積み立てるもので

あります。

次に、（款）公債費でありますが、総額1,120

億1,914万4,000円を計上しております。その内

訳としまして、（事項）元金償還金が1,065億3,661

万4,000円、（事項）利子償還金が54億6,529万円、

次の88ページの（事項）事務費が1,724万円となっ

ております。

財政課の歳出予算は、以上であります。

引き続きまして、委員会資料とは別に配付し

ております、表紙に、決算特別委員会の指摘要

望事項に係る対応状況と書かれております資料

をお願いいたします。

資料の１ページをお願いいたします。

１、総括的指摘要望事項になります。①にあ

りますとおり、「本県財政について、今後の財政

負担を見込んだ上で、引き続き財政改革を着実

に実行し、予算の効率的・効果的な執行に努め

るとともに、歳入確保にもしっかりと取り組み、

健全な財政運営を行うこと」との指摘要望につ

きまして、その対応状況を御説明いたします。

平成31年度当初予算は、骨格予算ではありま

すが、消費税率引き上げを考慮した国の予算案

も踏まえまして、年間を通して必要となる経費

を計上したところであります。その結果、予算

規模は、対前年度比で2.4％の増となる一方で、

収支不足は、対前年度比7.7％の減となっており

ます。

なお、臨時財政対策債を除きます県債発行額
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及び残高につきましては、防災・減災、国土強

靭化対策の実施等によりまして、対前年度比増

となる見込みでありますが、国土強靭化対策に

係ります県債につきましては、その元利償還金

に対しまして、手厚い交付税措置がありますこ

とから、県の実質的な負担は軽減されるもので

あります。

しかしながら、公共施設の老朽化対策や国体

開催に伴う経費など、今後も多額の財政需要が

見込まれますことから、引き続き、財政改革に

取り組みますとともに、将来を見据えた健全な

財政運営に努めてまいりたいと考えております。

財政課からは、以上であります。

○松村委員長 各課長の説明が終了いたしまし

た。議案について質疑はありませんか。

○井本委員 人事課の職員研修費が書いてある

んだけれど、これはどうなんでしょうか。県職

員の募集の最初のところにも、知事の挨拶で、

非常に研修制度は充実しているみたいなことが

書いてあったんですが、本当に充実しているの

かなというふうに。他県と比べたらどうなの、

この辺は。

○河野人事課長 他県との具体的な人数なり予

算規模の比較というのは、ちょっと手元にはご

ざいませんけれども、まず自治学院においては

どのような研修が必要かということで、例えば、

今で言いますと、働き方改革でありますとか、

人事評価を踏まえた公務を遂行する上での能力

をアップするための研修であるとか、あるいは

自治学院ではなく、今度は国への派遣研修─

省庁あるいは民間への研修は、毎年度見直し等

を行いながら、必要な研修先で若手の育成も行っ

ておりまして、本県といたしましては、充実し

た研修を行っているものと考えております。

○井本委員 大概それは、ほかのところでも多

分やっているんではないかと私は思う。だから

いろいろ誇りにして、もう皆、県の職員はやり

がいのある仕事ですとかって書いてあるから。

本当にそれをみんなが思っているんなら─

思っているのかなと私は心配なんだけれども。

だから本当に知事が挨拶に書くぐらいなんだか

ら、研修制度は充実しております、やりがいを

持ってやっておりますって書いてるから、本当

にその辺の実証というか、それがあるの、その

証拠は。

○河野人事課長 定量的に何か数値等であらわ

せるものではございませんけれども、例えば、

海外研修等に行った職員がまた戻ってきて、そ

ういう海外に係るプランですとか、事業とかの

参画に携わるとかしております。あるいは国内

研修においては、自治大学校等への派遣という

のをしておりまして、この中で印象的なのは、

昨年、管理者研修に出した技術系の職員の感想

といいますか、戻ってきているのは、これまで

こういう研修があるのは知らなかったという中

で、管理職としてどういう指導なり道筋をつけ

ていくべきかというようなものを、全国有数の

講師陣のもとで非常に充実した研修を受け刺激

を受けたというような例もございまして、自治

学院のほうでもアンケート等をとって、職員の

反応・感想を見ながら、また翌年度の研修は、

この研修をやめてこういうふうな研修をすると

いうようなことも踏まえてやっていまして、そ

の感想の中では、そういうふうな評価をいただ

いているところでございます。

○井本委員 公務員さんたちは、自分たちでや

りがいを持つのは、本当大変だろうなと私なん

かは客観的に見ていて思う。何をもってやりが

いにしているのかなと。その辺を思うと、よう

頑張っているなと。逆に言えば、私だったらと
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ても務まらんなといつも思ってんだけれども。

そういう人たちを研修するのを、いつも公募

するシステムを構築することは大切なことだと

私は思う。そういう意味で、私は、研修制度は

本当に充実しているんですかと言っているんで

すよ。だから人事課長が、もうちょっとそこは

真剣に考えを、本当にその辺の効果があってい

るのかな、ないのかなという検証はすべきだと

思います。

資料の31ページの自己啓発休業についても、

利用者はどのぐらいおりますか。

○河野人事課長 これまでの実績でいきますと、

これには大きく２つメニューがありまして、大

学等に行っての履修と国際貢献活動と大きく２

つあるんですが、知事部局におきましては、大

学等での履修というのが２名といいますか、２

件あるという実績でございます。（「２名」と呼

ぶ者あり）はい。２名です。

○井本委員 それは多いんだろうか、少ないん

だろうか。

○河野人事課長 この制度は無給で、しかも長

期間のものもございますので、かなり意識の高

い職員が参加するということにはなるんですが、

まだまだ制度の普及には努めていく必要がある

のかなとは思っております。

○井本委員 わかりました。

○ 原委員 民間研修というのはどの程度、ど

ういうところに。過去には大きな会社に、例え

ばソニーだったりとか松下だったりとかに行っ

たことがある人の話は聞いたことはあるけれど、

大体どの程度、どういうところに行かれている

ものですか。

○河野人事課長 民間研修につきましては、今

年度でいうと、５名出しているところなんです

が。（発言する者あり）はい。５名出しておりま

す。民間企業ですね。今、委員がおっしゃられ

ましたソニーを初め、全日空でありますとか、

住友林業、三菱地所、東京海上、こちらの５カ

所に出しております。あと純粋な民間でありま

せんが、団体としましては、地域活性化センタ

ーなどにも出しております。

○ 原委員 大体その期間は、どれぐらいです

か。

○河野人事課長 １年が基本となっておりまし

て、２年に延長されることもございます。

○ 原委員 だから、知らない世界を見るとい

うことが、非常に必要なのじゃないかなと思っ

ていまして、いろんな事務的な合理化のことと

か、民間企業というのは、非常に合理的に進め

るのが基本ですから、生産性のこともそうです

けれど。仕事の意味は、今、井本委員からもあっ

たように、公務員の世界の仕事と民間とは違う

とは思うけれども、かなり見るもの、聞くもの

が参考になることは仕事の進め方にしてもある

し、県内の産業育成とかいろいろやっていく中

で、やっぱり民間的な感覚というのがないと、

どこかで感覚的にずれが出たりとか、失礼な言

い方かもしれないけれど、公務員の常識は世間

の非常識だったりすることもあったりするわけ

です。民間企業から見たらですよ。

何でこんなに手続に時間がかかるのかとか、

もっとスピーディーにできないのかとかそうい

うこともあるので、やっぱり知らない世界をもっ

と若いうちに、より多くの職員の皆さん方に見

ていただくことは、いろんな意味で必要じゃな

いかなと思いましたので、できたらもうちょっ

とここは、予算を上げてでも大いにしていただ

いたほうが。要するによく言われることに、「企

業は人なり」という言葉があるんですよね。「企

業は人なり」ということは、県庁も人なりだし、
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地域も人なり、政治も人なり、そういうことだ

ろうと思うんです。いかに人を育てるか、いか

に広い視野を持った人に県の発展のために働い

ていただくかということだろうと思うんで、

ちょっと研修の費用は、ふやしてやっていただ

いてもいいんじゃないのかなとも思って。

もう一つしゃべりますけれども、例えば東京

あたりに出張しますよね。そうすると、公務員

の世界って非常に固い世界だから、もしかした

ら、その目的が済んだら帰らせるんじゃないで

すか。そうではなくて、せっかく東京に飛行機

を使って行くんだから、もし会議が午前中なり

昼なり早く終わったときには、どこか見たいと

ころ、民間でもどこでもいいじゃないですか。

その分ちょっと費用をプラスしてでも見させて、

そして帰ってくるぐらいのことは必要じゃない

かなと思うんだけれど、その辺はどうですかね。

○河野人事課長 研修費の充実につきましては、

先ほどの民間研修等につきましては、通常の人

件費の中で見ておりまして、ここに掲げており

ますのは、先ほどちょっと出ましたけれど、自

治大学校とか、他県での合同研修だとか、そう

いう部分でございまして、もちろん必要なもの

につきましては、検討していきたいとは思って

おります。

２つ目におっしゃいました出張した際の部分

につきましては、一方では、合理的な部分と、

どうしても職務上で出張命令の関係もございま

すので、そこのところは、そういう研修に必要

なものというのを命令の中で組んでいただけれ

ば、措置できるものとは思っております。

○ 原委員 民間企業であれば、例えば東京に

出張しますよね、あることで。時間があった場

合、それに関連するほかの企業があれば、そこ

に何の用事がなくても名刺だけでも配って帰る

というね、それがいずれは何かにつながるだろ

うと、そういう姿勢があるわけですよ。それが

いずれは何かの仕事につながったりするから、

その場で帰るのはもったいないわけですよね。

だから、そういう合理性というか、そういう

考え方も、せっかく行くんだから。だから出張

命令というのが必要であるならば、そこをうま

く柔軟にですよ。それは悪いことをするわけで

はないわけで、宮崎県のためになるという大前

提があるわけですから、それを見ること、そこ

に行くことがですね。

例えば、お役所に行って、いずれお江戸にお

帰りになる方もいらっしゃるわけで、その人の

ところに行って名刺を置いて、そこでまた情報

を聞いて帰るとか、そういうこともあるわけで

すよね。もうちょっと柔軟にやられてもいいの

じゃないかなと思うんだけれど、これは意見と

してとどめておきます。

○緒嶋委員 今の 原委員の言われることは、

ごもっともなことでありますが、やはり今は、

出張しても日当が200円とかいって、長くおるほ

ど職員も損するようなことじゃ出張にも行きた

くないんじゃないかなと。研修でも同じで。こ

こ辺もちょっと問題が実際あるわけですよね。

それと、やはり名刺を配るって、私は東京に

１回行ったら、国交省、農水省、総務省にもう100

枚ぐらい配りますよ。もうみんな。そういう人

間関係を職員もつくることが必要だと思うとで

すよね。そういう意味では、ある程度出張につ

いては、そういう配慮が当然あっていいんじゃ

ないかなと思います。

それと、海外派遣は、何人ぐらいを見てある

わけですかね。研修の予算としては。

○河野人事課長 この中に大きく２種類ござい

まして、一つは、職員の自主企画による海外派
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遣研修等─自分で構想を立ててどういう業務

を見てきたいかというので、予算上は５名程度

です。

それから、もう一つは、自治体国際化協会

─ＣＬＡＩＲ（クレア）と言っていますけれ

ど、こちらの海外事務所に、今年度でいいます

と、シンガポールとソウルに１名ずつ派遣して

おります。その２カ所分を考えております。

○緒嶋委員 いろいろ海外でのイベントやらに

職員を派遣されますけれども、それはそれぞれ

の部署で見ておられるということだと思います

が、県職員が自主的に、年間何人ぐらい海外に

行っているわけですかね。それはわからんです

か。これはもう５人とかでは、研修という名目

だけで１名とかですね。これはもう本当行って

いることにはならんぐらいじゃないんですかね。

○河野人事課長 済みません。手元に今ちょっ

と全体のその数値がございませんので、後ほど。

○緒嶋委員 やはりそういうこともあるから、

海外に行っている人の実数というのもちょっと

出してみてください。これは前年の実績でない

とどうにもならんと思いますけれど、30年度に

どれぐらい海外に行っているか。

それと、東日本大震災とか熊本地震やらでの

職員派遣は、いつまでというのは決まっていな

いわけですか。向こうの要請によって派遣する

というようなことですか。何か一つのルール的

なものがあるわけですか。

○河野人事課長 被災地への派遣につきまして

は、基本的には、ルールが定まっているもので

はございませんで、毎年度被災地のほうにヒア

リングを行いまして、どの程度継続が必要なの

かを毎年度見直す中で、翌年度どうするのかを

考えていっているところでございます。

○緒嶋委員 それと県職員の皆さん方は、超過

勤務を大体平均的に、多い人は相当あったかも

しれんが、実態はどれぐらい超過勤務をされて

おるわけですかね。平均的には。

○河野人事課長 知事部局で、昨年度におきま

しては、１人当たり月平均、約11時間の時間外

勤務を行っているというデータがございます。

○緒嶋委員 最も時間外の多い人で、どれぐら

いになっているんですか。

○河野人事課長 個別にその一番多い職員のデ

ータは、ちょっと手元にございません。

○緒嶋委員 それと、予算の範囲内でというよ

うなことで、勤務時間をカットしておることは

ないの。５時間の時間外勤務をしてるのに、４

時間しか請求するなとかいうようなことはない

ですね。

○河野人事課長 あくまでも時間外勤務は、そ

の時間外において勤務することを命じたと。現

在、基本的には時間外をこれだけするという事

前承認をして、命令を出しているというような

ことですので、命令において支給を行っている

ということでございます。

○緒嶋委員 ということは、命令した以外の勤

務はないということですね。

○河野人事課長 私どもが把握している限りで

は、命令において時間外を支給しているという

ことでございます。

○緒嶋委員 それでは、11時間ということであ

れば、今度の条例改正の規則で改正するといっ

ても、実質的には今までと余り変わらないとい

うことですね、これは。

○河野人事課長 委員会資料の32ページに国の

状況が書いてございますけれども、現在までは、

そういう上限を明記したものはございませんで

した。

一方で、県職員の中でも、三六協定を締結す
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る事業所─土木事務所でありますとか保健所、

そういうところあたりは、労使協定の三六協定

において、このような時間は定めておったとこ

ろであります。

○緒嶋委員 はい、いいです。

○前屋敷委員 総務課に一つお尋ねします。71

ページですが、ここの連絡調整費の中で、４番

の県税事務所嘱託職員に要する経費というのは、

昨年度にはなかった予算なんですけれど、中身

をちょっと、人数等を合わせて。

○丸田総務課長 71ページの（事項）連絡調整

費の説明欄の４番の県税事務所嘱託職員に要す

る経費についてでございますけれども、来年度

におきまして2,160万9,000円をお願いしている

ところですが、これにつきましては、県税事務

所が県税・総務事務所ということで、総務課で

非常勤職員の任用手続等をこれまでも行ってお

ります。今回予算計上するものでございますが、

まず宮崎県税・総務事務所におきまして、自動

車二税の申告審査業務を行う委託をしておりま

した一般社団法人宮崎県自主納税推進協力会が

今年度末をもちまして解散を予定しておりまし

て、来年度から県が直営で業務を遂行する必要

がございますことから、非常勤職員を５名、新

たに任用をする予定としております。

また、ほかに継続して７名、各県税事務所で

非常勤職員の任用経費を予算計上しておりまし

て、これにつきましては、今年度まで人事課で

予算計上しておりましたけれども、各事業所管

課で来年度から予算計上するということで７名

分でございます。計12名分の2,160万9,000円を

来年度新たに予算計上したところでございます。

○前屋敷委員 はい、わかりました。

それと人事課で、77ページの人事調整費、非

常勤職員の雇用ですが、来年度は、何名ぐらい

を予定しているんですか。

○河野人事課長 こちらの非常勤職員の雇用と

申しますのは、各所属において育児休業等とか、

あるいは病休とか欠員とかで臨時的に人員の不

足が生じた場合に、こちらのほうで任用すると

いうことでございまして、予算上は、60名程度

の予算ということで計上しておりますが、実際

には、要求があった中で必要な分だけを配置し

ていくことになります。

○前屋敷委員 それと、あわせて３番ですけれ

ど、産休及び休職者等のこの雇用は。

○河野人事課長 こちらのほうも同じような趣

旨でございまして、基本的には所属によって、

非常勤職員がいいのか、臨時職員がいいのか、

勤務時間等の違いもございますので、中身的に

はこちらのほうも、産休・育休その他によって

欠員等が生じた場合の措置でございまして、こ

ちらのほうでは、予算上は38名程度を想定して

おります。

○前屋敷委員 あと、一番最後の７番ですが、

ここは本省への派遣研修、これは何名で。

○河野人事課長 基本的には、先ほども出まし

た研修等につきましては、東京ビルに入居され

るんですが、そこで不足する分ということで、

予算上は６戸分の予算を計上しておりまして、

こちらに入居される研修生もおられるのかなと

考えております。

○前屋敷委員 これは、東京ビルで対応できな

かったものを予算化するということですね。

○河野人事課長 そのとおりでございます。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で第１班の審査

を終了いたします。

次に、第２班として、財産総合管理課、税務
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課、市町村課の審査を行いますので、順次、議

案の説明をお願いいたします。

○横山財産総合管理課長 財産総合管理課でご

ざいます。歳出予算説明資料の89ページをお開

きください。

当課の平成31年度当初予算額は、95億6,952

万7,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

91ページをごらんください。

まず、ページ中ほどの（事項）庁舎公舎等管

理費４億9,012万7,000円であります。これは、

庁舎・公舎等の光熱水費や清掃警備委託料など、

庁舎・公舎等の維持管理に要する経費でありま

す。

その下の（事項）庁舎公舎等保全費１億7,119

万7,000円であります。これは、庁舎・公舎等の

維持管理や営繕工事のほか、庁舎・公舎等の劣

化状況を調査する県有建物長寿命化推進事業に

要する経費であります。

次に、一番下の（事項）防災拠点調査整備事

業費78億4,213万5,000円であります。これは、

平成31年度末の完成に向けて工事を進めており

ます防災拠点庁舎の建設について、引き続き、

事業を継続するために必要な工事請負費や関連

業務委託料等の経費であります。

92ページをお開きください。

（事項）電気機械管理費２億5,858万円であり

ます。これは、庁舎等の冷暖房設備等の保守点

検や改修など、機械、設備等の維持管理に要す

る経費であります。

事項を２つ飛びまして、（事項）県庁舎ＢＣＰ

対策事業費１億8,620万円であります。これは、

大規模災害などの非常時における行政機能の維

持を図るため、本庁舎及び総合庁舎等の窓ガラ

スの飛散防止や受電設備等の高所移設、非常用

水源確保などの対策を行う事業で、平成28年度

から順次施工しているものですが、平成31年度

に行う受電設備改修やエレベーター耐震改修な

どに要する経費であります。

その下の（事項）東京ビル運営費2,959万8,000

円であります。これは、宮崎県東京ビルの設備

管理や指定管理料など運営管理に要する経費で

あります。

93ページをごらんください。

（事項）公有財産管理費２億6,992万4,000円

であります。これは、県有財産の災害共済分担

金などの公有財産維持管理、県営住宅・職員宿

舎などが所在する市町村に、固定資産税に相当

する額を交付する県有資産所在市町村交付金の

ほか、県有財産の貸し付けや処分を予定してい

る土地等の草刈り・剪定などの維持管理、測量

・不動産鑑定、新聞広告などを行う県有財産利

活用強化促進事業に要する経費であります。

次に、一番下の（事項）県有施設災害復旧

費9,270万円であります。これは、天災や事故等

により被害を受けた庁舎や県有施設の復旧を行

うための経費であります。

資料を変わりまして常任委員会資料の28ペー

ジをお開きください。

債務負担行為についてであります。表の１段

目、「防災拠点庁舎建設事業」ですが、５号館改

修工事や備品購入費として、平成31年度から平

成32年度まで、限度額10億3,849万6,000円を計

上いたしております。

その下、宮崎県東京学生寮管理運営委託費で

すが、東京ビルの運営に要する学生寮の指定管

理料について、消費税増税に伴う増額分として、

平成31年度から32年度まで、限度額16万8,000円

を計上しております。

右側の29ページをごらんください。
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議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」について、御説明いたしま

す。

まず、１の改正理由についてであります。こ

れは、東京学生寮の使用料について、消費税率

の引き上げに伴う改正を行うものであります。

次に、２の改正内容であります。消費税率の

引き上げに伴い、使用料を寮室１人１月につき

「１万9,100円」から「１万9,450円」に引き上

げるものであります。

３の施行期日は、2019年10月１日であります。

続きまして、30ページをごらんください。議

案第31号「公の施設に関する条例の一部を改正

する条例」について、御説明いたします。

ただいま御説明いたしました使用料及び手数

料徴収条例は、県の施設等の使用料や手数料を

定めている条例でございますけれども、指定管

理者が施設の利用料金をみずからの収入として

収受する場合の基準につきましては、公の施設

に関する条例で定めておりますことから、今回

あわせて改正するものであります。指定管理者

は、この基準に従いまして、知事の承認を受け

て利用料金を定めることとなります。

１の改正理由についてであります。先ほどの

議案第21号と同様、消費税率の引き上げに伴う

改正を行うものであります。

２の改正内容についてであります。東京学生

寮につきまして、指定管理者が定めて収受する

利用料金の基準を寮室１人１月につき「１

万9,100円以下」から「１万9,450円以下」に引

き上げるものであります。

３の施行期日は、2019年10月１日であります。

財産総合管理課の説明は、以上であります。

よろしくお願いいたします。

○棧税務課長 税務課でございます。恐れ入り

ます。歳出予算説明資料にお戻りいただきまし

て、95ページをお開きください。税務課の平成31

年度当初予算について御説明をいたします。税

務課の平成31年度当初予算額は、457億2,560

万6,000円でございます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

ページをめくっていただきまして、97ページ

をごらんください。

ページ中ほどの段に記載しております（事項）

諸費は、税の過年度収入分に係る還付等に要す

る経費でありまして、過去の実績等に基づきま

して15億円を計上しております。

次の（事項）賦課徴収費は24億2,181万9,000

円であります。これは、県税の賦課徴収に必要

な経費でありまして、その主なものといたしま

しては、その下の説明の欄の１、徴税活動費の

中の（１）徴税活動経費といたしまして１億9,362

万円を計上しております。これは、県税の徴税

活動に必要な納税通知書等の郵送料、印刷費、

その他旅費等の事務経費でございます。

次に、その下の（２）ですが、個人県民税徴

収取扱費交付金といたしまして15億6, 9 6 5

万9,000円を計上しております。これは、個人県

民税の賦課徴収に係る経費を補償する目的で市

町村へ交付するものであります。各市町村にお

ける納税義務者１人当たり3,000円を乗じた額な

どを交付することとなっております。

ページをめくっていただきまして、100ページ

をごらんください。

ページ中ほどの段の（事項）利子割精算金に

つきましては、本県で徴収しました利子割県民

税のうち、他の都道府県に帰属するべき額につ

いて、関係する都道府県間で精算を行うために

要するものであります。10万円を計上しており
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ます。

次の（事項）環境性能割交付金につきまして

は─済みません。98ページを飛ばしてしまい

ました。98ページにお戻りいただいてよろしい

でしょうか。

上から２の自主納税の推進費の（２）各種団

体との協力体制推進費でございます。２億5,516

万1,000円を計上しております。その主なものと

いたしましては、ウの軽油引取税徴収取扱費報

償金で２億4,310万2,000円を計上しております。

これは、軽油引取税の特別徴収義務者でありま

す元売業者や特約業者に対しまして、その申告

納入額に応じて交付するものであります。

次の３、管理機能の充実費の（４）税務電算

トータルシステム運営費といたしまして２

億8,008万6,000円を計上しております。これは、

税務電算トータルシステムの維持管理費及び税

制改正等に伴いますシステム改修費等でござい

ます。

次に、（款）諸支出金であります。これは、都

道府県間の精算に伴い支出する精算金と、県内

の市町村に対しまして県の税収の一定割合を交

付する法定交付金でありまして、405億5,580

万1,000円を計上しております。

主な事項について御説明いたします。

まず、（事項）地方消費税精算金ですが、本県

に納付された地方消費税につきまして、各都道

府県間で精算を行うために支出するものであり

ます。177億7,682万7,000円を計上しております。

次の（事項）利子割交付金以下６つの各種交

付金は、いずれも市町村に対する法定交付金で、

平成31年度の税収見込み額を基礎に算出したも

のであります。事項別の説明は記載のとおりで

ありますので省略をさせていただきます。

申しわけございません。先ほど一部御説明い

たしました100ページをお開きください。

※利子割交付金につきましては、先ほども御説

明いたしましたが、利子割県民税を他の都道府

県と精算するために要するものでございます。

次に、（事項）環境性能割交付金につきまして

は、税収見込みのところで御説明いたしました

自動車税関連税制の改正の一環といたしまして、

平成31年10月から自動車税環境性能割が導入さ

れることに伴いまして新設される法定交付金で

ございます。県税収の44.65％を市町村へ支払う

こととなっております。１億8,987万1,000円を

計上しております。

なお、100ページの上から２つ目、自動車取得

税交付金と比べまして交付率が下がっておりま

すのは、自動車取得税交付金は軽自動車にかか

わる分が含まれておりまして、今回、軽自動車

にかかわる分が市町村税となりますものですか

ら、県の税収として計上されません。その結果、

交付率が引き下がっておるというものでござい

ます。

次に、新規事業について御説明いたします。

資料をかえていただきまして、総務政策常任

委員会資料の20ページをお願いいたします。

ＩＣＴ活用ステージアップ促進事業について

であります。この事業は、総合政策部の情報政

策課と当課が合同して行う事業であります。

まず、１の事業の目的・背景についてですが、

人口減少や高齢社会が進行する中で、ＲＰＡや

ＡＩ等のＩＣＴ活用によりさまざまな課題を解

決するため、県庁の業務を題材として検証等を

行うとともに、広く情報共有や人材育成を行う

ことで県内全体のＩＣＴ活用のステージアップ

を図るものであります。

２の事業の概要についてですが、情報政策課

※85ページに訂正発言あり
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が行います宮崎ＩＣＴ活用促進人材育成事業と

当課が行いますＲＰＡソフトによる県税業務働

き方改革推進事業の２つの事業で構成しており

ます。

ＩＣＴ活用ステージアップ促進事業の全体の

内容や事業効果につきましては、総合政策部に

より説明がございますので、当課からは②のＲ

ＰＡソフトによる県税業務働き方改革推進事業

について説明をさせていただきます。

21ページの図表の一番下の米印、字が小さく

て申しわけございませんが、注意書きのところ

をごらんください。

まず、ＲＰＡと申しますのは、ロボティック

・プロセス・オートメーションの略でございま

して、定型の事務作業をソフトウエアに代行さ

せる技術のことであります。このソフトウエア

に一連の動作を記憶させておくことで、パソコ

ン内の各種ソフトを動かしながら自動で業務を

処理することができるというものであります。

22ページをお開きください。

本事業の目的・背景ですが、県税事務所にお

きましては、税務システムへのデータ入力や多

量の書類の印刷等に多大な時間を要しておりま

すが、これらの定型的な事務を省力化しまして、

調査等の本来業務に注力できるような体制を構

築しながら、効率的な税務事務処理を行うこと

が重要であると考えております。そこで、県税

業務にＲＰＡソフトを導入いたしまして、一部

の業務を自動化することにより業務の効率化を

図ろうとするものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は410万4,000

円、財源は、平成31年度から32年度までは県営

電気事業みやざき創生基金、平成33年度は全額

一般財源となっております。事業の期間は平成31

年度から平成33年度までを一応一区切りとする

ものであります。

（４）の事業の内容ですが、１つはＲＰＡソ

フトの導入であります。これは、パソコン上で

行う定期的かつ単純な業務に、先ほど御説明い

たしましたＲＰＡソフトを導入し、自動化する

ものであります。具体的な事例といたしまして

は、住民基本台帳システムから得られる住所の

データを入力する作業、もう一つ、国税連携シ

ステムから得られる課税情報のダウンロード及

び印刷等の業務について導入する予定としてお

ります。２つ目はログ収集ソフトによる業務分

析であります。ログとはパソコン操作の記録の

ことですが、これを収集・解析いたしまして日

々の業務を分析します。これにより、さらに自

動化できる業務を拡大していこうとするもので

あります。

３の事業の効果ですが、最新の住所データを

効率的に税務システムに反映させることで、納

税通知書等の転居等によります返戻─戻って

くることが減少いたしまして、郵送費等のコス

トが削減できると考えております。また、業務

の自動化・効率化により、職員の時間外勤務を

縮減できるというふうに考えております。また、

ＩＣＴ活用ステージアップ促進事業のＲＰＡ導

入のモデルとして庁内で情報共有いたしまして、

他部門への普及を図ることで、県庁の働き方改

革を推進することができるとともに、情報政策

課が行います事業を通じて情報提供を行います

ことで、県内全体のＩＣＴ活用のステージアッ

プを図ることができると考えております。

次に、23ページをごらんください。

自動車税納税確認システムによる県民サービ

ス向上事業についてであります。

この事業の目的・背景ですが、県民等からの

電話での自動車税の納税確認は年間約２、３万
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件、時間にいたしますと1,000時間を超える時間

を要しております。近年、また件数がふえる傾

向にございます。一方で、対応が平日の開庁時

間のみとなっておりますので、県民にとっては

必ずしも利便性が高くないものであります。そ

こで、電子メールによりまして自動車税の納税

確認ができるシステムを新たに導入することで、

県民サービスの向上を図るものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は223万5,000

円で、全額一般財源となっております。事業期

間は平成31年度の単年度でございます。

４の事業内容ですが、インターネットを活用

した自動車税納税確認システムを構築し、県民

が電話や来訪することなく、電子メールで自動

車税の納税確認ができるようにするというもの

であります。

３の事業の効果ですが、平日の時間外や土日

祝日でも対応可能になりますので、県民サービ

スが向上しますとともに、電話対応が省力化さ

れまして県税事務所職員の働き方改革にも寄与

すると考えております。

最後に、資料28ページをごらんください。

２段目、自動車税納税通知書等印字・封入封

緘委託業務につきまして、債務負担行為の追加

でございます。これは、平成32年度の自動車税

の納税通知書等の印字・封入封緘業務を委託す

るものでございますが、32年４月の印刷作業の

前に、台紙やチラシの作成、コンビニ納付等の

ためのバーコード読み取りテストなどを行う必

要がありまして、その期間といたしまして１カ

月以上を要しますことから、平成31年度から32

年度にかけて実施をお願いするもので、1,640万

円を計上しております。

説明は以上でございます。

○日高市町村課長 市町村課の平成31年度当初

予算について御説明いたします。

資料は分厚い冊子のほう、歳出予算説明資料

の市町村課のところ、101ページをごらんいただ

きたいと思います。

市町村課の平成31年度当初予算額は25億456

万4,000円をお願いしております。

主なものについて御説明いたします。

103ページをお開きください。

中ほどの（事項）地方分権促進費5,355万8,000

円であります。これは、県から市町村に権限移

譲した事務の執行に要する経費を市町村へ交付

するものであります。

次に、104ページをお開きください。

一番上の（事項）自治調整費8,447万4,000円

でありますが、これは、市町村の行財政運営に

関する助言等に要する経費であります。主なも

のは、説明欄の６の住民基本台帳ネットワーク

システム事業費6,553万8,000円でありまして、

全国的な運営を担っている地方公共団体情報シ

ステム機構への負担金や関連機器の使用料など

となっております。

また、説明欄の８は新規事業として「全国自

治会連合会宮崎大会」100万円をお願いしており

ます。これは、全国の自治組織の会員が一堂に

会する年１回の全国大会が来年度10月に宮崎で

開催されるため、宮崎県自治会連合会にその開

催経費の一部を支援するものであります。

次に、一番下の（事項）市町村公共施設整備

促進費５億17万5,000円でありますが、これは、

市町村の公共施設の整備促進に要する経費であ

ります。具体的な事業名は、説明欄の１、改善

事業「市町村地域づくり支援資金貸付事業」で

ありますが、これは、市町村が行う防災・減災

事業や公共施設の統合整備など、行財政の経営

健全化に資する事業などに対して無利子貸し付
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けを行うものであります。来年度からの改善点

として、貸し付けに当たり、市町村の財政力指

数に応じて充当率に差を設けることとし、財政

力の弱い市町村への支援がより手厚くなれるよ

う見直しを図りたいと考えております。

次に、105ページをごらんください。

一番上の（事項）市町村振興宝くじ事業費４

億7,773万6,000円であります。これは、市町村

振興宝くじとして全国的に発売されるサマー

ジャンボ宝くじとハロウィンジャンボ宝くじの

収益金と時効金の本県配分額の全額を県を通し

て公益財団法人宮崎県市町村振興協会に交付す

るものであります。

次に、中ほどの選挙費における（事項）運営

費1,007万7,000円であります。これは、選挙管

理委員会委員の報酬や選挙管理委員会の事務費

であります。

次に、下から２番目、（事項）選挙常時啓発

費398万5,000円であります。説明欄の２の「わ

けもんが考える未来」選挙啓発事業であります

が、これは、新しく有権者となる若い世代を中

心に、ポスター・書道コンクールや弁論大会の

開催などによる選挙啓発を実施し、政治や選挙

に関する意識を高め、投票を通じた政治参加や

投票の質の向上を促進するものであります。

次に、一番下の（事項）県議会議員選挙臨時

啓発費、それから、めくっていただきまして、

次の106ページの一番下、（事項）参議院議員選

挙執行費までは、ことし４月に任期満了を迎え

る県議会議員の選挙及び７月に任期満了を迎え

る参議院議員の選挙に要する経費であります。

まず、（事項）県議会議員選挙臨時啓発費及び

その次の（事項）参議院議員選挙臨時啓発費で

ありますが、これは、テレビや新聞広告を用い

た広報など、臨時啓発に要する経費でありまし

て、予算額はそれぞれ744万9,000円、471万7,000

円をお願いしております。

次に、106ページの下から２番目の（事項）県

議会議員選挙執行費及びその次の（事項）参議

院議員選挙執行費でありますが、これは、投開

票事務など、市町村が行う事務に対する市町村

交付金や候補者の選挙運動に対する公費負担に

要する経費などでありまして、県議選について

は30年度にも一部計上しておりますが、31年度

分として４億7,631万3,000円、参院選について

は６億4,811万3,000円をそれぞれお願いしてお

ります。

市町村課は以上であります。よろしくお願い

いたします。

○棧税務課長 申しわけございません。先ほど、

予算の説明の中で、100ページに記載の（事項）

利子割精算金につきまして、「利子割交付金」と

読み間違えたようでございます。正しくは「利

子割精算金」でございます。おわびして訂正を

させていただきます。

○松村委員長 各課長の説明が終了しましたが、

議案について質疑はありませんか。

○ 原委員 ふるさと納税は、県には全然ない

んですかね。

○日高市町村課長 県のふるさと納税は商工観

光労働部のオールみやざき営業課で所管してお

りますので、総務部では予算の計上はございま

せん。

○吉村財政課長 今、市町村課長から説明があ

りましたが、一応、ふるさと納税について、昨

今の実績を申し上げますと、28年度が県への歳

入といたしまして9,700万円余、29年度が8,100

万円余、30年度はまだ１月末現在ではあります

が、2,800万円余の歳入が上がっているところで

あります。
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○ 原委員 これは他県、近くの県と比べて、

多いほうですか、少ないほうでしょうかね。

○吉村財政課長 済みません、他県の状況まで

は把握しておりませんが、昨今、ふるさと納税

のあり方がいろいろ議論をされているところで

あります。県につきましては、返礼品は３分の

１の範囲内で適正に運用していると。逆に、そ

ういう適正な運用をすることによって、他県と

比べると若干低目に出てしまっているところも

あるかもしれません。

○ 原委員 この額ができるだけふえるように、

何か外に対してのアピールとかはやっておられ

るんですかね。

○吉村財政課長 ふるさと納税は、あくまでも

宮崎を応援したいという気持ちを持っていただ

いた方に納税をしてもらうものであります。宮

崎県に対して少しでも応援していただけるよう

に、まず、返礼品については宮崎らしい独自の

魅力あふれる食を中心にいろいろな品がありま

すので、そういうものを商工のほうで選定して

おります。

あわせまして、宮崎に興味を持っていただく

ことも重要でありますので、オールみやざき営

業課において宮崎県のさまざまなＰＲを、例え

ば、みやざき犬の縫いぐるみ等を使ってＰＲを

しているところであります。

○緒嶋委員 105ページ、市町村振興宝くじ事業

の４億7,773万6,000円は交付するわけだけれど、

市町村振興協会ではどういうふうに活用されて

いるわけですかね。

○日高市町村課長 宝くじの分につきましては、

サマージャンボ分については市町村振興協会で

基金に積み立てをいたしまして、市町村職員へ

の研修事業、それから、市町村への貸付事業な

どを行っております。

ハロウィンジャンボ分につきましては、振興

協会で一旦全部受け入れた後、その全額を県内

の各市町村に対して配分しております。

内訳でありますけれども、平成30年度の実績

で御説明いたしますが、サマージャンボの交付

金につきましては約２億7,200万円と時効金

が1,668万円ほどありまして（「時効金って何」

と呼ぶ者あり）時効金というのは、当選金を受

け取らない人がいらっしゃるものですから、そ

の分について後年度配分になる分であります。

そちらの分を合わせまして、29年度は総額とし

て３億2,998万9,000円が宮崎県の市町村振興協

会に対して交付されております。ハロウィンジャ

ンボは市町村に対して全額が交付されますが、29

年度は時効金まで合わせまして１億2,6 5 1

万3,000円の交付と─大変失礼いたしました。

今、私、29年度で申し上げたかと思います。30

年度の一番直近の数字がありますので、改めま

して、サマージャンボは時効金と合わせまして

２億8,872万6,000円、ハロウィンジャンボの市

町村に交付された分は１億6,018万7,000円とい

う配分になっております。

○緒嶋委員 この配分には県は関与しなくて。

市町村振興協会はどういう組織になるわけです

かね。

○日高市町村課長 市町村振興協会は、市町村

振興宝くじの発行に伴いまして、全国各県に設

立されておる組織でありまして、宝くじの資金

の運用をそれぞれの各県で行うために設立され

た組織であります。ハロウィンジャンボの資金

を各市町村に配分するに当たりましては、人口

ですとか、前年の宝くじの売上額ですとか、そ

ういったものに応じて配分をしておられます。

○緒嶋委員 これは、市町村が中心になった協

会じゃなかったと。説明がようわからんけれど、
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メンバー的にはどうなっておるわけ。

○日高市町村課長 宮崎県の市町村振興協会に

つきましては、町村会の会長が理事長になって

おり、そのほか、県ですとか、市長会ですとか、

市町村の関係団体等が会員になっておるところ

であります。

○松村委員長 質疑の途中ですけれど、時間が

ちょうど参ったようでございますので、午前中

の審査はここまでとし、午後１時５分から再開

をしたいと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時３分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き質疑を行います。市町村課

の質疑の途中でしたので、そこから始めたいと

思います。

○日高市町村課長 午前中の緒嶋委員の質問に

対して、ちょっと回答が不明確なところもあり

ましたので、改めまして、最初からお答えした

いと思います。

まず、市町村振興協会でありますけれども、

市町村の振興事業に収益金を充てることができ

る宝くじとしてサマージャンボ宝くじが発売さ

れたのが昭和54年ですが、そのときに、その収

益金を取り扱う団体として、全国に全国市町村

振興協会が設立され、あわせて各都道府県に市

町村振興協会がそれぞれ設立されております。

宮崎県の市町村振興協会は、理事８名で構成

されておりまして、市長会の会長、副会長、そ

れから町村会の会長、副会長、あと、市議会議

長会の会長、町村議会議長会の会長、そのほか

私になりますが、県の市町村課長、それから市

町村振興協会の事務局長が常務理事を兼ねて８

名ということで、市長会、町村会が、最初に資

金を出資して設立されております。

事業の内容としては、サマージャンボとハロ

ウィンジャンボの宝くじの収益金による市町村

振興事業ということになりますが、ハロウィン

ジャンボにつきましては、全額を各市町村に交

付金として配分をしております。

平成30年度の実績では、ハロウィンジャンボ

分として約１億6,000万円の配分がありまして、

全市町村に対して均等割及び人口割を勘案して

配分が行われております。

サマージャンボ分としては平成30年度２

億8,872万6,000円を、県を通じて交付しており

ますが、こちらは協会内に基金として積み立て

て、市町村職員に対する研修事業、あるいは貸

し付け事業等として、市町村振興のための事業

を展開しておるところであります。

○緒嶋委員 私は配分のルールがどうなっとる

のかなというのがちょっと気になったもんじゃ

から、できるだけ全体のバランスも考えながら、

ぜひやってもらいたいと思います。

それと、いよいよ県議会議員の選挙が近づい

てきたわけでも、あと、二十日余りかな、22日

ぐらいかな。問題は、投票率がどうなるかと。

知事選もあのような感じで、大変な低投票率、

今度も半分は無投票という感じのようでござい

ますが、やはり、今後投票率をどう高めていく

かということは市町村を含め、県も責任が重い

わけで、このあたりをどう考えておられるか、

そこ辺のことをちょっと伺っておきたい。

○日高市町村課長 おっしゃるとおりで、12月

の知事選につきましては過去最低の投票率と

なっております。

投票率自体にはいろんな側面がありますので、

全ての要因について一挙に解決するような対策
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というのはなかなか難しいものがあるところで

ありまして、全国的にも投票率の低下は、非常

に課題として意識されているところであります。

私どもとしましては、今回の県議選に当たり

まして、従来どおりのテレビ、ラジオ、新聞等

を使った広報については、やれるだけのことは

やりますとともに、新しい取り組みとしまして

は、例えば、今回の県議選は学校が４月のいわ

ゆる春休みの期間等に当たっているものですか

ら、なかなか学校そのものに行っても呼びかけ

をするのが難しいということもありまして、例

えば、宮崎市内の映画館で映画と映画の間のコ

マーシャルとして選挙に行きましょうというふ

うなことを呼びかけてもらうと。そういったこ

とによって、若い人たちに対して周知を図りた

いと考えております。

中長期的なところにはなりますけれども、総

務省の統計として、子供のころに親と一緒に投

票所に行った経験を持っている人は20％ほど、

その後も投票を実際に行っている割合が高く

なっているというネット調査の結果が出ている

ということであります。

今、選挙に行かない人に対しても、一生懸命

広報を図っていきますが、今行こうとしない人

に対して、急激に行ってもらうような気持ちに

変わってもらうことはなかなか難しいところも

あるかと思います。一方で、私たちとしては、

小さいころから親と一緒に選挙に行くとか、そ

ういうところで保護者を通じて、家庭での小さ

いころからの教育になるよう呼びかけていきた

いというふうにも思っておりますし、今、教育

委員会、それから市町村の選挙管理委員会とも

連携をして、学校への出前授業などで、これか

ら有権者になっていく人たちへの啓発をこれか

らさらに力を入れてやっていきたいと考えてお

るところであります。

○緒嶋委員 当面は今度の選挙に向けてどうい

うことをするか。長期的なことはわかるけど、

もうあと二十日しかない間に何をするかという

こと。

○日高市町村課長 当面の県議会議員選挙に向

けましては、テレビ、ラジオ等を通じた広報、

街頭啓発、ポスター、パンフレット、そのほか

に、例えば、消しゴムとか絆創膏とかいったＰ

Ｒ資材などを使って街頭で関心を高めてもらう

というふうなこと。それから、先ほど申し上げ

ましたような、映画館での上映によって広く呼

びかけをするといったようなこと。なかなか新

味のあるという部分については、見出しにくい

ところではあるんですが、やれることはできる

限りやっていきたいというふうに思っておりま

す。

○緒嶋委員 もう今から始めちょかんと、29日

からじゃろう。そやから、それまでに何をする

かということで、もうテレビやら、いつから県

会議員選挙、またその後に市町村選挙もあるわ

け。そのあたりはやっぱり早目にやらんと、告

示があってからじゃ、それこそ投票率が上がん

ないということ。事前にいかに投票率を上げる

ための対策とかは重要だと思う。そういうスケ

ジュールはもう決まっているわけですか。

○日高市町村課長 選挙に行きましょうという

啓発呼びかけにつきましては、告示後、すぐに

取りかかれますように、既にもう、いわゆる広

告代理店への委託ということで、事業所をコン

ペによって選択し、テレビの映像ですとか、ポ

スターの図案ですとか、そういったものについ

て既に策定を進めているところであります。

○緒嶋委員 告示前にやられることはないわけ

ですか。告示後しかできんわけ、そういうＰＲ
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というか。

○日高市町村課長 県議選が４月７日にありま

すという大がかりなポスターとかいったものは

告示後に実際に張っていくと。告示で立候補者

が全て正式に出そろって、選挙が実際に行われ

ますよということが確定してから、そういう臨

時的な選挙啓発は行っていくことになりますが、

例えば、若い人たちに対してのＰＲですとか、

出前授業とかいった部分については、年間通じ

てやれる部分ですので、そういった分について

は、市町村の選管にも働きかけをして、投票率

の向上に動いていただきたいと思っております。

○緒嶋委員 それはもう、この22日間の間にそ

ういうことをやるということですか。

○日高市町村課長 これからの告示までの間に

は、各市町村選管などと打ち合わせをする会議

などの機会も何度かありますので、そういった

機会を通じて、またやっていきたいというふう

に思っております。

○緒嶋委員 いいですか、これはもうスピーディ

ーにやらないと、日にちがもう決まってるわけ

だから、今はもうやっておりますとか言うぐら

いじゃないと、本当はおかしいわけです。いか

に投票率を上げるかという努力をやらん限りは、

投票率は上がらんわけだから。そういう努力が

ちょっと目に見えんもんだから、そういう点が

どうあるべきかというのは、毎年選挙があるご

とに、実際、もうずっと投票率が下がってきて

おるわけです。今度も恐らく県議会議員選挙で

も50％以上超すとこはそうないんじゃないかな

という心配もある。やはり選挙権という、それ

ぞれの個人の貴重な民主主義の原点みたいなも

んだから、そういう点においては、ぜひ、県も

市町村と連携をとりながら、今、こういうこと

をしておりますと言えるぐらいのことをしてい

かんと、なかなか容易じゃないと思います。立

候補する人も少ないが、ＰＲも少ない気がしま

すので、最大限の努力をしてください。

○右松委員 投票率を上げるために、我々候補

者ももちろん努力はしていきたいと思っていま

す。

県行政としてどこまでやり切れるかわかりま

せんけれども、例えば、年齢層ごとに、何を見

て投票されたのか、リサーチの上、分析をして

いく。恐らく、いろんな形で変わって、年齢層

によって違うと思うんです。新聞の選挙公報で

あったり、あるいは回覧板でどこまでやり切れ

るかわかりませんが、あるいは若者はやはりネッ

トが中心になってきていますので、ＳＮＳ、イ

ンスタとか、いろんな媒体、ツールを使って選

挙公報はしていかないといけないと思っている

んです。

ですから、そのあたり、今回、ネット関係は

どういう広報、宣伝をされるのか、そこをちょっ

と教えてもらえないでしょうか。

○日高市町村課長 ネット関係につきましても、

広告代理店との契約になりますけれども、ユー

チューブですとか、インスタグラム、フェイス

ブック、ツイッター、こういった若い人たちを

中心にして利用が盛んになっているようなＳＮ

Ｓに―例えばユーチューブですと、映像が始

まるときに、最初にＣＭがあったりしますけれ

ども、ああいったものを活用して、見てもらう

と。実際、広告代理店のリサーチでは、特に若

い人ほど、新聞、テレビを今余り見ないで、Ｓ

ＮＳ、インターネットを通じての情報収集のほ

うが多くなっているという情報もありますので、

これから先も含めて、このＳＮＳの活用につき

ましては、力を尽くしていきたいと思っており

ます。
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○右松委員 そうですね。わかりました。ユー

チューブは、前回されたのも私拝見させてもら

いまして、非常にいいＰＲにはなっているのか

なと思ったとこでした。

やはり、できるだけ若者向けにもさまざまな

対策を講じていただいて、先ほど言いましたよ

うに、できればやはりリサーチもかけれるんで

あれば、投票所、どういう形になるのかちょっ

とわかりませんが、あるいはアンケートとかで

もいいのかな。いろんなやり方はあると思うん

ですけれども、投票行動を起こすその理由とい

いましょうか、そういうそれを起こした理由が

わかれば、また、今後、いろいろ参考になるの

かなと思っていますので、また、いろいろと考

えてもらうといいのかなと思っています。

○ 原委員 宝くじに関して、楽しいことを聞

きますから。これは夢を買うわけですよね。多

くの方に夢を買っていただいて、それをこうやっ

て市町村振興とかにいろいろ役立つというわけ

ですけれど、この夢がかなった人というのは、

過去何年かの実績ってわかるんですか。意味が

わかりますか。県内でどれぐらいの夢が実現し

ているかという。

○日高市町村課長 それは、当選した人が県内

でどのぐらいいるかという。（「例えば１等とか

あるじゃないですか」と呼ぶ者あり）

済みません。ちょっと市町村課ではわかりま

せん。申しわけございません。

○ 原委員 わからなくていいんですけど、どっ

かでわかるんだったら、番号でわかるみたいで

すね。ここは当たりましたとか書いてあるじゃ

ない。ここでも１つの夢を持っているわけだか

ら、せっかくこういう事業をやるからには、多

くの人に買っていただくにこしたことはないわ

けで、何かそういう把握していてもいいのかな

と思ったもんですから。また、我々も、ここで

もし把握しておられれば、いろんなところで宝

くじが当たっていますよという話もできるかな

と思ったもんですから、以上です。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、質疑もないようです

ので、第２班の審査を終了いたします。

次に、第３班として、総務事務センター、危

機管理課、消防保安課の審査を行いますので、

順次、議案の説明をお願いいたします。

○佐藤総務事務センター課長 総務事務センタ

ーの平成31年度当初予算について御説明いたし

ます。お手元の分厚い資料、歳出予算説明資料

の107ページをごらんください。

当課の当初予算額は７億3,784万7,000円でご

ざいます。

それでは、主なものについて御説明いたしま

す。

109ページをお開きください。

中ほどの（事項）総務事務センター運営費、

予算額2,311万6,000円でございます。これは、

本庁総務事務センター及び各県税・総務事務所

の総務事務センターの運営に要する経費や給与

計算事務に係る経費、人事給与オンラインシス

テムに係る経費でございます。

次に、一番下の（事項）健康管理費、予算

額7,627万4,000円でございます。おめくりいた

だきまして110ページをお開きください。これは、

職員の健康管理事業等に要する経費であります。

説明欄２の職員のからだの健康に関する事業

は、全職員を対象とした定期健康診断等を行う

ための経費であります。

３の職員のメンタルヘルスケア総合支援事業

は、職員のメンタルヘルス対策に係る経費であ
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ります。

次の（事項）職員厚生費、予算額2,775万3,000

円でございます。これは、職員の健康保持増進

や保健体育施設等に要する経費であります。

次の（事項）恩給及び退職年金費、予算額632

万円、また、その下の警察費の（事項）恩給及

び退職年金費、予算額5,517万3,000円でござい

ます。これは、元知事部局職員７名、元警察職

員61名分に係る恩給等の経費であります。

総務事務センターは以上でございます。

○髙林危機管理局長兼危機管理課長 危機管理

課の当初予算について御説明いたします。歳出

予算説明資料の111ページをごらんください。

危機管理課の平成31年度当初予算額は12

億3,089万3,000円であります。

主な事業について御説明いたします。

ページをめくっていただきまして、113ページ

をお開きください。

まず、一番下の（事項）防災対策費７億3,064

万円であります。

主なものについて御説明いたします。

次のページの114ページの上段をごらんくださ

い。

説明欄の８、被災者生活再建支援基金拠出事

業費４億4,732万8,000円でありますが、この被

災者生活再建支援基金は、自然災害による被災

者に対し、生活再建のための支援金を支出する

ために各都道府県が資金を拠出して※600円規模

の基金造成を行っているものでございますが、

前回の平成23年の拠出以降、全国的に災害が相

次いだことによりまして、平成31年度末の基金

残高が、追加拠出が必要となる基準でありま

す300億円を下回る約205億円となる見込みであ

ります。このため、全国知事会におきまして、31

年度に600億円の回復を目指して400億円の追加

拠出が決定されたことによりまして、本県負担

額を拠出するものでございます。

次に13の南海トラフ地震応急対策体制構築支

援事業2,045万1,000円は、国の南海トラフ地震

における具体的な応急対策活動に関する計画に

基づき県が策定した実施計画に基づきまして、

県が指定する広域物資輸送拠点等における円滑

な燃料供給体制を構築するための資機材の配備

を行うとともに、市町村の受援計画に位置づけ

られた拠点等の運営に必要な資機材整備等への

補助を行う経費でございます。

次に14の減災力強化推進事業4,340万7,000円

は、南海トラフ地震等の大規模災害から県民の

生命を守るため、市町村が行う津波避難タワー、

避難経路等の整備、避難訓練に要する経費の助

成を行うものでございます。

次に、説明欄の15の防災情報共有システム整

備事業9,264万9,000円は、災害時における災害

対策本部機能の高度化を図るため、国立研究開

発法人防災科学技術研究所と連携し、最新のＩ

ＣＴ技術や本県独自のひなたＧＩＳを活用した

防災情報共有システムの整備を行うための経費

であります。

次の16の改善事業「災害への備え100％推進事

業」、17の改善事業「みんなのＰＯＷＥＲを結集！

「共助の力」強化事業」、18の新規事業「宮崎県

地震・津波被害想定調査」の３つの事業につき

ましては、後ほど委員会資料で御説明いたしま

す。

次に、下から２番目の（事項）火山対策費977

万5,000円は、本県、鹿児島県及び霧島山周辺市

町と共同で設置しております霧島山火山防災協

議会において、噴火警戒レベルの設定など、警

戒避難体制の整備を推進するとともに、硫黄山

※93ページに訂正発言あり
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周辺の火山ガス濃度を測定・監視し、霧島山に

係る火山防災対策の強化を図るための経費でご

ざいます。

その下の（事項）危機管理総合調整推進事業

費1,046万2,000円は、さまざまな危機事象に迅

速かつ的確に対応するため、災害監視室におけ

る24時間監視体制の運用等に要する経費でござ

います。

115ページをごらんください。

一番上の（事項）国民保護推進事業費249

万3,000円は、宮崎県国民保護計画に基づいて、

国、市町村、関係機関等との連携を図り、国民

保護に関する県民への啓発の実施や、国民保護

協議会の開催等に要する経費でございます。

一番下の（事項）災害救助事業費１億3,575

万7,000円であります。これは、災害救助法が適

用される大規模な災害等の発生に備え、食料な

どの備蓄を行いますとともに、大規模災害が発

生した際に、市町村が災害救助のために支出し

た経費に対する県負担分の支払いや、災害救助

法に基づく災害救助基金への積み立てに充てる

ための経費でございます。

資料変わりまして、委員会資料の24ページを

お開きください。

改善事業の災害への備え100％推進事業でござ

います。

１、事業の目的・背景でございますが、南海

トラフ地震等の自然災害から県民の生命・財産

を守るため、個人や家庭、それぞれの地域など

で日ごろから取り組んでおくべき災害への備え

について、普及・啓発を行うことによりまして、

県全体の減災力向上を図ることとしております。

２の事業の概要でございますが、予算額

は2,424万2,000円、宮崎県大規模災害対策基金

を財源として、事業期間は31年度から２カ年間

であります。事業の内容は、①の減災行動集中

啓発キャンペーン事業といたしまして、家具の

固定を含む耐震化、早期避難、備蓄の３つの減

災行動を中心に、年間を通じて情報発信を行い

ますとともに、災害への備えにつながる県民参

加型の防災イベント等を実施することとしてお

ります。具体的には、テレビ、ラジオ等の媒体

を効果的に組み合わせた情報発信や、県防災の

日の防災の日フェアの開催、津波防災の日前後

のみやざきシェイクアウト等の実施でございま

す。また、②の減災行動普及事業といたしまし

て、防災講演会等を実施することとしておりま

す。

３の事業効果でございますが、県民が災害を

正しく理解し、備えることにより、被害の軽減

が図られるものと考えております。

続きまして、25ページをごらんください。

改善事業、みんなのＰＯＷＥＲを結集！「共

助の力」強化事業でございます。

１の事業の目的・背景でございますが、県民

の防災に関する意識の啓発や、知識・技能の習

得等に携わる地域防災リーダーの育成に取り組

むとともに、地域防災の中核となります自主防

災組織の活動強化の取り組みを支援することに

よりまして、県民がお互いに助け合う共助の力

の強化を図ることとしております。

２の事業の概要でございますが、予算額

は2,566万2,000円、宮崎県大規模災害対策基金

を財源といたしまして、事業期間は31年度から

２年間としております。

事業の内容は、①の地域防災リーダーの養成

・能力向上といたしまして、防災士の養成や地

域防災リーダーとして必要となる実技等に関す

る研修を実施することとしております。また、

②の自主防災組織の活動強化といたしまして、
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市町村職員や自主防災組織等を対象とした研修

会、防災士による出前講座、市町村が行う自主

防災組織の資機材の整備への支援を実施するこ

ととしております。

３の事業の効果でございますが、このような

地域防災の中核的役割を担う人材の育成や自主

防災組織の充実を図ることによりまして、地域

防災のかなめとなる共助の力を強化することが

できるものと考えております。

次の26ページをお開きください。

新規事業の宮崎県地震・津波被害想定調査で

ございます。

１の事業の目的・背景でございますが、５年

前に新・宮崎県地震減災計画を策定してから、

これまで、さまざまなソフト・ハード対策に取

り組んできたところでありますが、本調査は、

これらの取り組みによる減災効果の達成状況の

把握や分析のほか、さらなる被害軽減に向けた

課題の抽出や対策の検討を目的として実施する

こととしております。

２の事業の概要でございますが、予算額

は3,027万8,000円で、宮崎県大規模災害対策基

金を財源として31年度の単年度で実施すること

としております。

事業の内容といたしましては、平成23年度か

ら24年度にかけて実施いたしました地震・津波

被害想定調査において算出しました各種データ

を最新のものに更新し、現状の減災効果の算定

を行います。具体的に申しますと、避難困難区

域の解消のために、市町が指定緊急避難場所と

して指定しております津波避難ビルなどの指定

数の増加や、津波避難タワーなどの津波避難施

設の整備数などのほか、ことし１月公表いたし

ました津波避難等に関する県民意識調査の早期

避難率の現状値等を反映させることを考えてお

ります。また、新・宮崎県地震減災計画に基づ

く庁内各課が取り組んできましたさまざまな取

り組み状況につきましても、実施効果などにつ

いて調査・分析を行うことを想定しております。

３の事業の効果といたしましては、このよう

な事業内容のもと、調査を実施することにより、

新・宮崎県地震減災計画に当初掲げた短期の目

標に対する達成状況が検証できるほか、今後、

中長期の目標達成に向けた課題の抽出や施策の

見直し等に反映できるものと考えております。

続きまして28ページをお開きください。債務

負担行為の追加でございます。

上から３段目の防災情報共有システム整備事

業でございますが、これは、先ほど御説明した

とおり、災害対策本部機能の高度化を図るため

の防災情報共有システムの整備を行うもので、31

年度に構築業務委託を発注することとしており

ますが、システム関係機器の接続や運用試験な

どが、防災拠点庁舎の本体工事完了後となるこ

とから、31年度から32年度にかけての実施をお

願いするもので、3,943万5,000円を計上してい

るところでございます。

それと、済みません。ちょっと訂正とおわび

をいたします。113ページの８の被災者生活再建

支援基金拠出事業の関係で、都道府県が資金を

拠出して600円規模の基金造成ということで、私

が間違っていまして、正しくは600億円の規模と

いうことで、間違っていましたので、訂正いた

します。

説明は以上でございます。

○室屋消防保安課長 消防保安課に関する当初

予算につきまして御説明いたします。歳出予算

説明資料の117ページをごらんください。

消防保安課の平成31年度当初予算額は９億919

万円であります。
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当初予算の主な事業につきまして御説明いた

します。

119ページをお開きください。

まず、一番上の（事項）防災行政無線管理費

５億4,183万3,000円であります。これは、防災

行政無線等の無線設備の維持管理、保守委託、

設備更新に要する経費であります。

説明欄１の無線設備の維持管理につきまして

は、総合情報ネットワークを適正かつ円滑に運

営管理するための防災行政無線設備の電気料や

衛星回線の負担金、機器類の修繕や更新・移設

整備等に要する経費であり、２の無線設備の保

守委託につきましては、防災行政無線設備や防

災・水防情報処理システムなどの保守委託に要

する経費であります。

次に、３の総合情報ネットワーク設備更新事

業につきましては、防災行政無線等の設備更新

に要する経費であり、平成31年度は大森山中継

局の旧局舎解体工事や総合庁舎の鉄塔塗装工事

を行います。

次に、５の防災行政無線落雷対策事業につき

ましては、防災行政無線中継局に近年多発して

いる落雷被害を軽減するための対策機器設置に

要する経費であります。

次の（事項）航空消防防災推進事業費１億8,638

万3,000円であります。これは、防災救急ヘリコ

プターあおぞらの管理・運航に要する経費であ

ります。

次に、下の（事項）消防防災施設設備整備促

進事業費7,674万6,000円であります。これは、

市町村の消防防災施設等の整備促進及び緊急消

防援助隊の体制強化に要する経費及び消防非常

備町村の常備化への動きに対する支援に要する

経費であります。

説明欄の２、改善事業「みやざき消防力充実

強化事業」につきましては、後ほど委員会資料

で御説明いたします。

120ページをお開きください。

一番上の（事項）消防指導費2,120万2,000円

であります。

説明欄２の救急振興財団に対する出損等は、

救急救命士を養成する目的で、平成３年に都道

府県が共同出資して設立いたしました救急振興

財団への負担金であります。

３のふるさと消防団活性化支援事業につきま

しては、地域防災力のかなめである消防団の活

性化及び消防団員の士気高揚を図るため、消防

団員等の表彰や消防大会等のイベントの開催、

県消防協会等関係団体との連携等に要する経費

であります。

４の消防団に新しい力を！事業につきまして

は、消防団員の加入促進を図るために、消防団

の将来像や課題について、団員等が意見交換を

行う機会を設けるとともに、消防団広報紙や団

員募集チラシの作成、また、テレビＣＭなどの

広報に要する経費であります。

次の（事項）予防指導費1,663万4,000円であ

ります。これは、消防設備士に対する再講習や

危険物取扱者に対する免状交付及び講習等に要

する経費であります。

次の（事項）消防学校費5,979万6,000円であ

ります。これは、消防職員、消防団員等を対象

に、消防学校で教育訓練を実施するために要す

る経費であります。

説明欄４の消防学校訓練機能強化事業は、国

の運営基準に基づいた資機材整備等を計画的に

行い、消防学校の教育訓練の充実を図るもので

あります。

121ページをごらんください。

次の（事項）火薬類取締費63万9,000円、また、
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次の（事項）高圧ガス保安対策費525万4,000円、

一番下の（事項）電気保安対策費70万3,000円に

ついては、それぞれ火薬、高圧ガス、電気工事

業に関する許認可や保安指導等に要する経費で

あります。

次に、委員会資料で御説明いたします。

総務政策常任委員会資料の27ページをお開き

ください。

改善事業のみやざき消防力充実強化事業であ

ります。

まず、１の事業の目的・背景でありますが、

将来の発生が危惧されております南海トラフ地

震や近年激甚化する風水害、大規模な火災など、

災害発生時の消防防災活動に必要な資機材等の

整備を促進するとともに、緊急消防援助隊の訓

練を行うことにより、県内の消防力の充実強化

を図るものであります。

２の事業の概要でありますが、予算額は3,674

万6,000円で、財源は、宮崎県大規模災害対策基

金及び県単独費で、事業期間は平成31年度から

２年間であります。

事業内容につきましては、①の市町村補助事

業は、災害活動時の消防団員の安全性を高める

ために必要な資機材や災害防御用資機材、救助

用資機材のほか、女性消防団員の活動に要する

資機材等を、市町村や消防本部等が整備する際

に、２分の１から４分の１の補助を行うことに

より、これらの資機材等の整備を促進するもの

であります。②の県の事業は、緊急消防援助隊

につきまして、県総合防災訓練での仮設施設の

設置や、来年度本県で開催されます九州ブロッ

ク合同訓練のための防災服の更新等に要する経

費であります。

３の事業の効果でありますが、当該事業を実

施することにより、市町村の消防力が一層強化

され、災害に強い安心で安全な地域社会の構築

が可能となるものと考えております。

次に、１枚めくっていただきまして、委員会

資料の28ページをごらんください。

債務負担行為の追加であります。

表の一番下の段の防災情報通信機器移設整備

事業でありますが、これは、防災拠点庁舎整備

にあわせ、１号館設置の防災行政無線設備、災

害対策用情報通信機器を移設するもので、31年

度に関連工事を発注することとしておりますが、

全ての工事が防災拠点庁舎の本体工事完了後の

施工となりますことから、31年度から32年度に

かけての事業実施をお願いするものであり、６

億7,888万1,000円を計上しております。

次に、別冊の資料に移っていただきまして、

決算特別委員会の指摘要望事項に関する対応状

況という資料の２ページをごらんください。

個別的指摘要望事項としまして、消防団員の

確保につきまして、関係市町村に対し消防団の

活動実態等の住民への周知や団員報酬の格差の

縮小など、必要な助言等を行うよう要望があり

ました。

この要望への対応状況について御報告いたし

ます。

消防団員数は、本県のみならず、全国的にも

減少傾向にありますが、消防団は地域防災のか

なめであり、団員の確保は大変重要な課題であ

ると重く受けとめております。県といたしまし

ても、消防団広報紙及び消防団員募集チラシ

─このタイトルは「ダン」と言うものでござ

います─を作成し、県民に対して消防団の重

要性や魅力を発信してまいりましたが、今年度

から従来の配布先に加えまして、自治公民館等

に配布するなど情報発信の強化に努めることと

したところであります。
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御指摘のございました活動可能な団員数の把

握、自治会を通じた住民への活動実態等の周知

及び消防団員の処遇改善。この処遇改善につき

ましては、既に市町村宛に依頼文書を発出して

おりますが、今後ともさまざまな機会を捉えま

して、各市町村に対して、必要な働きかけを行っ

てまいりたいと考えております。

また、昨日の委員会でも御報告申し上げまし

た、みやざき消防団の日の制定を機に、広く県

民に対しまして、消防団の重要性や感謝を訴え

ていくことにより、消防団員の士気高揚や消防

団への加入促進を図っていきたいと考えており

ます。

消防保安課は以上でございます。

○松村委員長 各課長の説明が終了いたしまし

た。議案について、質疑はありませんか。

○右松委員 委員会資料の25ページで、危機管

理課なんですが、予算額2,566万2,000円という

ことで、その中で、自主防災組織の活動強化と

いうことが出ていまして、私、８年前に一般質

問で自主防災組織の組織率についても伺ったこ

とがございました。当時は、東日本大震災の直

後だったもんですから、非常に意識が高い中で、

８年前に調べた際に、この組織率に関しては26

市町村でかなり大きな差があったと記憶してい

まして、その後、いろいろと取り組みを進めて

いく中で、県の目標は達成したというふうに私

は認識しています。そこがもし間違っていたら

あれですけど。その後、26市町村での組織率の

格差というか、その辺はどうなっていますでしょ

うか。縮まっているのかどうか。そこをちょっ

と教えてもらうとありがたいです。個別の市町

村はいいです。

○髙林危機管理局長 市町村間の格差について

は、今ちょっと手元にないんですが、大分縮まっ

ているというようなことは聞いております。ち

なみに、平成30年４月１日現在では、自主防災

組織の組織率は、本県は86.8％ということで、

全国では28位ぐらいの状況にはなっております。

前回29年度が83.9％ですから、それから向上し

ている状況でございます。

○右松委員 あの当時、８年前に数％台と100％

だったと思いますけれど、かなり開きがあった

んですよね。いろんな理由があろうかと思って

いるんですけれど、その差が縮まってきたとい

うことで、組織率の定義というものも、きちっ

と市町村によってそれが理解されているのかど

うか、そのあたりもちょっと気になったところ

でございました。

以前もちょっと話したかもしれませんけれど、

私の地元の自主防災組織で、救助班とか、誘導

班とか、あるいは炊き出し班とか、いろいろ班

構成をしていまして、自治会の班長がそこに割

り当てられると。私のところでは、年に２回防

災訓練をやっていまして、地震が発生して、避

難所に指定されているところまでに到達する時

間まで実際にはかって、それで、年配の方とか、

足の悪い方とかは誰かが一緒に介添していって

といった訓練もしています。そういった組織率

の定義と、それから、そういった訓練も含めて、

これは市町村にかなり周知はされてきていると

いうか、活動も広がってきていると認識してよ

ろしいでしょうか。

○髙林危機管理局長 まず一つが、組織率の定

義でございますが、この自主防災組織のカバー

率といいますか、組織されている地域の世帯数

を管内の世帯数で割るという定義につきまして

は、自主防災組織の報告がうちにも上がってい

る関係で、そこでチェック等をやったりとかし

ておりますので、そこは大分周知されたんでは
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ないかと思っております。

また、自主防災組織のカバーをするための活

動とかにつきましては、今出たように、避難訓

練とかされているところがございます。それに

つきましては、例えば、うちで実施しておりま

す防災士養成というものがございますが、この

防災士の方々が各地区に出前講座という形で

行ったりとか、訓練に参加したりして、その地

域の方にアドバイスをしていく形で、防災力を

高めるような取り組みはしているところでござ

います。

○右松委員 わかりました。防災士も順調に数

が伸びていると認識していますので、ぜひ今後

とも引き続き取り組んでいただきたいと。

それから、最後にもう一点ですけれど、指摘

要望事項に関する対応状況で、２ページの先ほ

どの消防団員の確保の面で、今年度から従来の

配布先に加えて、地域の自治公民館等に消防団

広報紙及び消防団員募集チラシを配布すること

など、情報発信の強化に努めることとしました

ということで、大変ありがたく思っているとこ

ろでございます。

私も現役の消防団員をやってますが、やっぱ

り消防団って、地域防災力の向上に間違いなく

プラスになるんですよね。消防水利の点検とか

を、私たちは日常的に、定期的にやっています。

すぐ消防水利が使えるようにそういった点検を

したりとかですね。そこの住民には余り知られ

ていないそういった活動も我々はやっているも

んですから、そういった面では、やはりそういっ

たところも周知をしてもらうと、消防団の意義

というか、いざというときにやはり役に立つと

いう、その辺の安心感も与えることができます

ので、ぜひこの取り組みは進めていただきたい。

このチラシの内容とかについて、ちょっと詳し

いことを、もし今わかれば教えてもらえるとあ

りがたいんですけれども。大変ありがたい取り

組みだなと思って、ぜひよろしくお願いします。

○室屋消防保安課長 先ほど申しました消防団

の加入のための広報、啓発用のチラシにつきま

しては、消防団の活動全般について掲載しまし

て、大学生・高校生全員に配布しているところ

でございます。

それと、広報紙「ＤＡＮ！！」につきまして

は、今年度は年２回発行いたしまして、内容に

つきましては、出初め式の状況ですとか、操法

大会の状況、それと、各支部で、各消防団で実

施されております催し等について委託先が取材

をしまして、それにつきまして広報紙として発

行しているというような状況でございます。

○井本委員 消防団、感謝の日とかつくるんで

しょう。いいことだなと思うんですが、とにか

く消防団の人たちがみんなから感謝されている

という、これがやっぱりやりがいですよ。だか

ら、感謝をする日はその日ですばらしいんだけ

れど、やっぱり何らかの形で、もうちょっと具

体的に形にあらわさないといかんのやないかな

という気がするんだけれど。日を定めたら、そ

れで終わりじゃなくて、何かセレモニーなり、

あるいは、できたら市あるいは公民館単位ぐら

いで、もうちょっと具体的に形をあらわせんか

な。そのことは今度、市町村のやることになる

から、どうなるかはわからんけれど、単なる日

を定めるだけやなくて、もうちょっと形をあら

わせんもんかなと。そのための予算とかは今回

はないのか。

○室屋消防保安課長 具体的にいろいろ検討し

たところではございますけれども、今回、消防

団の日につきましては、消防大会の日に決定し

ていただきまして、来年度から具体的な周知徹
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底を図っていきたいと考えているところでござ

います。特別な予算は、現在のところ組んでご

ざいません。

○井本委員 わかりました。

危機管理課なんだけれど、延岡が、タワーが

少ないとしょっちゅう言われる。隣の日向とか

比べると。それで、数がえらい少ないらしいん

だけれど、これも延岡市がやることだから、しょ

うがないということになるのか。

○髙林危機管理局長 津波避難タワー等につき

ましては、津波の浸水区域からすぐに出れない

方についてタワーに避難していただくんですが、

その地域の人数を考えた上で積算をされている

ものだとは思っておりますけれど、それぞれの

市町村で考えた上でしているものだと思ってい

るところでございます。

○井本委員 恐らくそんな返事だろうと思った

んだけれど、やっぱり日向がえらい多いんだよ

ね。20か30かあって、それで、延岡が２つか３

つしかないというもんだから、それでみんなが

言われるんだよ。もうちょっとこっちからも啓

蒙してやるようなことはできんのかな。

○髙林危機管理局長 例えば、避難する場合に

は、津波避難タワーだけではなくて、津波避難

ビルでありますとか、高台とかというのがござ

いまして、そちらもそれぞれの市町村とかで整

備しておりますんで、それを合わせますと、沿

岸市町の方が避難できる数はカバーしている状

況ではございます。

○井本委員 もう一つ。学校とか県営住宅なん

かを避難ビルにしているんだ。そうすると、屋

上に上れんというわけよね。確かに踊り場ぐら

いに集まってもよ、３階、４階の踊り場なんて

狭いもんだわ。やっぱり上に上がらんといかん

と言うんだけれど、上に上がるすべがないとい

うね。あの辺はどういうふうに考えているの。

○髙林危機管理局長 今、委員の御質問の関係

を、そこまで具体的には私たちも把握しており

ませんでしたので、それについては、ちょっと

市町村にもこういったお話があったということ

で、つないでおきたいと思います。

○井本委員 いやいや、県営住宅なんかは、せ

めて県が把握しとかんといかんちゃねえか。そ

の辺はどうなの。

○髙林危機管理局長 済みません。今現在、そ

こまで把握しておりませんでしたので、県営住

宅の担当のところとその辺については話をした

いと思います。

○井本委員 だから、あそこの３階、４階の踊

り場辺に逃げても５人か10人ぐらいしか。屋上

まで上る訓練をしとかんと、何のためのあれか

というね。

○髙林危機管理局長 県営住宅につきましては、

屋上に限らず、それぞれのフロアで使える面積

を算出して、そこは何人という形で考慮をして

いるとは聞いております。

○井本委員 本当に踊り場なんか10人ぐらいに

なればいっぱいだわ、みんなわーっとかけてき

たらどうするの。その辺の住民の人がそうやっ

て言うんだけれどね。あんなところ、何で上に

上がれんのだろうね。ぽんと上まで上がれる工

面をしていれば簡単だがねという話をね。

○髙林危機管理局長 各公営住宅については、

それぞれの面積から人数を割り出していると思

いますけれど、そのほかの避難ビルとかいった

面もあると思いますので、そちらもありますと

いうような周知といいますか、そういった面が

逆に必要になるのではないかなとは考えており

ます。

○井本委員 屋上を開放するのは、そんな難し
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いことなのか。難しいことなら、私もあまり言

わんのやけれど、そんな難しいこっちゃないん

じゃないかと思うから言うんだよね。だーっと

来たとき、緊急避難の時期は、みんなどこに逃

げていくやら。それこそどんな逃げ方するかわ

からんわけやから、やっぱりある程度余裕がな

いとよ。屋上だったら、だーっと上がっていけ

ばいいわけやからよね。屋上をそういうふうに

開放するのが難しいというなら、しょうがない

んだけれども、そんな難しい話じゃないんやな

いかと思うから言うんだよ。

○髙林危機管理局長 私も若いときに県営住宅

に住んでおりましたけれど、屋上に上がるため

には、たしか外からはしごとかで上がっていっ

たと思います。最近のはちょっとわかりません

けれど。

○井本委員 ちょっと研究してみて。

○髙林危機管理局長 はい。それは土木サイド

のほうにも、こういう話があったことについて

お伝えしていきたいと思います。

○緒嶋委員 今のお話やけれど、避難タワーと

か避難ビルというのは、地域に住んでいる人が

それをわからにゃいかんわけですよね。じゃか

ら、標識をつくって、このビルは避難ビルです

とか、その地域の人がわかることが一番。どこ

に避難していいかわからんのが一番困るわけ。

だから、そういう標識をぴしゃっとして、避難

タワーですとか避難ビルを―県営住宅でも避

難できるなら、県営住宅も屋上は避難場所です

とか明示せんと、そういうとき、何もわかるも

んがないままに避難することはできない。右往

左往するということになる。だから、それはも

うハードというよりも、ソフト面でそういうも

のを地域住民に周知するということ。やっぱり

自分で自分を守るというのが防災の一番原点

じゃから、そういう点では、どこに避難してい

いかと右往左往するのが一番困るわけですね。

地震が起きたら、自分のところの避難はあちら

あたりがいいとかいうのを、日ごろから頭の中

に入っておかにゃいかん。それから、そういう

標識をできるだけつくるということ。そして、

今、海抜何メーターとかいうのはあるけれど、

どこに避難していいかというのを地域住民に徹

底するようなものをやるべきだと思います。

それから次は、宮崎消防力充実強化事業。こ

れは、国土強靭化みたいな感じにもとれんこと

はないのですが、今度の７兆円の中では、消防

力強化、こういうのには充当できるわけですか

ね。国土強靭化というか、人を守るという意味

で。強靭化という意味は、やっぱり人を守ると

いうのが前提での強靭化だと思うんですが、こ

ういうのには充当できんのか。

○室屋消防保安課長 今回の宮崎消防力充実強

化事業は、国のその政策とは別ということで現

在対応しています。

○緒嶋委員 わかりました。

ところで、市町村から消防車の更新とか、い

ろいろ機材の充実とかいう要望があると思うの

ですが―消防署からもあるかもしれませんけ

れどもが、市町村から県に対して、こういう補

助をいただきたいというような要望はどの程度

来るわけですか。やはり毎年来る中で、なかな

か全てを充足することはできんのじゃないかと

思うんですけれど、その実態はどうなっている

わけですか。

○室屋消防保安課長 具体的に……。執行につ

きましては、ほぼ満額執行しております。これ

は、前年度の違う事業ですけれども、同じよう

な機材の整備事業でございまして、これにつき

ましては、満額執行しております。
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○緒嶋委員 満額というのは、予算の範囲で満

額だと思うんです。要望が、満額と言われる以

上に、もう次年度繰り越しというような感じで

あるのかどうか。繰り越しというのは、もう予

算の範囲内だから、何でもじゃけれど、100％は

充足できるわけですよね。そういう要望がどの

程度あるのかということで。

○室屋消防保安課長 市町村の要望は、※１ほ

ぼ100％ということでございます。

○緒嶋委員 100％。そうですか。それはありが

たいことじゃから、まあ市町村は遠慮して要望

をしとるかもわかりませんけれども、できるだ

けそういう要望には応えてほしいなと思います。

それと、先ほどありました被災者生活再建支

援基金拠出事業は、拠出することは基金をでき

るだけ充実させるために必要じゃけれど、どう

いうルールで災害に遭った人に給付されるわけ

ですか。

○髙林危機管理局長 被災者生活再建支援基金

からの拠出につきましては、まず、その災害が

宮崎県とか宮崎市で該当するかというのが基準

になります。例えば、災害救助法の施行令の第

１条、第１項、第１号で該当した場合─例え

ば、人口5,000人未満の市町村につきましては、30

世帯以上の世帯が全壊したとかという場合につ

きましては、そこの地区の方が対象になるわけ

なんですが、その際には、まず申請をしていた

だいて、市町村から県に上がって、それから、

公益財団法人都道府県センターという基金を管

理しているところがございます。そこに申請し

て支給されるんですが、その額につきましては、

例えば、基礎の支援金といたしまして、全壊世

帯に対しましては100万円。さらに加算支援金と

いたしまして、住宅を建設したりとか購入した

場合には１世帯当たり200万ということで、この

世帯については、あわせて300万渡るということ

になります。また、全壊をしたんだけれど、賃

貸住宅に入ったりとかいうときについては50万

円を支給ということで、150万円の支給とか、そ

ういう支給の流れになっております。それぞれ

の世帯に支給されることになっております。

○緒嶋委員 宮崎県でこれに該当したような災

害というのは、どういうのがあるわけですか。

○髙林危機管理局長 これまでに支給した実績

につきましては、平成17年の台風14号、それと、

平成18年の台風13号等がございます。それ以降

については、支給対象の実績はございません。

○緒嶋委員 それと、宮崎県大規模災害対策基

金は、どういう形で基金を積み立てるとですか

ね。

○髙林危機管理局長 大規模災害対策基金につ

きましては、一番最初は平成25年に、東日本大

震災の発生のときに、最初は※２東日本大震災被

災者支援基金として設立されておりました。当

初５億円で基金を造成されておりました。その

後、27年度に、災害等に的確に対応できる人材

育成でありますとか、広域連携体制の整備等を

前倒しで実施して、防災・減災対策の強化を図っ

ていくために、27億円を追加して造成されたも

のでございます。

○緒嶋委員 これは県費で基金をつくったのか。

○髙林危機管理局長 県費でございます。

○緒嶋委員 であれば、ことし基金を１億余り

取り崩したと思ってるけれども、基金はあとど

のくらい残っとるわけですか。

○髙林危機管理局長 見込みでございますが、30

年度末で14億3,600万ほど残る見込みでございま

す。

※１ 105ページに訂正発言あり

※２ 次ページに訂正発言あり
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○緒嶋委員 これは、できるだけ有効活用する

のが一番だと思いますので、消防力の充実とか、

そのほかのことについても、できるだけ有効に

活用して、万が一の南海トラフを含め、いろい

ろな災害に対応する努力はぜひやってほしいと

要望しておきます。

○髙林危機管理局長 先ほど私は、25年度に東

日本大震災被災者等支援基金と申しましたが、

もう25年度から宮崎県大規模災害対策基金の名

称でございましたので、訂正をさせていただき

ます。

それと、先ほど緒嶋委員から、避難経路等の

案内等が必要だというお話がございました。そ

れにつきましては、実は、減災力強化推進事業

というのが114ページの14番にございます。ここ

の中で、市町村が避難路について表示板を立て

たりとかしたものについて、県が補助をする形

にはしておりますので、また市町村にもそういっ

たことがあったら点検して、こういったものを

利用してもらうように周知していきたいと考え

ております。

○緒嶋委員 ぜひやってください。

○武田委員 予算説明資料の危機管理課の115ペ

ージの国民保護推進事業費が、前年が713万9,000

円から今年度が249万3,000円に大幅に下がって

いるので、その要因を教えてください。

それと、消防保安課の119ページの航空消防防

災推進事業費も、前年の２億5,900万から１

億8,600万に大きく下がっているので、その要因

をお願いします。

それと、120ページの消防学校費が、前年8,100

万から本年5,900万と、ここも下がっているので、

その要因をお願いします。

○髙林危機管理局長 国民保護推進事業費が31

年度大幅に減になっている理由でございますが、

実は、30年度はことしの１月31日に国民保護の

実動訓練を実施いたしました。これは、消防庁、

国、県、防災関係機関とともに、イオンモール

宮崎、ＪＲ宮崎、コテージ・ヒムカ等で実際の

テロを想定した訓練を行いましたので、30年度

は予算が大きくなっておりますが、31年度に関

しましては、そういった訓練を行わず、検証活

動を行っていくということですので、31年度は

予算が減になっているということでございます。

○室屋消防保安課長 まず、航空消防防災推進

事業費の減の理由でございます。これにつきま

しては、本年度、防災ヘリの５年点検の時期と

重なっておりまして、この５年点検は、３カ月

の運休で点検を実施するものでございます。こ

の点検の委託料と、かわりのヘリのリースで今

年度9,153万円計上しておりましたが、これが来

年度はございませんので、その分の減でござい

ます。

もう一件、消防学校の減の理由でございます。

これは、本館空調改修工事が終了したことか

ら、2,400万余の減額となっております。

○武田委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

次に、先ほどから出ている宮崎消防力充実事

業なんですが、消防団の活動で、大規模災害、

津波等の災害のときに、他県の事例を見ますと、

バイク隊であるとか、そういうものが。津波と

か家が倒壊した場合になかなか車で入っていけ

ないということで、バイク隊というのを組織さ

れているところがあるようなんですが、県内に

おいては、そういう事例はないでしょうか。

○室屋消防保安課長 通常そのようなバイク隊

等は、機能別消防団というふうに呼ぶんですけ

れども、※バイク隊については、宮崎市の消防団

※次ページに訂正発言あり
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で組織されております。

○武田委員 消防団とか、自主防災組織である

とか、防災士のリーダー育成等々も含めたとき

に、消防団の団員を募集するときに、やっぱり

今の20代、30代の方から見て格好いいと思える

のが必要だと。先ほどから出ているように、消

防団ってすごいんだよとか、一生懸命頑張って

いるんだよ、裏方でこんなに頑張っているとい

うのを見せることも必要だし、プラス、若い方

々が防災士であったり、自主防災組織であった

り、消防団に、構成組織に入っていただくため

には、やはり格好よさも必要だと思うんですね。

さっきのバイク隊については、バイクに乗って

月に１回とか２カ月ぐらい練習するとか。あと、

ユニフォーム、作業着も、僕たちがいたころか

ら比べると、最近の消防服は大分格好よくなっ

たなと思うんですが、でも、最近、作業をされ

ている民間の作業員の方もそうですね。もっと

体にフィットした形の作業服というか、防災服

が今主流になってきているんじゃないかなと思

うんですよね。だから、そこらあたりを含めて、

防災士、自主防災組織のメンバー、そして消防

団という形で、バイク組織というのはちょっと

格好いいですよね。若い人から見ると、バイク

に乗れるのというのもあるだろうし、それを県

内全部にやれという話じゃなくて、そういう形

の切り口からの消防団員募集であるとか、そう

いうのもあるんじゃないかと思うんですが、い

かがでしょうかね。

○室屋消防保安課長 まず最初に、先ほどの答

弁の訂正をお願いしたいと思います。

宮崎市は水上バイク隊でございまして、通常

のバイクにつきましては、高千穂とえびのが持っ

ておるということでございます。お詫びと訂正

を申し上げます。

今委員の御指摘にありますバイク等の切り口

については、消防団員の確保について非常に有

効と思いますので、そのようなものにつきまし

て整備したいというようなことがございました

ら、積極的に補助をしたいというふうに考えて

おります。

○武田委員 ありがとうございます。

それと、防災士、地域防災リーダーの育成、

まあ防災士なんですが、うちだけかもしれませ

んけれど、串間でそういう研修に参加したりす

ると、結構平均年齢が高いような気がしている

んです。宮崎市とか都城市なんかはまだ若い方

が多いのかもしれませんけれど、若手の市町村

の職員であるとか、商工会議所さんとか、地域

ＪＡさんとか、そういうところに働きかけて、

または消防団とかに働きかけて、できれば若い

方を防災士であったりとか、地域リーダーとし

て育てていくような方向性は、今のところはな

いんでしょうかね。

○髙林危機管理局長 委員のお話がありました

とおり、防災士の平均年齢は今50.3歳というこ

とで、年代別を見ますと、40代以上の方が、40

代、50代、60代の方がやっぱり多い状況でござ

います。あと20代については、少ない状況でも

あります。ということで、防災士につきまして

は、危機管理局におきましても、目標といたし

まして、人口の１％程度は将来的には確保した

いと考えております。

また、女性につきましても、お聞きしますと、

家庭での防災知識を持っていると、避難をする

ときとか、いろんなときに必要な知識がつくと

いうことで、女性で資格を取られる方も多くなっ

ておりますので、いずれにいたしましても、防

災士をこれからまたどんどん確保するために、

いろんな取り組みをしていきたいと考えており



- 103 -

平成31年３月７日(木)

ます。

○武田委員 ありがとうございます。

○前屋敷委員 総務事務センターにお願いしま

す。110ページの上のところ、健康管理費の３番

になりますが、職員のメンタルヘルスケア総合

支援事業が新年度は増額になっているんですが、

かなり中身の充実が図られることだろうと思う

んですけれど、具体的にどういう中身になるの

か教えてください。

○佐藤総務事務センター課長 メンタルヘルス

事業につきましては、その重要性を認識してお

りますので、充実させていきたいと思っており

ます。

まず初めに、啓発事業といたしまして、啓発

と、あと研修をしております。指定年齢とか管

理監督者への研修、新規採用職員の研修等を行っ

ております。

それと、年に１回ストレスチェックをしてお

りますけれども、それを利用しまして、職場の

改善に生かせるような研修を今年度実施したと

ころでございます。

あと、全職員へパンフレット等も配るなどし

ております。

あと、二次予防といたしまして、心の相談員

を５名配置しまして、各地区にも配置するなど

して、職員へのきめ細かな相談事業に応じる体

制としているところでございます。

また、三次予防といたしまして、病休・休職

をされている方が復帰するための復職支援会議

等を実施しておりますし、また、その方がスム

ーズに復帰できますように、復帰される方の職

場に対して、復帰前の職場研修等を今年度から

実施したところでございます。

○前屋敷委員 必要なことだと思います。メン

タル的には、やはり相談窓口といいますか、そ

ういうところがもうどうしても必要だなと。

ちょっと異変を感じたときに、すぐ相談できる

ような体制がどうしても必要だなと思っており

ましたので、ぜひ充実強化を図っていただきた

いと思います。

○佐藤総務事務センター課長 済みません。い

ろいろ事業も充実したんですけれども、心の相

談員の人件費を、今まで人事課で計上しており

ましたのを、本年度からこちらの事業で計上い

たしましたので、その分がふえているというこ

とで、心の相談員５名分のうちの３名を計上し

てふえているということになります。

○前屋敷委員 じゃあ事業内容としては、これ

までも進めておられたということですね。

○佐藤総務事務センター課長 進めておりまし

たが、今年度は２件ほど、先ほどいいましたよ

うに、職場環境改善研修とか、職場復帰前の研

修とかを強化したところでございます。

○前屋敷委員 よろしくお願いします。

危機管理課でお願いします。115ページの災害

救助事業費で、１番の災害救助法に伴う救助費

が増額になっているんですけれども、これは、

どういうところがどういった内容で充実を図ら

れるのか。

○髙林危機管理局長 災害救助事業費の増額の

理由でございますが、一番大きな要因といたし

ましては、備蓄品を備蓄しております。その関

係で、31年度は毛布を備蓄をすることを予定を

しておりまして、その単価がふえたために、今

回ちょっと大きくふえております。

○前屋敷委員 今、毛布ということだったんで

すけれど、毛布に関して言えば、現在どの程度

備蓄があるんですか。

○髙林危機管理局長 備蓄につきましては、ま

ず基本計画で、備蓄の期間を平成29年度から33
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年度までの５カ年で予定しております。それ

で、29、30ということで、１月23日現在でござ

いますが、毛布につきましては、まだ１万4,400

枚でございます。最終的には７万1,200枚程度備

蓄を計画することにしておりまして、そういっ

たものを順次進めて、年や買うものによって単

価が増減しますので、ちょっと増減することが

あるかと思います。

○前屋敷委員 わかりました。

○ 原委員 簡単に聞きます。総務事務センタ

ーかどうかわかりませんが、110ページのところ

で、健康増進とか、保健体育とか、先ほどもメ

ンタルヘルスのことがありましたが、この県庁

の中にシャワー設備は何カ所あるもんですか。

○佐藤総務事務センター課長 シャワー室につ

きましては、保健体育施設に健康プラザという

のがございますが、そこに男女の更衣室があり

まして、その中に温水の出るシャワー室があり

ます。それと、そういう健康管理の施設がある

んですけれども、ほかに庁舎の地下にもシャワ

ー室があります。

○ 原委員 それは、かなりキャパとしては

―例えば、昼休み時間に運動したりとか、散

歩をしたりとか、例えば、朝、これから自転車

もだんだんとメジャーになってくると思います

けれど、あるいは歩いてきたりとか、健康づく

りですよね。そういうことで、例えば、自転車

通勤をする職員さんとかがふえてくる。シャワ

ーを浴びてから、もう一回仕事に。昼は、ミニ

バレーでも何でもいいけれど、自分なりの運動

をして、またシャワーを浴びると。そういう動

きというか、もうそれがだんだんと都会のほう

では進んできていて、県庁はどうなのかなとい

うことで今質問をしたんだけれど、今の答弁か

らいくと、かなり少ないようでございますが、

シャワーの使い勝手がいいのかどうか、いかが

なもんでございましょうかね。

○佐藤総務事務センター課長 お昼休みにミニ

バレーをしたりとか、体育館を利用した方はシャ

ワー室を利用しておりますが、数に不足がある

というようなことは今のところはなくて、朝通

勤されてきた方も、そこを利用することはでき

るようになっておりますので、利用は可能だと

考えておるところです。

○ 原委員 課長を責めているんじゃないんで

すよ。恐らくこれもちょっと上でよく考えない

といけないことだと思うんだけれど、将来に向

けてもうちょっとあってもいいような、そんな

気がします。御検討をいただくとありがたいな

と思っています。

それから、トイレですよね。今、中国でも、

昔は劣悪な環境の中にトイレがあるということ

で、世界的に有名でしたけれども、今、習近平

さんが号令をかけて、トイレ革命だなんて言っ

て、日本のトイレが大分輸出されているようで

すけれど、この議会棟は、もう全てかな。全て

じゃないですけれど、ウォシュレットになって

います。行政棟のほうに行くと、たまにウォシュ

レットもあるけれど、あとは昔のジャパニーズ

スタイルが大半なんですが、もうそろそろこう

いうトイレとかも、トイレは市町村の文化度の

バロメーターだと言う人もいたりしているわけ

ですけれど、県庁のトイレは、狭いところで、

かなり劣悪な環境だなと思って。そのあたりの

部長の御見解はどうですか。

○畑山総務部長 私は……。そうですね。（笑声）

使うときには、比較的広いいいトイレを目がけ

て使うようにしておりますので、私自身、比較

的それで困ったということはないんですが、た

だ、フロアによって見ていくと、なかなか古かっ
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たり、１基しかなかったりとかいうところはあ

りますが、おおむね洋式でウォシュレットがあ

るとかという形にはなってきていると思うので、

それは引き続き充実を図っていきたいと思って

おります。やはり観光施設でもそうですし、こ

ういう庁舎もそうですけれども、トイレがどう

いうような状況かというのは非常に大きな印象

を、与える印象も違ってきますので、県庁もい

ろいろと開かれた形で、内部のツアーをするた

めの施設も少しずつ整えたり、いろんな掲示板

なんかもつくっていますが、一方で、トイレに

ついても、あわせてしっかりと充実をこれから

も図っていきたいと思っております。

○ 原委員 職場環境の改善という視点からぜ

ひやっていただくと、また皆さんが仕事に精が

出るんじゃないかなと思います。念のために聞

きますが、防災拠点庁舎のトイレはどうなって

いますか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 トイレについて

は、大のほうなんですけれども、基本的には洋

式に一応なっております。ただ、職員にアンケ

ートをとったときに、どうしても一部は和式を

残してほしいということがありまして、奇数階

に男女１つずつ設けております。

○ 原委員 広さはどうなりますか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 広さは、十分規

格以上に広いと思います。

○ 原委員 その洋式は、全部ウォシュレット

ですか。

○楠田防災拠点庁舎整備室長 ウォシュレット

です。最新バージョンになっております。

○ 原委員 日本人が相撲が弱くなったのは、

和式を使わなくなったからだという指摘もあり

ますから、逆に和式が健康増進の部分もあるか

もしれないけれども、しかし、そうは言いなが

らも、今のこの世の中の潮流を見ると、トイレ

はそちらのほうに少しずつ変えていったほうが

いいのかなと思いますので、また長いスパンで

御検討いただくといいかなと思っています。意

見として申し上げておきたいと思います。

○室屋消防保安課長 先ほどの答弁につきまし

て、追加と修正をお願いしたいと思います。

改善事業の宮崎消防力充実強化事業の市町村

への補助状況につきまして、緒嶋委員から御質

問がございまして、ほぼ100％ということで答弁

いたしましたが、詳細が判明いたしましたので。

平成28年度が96％、平成29年度が94％というこ

とでございますので、訂正いたします。よろし

くお願いします。

○井本委員 職員のメンタルヘルスで総務事務

センターか。前、私が本会議場でマインドフル

ネス瞑想を考えてみたらどうだという質問をし

て、研究してみますということだったんだけれ

ど、はっきり言って、グーグルとか、アマゾン

とか、ああいう大きなところのほとんどはマイ

ンドフルネス瞑想というのを会社で取り上げて、

それこそメンタルヘルスのためにやっているん

だよね。そんなのは、そちらではあれ以来研究

しているのかなと思ってね。どうですか。

○佐藤総務事務センター課長 メンタルヘルス

に対して、マインドフルネス瞑想とか、そうい

うのもいいというふうにお聞きしております。

今、うちのほうでは、新規採用職員には取り組

みやすいように笑いヨガというのを取り入れた

研修もしておりまして、委員がおっしゃったよ

うな方法も今後検討していきたいと思います。

○横山財産総合管理課長 先ほどの 原委員か

ら部長に質問があった件ですが、庁内の洋式ト

イレの率でございます。本庁舎は１号館から10

号館までございますが、便器数が228、洋便器
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が158で、約70％が洋式化されております。あと、

出先庁舎につきましても75％が洋式化されてい

て、洋式便所になっているものについてはほぼ

全て温水便座のものになっております。

和式トイレを残しておりますのは、先ほど整

備室長が申し上げたとおり、洋式便所を使いた

くないという方が中にはおられます。直接肌が

触れるのがとかいう理由のようですけれども、

そういった希望もありますことから、３つに１

つだとか、複数個に１個は和式便所を残すとい

うように今しているところであります。補足を

いたします。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で、第３班の審

査を終了いたしました。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○田村行政改革推進室長 行政改革推進室から

２件報告させていただきます。

委員会資料の33ページをお願いします。

平成31年４月１日付の組織改正案について御

説明いたします。

まず、１の基本的な考え方ですが、今回の組

織改正は、組織の簡素効率化に配慮しつつ、み

やざき行財政改革プランに位置づけている行政

需要等の変化に対応した組織体制の整備などの

観点を踏まえまして、所要の改正を行うもので

ございます。

次に、２の主な組織改正の内容ですが、枠囲

みの中の３件となります。個別に説明しますの

で、まず、34ページをお開きください。

初めに、国民文化祭・障害者芸術文化祭課の

設置でございます。来年の10月から12月にかけ

て開催します第35回国民文化祭・みやざき2020

及び第20回全国障害者芸術・文化祭みやざき大

会に向けた準備体制を構築するため、下の組織

図では、上の段が今の組織で、下の段が改正後

になりますけれど、総合政策部のみやざき文化

振興課の業務を再編しまして、国民文化祭・障

害者芸術文化祭課を新たに設置いたします。あ

わせて、記紀編さん記念事業推進室を移管しま

して、記紀編さん1300年記念事業の集大成とし

た取り組みを効果的・効率的に展開できる体制

を整えてまいります。

次に、35ページをごらんください。

２巡目宮崎国体関連の改正が２点ございます。

まず、国民スポーツ大会準備課でございます

が、スポーツ基本法の改正に伴いまして、2023

年の佐賀大会から国民体育大会が国民スポーツ

大会に名称変更されるため、総合政策部の国体

準備課を国民スポーツ大会準備課に改称いたし

ます。

続いて、営繕課スポーツ施設担当でございま

すが、国民スポーツ大会関連施設の整備を円滑

に行うため、下の組織図にありますとおり、県

土整備部の営繕課に、建設工事を担当するスポ

ーツ施設担当を新たに設置するものであります。

次に、36ページをお開きください。

林業技術センター管理・林業大学校研修課で

ございます。林業の担い手育成として、平成31

年度から実施する予定のみやざき林業大学校担

い手育成総合研修事業の担当課を明確化するた

め、林業技術センターの管理研修課を管理・林

業大学校研修課に改称するものであります。

最後に、お手数ですけれど、33ページにお戻

りください。

下の表になりますけれど、今回の改正に伴う

知事部局の組織数の増減につきましては、全体

で課が１増となっております。
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平成31年度組織改正案についての説明は以上

でございます。

続きまして、委員会資料の37ページをお開き

ください。

新たな行財政改革プランの素案がまとまりま

したので御説明いたします。

素案の本体につきましては別冊１としてお配

りしておりますが、概要について委員会資料で

説明いたします。

まず、１の基本的な内容ですが、限られた人

員・財源の中で多様化・高度化する県民ニーズ

に的確に対応するため、既存の人材やノウハウ

を最大限に活用するための環境整備や徹底した

事務の見直し、新たなＩＣＴの活用などにより、

公務能率の向上を図る働き方改革に重点的に取

り組み、県民本位の行財政改革を推進すること

としております。

そこの丸囲みでございますが、基本理念は、

現行のプランと同様に、県総合計画の基本目標

「未来を築く新しい「ゆたかさ」への挑戦」を

支える持続可能な行財政基盤の確立としており

ます。

また、推進期間は31年度から34年度までの４

年間で、推進体制としましては、知事を本部長

とする行財政改革推進本部を中心に全庁的に取

り組み、その進捗状況を毎年度公表してまいり

ます。

次に、２のプランの体系ですが、改革プログ

ラムとして、視点１から視点４までの大きく４

つの視点で構成しております。このうち、視点

１の効率的で質の高い行政基盤の構築では、行

政運営の信頼を高めるための新たな項目を追加

したほか、視点３の県政運営を支える人材づく

りと働き方改革の推進では、人材の育成・確保

と働き方改革の推進に重点的に取り組みます。

また、引き続き健全な財政運営を行うため、

歳入歳出それぞれに財政健全化に向けた基本的

指針を定めます。

次に、38ページをお開きください。

主な改革プログラムについてまとめておりま

す。

まず、１点目の効率的で質の高い行政基盤の

構築のうち、①の組織体制の見直しについては、

県総合計画の推進や社会経済情勢の変化等への

対応に加え、2026年の国民体育大会及び全国障

害者スポーツ大会の開催に向けた組織体制のあ

り方について検討いたします。

また、②の適正な定員管理につきましては、

これまで大幅な職員数の削減を行ってきたこと

などを踏まえまして、今後とも無駄のない人員

体制を構築しながら、新たな行政ニーズへの弾

力的な対応を図るため、スクラップ・アンド・

ビルドを基本としまして、当面は現在の水準を

上回らない程度で適正な定員管理に努めること

としております。

あわせまして、人口減少などの社会情勢の変

化、危機事象への対応などを考慮した中長期的

な定員管理のあり方についても検討することと

しております。

次に、③の公社等改革の推進につきましては、

新宮崎県公社等改革指針を改訂しまして、改め

て選定した44法人を対象に、引き続き、統廃合

や県の関与のあり方の見直しなどを行ってまい

ります。

そこにあります数値目標につきましては、表

のとおり、平成30年度を基準に対象公社の数を

４法人削減して40法人に、県職員派遣数を13人

削減して85人に、県財政支出総額を14億円削減

して約71億円にそれぞれ削減することとしてお

ります。
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なお、別冊２として新宮崎県公社等改革指針

の改訂案をお配りしておりますので、後ほどご

らんください。

その他、⑤の信頼性を高める行政運営では、

コンプライアンス意識の徹底に取り組みながら、

新たに内部統制制度を導入し、また、適正な公

文書管理にも取り組んでまいります。

さらに、⑥の県政運営の透明性の確保では、

丸の３つ目になりますが、建設工事等における

入札・契約制度の適切な運用として、入札参加

資格申請等における虚偽申請などに厳格に対応

するため、マニュアル等の制定やその適切な運

用に取り組んでまいります。

次に、39ページをごらんください。

２点目の県民ニーズに対応した行政サービス

の提供につきましては、①の県民ニーズを的確

に把握しながら、ＩＣＴの活用等による県民サ

ービスの向上を図るとともに、②のとおり、県

民等との連携・協働に取り組むこととしており

ます。

このほか、③の市町村等との連携では、高齢

者人口がピークを迎えます2040年ごろを見据え

た本県における圏域単位での行政のあり方の検

討などを行うこととしております。

次に、３点目の人材づくりと働き方改革の推

進につきましては、そこの①の人材の育成や優

秀な人材の確保に取り組むとともに、②の女性

が活躍できる職場環境づくり、③のワーク・ラ

イフ・バランスの推進などの誰もが働きやすい

職場づくり、④の公務能率の向上では、事務の

廃止や簡素・効率化、ＲＰＡやＡＩ等の新たな

ＩＣＴを活用した業務改革を推進することとし

ております。

また、４点目の健全な財政基盤の構築と資産

の有効活用につきましては、税収の確保やコス

ト縮減、公共施設等の老朽化対策や県有財産の

売却・貸し付け等の推進などに取り組むことと

しております。

次に、40ページをお開きください。

４の財政健全化指針についてであります。

今後、多額の財政負担が見込まれる中、健全

な財政運営を行うため、（１）にございますとお

り、引き続き、歳入については、自主財源及び

国庫支出金等の有利な財源の確保に努めつつ、

今後の財政状況を勘案した県債発行に取り組み

ます。

また、歳出では、重点化、後年度負担の軽減

に努めるとともに、不断の取り組みとして徹底

した事務事業の見直しを進めていくこととして

おります。

これらの取り組みによりまして、将来を見据

え、（２）に掲げております財政関係２基金残高

の確保、県債残高の抑制、健全化判断比率の維

持を図っていくこととしております。

さらに、（３）にありますとおり、公共施設の

老朽化対策、国体開催に伴う経費等に今後多大

な財政負担が見込まれますことから、適切な時

期に長期的な財政見通しを作成する予定として

おります。

次に、５の今後の予定ですけれど、この素案

につきましては、今月から来月にかけまして行

財政改革懇談会やパブリックコメントを実施し

まして、幅広く県民の皆様の御意見を伺いなが

ら最終案を策定して、６月議会に議案として提

案させていただきたいと考えております。

次に、41ページをごらんください。

プランの数値目標の一覧となっております。

現行のプランよりも４項目多い31項目の数値

目標を掲げております。23番、24番の働き方改

革に関するものや28番の個人県民税の滞納繰越
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額に関するものなどが新たな項目となっており

ます。

最後に、43ページをお開きください。

素案の策定の参考とするために、県職員のア

ンケートを実施しております。それがそちらの

県職員アンケート調査結果の概要でございま

す。11月の当委員会で報告させていただきまし

た県民アンケート調査と同様、９月から10月に

かけて約１カ月間実施しまして、2,000人を超え

る回答がございました。

３の調査結果の概要ですが、（１）の今後の行

財政改革において特に重要だと思うことでは、

半数近い職員が①の事務処理の簡素合理化を挙

げており、次に、適正な定員管理、職員の意識

改革が続いております。（２）では、行財政改革

の推進を阻害する要因について、（３）では、改

善されてきたと思うことなどについて、主な意

見を記載しております。

なお、これらの意見は、県民アンケート調査

の結果とあわせまして素案の取り組みに反映さ

せたところでございます。

説明は以上でございます。よろしくお願いし

ます。

○松村委員長 説明が終了いたしました。その

他報告事項について質疑はありませんか。

○緒嶋委員 36ページ、林業技術センター、林

業大学校はできたんですけれど、校長先生とい

う立場の名称がないわけですよね。学校ができ

て校長がいないというような格好になるんだけ

れど、校長の名称を入れんと、学校そのものが

何かおかしいんじゃないか。センター所長が兼

務でもいいけれど、林業大学校長とか、いろい

ろな名称を当然入れるべきだと思ったけれど、

これはどうですかね。校長がいないということ

になるわけですか。

○田村行政改革推進室長 みやざき林業大学校

につきましては、農業大学校のような学校教育

法に定める専修学校とはちょっと違っておりま

して、みやざき林業大学校担い手育成総合研修

事業の名称になっているところでございます。

ですから、おっしゃるような学校で言うような

校長というものは位置づけているわけではない

んですが、林業技術センターの所長がこの研修

事業の統括のトップになっておりますので、林

業技術センターのほうで校長のような役割を担

うということになっております。

○緒嶋委員 これはあんまりかた苦しい考え

じゃなくて、学生がおって、学校があって、校

長がいないということは、どう考えても理不尽

な気がするっちゃけれど。便宜上と言ったらあ

れだけれど、何らかの形で校長の名前がないと

いうことは、学校として入学した人の意欲から

見て、校長挨拶もなくて所長挨拶と、それで学

校の学生というか。これは何とか知恵を出すべ

きだと思うんですけれど、どうですかね。知恵

がないとかな。

○田村行政改革推進室長 みやざき林業大学校

研修事業は林業現場における実践的な人材の養

成ということで、林業センターの事業とも一体

となって研修事業を充実していくということで、

今回、新たな事業として設けたものでございま

す。対外的に学校教育法に基づく専修学校と誤

解を招かないようにということで組織の名前に

は使用せずに、組織の課の名称に盛り込んだと

ころでございますけれど、ホームページとかで

はみやざき林業大学校という形でしっかり掲載

されておりまして、募集等も行っているところ

でございますので、委員がおっしゃったような

趣旨について何か知恵がないか、また担当部局

のほうにお伝えしたいというふうに考えており
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ます。

○緒嶋委員 これはもうぜひ。途中から校長が

できたような格好じゃいかんから、やっぱり最

初から校長の立ち位置は内部的に明確にせんと、

所長挨拶が学校長挨拶じゃなくて。何か知恵が

ありそうな気がするっちゃけれど、まだ知恵の

出し方が足らんっちゃないかな。

○吉村財政課長 今、行政改革推進室長から、

林業大学校につきまして、行政の組織として校

長を置いていないというような話がありました。

一応、環境森林部のほうでは、今、緒嶋委員が

おっしゃったような形で何らかの対応ができな

いかというのを検討しているように財政課では

聞いておりますので、詳しくわかりましたら、

環境森林部なりから御報告をさせていただきた

いと考えております。

○緒嶋委員 これはぜひお願いします。県庁内

部の組織をこういうふうに変えられるのはいい

と思うんですけれど、出先の形ですよね。将来

は人口減少、少子化・高齢化してくる。そして、

インバウンド・アウトバウンドとか、いじめと

か、農福連携とか、いろいろなことで時代の流

れはもう毎年変革しているわけですね。そうす

ると、県の組織は、基本的には昭和25年の流れ

を70年近くそのまま踏襲してきているわけです。

そして、この中でも縦割りに問題があるとか職

員も言われるが、熊本、大分、鹿児島、長崎と

か、佐賀と福岡以外は地方振興局になっておる

わけです。そやけん、今の宮崎県の組織が悪い

というんじゃないけれども、時代に合うように

まだ前進させにゃいかんのよ。そして、熊本な

んかは、ああいう災害があったのもあると思う

んですけれども、４つぐらいの地域本部を地域

振興局以外にまたつくっているわけです。それ

で、現場主義と知事は言われるので、現場主義

とは何かといったら、地域を大切にするという

ことやろうと思うとですね。そうなれば、この

ままの形態で宮崎県の行政組織はいいのかどう

か。私は今の組織が悪いというよりも、これを

まだ前に進めるため、そして、いろいろな課題

があった場合、西臼杵の例を挙げていいかどう

かわからんけれど、西臼杵は自殺が多いという

ことになったわけです。それで、どこがリーダ

ーになるかというと、西臼杵支庁があったから

うまくいった。警察、保健所、国交省、そして

私たちも入っているんですが、どうやって自殺

対策をやるかということで、橋が多くなって投

身自殺が多いと。毎年５人ぐらいあるわけです

ね。そうすると、自殺が10万人当たり何人かと

いうことで、人口が少ないからカウントをする

と比率が上がるわけですね。そういうことでど

うするかということで、県土整備部にお願いし

たけれど、西臼杵の橋だけ自殺対策で土木の予

算でやることはできないと言われたので、それ

ならどうするか。自殺ということになれば福祉

保健部じゃないかということで、福祉保健部に

お願いして１億4,000万を出してもらったんだ

よ。そして、５つの橋に落下防止のフェンスを

立てた。西臼杵支庁のような総合事務所があれ

ば、全体を引っ張りこんで相談ができる。とこ

ろが、農林振興局、土木事務所では、そういう

調整をする機能が全然ないわけです。それと、

観光振興ということで西臼杵支庁が中心になっ

て３町の観光振興協議会をつくってもらった。

そういうような時代の流れの中で、将来を見据

えた行政組織というのが今のまま、昭和の時代

から、もう平成も終わるわけで、将来の人口が80

万人にもなるかもしれんという中で、横のつな

がりが密になるような組織を、今の組織をまだ

生かしながら、さらに前に進めるための組織と
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いうのは当然考えていかにゃいかんのじゃない

か。医療福祉を考えても、広域連携が行政の中

でいろいろ言われる中では、その地域の県の出

先組織が地域の広域連携のリーダーというか、

指導力を発揮するような形のものを当然今後は

考えていかにゃ、現場主義とは言えんのじゃな

いかという気がするので、今すぐそうしなさい

とは言わんけれど、少なくとも将来を見据えた

県の行政のあり方というのは、行政改革の中で

１回検討してみる必要が私はあるんじゃないか

なと。観光とかいろいろあるから、九州でも大

半のところが地域振興ということでそういう組

織にもう変えているわけですね。今は商工観光

的な出先というのは、労政事務所ぐらいでそう

ないわけですね。そうなると、県の組織の中で

もっと充実させる前提でどうするかを内部的に

も１回検討してみたらどうかと思うとですが、

これは総務部長かな。誰かな。どうですかね。

私はそういう気がしてならんわけですよ。

○畑山総務部長 今御指摘の点は真摯に受けと

めなきゃいかんことだと思います。

県によって総合事務所がほぼ大体、そういう

形式でやっているところもあれば、例えば、地

域によって離島があるようなところは総合支庁

で、そうじゃないところは縦のそれぞれの事務

所が音頭という言い方は悪いですけれど、やっ

ているところもあったりとか、県の環境によっ

ていろいろ違うんだろうと思います。

宮崎の場合ですと、中山間地を含め、各地域

ごとの特性もあったりする中で、御指摘の西臼

杵については支庁ということで、総合事務所と

いうか、そういう体制でやっているということ

がございますが、それぞれの地域によってどう

いった形がいいのかということも少し違ってく

るところもありましょうし、一方で、お話があっ

たとおり、各県の状況というものもあるので、

それもいろいろと研究しながら、実際に機能す

るにはどういう形がいいのか。各専門職が集っ

ている縦の事務所がいいのか、全体の傘がいい

のか。その場合に、下手に束ねたところで、た

だ単に屋上屋を架すようなことになってしまっ

てはまた行革としてはよくないので、もしやる

としたらば、どのような形で機能させるのがい

いのかとかいったところは不断の検討が必要だ

ろうと思っております。

それで、行革のプランのほうでも、人口減少

社会の到来、社会経済情勢の変化に伴って、行

政サービスの維持や効率的な提供のあり方も変

化していることから、国や市町村等との役割分

担も含め、県の組織体制のあり方について検討

しますというふうにうたっております。これは、

文章としてはきれいにうたっているところでは

ありますが、これを改めて、我々もしっかりプ

ランとして出す以上、これを消化もしくはそしゃ

くしてしっかりと研究していって、どういった

ことがいいのか。30年、50年先を見越したとき

にどういった形がいいのかというものをしっか

り研究して、アウトプット、アウトカムの形で、

どういった行政体制がいいかというのを折に触

れてまた御報告しながら、一定の検討、それか

ら結果・結論を導いていきたいというふうに

思っております。

○緒嶋委員 特に、知事もこの４年間がいろい

ろな意味で問題だと。問題というのは、将来を

考えた場合に大変重要な起点になるというよう

な話もしておられるわけでありますので、拙速

にそれを変えよとかいうことじゃなくて、将来

を見据えた宮崎県の行政体系がどういうふうに

将来進んだらいいかということを内部的にも研

究していくという、私は当然、そういう時期が
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来ているんじゃないかと。約70年前の組織がそ

のまま今まで来ておるという中で、本当にそれ

でいいのかという気がするので、今後の課題と

して検討して、今の組織は組織で機能しておる

ことは私も間違いないと思うけれど、そのまま

でずっと行っていいのかというのに将来的に懸

念を感じるものだから、十分検討していただき

たいと思います。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で、その他報告

事項について終了いたします。

○田村行政改革推進室長 済みません。先ほど

の緒嶋委員の御質問に１点補足させていただき

ます。

林業大学校の校長をというお話で、聞いたと

ころによりますと、名誉校長として外部人材を

招聘するということを聞いておりますので、い

ろんな形で検討は進めているということでござ

います。

○緒嶋委員 名誉校長がおって校長がいないと

いうのもおかしなことでありますので（笑声）

校長はぜひつくっていただきたいと思います。

○松村委員長 各課の説明・質疑が全て終了し

ましたので、これから１班、２班、３班を含め

て総括質疑を行います。

総務部全般について質疑はありませんか。

○緒嶋委員 皆さんが努力されておるのはもう

敬意を表するわけですけれど、将来的な財政運

営について、やらにゃいかんことには金を入れ

ないかんわけですが、そこら辺を見越した将来

展望というのは、それがそのとおりに行くかど

うかもはっきりわからんけれど、少なくとも方

針は明確に打ち出す中でやらにゃいかんし、今

度、いろいろな施設ができるのも、できるだけ

コストを安くして、粗悪なものじゃいかんけれ

ど、少なくとも陸上競技場でも３万人のスタン

ドをつくる必要はない。仮設である程度はカバ

ーできるわけで、将来を見越した適正な規模と

いうか、国体があるからと一過性のものを考え

んで、それ以降のことを含めた考えの中で施設

を整備していくということでないと、余りに大

き過ぎて、後のランニングコストがべらぼうに

かかることも問題だと思いますので、財政の立

場からもそこら辺のチェックを十分やるべき

じゃないかなという気がしてならんのですけれ

ど、そのあたりはどう考えておられる。

○吉村財政課長 今の委員の御指摘につきまし

てはそのとおりだと考えておりまして、先ほど

の常任委員会資料の40ページをお開きいただけ

ればと思います。

先ほど、行財革プランの御説明をさせていた

だきました。その40ページの４番で財政健全化

指針を設けておりまして、冒頭にありますよう

に、社会保障関係費に加えまして、防災・減災

対策、公共施設の老朽化、国体開催に伴う経費

等に多額の財政負担が見込まれると。決して削

減することなく、やることはやる必要があると

考えておりますので、それをやった上で、引き

続き健全な財政運営が行えるように、財政改革

はこれまでどおり続けていくこととしておりま

すし、ただいまの委員の御指摘を踏まえた上で、

昨年来からずっと御指摘いただいておりますが

（３）に財政見通しの公表ということで、これ

らの実際にかかる経費がある程度見えてきまし

たら、それを踏まえた上で今後10年、そして、

大規模施設に関しましては大部分を県債で賄う

ことになりますので、これから20年、30年かかっ

てその県債を返していくことになります。その

あたりも踏まえた見通しをきちんと作成した上
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で公表して、県民の方々にも十分に理解が得ら

れるように努めてまいりたいと考えております。

○ 原委員 財政的な話で、将来の話ですけれ

ど、国体の話があるわけですが、今、体育館と

プールと、陸上競技場については、大体のお金

の見通しは幾らかかるという積み上げがある程

度できたのかなと思うんですが、木花ですよね。

既存のところ、ここも当然手を入れないといけ

ない。今、避難施設の話は出ました。そのほか

の既存施設、あそこで国体をやるときに使わな

きゃいけない施設というのが結構あるわけです

けれど、そのあたりでどれぐらいかかるかとい

う積み上げ的なことは財政上でき上がっている

んですか。これは総合政策部で聞く話かなと思っ

ていたんですけれど。

○吉村財政課長 木花の総合運動公園に関しま

しては、毎年度の維持管理経費につきましては

一定額を予算措置しておりますが、現在、各種

競技団体から木花についても、今後、スポーツ

施設として十分に使えるように改修の要望が来

ているというのは総合政策部から聞いておりま

すけれど、具体的にどこにどういう感じでとい

う話はまだ聞いておりませんし、その金額につ

いてももちろんまだ把握しておりませんので、

財政見通しをつくるに当たっては、それぞれ明

らかになればそれも踏まえた上でしっかり検討

していきたいと考えております。

○ 原委員 １つ具体的に言うと、自転車でバ

ンクというのがあるんですよね。私はこれに関

連しているからある程度わかるんですけれど、

鹿児島が国体を迎えるに当たって、大根占だっ

たかな、どこかに物すごい施設があるんだそう

です。プロの競輪場があるところは、例えば、

愛媛みたいにプロのちゃんと掲示ができるとこ

ろがあって、大きなスクリーンがあって、うま

くできるようになっているんですよ。今あるバ

ンクだと、既に補修を必要とすることに加えて、

国体仕様にするためにはかなり手を入れないと

いけないやに聞いていまして。まだ大根占は見

ていないので何とも言えないんですけれども、

ただ、それ１つとってもそういうことだから、

武道館は要らないのかなとか勝手に思うんだけ

れど、ほかにもあると思うので。今の話からす

ればそのあたりを今のうちに。それと、つくっ

た後の将来はどこまで活用できるかということ

を含めて、木花のほうはちょっと見えないなと

思ったので質問したところでした。総合政策部

でも１回質問してみたいと思っています。

○井本委員 最後のアンケートのところなんだ

けれど、行財政改革の推進を阻害していると思

うものというので、１、硬直的な縦割りの組織

・予算というのが一番多いんですよね。国は非

常に縦割りが強いなと、私も国会議員の秘書を

やっていたものだからそんな感じはするんだけ

れど、県もこんなのがあったのかなとちょっと

不思議なんだけれども、県も縦割りみたいなの

があるんでしょうね。これをどうしたらなくす

というか、何か方法はあるんですかね。

○田村行政改革推進室長 行政だとどうしても

縦の組織になるんですけれど、それだけではな

かなか円滑な事業の進行が難しいということで、

横のいろんな組織が一緒になって行うというこ

とで、例えば、プロジェクトチームみたいなも

のをつくって、縦じゃなくて横で仕事をする場

合、また、本部会議みたいなものを設けて、そ

の指示のもとに各部が連携して取り組むといっ

た取り組みも行っているところでございます。

ただ、今、委員がおっしゃったとおり、今回、

行革を阻害しているものの１番目に来たという

のはしっかり受けとめて、今後はそのようなこ
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とがないように考えていきたいと考えておりま

す。

○井本委員 プロジェクトチームとかは、私だっ

て気がつかないんだけれども、みんなは縦割り

の意識がきっとあるんでしょうね。そういうも

のをなくせるのはそういうプロジェクトチーム

とか、横断的なものをつくる以外にはないのか

な。私なんかは、県の職員は３年交代ぐらいで

ぐるぐるいろんなところを回っているから、そ

ういう意識というものはないんじゃないのかな

と思っていたんだけれど、案外こういうのがあっ

て、行財政改革を阻害しているということになっ

ているよね。部長、お願いします。

○畑山総務部長 これは確かに、国の場合は省

庁ごとに組織があるので、県と比べるとはるか

に縦割りが強いところはありますが、県は、確

かにおっしゃるとおり、３年ごとの異動でいろ

んな部をまたがって異動される方が多いところ

でございますけれども、一方で、その部に行っ

たらば、その部の業務、予算が重要だというこ

とを、それぞれ責任感が強いので、職員も認識

して、それをしっかりやっていかないかんと、

各部とも思うわけですね。そうすると、それぞ

れの部のそういう思いでいろんな事業を上げて

きて重要性を意識してやっていくとなると、一

種の均衡といいましょうか、それがいい、悪い

というと、悪いほうでいけば縦割りだとか、な

かなか硬直的だという話にもなりますけれども、

そういうようなところは組織の中で動く人間と

してどうしても出てくるところがあるのではな

いかと。とりわけ、それぞれの職場で自分のやっ

ている業務が重要だと思って、真摯にやればや

るほどそういうところも出てくる。だから、な

おのこと難しいんだろうなというのは非常にあ

ると思います。

今、行革室長の話もありましたけれど、プロ

ジェクトチームでというときに、それぞれの部

を代表してプロジェクトチームをやりましょう

というと、そこでまたそれぞれの部の話になっ

てくるのもあるので、比較的ざっくばらんに垣

根を越えた形で若手も含めて議論し合う場とか

を、例えば、横のプロジェクトチームの中でも

下のほうで議論し合うとか、そういうようなこ

となんかも、また運営の中で工夫しながら、そ

の出てきた答えを持ち帰るときに、そこでまた

それぞれの部の論理なりで潰し合うようなこと

なく、やっていこうよという前向きな上司がそ

れを前に進めていくような形でやっていくと、

それぞれいろんな業務がまた進んでいったり変

わってくるところもあるのかなという思いもあ

るので、その辺は留意しながら業務運営、組織

運営に心がけていきたいというふうに考えてい

るところでございます。

○井本委員 緒嶋委員が言ったように、１つの

阻害を認識づけしておるみたいな総合的なもの

が至るところにできるようになったら、逆にそ

ういうのがなくなるということは考えられるん

ですかね。それはやってみなきゃわからんけれ

ど。

○畑山総務部長 すぐになくなるとかはほぼな

いと思います。私は結構すぱっと本音を言って

しまうのですが、ただ、その中でも一つ、こう

いうふうなきっかけでこの業務については、も

しくは、このプロジェクトについてはうまく進

んだねという、いわゆるブレイクスルー的なも

のがあると、それを今後、ほかのものでもやっ

ていこうということで少しずつ変わってくると

ころはあろうと思いますが、一方で、毎年ゼロ

から全てを考えるわけではない。ここまで成熟

して、さまざまな業務をしっかりやっていかな
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きゃいかん総合的な県庁という中では、どうし

てもそれぞれ過去から来ているものも大事にし

ながらというところもあるので、そういった垣

根が一切消えてしまうと、むしろ混沌、カオス

が出てくるだけでございますので、そういうこ

とではない。それはそれで大事にしながら、プ

ラスアルファで風通しよく、さまざまな業務、

もしくは、人口減少対策であれば人口減少対策

で何が必要かを柔軟に考えていくというような

ところもあわせて、それで業務を進めていくと

いうことが当面求められる姿なのではないかな

というふうに考えております。

○緒嶋委員 今のことで、西臼杵支庁は土木も

農政も林務も支庁の中で一緒におるわけですよ

ね。それだから、最終的には、支庁長のもとで、

住民にとって土木がやったほうがいいのか、農

政がやったほうがいいのか、環境森林でやった

ほうがいいのかというのを支庁の中でみんなで

話し合うわけですね。それだから、それはうち

じゃない、お前のところじゃないとかいうこと

じゃなくて、県民のためにどこのサイドでやっ

たほうがいいかという視点のもとに調整するか

ら、うちのほうがよかったんじゃけれどと思っ

ておる人もいるかもしれんけれど、結果として

は県民サイドで見た場合にこれがいいなという

結論が出たらそれで進むと。そやから、一方が

強くて一方が弱いじゃなくて、事業によってで

すね。山の崩壊は復旧治山でやったほうがいい

か、砂防でやったほうがいいかというのを支庁

の中で議論して、そして、査定にどういう形で

持っていくかという形まで調整してやるという

ことで、ある意味では事業が前に進みやすいと。

それは私のところじゃありません、どこではあ

りませんじゃなくて、何がいいかとお互いに県

民サイドという視点が当然なきゃいかんわけで、

その中で職員が知恵を出し合うと。そういうの

が西臼杵支庁の場合は確立されておるわけです

ね。上に支庁長がおるわけだから、調整役とい

うか、そういうもので進むから、西臼杵の場合

は仕事が割と順調にいくというのがあるとです。

それから、今まで西臼杵支庁があることで地

域は助かったなと。そして、また、国との関係

も支庁長が国交省やらとの連携もうまくとって

くれるというようなことで、そういうことは農

政局やらにしても同じ。だから、そういう点で

は、地域振興局という名前の中でうまくいくと

いうことは、熊本とか鹿児島とか、これは全国

を調べてみてもらうとわかると思うけれど、ど

ういう流れになっておるかを研究して。今のま

まで宮崎はいいということになればそれでいい

ですよ。だけれど、将来を見越した場合は、やっ

ぱり１回は検討してみる時期が来ておるんじゃ

ないか。人口は減るし、県民のニーズも変わっ

てくるし、いろいろな課題も出てくると。そし

て、インバウンドやら交流人口をどうふやすか

ということになれば地域連携も当然やって。西

臼杵は地域連携で世界農業遺産やらを獲得した

わけです。これは高千穂だけでもできんかった。

日之影、五ヶ瀬、それだけではだめだというこ

とで、椎葉、諸塚も入れてそういうものが成り

立ったわけ。これは１村がだめですと言えばも

う成り立たなかったと思う。そういう地域連携

ができる形をどこでもつくっていかなきゃいか

んわけですね。そういう意味では、消防もそれ

で成り立った。今度は病院もそげんしようじゃ

ないかと私も言っているんですけれど、お医者

さんを奪い合うようなことじゃないと。人口が

減れば高千穂の町病院を核にして、五ヶ瀬、日

之影は診療所でいいっちゃないですかというよ

うなことでお互いが連携し合う。そして、道路
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がよくなれば時間もあんまりかからんというこ

とにもなるし、延岡も近くなるということで、

そうしたらどうかということで、そういう方向

に持ってくるように今はしておるわけですが、

そういうことになると、組織のトップの人がそ

ういうことをできるような組織をつくることが

県民にとってもありがたいことじゃないかなと

いう気がするんですね。これは私の私見ですか

ら、それがベストということではありませんの

で、検討してくださいと言っておるわけです。

○畑山総務部長 先ほども申し上げましたけれ

ども、各県、九州を中心に、出先機関の状況を

また研究してみたいと思います。その上で、一

定の方向性を示すことが必要だという判断をす

るようなときには、もちろんまた御報告しなが

ら、御議論もいただいてというふうに思ってお

ります。まずは、いろんな研究をしていって、

それぞれの県の状況なんかを見ながら、今後の

人口減少社会における地域の総合的な行政をい

かにやっていくか、確保していくかというよう

なところをしっかり考えていく見地から、いろ

いろあり方を研究していこうというふうに思っ

ております。

○松村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、総括質疑はここで終

わります。

その他で何かありませんか。

○田口副委員長 きのうから一言もしゃべって

いませんのでしゃべらせてください。

東九州自動車道、念願の道路で何年か前に延

岡と宮崎がつながりました。ところが、非常に

料金が高くてなかなか利用が進んでいません。

私は県庁に来るときには、ほとんど高速道路

を使って来ているんですが、例えば、県庁前で

物産展をやるときに、北浦の人たちが魚を売っ

たりいろんなことをしているんですけれども、

話をしてみると、相当朝早い時間に北浦から出

て下の道を通って来ているんですね。

何が言いたいかというと、一ツ葉有料道路の

ことなんですね。今、例えば、空港に行く、あ

るいは総合運動公園に行く、イオンに行くにし

ても、県北から来るにはＪＲで来ても往復で大

体5,000円ぐらいかかります。高速でも5,000円

近くかかります。ＪＲで来るとそこからまたバ

スに乗ったりしなくちゃいかん。空港に行けば

もっとかかるわけですから。実は、去年から私、

いろんなところで、もうすぐしたら一ツ葉有料

道路が無料になりますよと言うと、みんな非常

に喜んで、特に土日に乗ると、西都でおりたら、

広瀬バイパスというのがもうちょっとしたらで

きるので、それを使えば空港までかなり安くで

行けますよということで、みんな非常にそれに

は食いつきもよかったんです。

ところが、ここにきて国土強靭化の話が出て

きて、今は審議会みたいなものをつくって、無

料にするのか、あるいは、工事費を出すために

今の料金を継続するのかという話がどんどん出

てきて、雲行きが怪しくなってきておりまして、

私はこれを非常に心配しているんですが、国土

強靭化に関連していろんな補強をしなくちゃい

かんということになってきたわけですけれども、

今回の170億近くのお金がついた国土強靭化、こ

れは一ツ葉有料道路には使えないんでしょうか。

これは財政課長になるんでしょうか。誰になる

んでしょう。

○吉村財政課長 済みません。そこは県土整備

部のほうで所管しておりますのではっきりはわ

かりませんが、要は、どれだけ緊急的に避難設

備を整備する必要があるかによって国土強靭化
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の対象になるかどうかというのが決められてい

るというふうに聞いております。工事そのもの

については、強靭化の対象には当然なると思い

ますが、どこに予算がつくかに関しましては、

国の予算等を対応した上でやっておりますので、

そこは県土整備部等に確認しないとなかなか把

握していないところです。

○田口副委員長 ぜひしっかりチェックしてほ

しいのは、国がハードルを上げて工事しなくちゃ

いかんことになってきたわけですから、それで

こんなに大きなお金が170億ついて、それが使え

ないというのでは話にもなりませんし、特に今

回の一般質問でも、予算はついたけれど、今は

人手不足なのに工事ができるのかというような

心配もされるぐらい大きな予算がついたわけで

すけれども、それが本来、来年の３月から無料

になるはずだったものが、それによって工事は

わからんでしょうけれど、どれぐらい延長しな

くちゃならんのかということでは、もし一ツ葉

有料道路が無料になったならば、国道10号線あ

たりの住吉地区の渋滞なんかは解消すると僕は

思うんですよね。あそこを通っている人はあそ

こに用事があるわけじゃないですから、通過車

両なんですよ。それが一ツ葉有料道路を抜けた

ら、経済的効果は抜群にあると思うんですね。

そういう意味では、170億というのをぜひ一ツ葉

有料道路に使っていただければ、来年からは予

定どおりの―それに合わせてつくっていた広

瀬バイパスが何の意味もなくなってしまうので、

それをぜひ検討していただきたい。国とのいろ

いろなやりとりの中で使えるように話をしてき

ていただけたらと思っております。どうぞよろ

しくお願いいたします。

○ 原委員 国土強靭化の予算がこれに使える

か、これは本当に素朴な質問ですから。例えば、

幼稚園が津波の想定区域に入っている。その幼

稚園を建てかえたい。当然、子供たちがいざと

いうときに避難できるようにとか、いろいろ考

えてやろうとしたときに、幼稚園の改修に強靭

化の予算が使えるか。財政課長、いかがなもの

でございましょうか。素朴な質問ですから。

○吉村財政課長 今、国土強靭化対策の中で170

ほどの具体的な措置項目を設けて、国が予算措

置等をして実施する予定にしているようです。

具体的に個別の事業内容等を把握しているわけ

ではありませんが、今、委員から御指摘のあっ

た内容については、福祉サイド等々を含めて確

認させていただきたいと思います。

○松村委員長 ほかにありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですけれど、私も一言

いいですか。

最後に、一ツ葉有料道路の１つの御意見と要

望が出ましたが、私は長年、一ツ葉有料道路は

いつまでもきれいな道で、そして、間違いなく

県北の人でも空港のそばまで行けるという定時

性があるということの貴重な道である。これが

将来的に一般財源化してくると、これからかな

り道路改良・補修財源というのがなくなってく

る中で、新たに補修する道が出てくることを考

えると、これはしんどいなと。有料道路方式を

継続したらどうかという質問もずっとやってき

ました。

ところが、有料道路方式ということで、お金

を返した後には一般道路化しますよというのが

法律で決まっているんだということで、それは

断念したんです。富士山とか一部の道路に限っ

ては特例で有料道路を使っているんですけれど

も。ただ、今回は将来的には人口も減っていく。

税収も減っていく。その中でどう維持するかと。
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唯一の観光道路として、きれいな道を残したら

どうかということで私もずっと述べてきたんで

すけれども、今回は耐震性ということで７つの

橋梁を改修するには、将来的には予算的に厳し

いんじゃないか。早急にするというわけではな

いんだけれども、何年かかけて、10年かけてで

も橋を改修していくんだろうと思うんですけれ

ども、そういう意味で本当に必要な人たちは受

益者負担という形で公共インフラを守っていく

ということも、そういう特殊性のある道という

ことも分けて考えていかないといけないという

のが私の持論でした。田口さんは田口さんの持

論がありますけれども、そういうところもある

ので、トータル的に見てこれからの県政を担う

皆さんたちには考えていってほしいなと。必ず

しも県民は何でもかんでもゼロにしてくれとか

言っているわけじゃないです。本当に時間とか、

きれいさとか、住みやすさとか、そういう空間

をサービスしてくれという県民の方もたくさん

います。そこに住みたいという県民もいるんで

す。安けりゃいいという時代ではもうないんで

す。というところをしっかり考えて県民のため

に頑張っていただきたいと思います。

私ももう皆さんの前で発言することはないか

もしれない。一言言って終わります。

それでは、ほかにないようですので、以上を

もって総務部を終了いたします。執行部の皆さ

ん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時28分休憩

午後３時30分再開

○松村委員長 委員会を再開します。

あしたは午前10時から総合政策部の審査を行

うということといたします。

本日は以上で終了いたします。

午後３時30分散会
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午前９時58分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 日 隈 俊 郎

総合政策部次長
松 浦 直 康

（政策推進担当）

総合政策部次長
鶴 田 安 彦

（県民生活担当）

総 合 政 策 課 長 重黒木 清

部参事兼秘書広報課長 横 山 浩 文

広 報 戦 略 室 長 渡久山 武 志

統 計 調 査 課 長 長 倉 健 一

総 合 交 通 課 長 小 倉 佳 彦

中山間･地域政策課長 日 髙 正 勝

産 業 政 策 課 長 米 良 勝 也

生 活 ・ 協 働 ・
小 川 雅 彦

男 女 参 画 課 長

交通･地域安全対策監 水 口 圭 二

みやざき文化振興課長 川 口 泰 夫

記紀編さん記念事業
坂 元 修 一

推 進 室 長

人権同和対策課長 磯 崎 史 郎

情 報 政 策 課 長 斎 藤 孝 二

国 体 準 備 課 長 岩 切 喜 郎

会計管理局

会 計 管 理 者 福 嶋 幸 徳

会計管理局次長 大田原 節 郎

会 計 課 長 福 嶋 正 一

物品管理調達課長 川 上 清

人事委員会事務局

総 務 課 長 佐 野 由 藏

職 員 課 長 原 拓 実

監査事務局

事 務 局 長 郡 司 宗 則

監 査 第 一 課 長 和 田 括 伸

監 査 第 二 課 長 松 原 哲 也

議会事務局

事 務 局 長 片 寄 元 道

事 務 局 次 長 上 山 伸 二

総 務 課 長 谷 口 浩太郎

議 事 課 長 齊 藤 安 彦

政 策 調 査 課 長 日 髙 民 子

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○松村委員長 委員会を再開いたします。

昨日に引き続き、当初予算の審査を行います。

当委員会に付託されました議案等の概要説明

を求めます。

○日隈総合政策部長 おはようございます。総

平成31年３月８日(金)
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合政策部でございます。本日はどうぞよろしく

お願いいたします。

座って説明いたします。

早速ですが、今回の委員会で御審議いただき

ます総合政策部所管の議案等につきまして、そ

の概要を御説明いたします。

お手元にお配りしております総務政策常任委

員会資料をおめくりいただきまして、まず、目

次をごらんください。

今回、総合政策部からお願いしております予

算議案は、議案第１号「平成31年度宮崎県一般

会計予算」と議案第２号「平成31年度宮崎県開

発事業特別資金特別会計予算」でございます。

資料の１ページをごらんください。

総合政策部の平成31年度一般会計当初予算額

は、一般会計の表の一番下の合計欄にあります

ように132億8,755万7,000円となりまして、平

成30年度当初予算と比較いたしますと１億5,700

万7,000円の減、率にいたしますと98.8％であり

ます。

また、宮崎県開発事業特別資金特別会計予算

につきましては、その下の表にありますよう

に2,103万4,000円となりまして、30年度当初予

算と比較して694万5,000円の増、率にします

と149.3％であります。これは、当該特別会計の

主な財源であります、九州電力になりますが、

株式配当金の増額が見込まれまして、繰入金が

増額したことによるものでございます。

続きまして、２ページをお開きください。

債務負担行為についてであります。

表にありますように、３つの事業について追

加をお願いするものであります。

なお、今回、計上を見送っております政策的

経費等につきましては、今後十分な検討を加え

た上で、いわゆる肉づけ予算といたしまして、

６月補正予算でお願いしたいと考えております

ので、よろしくお願いいたします。

資料の３ページから５ページにかけましては、

平成31年度の総合政策部事業の概要を掲載して

おりますので、これは後ほどごらんいただきた

いと思います。

また、主な事業の詳細につきましては、後ほ

ど、各担当課長から御説明いたします。

次に、６ページをごらんください。

平成31年度の総合政策部の組織改正案でござ

います。

全体の内容は、昨日、総務部から説明があっ

たかと思いますけれども、総合政策部のほうで

は、平成32年度に開催いたします国民文化祭及

び全国障害者芸術・文化祭の開催準備を円滑に

推進するため、国民文化祭・障害者芸術文化祭

課を設置することとしております。

また、スポーツ基本法の改正に伴いまして、

国体が国民スポーツ大会と変わりますので、国

体準備課の名称を国民スポーツ大会準備課に改

称することとしております。

お手数ですが、もう一度目次にお戻りいただ

きたいと思います。

ローマ数字のⅡの特別議案でございます。

３本ございます。議案第46号「宮崎県総合計

画の変更について」、議案第21号「使用料及び手

数料徴収条例の一部を改正する条例」、議案第31

号「公の施設に関する条例の一部を改正する条

例」、以上３件ございます。詳細は、各担当課長

から御説明いたしますので、御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

次に、下の３のその他の報告事項についてで

あります。

今回は、目次に記載のとおり、宮崎県中山間

地域振興計画の改定素案についての１件を御報
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告させていただきます。

これにつきましても、後ほど、担当課長から

御説明をいたします。

冒頭、私からの説明は以上でございます。ど

うぞよろしくお願いいたします。

○松村委員長 概要説明が終了いたしました。

引き続き、３課から４課ごとに班分けして説

明及び質疑を行い、最後にその他報告及び総括

質疑の時間を設けることとします。執行部の皆

様の御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算の説明については、重点・新

規事業を中心に簡潔に行い、あわせて決算にお

ける指摘要望事項に係る対応状況についても説

明をお願いいたします。

それでは、これより総合政策課、秘書広報課、

統計調査課の審査を行いますので、順次、議案

の説明をお願いいたします。

なお、委員の質疑は、３課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○重黒木総合政策課長 総合政策課でございま

す。

それでは、当課の当初予算案につきまして御

説明いたします。

お手元の平成31年度歳出予算説明資料の11ペ

ージをお開きください。

総合政策課の平成31年度の当初予算につきま

しては、左から２列目にありますとおり、総額

で７億9,558万1,000円でございまして、内訳は、

一般会計が７億7,454万7,000円、その下の開発

事業特別資金特別会計が2,103万4,000円となっ

ております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

次の13ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）連絡調整費1,423

万7,000円は、説明欄にありますとおり、部の連

絡調整ですとか、新たな政策立案のための政策

調整研究などに要する経費であります。

その下の（事項）総合企画調整費1,487万5,000

円は、全国知事会ですとか九州知事会の負担金、

それから国への提案要望活動などに要する経費

でございます。

次に、その下の（事項）地方分権促進費334

万6,000円は、県内の市町村連携や隣県等との広

域連携の推進に要する経費であります。

続きまして、次の14ページをお開きください。

一番上の（事項）県外事務所費7,989万5,000

円は、東京、大阪、福岡の３つの県外事務所の

運営ですとか、その事務所の維持管理等に要す

る経費でございます。

次に、中ほどの（事項）県計画総合推進費4,092

万9,000円でございます。これは、説明欄にあり

ますとおり、県総合計画の推進、それから政策

課題に関する調査・研究等に要する経費でござ

います。

主なものを説明いたしますけれども、まず、

２の総合計画等推進費884万3,000円は、政策評

価ですとか県総合計画審議会の開催、アクショ

ンプランの重点施策を推進するために要する経

費でございます。

次に、３の県総合計画策定費277万3,000円は、

今、作業を進めております新たなアクションプ

ランの策定等を行うための経費でございます。

次に、改善事業と書いておりますけれども、

４の「地産地消県民運動促進事業」412万4,000

円は、広い意味での地産地消の拡大を図りまし

て、県内経済の循環を促進するために、県内の

経済団体等と連携して県民運動の展開を行うも

のでございまして、改善点といたしましては、

来年度新たに地産地消を促すキャッチフレーズ
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を募集してまいりたいと考えております。これ

によりまして、さらなる県民運動の推進を図っ

てまいりたいと考えております。

次に、６の新規事業「東京2020オリンピック

聖火リレー等企画事業」1,865万3,000円でござ

いますけれども、これは後ほど委員会資料のほ

うで説明させていただきます。

その下の（事項）エネルギー対策推進費725

万4,000円につきましては、説明欄２の水素エネ

ルギー利活用促進モデル事業におきまして、県

内市町村ですとか関係団体、大学、それから関

係するエネルギー関係の企業等と連携いたしま

して、水素の研究、それから活用、こういった

ものに対する支援ですとか、水素利用の普及啓

発を行っていくものでございます。

一般会計につきましては、以上でございます。

次に、15ページでございます。

開発事業特別資金特別会計でございます。

この特別会計につきましては、九州電力の株

式配当金を原資とする開発事業特別資金を主な

財源としております。

中ほどの（事項）積立金1,391万6,000円につ

きましては、株式配当金のうち、運営費、それ

から一般会計の繰出金に充当した後の残額につ

きまして、開発事業特別資金積立金に積み立て

るものでございます。

その下の（事項）繰出金686万1,000円につき

ましては、一般会計に資金を繰り出しまして、

先ほど御説明いたしました水素エネルギーの利

活用促進モデル事業の財源とするものでござい

ます。

特別会計につきましては、以上でございます。

続きまして、委員会資料の８ページをお開き

いただけますでしょうか。

新規事業の東京2020オリンピック聖火リレー

等企画事業につきまして御説明いたします。

まず、１の事業目的・背景でございます。

聖火リレーにつきましては、東京オリンピッ

ク・パラリンピックの組織委員会が主催するも

のでございまして、県の役割といたしましては、

実行委員会を組織しまして、聖火リレーに係る

本県のルートですとかセレモニー、それからラ

ンナーなどの案について検討を行いまして、組

織委員会へ提案するということとされておりま

す。このため、この事業におきまして、本県で

実施される聖火リレーの内容につきまして企画

を行うというものでございます。

なお、本事業は、聖火リレーの企画が中心で

ございまして、実際に聖火リレーを実施する段

階に至りましたら新たに必要となる経費が発生

しますので、そちらにつきましては、この企画

の内容ですとか組織委員会が今後示すさまざま

な条件が明らかになった段階で、改めて予算措

置をお願いしてまいりたいと考えております。

右の９ページのほうに、東京2020オリンピッ

ク聖火リレーの概要を書いております。日程に

つきましては、一番上に書いておりますとおり、

来年の３月26日に福島県をスタートいたしまし

て、７月24日の東京でゴール。本県では、４月26

日と27日の２日間、大分県側から入りまして鹿

児島県のほうに抜けるルートで行われる予定に

なっております。

左の８ページにお戻りください。

２の事業の概要でございますけれども、予算

額は1,865万3,000円、事業期間は平成31年度の

単年度事業としております。

（４）に事業内容を掲げておりますけれども、

①から④までにありますとおり、聖火リレーの

ルートの案の検証ですとか関係機関との協議調

整、それから出発式ですとか到着時のセレモニ
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ー─セレブレーションと言っておりますけれ

ども、これの内容、企画の検討でございます。

それから、県実行委員会として選出いたします

聖火ランナー等についての公募、それから県全

体の機運醸成を図るための関連プレイベントの

企画、こういったものを考えております。

３の事業効果としましては、聖火リレーを通

じて、オリンピック・パラリンピックに向けた

県全体の機運醸成ですとか、本県の魅力につき

まして国内外へのＰＲにつながるものと考えて

おります。

予算関係につきましては、以上でございます。

続きまして、特別議案になりますけれども、

議案第46号「宮崎県総合計画の変更について」

説明させていただきます。

委員会資料の30ページをお開きください。

県の総合計画につきましては、2030年を展望

した長期ビジョンと、知事の公約等を踏まえて

４年間の実行計画を示すアクションプランで構

成されております。このうち、長期ビジョンに

つきまして、県の総合計画審議会の答申を受け

まして最終案を取りまとめましたので、今議会

に議案として提出させていただいているところ

でございます。

まず、１の改定の考え方でございます。

今回の改定は、前回、平成27年に改定して以

降取り組んできた施策の状況ですとか、社会情

勢の変化などを踏まえて行ったものでございま

す。長期ビジョンとしての性格から、基本目標

ですとか目指す将来像、こういったものにつき

ましては維持をしながら、長期戦略ですとか、

その下の分野別施策を中心に見直しを行ったと

いうところでございます。

次に、長期ビジョン案の概要でございますけ

れども、別冊の資料１の冊子で説明させていた

だきます。別冊の資料１、未来みやざき創造プ

ラン（長期ビジョン）の（案）でございます。

長期ビジョンの概要につきましては、前回の11

月議会の委員会でも素案を御説明させていただ

いておりますけれども、その後の修正等もあり

ましたので、改めて、またページをめくりなが

ら、少々長くなりますけれども、説明させてい

ただきます。

まず、１ページをお開きください。

１ページから２ページにかけまして、計画改

定の趣旨ですとか役割、そういったものを記載

しております。前回も少し申し上げましたけれ

ども、今回の改定を機に、この総合計画そのも

のをまち・ひと・しごと総合戦略としても位置

づけることとしております。

次の５ページからが、時代の潮流という章に

なります。中身は７ページからになりますけれ

ども、この総合計画の展開に当たりまして、時

代をどう捉えているのか記述しているところで

ございます。少子高齢・人口減少ですとかグロ

ーバル化、資源環境問題、それから科学技術の

発展ですとか大規模災害対策、広域的行政の推

進、こういった時代の変化について記載してお

ります。

それから、15ページのほうでございますけれ

ども、今回の改定で、新たにＳＤＧｓという概

念も時代の潮流の中の一つとして位置づけたと

ころでございます。

次の16ページをごらんください。

将来推計と予測となっております。

改めて簡単に御説明させていただきますけれ

ども、中ほどの四角の中にございますよう

に、2030年の人口ですとか経済活動につきまし

て、ケース１とケース２に分けて推計しており

ます。上の四角がケース１でございまして、こ
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ちらは現状で推移した場合。その下の四角がケ

ース２でございまして、人口動態につきまして

は、2030年代、すなわち2030年の終わりまでに

合計特殊出生率が2.07に改善いたしまして、全

体の社会減も解消すると仮定した推計でござい

ます。

16ページの下の表に記載しておりますとおり、

ケース２では、2030年の人口は99万5,000人、100

万人程度というところ。それから、就業人口は

約47万人となりまして、１人当たりの県民所得

も増加する推計となっております。

こういったことから、この長期ビジョンの中

ではケース２を目指していくというところで、

後ほどまた御説明いたしますけれども、長期戦

略の目標設定を行っているところでございます。

次の18ページから25ページまでは、今言った

各圏域ごとの人口ですとか経済の推計を記載し

ております。中身の説明は割愛いたしますけれ

ども、各圏域とも、傾向は同じとなっておりま

す。

また、26ページから28ページにつきましては

参考データを記載しておりまして、パブリック

コメント等での意見もありましたことから、よ

り長期の人口推計の表ですとか詳細な人口動態

の資料を追加したところでございます。

次の29ページからが、宮崎県の特性というと

ころでございます。

本県の強みとなります部分を踏まえまして整

理しているものでございまして、地理的特性で

すとか自然環境、産業の特性などを記載してお

りまして、東九州自動車道の整備の進展といっ

たところですとか、ユネスコエコパークの登録

などの新たな動き、それから産業関係のデータ

を記載しております。

その次の39ページからが、基本目標と目指す

将来像になります。中身のほうは、41ページか

らとなっております。

まず41ページでございますけれども、長期ビ

ジョンという性格上、基本目標であります「未

来を築く新しい「ゆたかさ」への挑戦」につき

ましては維持をしつつ、その次の42ページから

でございますけれども、目指す将来像というこ

とで、人、くらし、産業、それぞれ将来像を描

いているところでございます。

この中で、43ページのくらしにつきましては、

前回のこの委員会におきまして、人口のダム機

能という表現のところで、特定の市を拠点に、

地域における役割を記載しておりましたけれど

も、地域間連携の必要性につきまして、より明

確で誤解のない表現、こういったところでちょっ

と表現を修正したところでございます。

次の44ページ、産業の将来像でございますけ

れども、こちらも、前回の委員会におきまして、

本県の産業を活性化していくためには、やはり

生産性の向上の意識を産業界全体が持つことが

重要だという御指摘をいただきましたので、そ

の御意見を踏まえまして、一番上の産業の将来

像のところに「生産性を高め」という文言を最

初に書き加えまして、生産性を高め、時代のニ

ーズに応える産業が地域に展開し、安全して働

ける社会という将来像を記載したところでござ

います。

その下の内容につきましても、そういった趣

旨を踏まえて、少々文言の修正を行っておりま

す。

次の45ページ、それから46ページにつきまし

ては、県づくりの基本姿勢を記載しております。

今の時代認識に基づきまして、経済拡大を前

提とした社会・価値観からの転換、それから住

民主体の地域経営、人財の育成、こういった基
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本姿勢を記載しているところでございます。

次の47ページからが、長期戦略になります。

前回御説明した素案から大きな修正はござい

ませんけれども、今回の見直し作業の中心とな

るところでございますので、改めて具体的に御

説明させていただきます。

まず、49ページに長期戦略の基本的な考え方

を記載しております。

最初の段落のところでございますけれども、

基本目標であります新しい豊かさを築き目指す

将来像を実現するために、重点的・集中的に取

り組むのがこの長期戦略であるというふうにし

ております。

次の50ページをお開きください。

長期戦略の展開に当たりましては、左のほう

に書いておりますけれど、５つの長期的視点、

人口問題、人生100年時代、グローバル化、科学

技術・環境、危機対応、こういったものを踏ま

えまして、それぞれを総合的に勘案しながら、

中ほどの戦略１の人口問題対応戦略から一番下

の戦略５、危機管理強化戦略まで、５つの戦略

を推進して、基本目標であります、未来を築く

新しい「ゆたかさ」への挑戦をやっていくとい

うことにしております。

それぞれの戦略の中身につきましては、次の55

ページから内容を記載しております。

55ページでございますけれども、まず、戦略

１の人口問題対応戦略でございます。

戦略の狙いといたしましては、社会減、自然

減対策による人口減少の抑制ですとか、地域や

産業を支える人材の育成、それから人口減少が

進む中にあっても活力が維持される地域づくり

というふうにしております。

戦略の内容でございますけれども、結婚・出

産・子育て等への支援ですとか、若者にとって

魅力ある産業・雇用の創出、戦略的な移住・定

住の促進、また、次の56ページになりますけれ

ども、中山間地域を中心とする地域全体の暮ら

しを守る仕組みづくり、さらには学校・家庭・

地域が一体となった教育の推進などとしており

ます。

その上で、2030年度に向けた戦略目標として、

先ほど少し申し上げましたけれども、総人口100

万人程度のほか、合計特殊出生率1.9程度、高校

生や大学生などの県内就職率の改善、こういっ

たものを掲げております。

次の57ページでございます。

戦略２の産業成長・経済活性化戦略でござい

ます。

産業を取り巻く環境の変化等を背景に、戦略

の狙いといたしましては、本県の特性や地域資

源を生かした産業づくりですとか交通物流ネッ

トワークの充実、また中核企業の育成、それか

ら地域経済の循環促進などとしております。

戦略の内容でございますけれども、フードビ

ジネスを初めとする成長産業の育成加速化です

とか、58ページになりますけれども、農林水産

業の成長産業化、輸出の促進、また新技術やイ

ノベーションの創出、再生可能エネルギーの導

入促進、さらには高速道路ですとか港湾などの

交通ネットワークのさらなる整備などを進める

というふうにしております。

また、戦略目標につきましては、売上高が30

億円以上となる企業を10社ふやすことですとか、

１人当たりの農水産業、食料品の生産額などの

増加というふうにしております。

次の59ページが、戦略３、観光・スポーツ・

文化振興戦略になります。

ゴールデンスポーツイヤーズですとか国文祭、

芸文祭など、本県の魅力を発信する絶好の機会
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を迎える中、スポーツ・文化を通じた交流の拡

大が必要とされておりますことから、戦略の狙

いといたしましては、世界から選ばれる観光み

やざきの実現とスポーツや文化を通じた交流人

口、関係人口の拡大を図ることとしております。

戦略の内容でございますけれども、魅力ある

観光地づくりですとか、インバウンドを含む誘

客の強化、それからスポーツランドの魅力向上、

アスリートの育成や生涯スポーツの振興、次の60

ページになりますけれども、世界ブランドづく

りですとか、国文祭・芸文祭を契機とした文化

力の向上などを図ることとしておりまして、目

標としましては、観光入り込み客数ですとか観

光消費額、それから文化に親しむ県民の割合の

向上などを掲げております。

次の61ページからが、戦略の４、生涯健康・

活躍社会戦略でございます。

人生100年時代の到来ですとか、医療福祉ニー

ズの拡大と担い手不足、さらには社会的孤立や

子供の貧困の問題、さらには人権問題ですとか、

そういったものの多様化・複雑化などが進んで

おります。

このため、戦略の狙いといたしましては、医

療や福祉が充実しまして、将来も安心して暮ら

していける社会、多様な個性が尊重され、誰も

が活躍できる社会の実現としております。

戦略の内容でございますけれども、福祉・医

療サービスの充実等によります健康寿命の延伸

ですとか地域包括ケアシステムの構築、また市

町村等の連携による困難を抱える人を支える社

会づくり、それから女性や高齢者、外国人など、

一人一人が活躍できる社会づくり、次の62ペー

ジになりますけれども、多様性を受け入れ、誰

もが自分らしく生活できる社会づくり、こういっ

たものを進めるとしておりまして、目標としま

しては、医療満足度の向上ですとか健康寿命日

本一としております。

次の63ページをごらんください。

最後ですけれども、戦略５の危機管理強化戦

略でございます。

南海トラフ地震の発生への備えとか、災害対

応の要となりますインフラの老朽化の問題、ま

た感染症対策や家畜防疫体制の強化への対応等

が求められております。

このため、戦略の狙いといたしましては、自

助・共助・公助が連携した危機事象に強い環境

づくりを目指すものでございまして、戦略の内

容にありますとおり、ソフト・ハード両面から

の防災・減災対策ですとか、災害時の支援体制

の強化、インフラ機能の充実・強化、さらには

次の64ページになりますけれども、感染症対策

ですとか家畜防疫体制の強化を進めることとし

ておりまして、目標といたしましては、防災士

の数ですとか緊急輸送道路の災害対策などとし

ております。

長期戦略は以上でございまして、次の67ペー

ジから後半部分は分野別施策となります。内容

につきましては、施策全体を網羅している関係

上、非常に細かい部分に入りますので、また後

ほどごらんいただければと思います。

以上が長期ビジョンの内容でございますけれ

ども、改めて長期ビジョン、それから戦略の全

体像を見ていただきたいので、委員会資料に戻っ

ていただいてよろしいでしょうか。委員会資料

の31ページ、Ａ３の三つ折りに折り込んでおり

ますけれども、こちらをお開きください。

長期ビジョンの全体像でございますけれども、

左側が現行の長期ビジョン、右側が今回お願い

しております改定案でございます。

御説明しましたように、全体構成は改定前を
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踏襲しておりまして、一番上の点線で囲んでお

ります、時代の潮流、それから将来推計、こう

いったものについて直近の状況を踏まえて見直

すとともに、中ほどの長期戦略を中心に見直し

を行ったところでございます。

次の32ページをお開きください。

こちらが長期戦略の戦略目標の全体像でござ

います。

右端のほうに新たな長期戦略を掲げておりま

すけれども、改定案では、従来が一番左のほう、

現行の長期戦略が８本の長期戦略だったんです

けれども、これを５本に統合いたしまして、戦

略目標も現在の25から19に絞り込んでいるとこ

ろでございます。

絞り込むに当たりましては、従前ございまし

た、県民の意識調査をもとにした目標、こういっ

たものを減らしまして、できるだけ客観的な目

標にするように努めたところでございます。

また、目標値につきましては、これまでの取

り組みを踏まえて改めて設定したところもござ

います。新たにつくった目標といたしましては、

二重線で囲んでおりますけれども、新規高卒者

ですとか大学・短大新規卒業者の県内就職割合

ですとか、医療満足度ですとか、下のほうにな

りますけれども、県内の防災士の数、こういっ

たものも新たな目標として設定したところでご

ざいます。

人口問題の関係では、総人口100万人程度です

とか合計特殊出生率1.9程度といった非常に高い

目標を掲げておりますし、また、産業の関係、

それから観光の関係では、これまでの取り組み

をベースに、さらに高みを目指して頑張ってい

くというふうな目標設定にしたところでござい

ます。

今後、そのような目標の実現に向けましては、

関係部局と連携して、しっかりと取り組んでま

いりたいと考えております。

長期ビジョンの改定につきましては以上でご

ざいますけれども、現在、この長期ビジョンと

あわせまして検討を進めておりますアクション

プランにつきまして、少しだけ御説明させてい

ただきます。

次の33ページをお開きください。

33ページでは、現行のアクションプランを左

に置きまして、これから検討していきます新し

いアクションプランを右のほうに置いておりま

す。基本的な構成につきましては、長期ビジョ

ンと同様なんですけれども、現行のプランを踏

襲する形にしております。

その上で、右側の新プランにつきましては、

今回改定いたします長期ビジョンの５つの長期

戦略に対応する形で、資料の下のほうに重点施

策と書いておりますが、長期ビジョンの戦略に

対応する形で、重点施策、枠に囲んでおります

けれども、知事の公約も踏まえながら、中身は

これから検討していくんですけれども、それぞ

れ人口問題対応プログラムから危機管理強化プ

ログラムまで５つのプログラムを設定いたしま

して、今後４年間に取り組むべき施策を構築す

ることにしたいと考えております。これからそ

れぞれのプログラムの下に重点項目の柱立てを

行って、具体的な取り組みの内容をつくり込ん

でまいりたいと考えております。

最後に、今後のスケジュールでございます。

委員会資料の30ページにお戻りください。

30ページの下のほうの３、策定経緯及び今後

の予定に記載しておりますけれども、長期ビジョ

ンの改定後はアクションプランの策定作業を本

格化させ、３月以降、専門部会等を開きまして、

５月に総合計画審議会の開催、６月には答申を
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いただき、６月議会では、このアクションプラ

ンを議案として提出させていただきたいと考え

ております。

説明は以上でございます。

○横山秘書広報課長 秘書広報課の当初予算に

つきまして説明をさせていただきます。

歳出予算説明資料の17ページをお願いいたし

ます。

秘書広報課の31年度当初予算は、左から２列

目のとおり、５億517万7,000円となっておりま

す。

主な内容を説明いたします。

19ページをお願いいたします。

中ほどの（事項）秘書業務費4,931万9,000円

でございます。これは、知事、副知事の出張旅

費等の活動経費でございますとか、秘書・栄典

業務に要する経費でございます。

次に、その下の（事項）広報活動費２億1,908

万9,000円でございます。これは、各種の広報媒

体を活用しまして、県政全般の広報活動を行う

ための経費でございます。

事業の内容でございますけれども、まず、説

明欄の１、印刷広報事業4,858万9,000円は、県

の広報紙、県公報みやざきを年６回、市町村の

自治会組織などを通じまして県民の皆様に配布

するものでございます。

２の新聞広報事業6,978万5,000円は、新聞の

紙面に毎月２回の県政掲示板ですとか随時の広

告を掲載しまして、広く県民の皆様に県政に関

する情報提供を行っているものでございます。

３のテレビ・ラジオ放送事業7,286万2,000円

は、テレビ２局、ラジオ２局で県政番組を制作、

放送するものでございます。

４の県ホームページ情報発信事業899万円及び

５の県ホームページ魅力発信・充実強化事業647

万7,000円は、県のホームページ運用に係ります

ヘルプデスクの設置ですとか、システムの保守

・管理を行いまして、利用者にとってわかりや

すく使いやすいものになるよう工夫しながら、

効果的な情報発信を行うものでございます。

６の広報活動事業1,168万2,000円は、取材や

番組ロケなどの各種広報活動、機材の整備等に

要する経費でございます。

７の情報発信力強化事業70万4,000円は、職員

向けに広報に係るスキルアップのための研修を

行うものでございます。

20ページをお願いいたします。

（事項）広聴活動費97万6,000円でございます。

これは、県民の皆様の御意見を直接お聞きし県

政に反映させるための知事とのふれあいフォー

ラムですとか、電話、メール等によります県民

の声事業などを実施するための経費でございま

す。

最後に、（事項）県政相談費1,756万5,000円で

ございますが、これは県庁本館１階の県民室の

ほか、各総合庁舎や西臼杵支庁に10カ所設置し

ております県政相談室の運営経費でございます。

秘書広報課は以上でございます。

○長倉統計調査課長 統計調査課の当初予算案

につきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の21ページをお開きくださ

い。

統計調査課の平成31年度当初予算額は、左か

ら２列目にありますとおり、４億7,072万2,000

円となっております。

それでは、当初予算の主な内容につきまして

御説明いたします。

23ページをお開きください。

下から５段目、（目）委託統計費には10の事項

がありますが、これらは全て国庫10分の10の事
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業であり、10のうち９つの事項につきましては、

基幹統計調査に必要な経費であります。

このうちの主な調査について御説明いたしま

す。

25ページをお開きください。

まず、１つ目の（事項）農林業センサス費9,421

万9,000円でありますが、農林業の生産構造や就

業構造等を把握するための経費であります。こ

の調査は５年ごとに行う周期調査で、農林業行

政推進のための基礎資料を得ることを目的とし

ております。

次に、その２つ下の（事項）全国家計構造調

査費3,481万6,000円につきましては、家計にお

ける消費、所得、資産及び負債の実態を総合的

に把握するための調査経費であります。この調

査も５年ごとに行う周期調査で、税制・年金・

福祉政策等を検討するための基礎資料を得るこ

とを目的としております。

次に、26ページをお開きください。

中ほどの（事項）新みやざき統計ＢＯＸ事業

費、説明欄の○新「データで未来を切り拓け！「新

みやざき統計ＢＯＸ」構築事業」であります。

こちらは、常任委員会資料で御説明いたします

ので、委員会資料の10ページをお開きください。

新規事業、データで未来を切り拓け！「新み

やざき統計ＢＯＸ」構築事業であります。

１の事業の目的・背景でありますが、本事業

は、誰でも簡単に統計データを取得、分析がで

きるウエブサイトを構築し、県民のデータ利活

用に関する利便性の向上を図るとともに、職員

の政策立案能力の向上を図るものであります。

右のページの図をごらんください。

現在も統計ＢＯＸというのはあるんですが、

上の図のように、表の形式、数字の羅列で統計

データが提供されており、イメージがつかみに

くいものとなっております。これを下の図のよ

うにグラフ化やマップ表示することにより、い

わゆる見える化し、イメージをしやすくするも

のであります。

左のページにお戻りいただきまして、２の事

業概要でありますが、（１）予算額は2,090万円、

（２）財源は県営電気事業みやざき創成基金を

活用いたします。

（３）事業期間ですが、平成31年度でシステ

ム構築を完了するものであります。

（４）事業内容につきましては、１つ目は、

ＥＢＰＭ支援機能であります。これは、統計デ

ータを見える化することにより、使用者が主体

的に統計データを活用することを支援するもの

であります。

２つ目は、操作性の向上であります。これは、

スマートフォン対応や検索性の向上などにより、

使用者の使い勝手を向上させるものであります。

３の事業効果としましては、ＥＢＰＭ支援機

能の活用により、職員の政策立案能力が向上す

るとともに、民間企業・団体等における産学官

民の統計データを活用した取り組みが活発にな

るものと考えております。

また、使い勝手の向上により使用者の負担が

減少し、利便性が高くなるものと考えておりま

す。

統計調査課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○松村委員長 各課の説明が終了いたしました。

議案について、質疑はありませんか。

○井本委員 未来みやざき創造プランだけれど

も、人口減少問題。原因が完全にはっきりわか

るとは思えんけれども、ある程度やっぱり原因

をはっきりさせんことには対策の打ちようがな

いわね。その辺の原因分析というのはしたの。
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○重黒木総合政策課長 人口減少につきまして

は、大きく申し上げますと、いわゆる自然減、

生まれてくる子供の数が少なくなってくるとい

うところと、社会減というところになっている

ところでございます。それぞれの要因は、非常

に複雑なものが絡み合って発生しておりますの

で、一概にこれが原因というのはなかなか、一

つだけではないと考えておりますけれども。

まず、自然減につきましては、合計特殊出生

率につきましては比較的高い水準にはあるんで

すけれども、やはり子供を産む女性の数が非常

に少なくなってきているというところ、それが

今後も続いていくだろうという中で、どういっ

た対策を講じていくのかというところで、今年

度からもやっているんですけれども、特に若い

女性向けの県内定着率を支援していくような取

り組みが必要かなと考えているところ。それか

ら、子供を産み育てやすい環境づくり。これは、

当然ながら、これまで以上にやっていく必要が

あると思っております。

それから、社会減につきましては、人口の構

造について、現在非常に高齢化が進んでおりま

して、生まれる子供の数が少ない等に加えて、

大きくは、自然減にもつながるんですけれども、

高齢者の方々が亡くなる数が非常にふえてきて

いるというところ。それから、若者の県内定着

率が非常に芳しくなくて、県外に出ていって、

数が少なくなっていくというところがございま

すので、そこに効果的な対策をしっかり打って

いく必要があろうかなと思っております。

人口構造的なところにつきましては、高齢者

の方々がどんどん多くなってくることへの対策

はちょっと難しいんですけれども、若者が都会

のほうに出ていくといったところにつきまして

は、これまで以上に踏み込んだ対策をやってい

く必要があるんじゃないかということで、現在、

検討を進めているところでございます。

○井本委員 社会減の話はいいわ。問題は、自

然増・自然減のことよ。やはりどうして子供を

産まなくなったのか。いろいろ理由はあるだろ

うと私も思うんだけれど、ある程度はっきりし

とかんと、原因がわからんのに手の打ちようが

あるというのは世の中考えられんわけやから。

これが原因だとは私ももちろん言えないんだけ

れど、やっぱり何らか幾つかの要因があったか

らこんなふうになっているんだろうということ

をある程度分析せんことには。

日本の中でも、沖縄なんかはまだ結構高いわ

けだよね。まあ、宮崎も高いほうですわね。だ

から、単に経済的なものをよくすればいいとい

うことではないということはだいだいわかりま

す。

55ページに書いてある人口問題対応戦略の戦

略内容の１、誰もが希望を持って結婚・出産し、

安心して子育てできるようと書いてありますよ

ね。これをいかにして達成するか。その後は、

要するに、企業が連携しなさいとか、子育ての

負担の軽減に取り組むとか、ライフステージの

とかいうことが書いてあるんだけれど、これが

果たしてぴたっと合っているのかなというね。

私がちょっと本なんかで読んだところでは、

人口問題で成功しとるというのか、何とか乗り

切ってるのが、北欧なんかの福祉国家じゃない

かなと。あそこは経済成長もそれなりに遂げと

るし、人口ももちろん維持しとると。

だから、何で子供を産まないかというときに、

やっぱり先行きが見えないというか。不安でしょ

うがないというか。年寄りが一番金持っとるの

に、使わんわけよ。これは何でか。先行きがど

うなるかわからんという、これはやっぱり若者
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でも同じだろうと思うんだよね。大きな原因は

その辺にあるんじゃないのかなと私なんかは思

うんだよね。そういうところを福祉国家はぴしっ

と手当てしてあるんです。私もそれと断言はで

きんけれど、この先行きが見えないという不安

感が大きいんじゃないのかなと私なんか思うん

だよな。それを取り除くことができるのかどう

か、ちょっと私もわからんのだけれども。

ただ、どうもその大きな問題というのはその

辺にあるんじゃないのかなと私なんかは思うん

だよな。それに対してぴたっとこの戦略が合っ

とれば、私も文句言わないんだけれども。まだ、

その分析のところがまずどうかなと。分析がしっ

かりしとらんのに対策のほうはどうかなという、

そんな気がするものだから、これはどうかな、

大丈夫かな、どうですか、課長。

○重黒木総合政策課長 非常に難しい問題だと

思っております。

分析、特に、自然減につきましての御指摘で

すけれども、分析とまで至らないかもしれませ

んが、いわゆる意識調査をやっている段階では、

やはりおっしゃるとおり、将来に不安があると。

経済的な不安、ここが一番大きいので、結婚に

踏み切れないというお答えが一番多いところで

ございます。それによって結婚する方が少ない、

あるいは結婚年齢がおくれることによりまして、

生まれてくる子供も必然的に少なくなってくる

というところがございますので、そこのところ

がベースとしては、やっぱり経済的な不安感、

負担感をいかに減らしていくかというのがあろ

うかと思っております。

したがいまして、今回、この長期ビジョンの

中では、人口問題対応戦略に加えて、産業の活

性化ですとかも含めてやっていく必要があろう

ということで、いわゆる人口問題を全ての産業

とか観光交流人口の増とかのベースとする戦略

と置きまして、そういった産業の活性化も含め

てやっていこうというところが一つございます。

それから、出産に関しても、やはり子育て世

帯がふえているところもありますし、そのあた

りの不安を持っていらっしゃる方がたくさんい

らっしゃるというところで、そういったところ

をしっかりとケアしていくことが必要なんじゃ

ないかなと考えておりまして、具体の対策は、

これからアクションプランをつくっていく中で、

今言いましたような分析も含めてどのような対

策ができるか、これまでやってきているところ

はあるんですけれども、それを踏まえて、さら

にどういうことをやっていかないといけないの

かというふうなことを考えているところでござ

います。

いずれにしても、今、減り続けている中で、

具体の対策をもっとしっかり打っていかないと、

どこまでいけば人口問題が落ち着くのか、先が

見えない状況にありますので、そこの対策をしっ

かり打っていきたいと考えております。

○井本委員 人口問題を経済問題にすりかえよ

うとするから問題があると思うんだよ。確かに

何が不安かというと、経済がしっかりしていな

いから不安だという若者もいるんだけれど、ま

ず、何でそういう経済問題が起きるのかという、

江戸時代なんかもっと貧乏なのよ。多分、我々

の今の生活に比べたらずっと、恐らく何十分の

一の、100分の１以下かも知らんけれど、そのく

らい貧しい時代ですよ。それでも、彼らは安心

して暮らしているというわけ。何でかって、貧

しくてもみんなで助け合っておるわけですよ、

分かち合っているんですよ。

そういうものが今の日本にあるのかなと、はっ

きり言ってね。何でこんなわずか２％、３％消



- 132 -

平成31年３月８日(金)

費税上げるのに、みんなワーワー、統計とった

ら福祉国家にしてほしいとみんな言うんですよ。

福祉国家にするには金が要る。じゃあ消費税を

上げると言ってもみんなは反対するわけです。

はっきり言って、政治に対する不信ですよ、こ

れは。国家に対して信頼がないわけですよ。こ

れをやっぱり本当に正さない限り、なかなか人

口問題も解決できんのじゃないかと、私はそん

な気がするな。

そういう意味でも、国家に言ったって、ここ

は県議会やから、県は、やっぱり本当にみんな

から信頼される、そういう姿勢をみんなの中に

持たせるようなことが必要なんじゃないのかな

と私は思うんですけれどね。どうですか。

○重黒木総合政策課長 大変、重要な観点から

の御指摘だと考えております。

おっしゃるとおり、戦後というか、日本が豊

かになって、家庭の一定の経済的豊かさは従来

に比べると随分高い水準まで来ていると考えて

おります。

そういった中でなぜ子供を生むというところ

が減ってきているのかというところは、おっしゃ

るような部分がやっぱりたくさんあるのかなと

思います。個人主義が進んでいったとか、核家

族化が進展していったとか、経済が豊かになる

一方で、そういったところが進展していって、

人と人のつながりが薄くなったり、社会の中で

子供を見る、子供を社会全体で見ていこうとい

うところが随分薄くなってきているのかなとい

うふうな感じがしております。

そういった部分をいかに今の現代社会の中で

システム的に位置づけてやっていくかというと

ころで、今、地域全体で子育て支援をしていこ

うというところで、子育て支援拠点の整備です

とか、福祉のほうになりますけれども、そういっ

たことをやっていますので、そういったことを

さらに進めながら、ベースとしては委員のおっ

しゃるような人の心の問題とか、地域のきずな

の問題、そういったところも考えていきながら、

今の社会に合ったシステムをつくっていく必要

があるんじゃないかなというふうに思うところ

でございます。（「ちょっと違うけれど、ままい

いや」と呼ぶ者あり）

○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 済み

ません。データというか、統計の数字だけで見

てみますと、合計特殊出生率の推計値なんです

が、県内の市町村によってそれぞれ違いがあり

ます。一番低いのは宮崎市です。高いところは、

どちらかというと中山間地域の市町村なんです

けれども、もう３に近いところもあります。と

いうふうなところで、市町村によってばらばら

な状況がございます。

何が違うのかなということなんですけれども、

女性の年齢層ごとに出生率とか婚姻率とかも含

めてみますと、ある程度若いところで婚姻率の

高いようなところは、やはり出生率も高くなっ

ているという傾向がございまして、宮崎市はそ

の逆なんですけれども、その背景として、ある

程度、大学とかを出て働いている、結婚する機

会というのがなかなかないような場合もあるで

しょうから、そういった雰囲気を少し変えてい

かないといけない─都市部では変えていかな

ければならないのではないかというふうなこと

と、あと中山間地域のところになりますと、や

はり周囲の支援が得られやすいとか、そういっ

たところも当然あると思いますので、市町村に

よってそういった要因というのがそれぞれあり

ますので、それぞれに話し合いをしながら、ど

ういったところを一緒にやっていくんだろうか

というところをこれからしっかりやっていく必
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要があるのではないかというふうなことは考え

るところでございます。

○松村委員長 井本さん、いいですか。じゃ関

連してどうぞ。

○右松委員 人口問題、少子化について、もう

本当に頭を悩ませる極めて大きな課題だなと

思っていまして、先ほど井本委員が言われたの

は、まさに本質的なところだなと思っています。

先行きが見えない。それから、社会で助け合い、

分かち合うのがなかなか難しいことになってき

ていると。それから、政治不信。この三つはま

さに本質的なところでございまして、私も同感

であります。

その中で、個人への干渉をちゅうちょする社

会のありようというのは、これは変えられない、

この流れは変えられないと思います。これは変

えられませんので、じゃあどうすれば、この問

題を少し前に進めていけるかというと、先ほど

井本委員も言われていましたが、やはり制度的

な支援であるとか、財政支援とか、こういった

形で対応していく中で、干渉されることなく、

やっぱり生みたくなるような、そういう社会、

環境を造成していくしかないのかなと。もうや

はりそこになってくると思います。

ですから、個人の価値観とかももう変えられ

ない状況に来ていますので、そこはもう手をつ

けられませんので、そういった中で、先ほど次

長も言われましたが、国も出生率を上げていく。

直結するのは、より早く、より多く結婚の希望

をかなえてあげると、これがやはり大事だとい

うふうになっています。

ですから、やはりできるだけ早く結婚してい

ただけるような、あるいは結婚したくなるよう

な、そういったところをふやしていけるかとい

うことになってくると思うんですよ。

それで、この創造プランで16ページに、この

ケース１とケース２が書いています。この2.07

という数字は、政府も上げている数字でありま

すけれども、これは物すごい高い数値になって

いまして、これを土台にして右のページに、例

えば、平均所得の推移とか記載していますが、

ケース１とケース２では、年間でかなりの差、40

万ぐらいの差が出ていますよね。ですから、こ

れはケース２のほうに持っていくのが一番いい

んですけれども、非常に高いハードルを掲げて

いるなというのは感じています。

でも、それは何とか達成していかないといけ

ないんですが、その中で、私はやっぱり官民一

体の取り組みがどうしても必要になってくると

思っています。行政だけではちょっと厳しいも

のだと思っていますので、普通の一般の人は社

会のほとんどの時間を会社で過ごすことになり

ますので、会社と自宅、もちろんプライベート

の時間もあるわけなんですけれども、やっぱり

その会社、その企業とか団体における結婚支援

であるとか、制度的な支援もしくは財政的な支

援、それを行政が後押しをしていく、やはりこ

ういった形でつくっていくのが大事になってく

るのかなと思うんですよね。

そこで、いろんな方策を考えていかなければ

ならないと思うんですが、県内企業で、例えば、

その結婚支援、子育て支援に熱心な企業、そう

いったところをどれほど県として把握されてい

るのか。そのあたりはどうでしょうかね。そこ

を教えてください。

○重黒木総合政策課長 県内企業の中で、子育

て等に非常に熱心に取り組んでいただいている

企業につきましては、認定制度がございまして、

労働サイドのほうで認定しているところがござ

います。済みません。ちょっと具体の数は今手
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元にございませんけれども、まだ余り数は多く

ないというふうに聞いておりまして、そういっ

た企業をさらにふやしていくために、大変貴重

な視点から御指摘いただいたところで、人口問

題に関する企業に対してのアプローチですね。

ここは我々行政も今までそんなに手厚くやって

きていないところでございますので、そこは、

今後検討していく非常に大きなヒントがあるん

じゃないかなと感じたところでございます。

○右松委員 わかりました。私もちょうどその

熱心な企業に対する認定については、それも

ちょっと伺おうと思っていたところでしたので、

ぜひそういった企業が目立つような、そういう

取り組みも必要かな。

一方で、企業が取り組んでいる制度もしっか

り周知していくとか、あるいは、その財政的な

支援をどういう形でやっておられるのか、そこ

の取り組みを周知していく、あるいは行政とし

て国も含めてですけれど、それを後押しできる

ような、そういった財政的な支援も、どうして

も必要なのかなと思っています。

先ほど言いましたけれども、おせっかいして

でもという風潮では今ありませんし、仲人も今

立てませんし、私も立てなかったんですけれど

も。ですから、この社会の流れというのは、も

う変えられないですので、そういった形で官民

一体の取り組みが必要だということは申し上げ

たいと思います。

それから、もう一つ、本県の離婚率について

も、いろんな課題、いろんな問題、原因があり

ますので、一概に対策を打つのはなかなか難し

いんですが、本県の昨年度直近の婚姻件数

が4,688件、1,000人当たりの率が4.3％で、全国

平均は4.9でありますが、婚姻率は4.3と。4,688

婚姻しているんですが、離婚件数がやはり平成29

年、同じ年で2,132件離婚しているんですよね。

やはり離婚率が1.97、全国で1.70、そういう形

です。

いろんな要因がありますから、もう深く立ち

入るのはなかなか難しい問題ではあると思いま

す。でもやはりいろんな相談体制であるとか、

いろんな課題にも目を向けながら、どうすれば、

そこの改善といいましょうか、どうすればいい

数字が出てくるのか、そこもちょっと考えてい

きながら取り組みが必要かなと思っていますの

で、また、そういう視点もぜひ考えてもらえる

といいかなと思います。

○ 原委員 先ほどの次長の中山間地は高いと

か、そのとおりだと思うんですよね。だから、

そうなると、この少子化の戦略はわかりますが、

戦術としては都市部で政策をその自治体と連携

してやらないとなかなか上がらないなというこ

となんだろうと思います。

この前、東京の総務省の方の講演を聞いて、

これ大都会、いわゆる日本全体の話ですが、「若

者を吸収し老いていく。そして、衰退する都会」

というようなキャッチフレーズの講演を聞いた

ところでしたけれど、それはこの宮崎の中でも

ある程度言えることかなと。宮崎市に集中して、

そこの人たちは、婚姻率も低い。したがって、

子供を生む数も少ないということですから、そ

ういうことで、その市町村ごとの出生率のよう

なものを出してあるわけですよね。それによっ

て、どこを重点的にやるかということも必要か

なというのもあったところですけれど、まず、

そのことについてどうでしょうかね。

○重黒木総合政策課長 おっしゃるとおり、出

生率は、市町村によっていろいろ差がございま

すので、それぞれ市町村単位でどういった対策

を講じていくのが一番人口減少問題について有
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効な手だてになるのかというのを講じていきた

いと考えております。

現在、市町村ごとに我々総合政策課の担当職

員を一人ずつ張りつけておりまして、そういっ

た意見交換をしているところでございます。そ

ういった市町村ごとの分析を踏まえて、どういっ

たやり方であれば一番有効な手だてが講じられ

るのかというのを今１市町村ごとに１担当を置

きまして、それぞれ話し合ってきておりますの

で、その協議の結果を踏まえて、いろんな制度

がございますので、それを活用して実際事業化

を今後はしていくような仕組みをつくっていけ

ないかなというふうには思っているところです。

○ 原委員 だから、中山間地の出生率が高く

ても10人しかいないところの出生率３と、１万

人いるところの出生率1.5となると目減りは、は

るかに都市部のほうが大きいわけですね。だか

ら、日本全体としては、東京に集中する若者た

ちをできるだけ地方に分散しようということで

つながると思うんですけれど、これさっきも江

戸時代の話がありましたけれど、貧乏の子だく

さんと言って、貧乏な家庭のほうがいっぱい子

供はいるもんだったんだけれど、今逆にはるか

に豊かになったはずなんだけれど子供が少なく

なっていくということで、その辺の原因という

のは何なのかなと思います。

私は仲人を60組ぐらいしましたけれど、今は

個人的なことに立ち入っちゃいかんという風潮

の中で、挨拶の中で必ず入れること、来賓でも

呼ばれましたけれど、子供をいっぱいつくって

くださいねとか、スポーツ少年団のチームがで

きるぐらいつくってくださいとか言っていたけ

れど、今ああいう挨拶したらとんでもなかった

んだろうなと思いますけれどね。そういう風潮

になったから大変難しい時代ではあるなとは思

います。

そこで、先ほどの何が原因かということです

けれど、いろんなアンケートをとっておられま

すね。就職のこととか、若者がなぜ都会に出て

いくのかとか。何かこういう意識アンケートみ

たいなのを、その原因を探るという意味で、そ

れで完全にわからないかもしれないけれども、

何かそういう調査を改めてできないもんでしょ

うかね、結婚観とか、子供を生むこと、育てる

ことへの意識とか、できないものかなと思うん

んですけれど。このアンケートをとることによっ

て、その分析を何か進められないかということ

についてお考えはどうですか。検討される考え

はありませんか。

○日隈総合政策部長 私個人的に、これまでに

こども政策局長と福祉保健部長をしております

けれども、アンケートという形ではとっていな

いんですが、いろいろ各地域で話し合いはして

きております、福祉保健部内で。

宮崎県の合計特殊出生率、割といいほうで全

国２位という状況がありますけれども、これは

他県と比べて総体的に見て、なぜうちが高いか

ということで御意見いただいているのは、あく

までも総体的と見たときにですね。宮崎県の場

合は他県より一つは排他性が少ない。要するに

よそ者扱いしないというような、社会全体が割

と受け入れやすい、若い女性にとって、そうい

う環境があることと、そしてサポート体制が、

これは自分の親も含めてなんですけれども、親

兄弟、あるいは隣近所含めて、割とサポート体

制が他県よりも意識的にはとれているというこ

とで、要するに女性から見て、子供を生んでも

育てやすい環境というのが少しはよその県より

も多いのかなというのが傾向的に伺えました。

ただ、これからその環境整備を進めていかな
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いといけないんですけれど、これは、次長、課

長が申し上げたとおり、市町村ごとで違います。

環境が悪いのは、正直申し上げて宮崎市です。

待機児童がおられるように、これは宮崎市だけ

ですね。一番は宮崎市を重点的に取り組まなく

てはいけないというような状況なんですけれど

も、具体的に申し上げると、宮崎県のやり方は、

これまで幼稚園、幼稚園は午後があいているの

で、ここを認定こども園に持っていって、保育

園のかわりにここで子供を預かってもらうとい

うやり方を進めてきました。

これは実は、財政的な負担も非常に少なくて、

保育園をたくさんつくっていくよりは、定数割

れしている幼稚園に御理解いただいて、これま

で進めてきました。熊本県、鹿児島県に比べる

と、宮崎県は、認定こども園が３倍ぐらい多い

です。それが、そういう法律的にというやり方

と、割と幼稚園が多かったということで御理解

いただいて進めてきていますが、ただ全ての幼

稚園がそういう認定こども園に踏み切っている

かというと、そうではなくって、やはり昔なが

らの幼稚園の考え方というのもあって、そのま

まやっていらっしゃるところもあります。

けれども、宮崎市内の幼稚園でまだそういう

ところが多いものですから、郡部のほうは割と

認定こども園に進んでいっていただいているん

ですけれども、あるいは保育園が充実している

んですけれども、宮崎市内については、もう少

しやっていく必要があるのかなと思いますので、

ただ、ここだけは中核市ですので、県が直接と

いうわけにいきません。ですから、そこのとこ

ろはしっかりまた話し合いをしながら進めてい

かなくてはいけないのかなと思います。

一番数が多いところで、やはりそういう環境

整備を図っていかなくては、大体今申し上げた

とおり待機児童がいるということは、これはやっ

ぱり問題です。そういう雰囲気があること自体

が、やっぱり働く女性にとっては２人目、３人

目なんてとんでもない、そういう感覚もありま

すので、子供を生んでも預けられる体制がしっ

かりとれているということがあって、初めて所

得の若干低い宮崎ですので、そこの担保があっ

て、子供さんをもうけられるという傾向がある

のかなと思いますので、これは今申し上げたと

おり市町村ごと違います。市町村ごとまたお話

をしていく必要があるのかなというふうに考え

ております。

○ 原委員 そういうことで、ちょっとこう視

点を変えて今のような幼稚園のキャパをもう

ちょっと多くして受け入れの容量を大きくする

とか、いろんなそこがまた安心化につながるん

でしょうから、ぜひお願いしたいと思います。

この前新聞を読んでいましたら、韓国ですか

ね。韓国も１切ったんじゃないかというような

情報で、もうちょっと確認しないといけません

けれど、台湾もかなり低いみたいですね。もう

１切っているということはすごい人口の減少の

要因になっているわけで、それからいうとまだ

日本はいいみたいですけれど、宮崎県もその中

でいいわけで、その中でも数の多い都市部を対

策しないと、なかなか人口は目減りをいかに少

なくする、減少曲線の勾配を緩やかにすると言っ

ても大きな人口のところに手を入れないとなか

なかだと思うんで、ぜひ御検討方、よろしくお

願いしたいと思います。

○緒嶋委員 いずれにしても長期ビジョンを改

定することは、必要なことですけれども、本当

に言われたように、原因がはっきりこれだとい

うことがわかれば対策も立てやすいですが、複

合的にいろいろな要因でこういうことになって
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きておると思うんですよね。

その中で中山間地が出生率が高いというのは、

もともと人口が少ないから、分母が全体的に少

ないから、二、三人でも子供を産めば率は上が

るわけですね。実数は少なくても率は上がる。

だから、問題は、実数をどう上げるかというの

が一番問題なわけだよ、地域では、率ではなく

て。

そういう中で、11年後ですか、2030年、もう

本当に100万にするためには、この作文的にはこ

れはこれで間違いないけれど、そのためにどう

するか。この前も言われたように、今でも年

に8,000人も宮崎県で人口が減っているわけね。

ならそれを5,000人に減らせば、また、この人口

の100万人の目標も変わってくる。そのためには、

どういう対策を立てるかという具体的なものが

アクションプランで出てこないと、10年後こう

なりますで、その道筋がこうなるためにはこう

いう政策をアクションプランで具体的に立てま

すというようなもの。これ県内企業でも売上高

が30億以上の成長企業10社つくりますよ、これ

は県がつくるわけにいかんわけですね。民間の

会社がそうしないといかんわけで、そのために

はアクションプランでどうやるかと。いろいろ

なことをせんと、作文的にはこういう１人当た

り350万とか、いろいろ出るけれど、その道筋が

見えんと、本当に政策と言えるのかということ

になる。これ予算的なことも含め、また、民間

の力、そして、各市町村のこれに対する対応。

やっぱり同じ認識で進めていかなければ、なか

なかこの数字が本当に目標どおりに達成できる

かというのは、ちょっと疑問があるわけですよ

ね。達成してほしいけれど。それが、我々も具

体的にこういうことでこうなりますという何か

確証的なものが写ってこんわけですよね。それ

をアクションプランでは明確にされるわけです

かね。

○重黒木総合政策課長 今後アクションプラン

を検討する中では、今言われた御指摘も踏まえ

て検討していくことになると思っております。

具体的には、アクションプランの中でそれぞ

れ実施すべき重点的な項目をつくり込んでいき

まして、それをアクションプランですので、今

後４年間、どういったふうに進めていくかとい

う工程表的なものをつくって管理していくこと

になろうと思います。

いずれにしても、長期ビジョンもアクション

プランも、県だけではなくて、県と企業と県民、

それぞれ共有の計画と位置づけておりますので、

官民と連携をしっかりとりながら、厳しい目標

なんですけれども実現に向けてしっかり取り組

んでいきたいというふうに考えております。

○緒嶋委員 この目標数値をおかしいと言いた

くないわけですよ。こうなってほしいから。し

かし、本当にそれができるかなという、そうい

う要らん、我々の杞憂であってほしいのだけれ

ど、杞憂で終わらないのじゃないかという気が

するもんだから。そのあたりが政策的に市町村

民間含めて、本当にみんながその気になって取

り組まなければ、「笛吹けど踊らず」という言葉

があるけれど、県がどんなに笛吹いたって、み

んながその気になって盛り上げていかんことに

は、これは実現できんのじゃないかという気が

してなりません。

それで、またこういう計画を市町村は市町村

ごとに綿密な計画、もう限界集落という言葉が

出てくるぐらい市町村は厳しいところもあるわ

けですよね。そういう地域を、市町村としてど

う取り組んでいくのか。そういう市町村のこう

いうアクションプランまで含めて長期計画。やっ
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ぱりそれを数値目標を上げさせて、市町村もこ

ういうのをつくらせないといかんと思う。そし

て、その整合性の中で県の計画と合致するよう

な、そういうものが出てこんと、私は難しいん

じゃないかと思ってるけれど、市町村はこうい

うものをある程度つくっておるわけですかね。

○重黒木総合政策課長 市町村は市町村で、そ

れぞれ総合計画的なものはつくっております。

特に、人口については、いわゆるまち・ひと・

しごと総合戦略の中でそれぞれ将来的な推計を

各市町村ごとつくりまして、それに基づいて施

策を打つという仕組みになっております。

この長期ビジョンもそうなんですけれども、

策定に当たっては市町村の職員の方々、あるい

は地域の方々とも地域別会議という形で意見交

換をしていきながらつくってまいりましたので、

長期ビジョンの目指す姿、これが実現できるよ

うに市町村の方々と一緒になってやっていきた

いと考えております。

○緒嶋委員 特に市町村では、やっぱり社会減

をどう減らすかと。自然減は、これはもう仕方

がないわけですよね。寿命を延ばすといっても、

いずれ我々みんながあの世に行く、これは宿命

であるのでどうにもならん。だけれど、社会減

を減らすことによって、人口減の現象をいかに

遅くするか、それをやはり県もですが、これは

就職率を高めるとか、いろいろある。これはそ

ういうことをやっぱり市町村も、この前１年だ

け日之影町で社会減がゼロだったですよ、社会

減が。それはやっぱり町の政策として頑張った

から。だから、どこの市町村でもそういう社会

減をどう減らすかと。そこに視点を。それは医

療とかで寿命を延ばして、自然減も減らすとい

うのも必要だけれど、私はやっぱり社会減をど

う減らすかというのに視点を置いた政策を、そ

れは自然減が高くてもいいというわけじゃない

ですよ。やっぱり全体ではそういうものを目標

に持っていく政策が必要じゃないかと思うんで

すけれど、そのあたりはどうですかね。

○重黒木総合政策課長 おっしゃるとおりだと

思っております。市町村それぞれどうやったら

社会減を抑制できるかというのは、それぞれの

特徴を踏まえて一生懸命考えていただいており

ます。

先ほど少し申し上げましたけれども、市町村

ごとにそれぞれ一緒になって考えていく体制等

をつくりましたので、今後、我々も市町村の皆

さんと一緒になって、それぞれの市町村の実情

に応じた対策を練り上げていけるように支援し

てまいりたいと思います。

○緒嶋委員 今度予算のほうですけれども、オ

リンピックの県内の聖火リレーというのは、２

日間で県内全ての市町村をリレーすることがで

きるわけですかね。これ特別なとこだけという

こと、これはどう考えておられるんですか。

○重黒木総合政策課長 聖火リレーにつきまし

ては、非常に限られた時間とか日程の中でやり

ますので、恐らく全ての市町村を回るのは難し

いというふうに思っています。

ただ、できるだけたくさんの方に聖火リレー

を見てほしい、あるいは参加してほしいという

観点から、いろいろと検討を今後進めていきま

すので、ルートの選定に当たっては、ある程度、

そういった地域的な配慮もしながら検討してま

いりたいと考えております。

○緒嶋委員 その中で、やっぱり青少年という

か、子供たちに聖火リレーを見せる。我々が見

るんじゃなくて、ある程度子供たちをバスかな

んかで聖火リレーの沿線にできるだけ宮崎県の

若い者を。将来に向けて日本をつくるのは、やっ
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ぱり青少年だから、そういう人たちがそういう

ものにできるだけ多く参加される。我々のよう

な賞味期限が切れたようなもんじゃなくて、今

から頑張るような人をできるだけ、参加させる

というような知恵を出すべきじゃないかと思っ

てるんですけど、どうですかね、これは。

○重黒木総合政策課長 委員のおっしゃるとお

りだと思っております。

聖火リレーというか、オリンピックの目的が、

やはり未来に希望をつなげていくというところ

でございますので、そういった子供たち、小学

生、中学生の方々が聖火リレーをしっかりと見

て、将来に希望、地域の活性化につながってい

くというふうなところも含めて、いろんなイベ

ント等を検討していくことも考えておりますの

で、そういった中でどんな工夫ができるか、検

討していきたいと思います。

○武田委員 総合政策課の14ページの地産地消

県民促進運動事業について、もう少し詳しく教

えていただきたいんですが。

地産地消と昔から言われ続けて、観光でも何

でも県内で流通、経済を回す。県外を海外とし

て貿易収支を黒字化にするということが、基本

市町村もですけれど、宮崎県自体が自主財源が

少ない。国から交付税いただいて回している状

況で、このいただいた交付税を外に流していけ

ば、宮崎の経済はやっぱり回らないわけですよ

ね。これは皆さん誰でも一番よくわかっていらっ

しゃると思う。ここをどうしていくかが、宮崎

の浮沈にかかっていると思うので、そこあたり

で、もうちょっとこれをかけ声だけではなくて、

本当に県民全員で地産地消しようと。まず、市

町村なら市町村の中で金を回そうというのを一

生懸命やること自体が宮崎の活力につながると

思うんですが、この事業の中身と今後の見解を

教えてください。

○重黒木総合政策課長 この地産地消県民運動

促進事業でございますけれども、事業の中身と

しましては、地産地消運動県民会議というのを

我々行政と県内のいろんな商工団体の方々、た

くさんの方々に入っていただいて構成しており

ます。

具体的には、その県民会議の事務局を宮崎の

商工会連合会に委託しておりまして、その中で

地産地消に関するさまざまな啓発ですとか取り

組みをやっていただいているところでございま

す。

委員がおっしゃるように、地産地消につきま

しては、県民意識調査を毎年やっておりますけ

れども、例えば食材ですね。食べ物については、

できるだけ地元のものを食べようという意識は

８割以上の方々が持っていただいているという

結果が出ております。

ただ、我々広い意味での地産地消というふう

に申しておりまして、そういったものだけでは

なくて、県内企業の製品を使いましょうとか、

あるいは県産材をもっと使っていきましょうと

か、あるいは地元の商店街を活用しましょうと

か、そういったところまで含めて広い意味での

地産地消をやっておりますので、そういった観

点からさまざまな部分、地域経済の活性化につ

ながるような取り組みをこの県民会議を中心に

さらに展開してまいりたいと考えております。

○武田委員 ありがとうございます。例えば、

観光地に行くとパッケージだけ違う、中身はほ

ぼ同じような県外産の商品が多数見られるわけ

ですよね。これを何とか地元の食材を使って、

地元の加工場で地元の人たちがつくったものを

少々高くてもここだけ、宮崎だけの商品として

売っていく。頭では僕もこうやって言うのは簡
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単なんですが、実際なかなか大変だと思うんで

すが、これをこつこつ一つずつやっていくこと

が、結局、宮崎の力につながると思うんですよ

ね。

公共事業もそうですし、できるだけ地元に落

していただく。特に、議会でもよく出ますけれ

ど、宮崎の中でも土木関係もどんどん減ってい

まして、今回、もう相当の防災減災の予算が出

ていますけれど、実際、業者の方に話をすると、

受けたいんだけれど、なかなか受けれないし、

今回は年度を超えて大丈夫ということなので、

何とか工面してみんなで受けている状態だと。

結局、地産地消することによって、県の力も

上がりますし、市町村の力も上がってくると思

うんですよね。これ、やっぱり継続して今回は

一気に国の予算が３カ年で出ますからいいとし

て、その後もやっぱりずっと継続して、ある程

度の仕事を地元に出して、そこで働く方々が生

活ができるような。その方々がまた地元の商品

を買って、地元の商店街で買い物をしてぐるぐ

る回っていく。どうしても日用品であるとか、

そういうものは地元でできるだけ買ったら、例

えば車であるとか、趣味の部分であるものはな

かなか難しいかもしれませんけれど、そこを県

内全体でこういう予算を使って醸成していただ

くとありがたいなと思っていますので、もう

ちょっとこれ予算をふやして、結果的にこうい

う結果になったと、こうなりましたよというの

を２年後、３年後、５年後でも皆さんにまた発

表していただくとありがたいなと思いますので、

よろしくお願いします。

○右松委員 緒嶋委員のお話されたオリンピッ

クの聖火リレーで１点だけ伺いたいと思います

が、2020年東京オリンピック、オリ・パラで３

月26日に福島県を出発して、そして、本県は４

月26日、27日と２日間ということでございます。

それで、９ページのポイントに、地域の特色

を生かしたリレーということでございまして、

これは２日間ですから限られた期間の中でどう

やって宮崎をアピールするかということになろ

うかと思いますが、具体的なコースはこれから

だと思いますけれども、この地域の特色を生か

したリレーというのは、具体的にどういったと

ころを考えておられるのか、そこをちょっと教

えてください。

○重黒木総合政策課長 具体的なリレーのコー

スそのものは、ちょっとまだ公表できないとい

うことで、夏ごろになれば組織委員会から公表

されるということだと思います。

そういった中で、考え方としましては、地域

の特色といいますか、地域の魅力をしっかり発

信できるような場所というか、コースというか、

そういったところも織り込みながらやっていこ

うと考えております。

そういった観光地的なところですとか、リレ

ーが走ることによって地域の方々に元気を与え

られるようなコースですとか、そういった観点

から考えていきたいというふうに考えておりま

す。

○右松委員 コースの話はもういいんですけれ

ど、具体的に地域の特色、本県の特色、どういっ

たところを生かしていこうとされているのか。

分野的なものを、今答えられる範囲で答えてく

ださい。

○重黒木総合政策課長 やはり宮崎県の魅力と

いいますか、特色と言いますと、神話ですとか

神楽ですとか、そういったものが一つあると思

います。

それから、さまざまな観光地もありますので、

そういったところを伝統芸能的なもの、コース
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だけではなくて、付随してやるいろんなイベン

ト、そういった中でも地域の特色をしっかり出

せるようなコースづくり、それから、イベント

の企画の中で今後検討していきたいと考えてお

ります。

○右松委員 わかりました。神話ということが

出ましたけれど、まさに本県の固有の地域資源

だと思いますので、高千穂、それから、西都原

もそうですし、宮崎市内もいっぱいございます。

県西地区もあります、県南もありますから、ぜ

ひそういったところをしっかりと加味していた

だいて組んでいただくといいかなと思いますの

で要望させていただきます。

○前屋敷委員 秘書広報課で予算書の20ページ

で、県政相談費というのがあるんですが、直接

県民の皆さん方が県に対していろんな相談、私

どももいろんな相談も受けたりするんですけれ

ど、昨年度からするとかなりの予算規模になっ

ているんですが、どう充実を図られたのか。い

ろんな方々からの相談を受ける体制なのかなと、

そういうふうに思ったんですけれど、中身につ

いて。

○渡久山広報戦略室長 この県政相談につきま

しては、出先の総合庁舎に10カ所、それから、

本庁でも県民室を設け、さらに県民の声などで

いろんな声を受けているところでございます。

予算のことについて御説明を申し上げますと、

これは非常勤職員の予算の計上の仕方が昨年と

変わったことに伴う増加になっております。

具体的に申しますと、７名の非常勤職員が本

庁と出先機関でございますが、昨年度までは人

事課との計上の仕方の分担上、１名分だけを秘

書広報課で計上しておりましたが、新年度の予

算からは７名全ての人件費を当課で計上するこ

とで整理をいたしました。そのために1,300万ほ

ど予算がふえているということでございます。

新年度に特に体制を大幅に変更するものではご

ざいません。これまでどおりの取り組みを継続

的に続けていきたいと思っております。

○前屋敷委員 じゃあ昨年も10カ所で運営をさ

れていたんですかね。それがふえるとか、そう

いうことではないんですね。体制上の問題です

ね。

○渡久山広報戦略室長 おっしゃるとおりでご

ざいます。体制を大幅に変更するものではござ

いません。

○ 原委員 総合計画の44ページです。生産性

のことを前回ちょっと意見を言わせていただい

て、これを取り入れていただいたということ非

常に評価すべきものであります。

それで、その生産性なんですが、日本は先進

国の中でもまだまだ生産性は低いと言われてい

ます。その中で、じゃあ日本の中での宮崎県は

どうかと見たときに、何かデータがありますか、

宮崎県の生産性というのは、どのぐらいの順位

であるという。

○重黒木総合政策課長 済みません、ちょっと

確認させていただきます。─今あるのは労働

生産性に関するデータがございまして、これに

つきましては2015年のデータでございますけれ

ども、全国順位が46位となっておりますので、

やはり、生産性を向上するというところは大き

な課題であろうかと思います。

○ 原委員 それを見て一目瞭然だと思います。

それが所得の差にもあらわれるわけだし、私は

Ｕターンですから、それを痛切に感じて、ずっ

とそれを言ってきましたけれど。ですから、こ

の生産性、日本そのものが世界の中で低い、そ

の中でも宮崎は低いわけですから、逆に言うと

上げしろもそれだけあるということですので。
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人口が減るからには生産性を上げるしか、今の

経済のパイを保とうとすればないわけであって、

伸びしろが大きいわけですから、ここは大いに

知恵を絞って戦術を立てていただきたいなと思

いますが、感想があれば。ひとつ、やるぞ、や

らないぞ。

○重黒木総合政策課長 非常に難しい課題だと

思っております。一般論になるかもしれません

けれども、それぞれ製造業とかにつきましては、

やはり技術革新、それをしっかり進めていただ

きたいと。それに対して行政がどう支援してい

くのか、最近の科学技術の進展は、著しいもの

がございますので、ＡＩですとか、ＩＯＴです

とか、いろんな技術が入ってくる中で、それを

的確に取り込みながらより生産性の高い産業構

造にしていくというのがひとつございます。

それと、もう一つ農業とかフードビジネスと

か、そういったところも生産性の向上が重要視

されるのではないかなと思っておりまして、そ

ちらにつきましてはなかなか小規模なところが

多いですので、一つ一つの生産工程の改善です

とか、あるいは品質管理の向上ですとか、そう

いったものをしっかりと支援しながら、製造業

とか多くの産業で生産性が高まるような取り組

みを支援してまいりたいと思います。

○ 原委員 それは最終的には民間が自分で頑

張らないと上がらないことですけれど、できる

限りの機運の醸成と、県として打てる政策をやっ

ていただきたい。キャッチフレーズだけでもい

いじゃないですか、生産性を上げようという。

以上、申し上げておきたいと思います。

○右松委員 先ほどちょっと言い忘れました。

東京オリンピック・パラリンピックの開会式で、

我々有志もお願いをしておったんですが、県内

の地域から要望が上がっていまして、開会式に

神楽をぜひお願いしたいということで、その地

域から上がってきた要望書に我々有志は署名さ

せていただきました。そこを御理解いただいて、

もちろん相手があることなんですが、国へいろ

いろ動く取り組みの中で、状況なり感触なり、

今答えられる範囲で教えてもらえるとありがた

いなと思います。

○坂元記紀編さん記念事業推進室長 神楽、神

話、こういったものを開会式、オリパラで取り

上げていただきたいということは、知事も積極

的にいろいろ動いていただいておりまして、国

のほうとか、あるいは組織委員会、こういった

ところに要望を行っていただいております。

知事は、知事会でもワーキングチームのトッ

プリーダーをやっておりますので、その立場と

しても今、要望をやっていただいているんです

けれども、なかなか、どういった検討過程にあ

るのかというのは明らかにしていただいており

ませんので、取り上げていただけるのかどうか

というのは今の状況ではよくわからないところ

はありますけれども、今後とも引き続き取り上

げていただけるように一生懸命頑張ってまいり

たいと思っています。

○右松委員 わかりました。地域からも上がっ

てきていますし、県民の機運といいましょうか、

そういったのも醸成していくことも必要だと思

いますけれども、ぜひ、鋭意取り組んでいただ

ければなと思っています。

○ 原委員 先ほどの46位の労働生産性の一覧

表の資料と、各市町村別の合計特殊出生率のデ

ータをいただけるとありがたいんですが。

○重黒木総合政策課長 はい。用意させていた

だきます。

○松村委員長 資料の要求でしたので、でき次

第という形で、皆さんにも。
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○松浦総合政策部次長（政策推進担当） 合計

特殊出生率について言いますと、市町村ごとで

毎年出ているものではありませんので、推計の

推計という形でしか出しておりませんし、これ

は公になっているものではありませんので、取

り扱いとしては少し気をつけていただけるとあ

りがたいなと思います。

○ 原委員 マル秘というのを打っといてくだ

さい。わかりました。

○松村委員長 その範囲で資料提出をよろしく

お願いいたします。

ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で、第１班の審

査を終了いたします。

次に、第２班として総合交通課、中山間・地

域政策課、産業政策課、生活・協働・男女参画

課の審査を行いますので、順次議案の説明をお

願いします。

○小倉総合交通課長 総合交通課の当初予算に

つきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の29ページをお開

きください。

総合交通課の平成31年度当初予算額は、左か

ら２列目にありますように、総額で10億8,276

万3,000円となっております。

主な内容について御説明をいたします。

31ページをお開きください。

中ほどの（事項）広域交通ネットワーク推進

費3,753万6,000円であります。このうち、説明

欄４、宮崎県物流強化推進事業2,400万円であり

ますけれども、こちらは県産品の効率的な輸送

を確保するために、県内港湾等への荷寄せを促

進して、海運・鉄道の大量輸送能力を生かして

効率的な物流の維持・充実を図るというもので

あります。

次に、説明欄５の改善事業「宮崎県長距離フェ

リー航路利用促進支援事業」の761万円でありま

すけれども、こちら長距離フェリー航路の維持

・充実のために、大量輸送が可能な長距離フェ

リーの特性を生かして、スポーツ合宿や教育旅

行等の団体利用を促進して、航路運営の安定化

等、本県観光の推進を図るものであります。

次に、（事項）地域交通ネットワーク推進費３

億5,880万9,000円であります。このうち、説明

欄１の地方バス路線等運行維持対策事業の３

億180万8,000円でありますけれども、こちらは、

国や市町村と連携しながら、地域住民の生活に

必要なバス路線の維持を図るための運行費等の

補助を行うものであります。

次に、説明欄２、地域公共交通ネットワーク

最適化支援事業の604万2,000円でありますけれ

ども、こちらは、地域の生活を支えるバス路線

の維持を図るために、イベントに合わせた利用

促進策ですとか、バス乗り方教室などの利用促

進活動、それから、コミュニティバスなどへの

転換等を行う市町村等への支援であります。

それから、説明欄３、離島航路運行維持対策

事業、1,008万6,000円でありますけれども、こ

ちらは、離島航路が本土と離島を結び唯一の交

通手段でありますから、離島住民にとって必要

不可欠なものということで、国や自治体と連携

して、離島航路を運行する航路事業者への補助

を行うものであります。

それから、説明欄４の改善事業「地域鉄道活

性化・利用促進支援事業」の1,155万4,000円で

ありますけれども、こちらは、県内鉄道網の維

持・存続を図るために、吉都線及び日南線にお

ける利用者減少対策、観光列車を活用した利用

促進の取り組みを支援するというものでありま
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す。

続きまして、32ページをお開きください。

説明欄５の新規事業「二次交通インバウンド

対応支援事業」につきましては、後ほど常任委

員会資料で御説明いたします。

次に、（事項）航空交通ネットワーク推進

費8,045万9,000円であります。

説明欄１、「みやざきの空」航空ネットワーク

充実事業5,014万円でありますけれども、こちら

は、官民で構成する宮崎空港振興協議会を通じ

まして、国際線を運行する航空会社に対する運

行経費の一部を補助するということと、それか

ら、国内外の航空会社と連携した利用促進キャ

ンペーンや路線のＰＲ、香港線・台北線の復活

・復便に向けた要望活動、中国本土・東南アジ

ア等への国際チャーター便の誘致等を行うもの

であります。

次に、説明欄２の直行便でひとっ飛び！みや

ざき国際線活性化事業2,838万円でございますけ

れども、こちらは、同協議会を通じまして、グ

ループ渡航支援、パスポート取得支援などで県

民の渡航拡大を図るということと、それから、

航空会社に対する路線の維持・充実に向けた

トップセールス等を行うものであります。

続きまして、（事項）高千穂線鉄道施設整理基

金事業費３億2,253万1,000円であります。こち

らは、旧高千穂線の不要施設の撤去に要する経

費でありまして、県と沿線自治体とで基金積み

立てを行うとともに、施設の撤去に係る沿線自

治体への補助を行うものでありますけれども、

来年度につきましては、延岡市で大規模な撤去

工事を控えておりますので、今年度よりも大幅

に予算額がふえているというものでございます。

最後に、（事項）運輸事業振興費１億8,509

万7,000円でありますけれども、こちらは、県の

バス協会及びトラック協会が行う交通安全対策

ですとか、利用者利便の対策等に対しての支援

でございます。

続きまして、主な事業について御説明をいた

しますので、常任委員会資料の12ページをお開

きください。新規事業、二次交通インバウンド

対応支援事業でございます。

まず、事業の目的・背景ですけれども、東京

オリンピック・パラリンピック等の開催を2020

年に控えて、ＦＩＴ─個人旅行者を中心とす

るインバウンドの増加が見込まれるということ

で、喫緊の課題であります宮崎空港などと観光

地を結ぶ二次交通の機能を強化する、このため

に、交通事業者等と連携した環境整備・情報提

供を強化して実施するというものであります。

２番、事業の概要をごらんいただきたいと思

いますけれども、予算額は2,900万円で、財源は

全額、観光みやざき未来創造基金を活用いたし

ます。事業期間は、平成31年度からの２カ年で

す。

事業内容といたしましては、宮崎空港等と観

光地を結ぶ二次交通の機能強化を支援するもの

で、４つの補助メニューがございます。

１つ目が、空港等と観光地を結ぶ路線バスの

実証運行調査、２つ目に、案内表示等の多言語

化や二次交通関する情報提供の充実、路線バス

等へのＷｉ─Ｆｉ設置などの旅行環境整備、３

つ目として、二次交通乗車券と宿泊などをセッ

トにした企画乗車券の販売促進、４つ目として、

海外メディア等の活用による二次交通と観光情

報を一体にした情報発信、こういったことのＰ

Ｒに対して交通事業者への支援を考えていると

ころでございます。

事業効果としましては、公共交通で移動でき

る観光地の選択肢、幅を広げるということで、
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それに加えまして、利用者の利便性・満足度を

高めて、リピーターを含めた外国人旅行者を増

加させたいということで、県内経済の活性化と

ともに、地域公共交通の維持につなげていきた

いと考えております。

当初予算につきましては、以上であります。

続きまして、決算特別委員会で御指摘をいた

だきました事項につきまして御説明をいたしま

すので、別冊資料の決算特別委員会指摘要望事

項に係る対応状況の４ページをお開きください。

個別的指摘要望事項として、記載のとおり「Ｊ

Ｒ九州によるダイヤ見直し等を踏まえ、鉄道路

線の維持・充実が図られるよう、しっかりと取

り組むこと」という御指摘をいただいておりま

す。県におきましては、平成30年３月のダイヤ

改正による減便等を受けまして、沿線市町・九

州各県と連携して、減便等の見直しの要請・要

望を行ってまいりました。

その後、今月からのダイヤ改正におきまして

は、高校生等の利便性に配慮した見直しが示さ

れましたけれども、本県が求めている復便等が

全て実現したわけではございません。今後もあ

らゆる機会を捉えまして、ＪＲ九州に対し、鉄

道網の維持・充実を働きかけてまいりたいと考

えております。

吉都線・日南線につきましては、昨年12月に、

みやざき地域鉄道応援団からの利用促進に係る

方向性、取り組みに関する提言を受けたところ

であります。

県といたしましては、この提言の内容を、沿

線市町・ＪＲ九州としっかり共有し、次年度当

初予算案におきましても、サポーター制度の創

設など、地域住民が中心となった取り組みによ

る活性化、加えて、域外からの誘客等、こういっ

たところで輸送密度の維持・向上に対する効果

的な取り組みに対する支援を行ってまいりたい

と考えているところでございます。

総合交通課の説明は、以上であります。

○日髙中山間・地域政策課長 中山間・地域政

策課の当初予算について御説明いたします。

歳出予算説明資料の33ページをお願いいたし

ます。

当課の当初予算額は、５億8,003万7,000円で

あります。

予算の主なものについて御説明いたします。

35ページをお願いいたします。

ページ中ほどの（事項）中山間地域活力再生

支援費１億3,918万1,000円でありますが、これ

は、中山間地域にたいする重点的・総合的な支

援に要する経費であります。

主なものとして、説明欄４の持続可能な地域

づくり応援事業でありますが、これは、地域が

自立した持続可能な仕組みを構築するため、市

町村と地域が一体となった地域づくりの取り組

みを、宮崎県市町村21世紀基金を活用して、３

年間を上限に支援するものであります。

説明欄５の新規事業「地域における人口減少

対策促進事業」につきましては、後ほど委員会

資料で御説明いたします。

次に、一番下の（事項）過疎対策等推進費382

万4,000円、これは、過疎計画等に基づきます過

疎地域活性化対策等の推進に要する経費でござ

います。

36ページをお願いします。

（事項）ふるさとづくり推進事業費891万4,000

円です。これは、宮崎県地域づくり検証事業の

実施など、地域の特性を生かした魅力あるふる

さとづくりの推進に要する経費でございます。

次に、（事項）地域活性化促進費7,528万円で

ありますが、これは、地域活性化の取り組みの
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推進に要する経費でありまして、このうち、説

明欄３の宮崎県市町村間連携支援基金事業につ

きましては、宮崎県市町村間連携支援基金を活

用しまして、県内の市町村が連携して行う地域

課題の取り組みを支援し、各地域の広域的な活

性化の促進を図るものでございます。

また、説明欄５の地域資源ブランド強化促進

事業でありますが、これは、全県的な宝でもあ

ります県内各地の地域資源ブランドにつきまし

て、関係機関相互の情報共有を図り、各ブラン

ドが一体となった情報発信や多角的なブランド

活用策を展開することにより、世界のブランド

のみやざきづくりを進めるものであります。

次に、（事項）移住・定住促進費5,609万2,000

円ですが、これは、本県への移住・定住の促進

に要する経費であります。

このうち、説明欄３の新規事業「宮崎をここ

ろの「ふるさと」に！関係人口創出事業」につ

きましては、後ほど委員会資料で御説明いたし

ます。

次に、（事項）水資源対策推進費121万6,000円

ですが、これは、国が実施します水需給動態調

査等水資源対策の推進に要する経費であります。

37ページをお願いいたします。

（事項）エネルギー対策推進費１億6,784

万5,000円ですが、これは、水力発電施設等の所

在する市町村に対して、地域活性化事業等への

国の交付金を交付するものであります。

次に、（事項）土地利用対策費3,151万4,000円

ですが、これは、土地取引の規制等、国土利用

計画法の適正な運用に要する経費でございまし

て、このうち、説明欄４の地下調査費でありま

すが、国土利用計画法に基づきまして、県内全

市町村において行います基準値点の標準価格の

調査及び結果の公表に要する経費であります。

続きまして、当課の主な新規事業について御

説明いたします。

常任委員会資料の14ページをお願いいたしま

す。

地域における人口減少対策促進事業でありま

す。

１の事業の目的・背景としては、住民みずか

らによる将来人口の見通しや課題の共有を踏ま

えた話し合い、課題解決のための地域戦略の策

定や具体的な体制づくりを支援し、安心して住

み続けられる中山間地域を目指すものでありま

す。

２の事業概要でありますが、予算額は947

万6,000円、財源は、国の地方創生推進交付金と、

県営電気事業みやざき創生基金を活用すること

としております。事業期間は、平成31年度の単

年度事業であります。

事業内容でありますが、まず、①の地域課題

の解決手法等を学ぶ研修会の開催につきまして

は、市町村職員等に対しまして、今年度、県が

作成しますひなたまちづくり応援シートの活用

方法や、住民みずから課題解決に取り組む県外

事例等を学ぶ研修会を開催するものであります。

また、②の課題解決に取り組む地域への支援

については、住民と市町村が協働して行います

課題の共有・分析による地域の人口減少の抑制

や生活サービスの維持・確保に向けた計画づく

りなどの取り組みを、専門機関を通じて支援す

るものであります。

③のアドバイザー設置につきましては、地域

政策や集落再生に専門的知見を有します大学教

授等アドバイザーに委嘱いたしまして、本県の

実情に応じた集落生活圏の形成等に関する助言

をしていただくこととしております。

３の事業効果としましては、人口減少社会の
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中で、住民と市町村との連携による取り組みを

通して、安心して地域に住み続けられる仕組み

づくりを促進するものと考えております。

16ページをお願いいたします。

次に、宮崎をこころの「ふるさと」に！関係

人口創出事業創出事業であります。

１の事業の目的・背景ですが、本県では、人

口減少・高齢化から、担い手不足など、さまざ

まな課題に直面しており、今後は、地域外に居

住しながら地域を支え、将来的な移住も期待で

きる関係人口の創出を推進する必要があるため、

都市部の若者等を対象に、宮崎を応援したいと

いう思いの醸成を促し、相談会への参加や宮崎

での滞在を通して、地域とつながる機会を提供

することで、関係人口の創出と将来的な移住に

つなげるものであります。

２の事業の概要ですが、予算額は651万7,000

円、財源は一般財源、事業期間は平成31年度か

らの３カ年でございます。

事業内容ですが、まず、①のＳＮＳを活用し

た情報発信につきましては、日本マイクロソフ

ト社と連携して制作しましたＳＮＳコンテンツ

であります「りんなの社会科見学」、これは、全

国の若い世代をターゲットに、宮崎の魅力、自

然や観光地、暮らしやすさなどを、クイズを通

して知ってもらうというものですが、その参加

者の中から抽選で県産品を贈呈することにより、

コンテンツへの参加を促進するものであります。

また、②のワーキングホリデーの実施につき

ましては、県外の学生等が働いて収入を得なが

ら一定期間本県に滞在するワーキングホリデー

を県内全域を対象に実施することで、参加者に

地域や企業の情報を提供するとともに、地域の

方との交流イベント等を実施しまして、本県と

のきずなを深めてもらうものであります。

③の相談会の実施につきましては、都市部で

の移住相談会を市町村と共同で開催しまして、

市町村の魅力をＰＲするとともに、参加者が市

町村とつながり、地域での生活をイメージする

機会を提供して、将来的な移住実現につなげる

ものであります。

３の事業効果といたしましては、宮崎に関心

を持ち、地域とつながる関係人口の増加を促す

とともに、将来的な移住・就業先の候補地とし

て宮崎を意識づけることができると考えており

ます。

当初予算については以上であります。

続きまして、決算特別委員会で御指摘をいた

だきました事項について御説明いたします。

別冊資料の決算特別委員会の指摘要望事項に

係る対応状況の３ページをごらんください。

個別的指摘要望事項としまして、「地域経済循

環による中山間地域活性化の取り組みや、ＵＩ

Ｊターンの取り組みについて、さらに充実を図

ること」との御指摘をいただいております。

地域経済循環につきましては、急激な人口減

少と超高齢化社会の到来により、市場が縮小し、

担い手が減少していく中、持続可能な循環型の

地域経済をつくっていくことが重要であるため、

平成27年度に市町村や大学、金融機関、各種団

体等で構成します地域経営政策研究会を設置し

まして、本県における地域経済循環の手法等の

研究を行うとともに、市町村の地域資源を活用

した所得向上の取り組み等を支援してきたとこ

ろでございます。

平成31年度につきましても、引き続き本研究

会等を通じまして、地域資源を磨いて、外貨を

獲得するとともに、企業間相互の連携ですとか、

取引の拡大により資金の域外流出を防ぐなど、

地域経済循環の視点に立った市町村等の取り組
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みをさらに推進してまいりたいと考えておりま

す。

また、ＵＩＪターンの促進につきましては、

これまで、移住相談窓口の設置やイベント等に

よる情報発信、移住希望者登録制度の運営、市

町村が実施します受け入れ体制整備への支援等

の取り組みを実施してきたところでありますが、

各都道府県の移住者獲得競争が激化する中、今

後は、潜在移住者の掘り起こしや移住者のニー

ズに対するよりきめ細かな対応が重要であると

考えております。

平成31年度予算案におきましては、先ほど御

説明しました都市部の若者を対象としたワーキ

ングホリデーの実施等により、関係人口を創出

するとともに、市町村と連携して、空き家バン

クの物件登録ですとか、移住サポーターの設置

を促進することとしておりまして、移住・ＵＩ

Ｊターンの促進の取り組みをより一層充実して

まいりたいと考えております。

説明は、以上でございます。

○松村委員長 お昼の時間がそろそろ近づいて

おりまして、次の産業政策課からの説明時間等

を配慮しますと、この後は午後からにしたいと

思います。

午後は１時５分から再開したいと思いますの

で、よろしくお願いします。

暫時休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後１時３分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。午前

中に引き続き第２班の審査を行います。

○米良産業政策課長 産業政策課の当初予算に

ついて、御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料39ページをお開き

ください。

産業政策課の平成31年度当初予算額は、４

億7,781万7,000円をお願いしております。

主な内容について御説明いたします。

41ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）産業政策総合推進

費5,425万8,000円であります。

主な内訳ですが、説明欄１の成長産業総合推

進事業557万8,000円につきましては、フードビ

ジネスを初めとする成長産業の持続的な発展と

推進体制の充実・強化を図るために、必要な事

務費や活動費であります。

次に、その下、２のフードビジネス推進基盤

強化事業4,600万円につきましては、フードビジ

ネスに取り組む事業者からの総合相談窓口とし

て、フードビジネス相談ステーションを設置し、

フードビジネスの振興を図るものであります。

続きまして、その下の（事項）改善事業「み

やざき地域活性化雇用創造プロジェクト推進費」

につきましては、後ほど常任委員会資料にて御

説明をいたします。

次に、その下の（事項）みやざき地方創生若

者定着促進費9,150万3,000円であります。

１枚おめくりをいただきまして、42ページに

なりますけれども、説明欄１の宮崎で学び、宮

崎で働き、世界へ挑戦するひとづくり事業1,791

万5,000円につきましては、本県産業の振興に向

けた人材の育成・確保を図るため、県内11の高

等教育機関で構成いたします高等教育コンソー

シアム宮崎の運営支援を行うとともに、人材育

成フォーラムの開催やグローバル人材の育成等

に取り組むものであります。

説明欄の２みやざき産業人財確保支援基金事

業6,957万5,000円につきましては、本県の将来

を担う産業人財の確保・定着を図るために、県
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内に就職した若者に対して、県内企業等と連携

して、奨学金の返還支援等を行うものでありま

す。

説明欄の３産業人財育成・確保緊急対策事

業401万3,000円につきましては、人口減少を抑

制し、地域や本県産業の振興を図るため、昨年

度策定いたしました産業人財育成・確保のため

の取組指針を踏まえまして、より一歩踏み込ん

だ緊急対策事業を展開し、宮崎の将来を担う産

業人財を確保するものであります。

続きまして、委員会資料の18ページをお開き

ください。

改善事業のみやざき地域活性化雇用創造プロ

ジェクト推進費であります。

１の事業目的・背景にありますように、若者

の県外流出の抑制等に向け、産学金労官が連携

して、県内企業への就職促進や魅力ある職場づ

くり、産業人財の育成などに取り組むことによ

り、県内企業への就業拡大を図るものでありま

す。

２の事業の概要になりますが、予算額は２

億4,608万1,000円、財源は国庫支出金と一般財

源であり、厚生労働省の補助事業を活用して実

施したいと考えております。

事業期間は、31年度から３年間でございます。

（４）の事業内容になりますが、まず、①の

県内企業就職促進支援事業につきましては、県

内外の若者の県内企業への就職促進に向け、企

業の採用力向上、魅力発信、マッチング機会の

創出などを実施するものであります。

次の②の魅力ある職場づくり促進事業につき

ましては、労働環境の改善等に係る専門家を派

遣することなどにより、企業の魅力ある職場づ

くりに向けた取り組みを支援するものでありま

す。

次の③の産業人財育成事業につきましては、

平成28年度にスタートいたしました産業人財育

成に向けた官民協働での人材育成プログラム、

ひなたＭＢＡ（みやざきビジネスアカデミー）

を実施するものであります。

３の事業効果でありますが、県内企業への就

職促進を図りながら、企業の労働環境の改善や

産業人財の育成を進めることで、若者の県外流

出の抑制と定着促進が図られるものと考えてお

ります。

説明は以上でございます。

○小川生活・協働・男女参画課長 生活・協働

・男女参画課の当初予算について、御説明いた

します。

歳出予算説明資料の43ページをごらんくださ

い。

当課の平成31年度の当初予算額は、４億3,039

万3,000円となっております。

主な内容について御説明いたします。

45ページをお開きください。

中ほどの（事項）交通安全基本対策費634

万2,000円であります。これは、交通事故の防止

を図るため、交通安全実施計画の策定及び交通

安全活動を推進するものであります。

次に、その下の（事項）交通事故被害者救済

対策費300万2,000円であります。これは、県庁

４号館１階の交通事故相談所において、無料相

談を実施するための経費であります。

次に、１番下の（事項）安全で安心なまちづ

くり推進費595万8,000円であります。これは、

安全で安心なまちづくり県民会議の運営や安全

教室、防犯訓練等のアドバイザーの派遣などを

行うものであります。

46ページをお開きください。

１番上の（事項）協働運営事業費2,168万2,000
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円であります。これは、宮崎駅前のＫＩＴＥＮ

ビルにあります、特定非営利活動、いわゆるＮ

ＰＯ活動や協働の推進拠点である、みやざきＮ

ＰＯ・協働支援センターを運営するものであり

ます。

次に、中ほどより少し下の（事項）ボランティ

ア活動促進事業費977万8,000円であります。こ

れは、市町村や関係機関と連携しながら、ボラ

ンティアやＮＰＯ活動、多様な主体による協働

の啓発や支援に取り組むものであります。

主な事業として、説明欄４の改善事業「協働

によるひなたづくり支援事業」につきましては、

後ほど常任委員会資料で御説明させていただき

ます。

次に、１番下の（事項）消費者支援対策費5,195

万6,000円であります。これは、消費者の自立支

援や消費者被害の防止等を図るものであります。

主なものは、次のページをごらんいただきま

して、説明欄３の消費者被害防止・解決支援

費3,599万2,000円につきましては、県消費生活

センターの消費生活相談員の配置に要するもの

でございます。

次に、（事項）消費生活センター設置費2,545

万7,000円であります。これは、消費生活センタ

ーの運営やセンターが入居する生活情報センタ

ーの管理に要する経費であります。

次に、（事項）消費者行政交付金事業費5,040

万2,000円であります。これは、国からの交付金

を活用し、県や市町村における消費者相談窓口

の機能強化や広報啓発など消費者行政の充実を

図るものであります。

次に、（事項）男女共同参画総合調整費213

万9,000円であります。これは、審議会や各種会

議を開催するものであります。

次に、（事項）男女共同参画推進費5,209万7,000

円であります。

説明欄１の啓発・活動推進事業2,104万1,000

円であります。

主なものを説明いたします。

48ページをお開きください。

（６）のみやざき女性の活躍強化事業474

万1,000円につきましては、企業、関係団体、行

政が一体となり設立しました、みやざき女性の

活躍推進会議を支援することにより、女性の多

様な働き方を実践できる環境づくりを進めると

ともに、活躍をサポートする関係機関の情報の

共有化、また、表彰などを実施するものでござ

います。

（７）の性暴力被害者支援センター運営事業611

万4,000円につきましては、性暴力被害者の心身

の負担軽減を図るため、当センターにおいて、

相談、医療、カウンセリング等の支援を行うも

のでございます。

また、説明欄２の男女共同参画センター管理

運営委託費3,105万6,000円につきましては、県

の男女共同参画の推進拠点である当センターの

運営・管理に要する経費でございます。

続きまして、常任委員会資料の19ページをお

開きください。

改善事業、協働によるひなたづくり支援事業

について説明いたします。

まず、１の事業の目的・背景ですが、協働に

より地域課題を解決する、新たな仕組みを構築

することを目的とした提案公募型事業を行い、

多様な主体が地域経営に参加することを支援す

るものであります。

また、インターネットサイトを運営し、ＮＰ

Ｏや協働に関する情報提供を充実させるもので

あります。

２の事業概要ですが、予算額が407万8,000円
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で、財源は一般財源となっております。

事業期間は、平成31年度から平成33年度まで

となっております。

事業内容については、（４）の①協働によるひ

なたづくりの公募型事業としまして、県が重点

施策から提示するテーマ、あるいは、自由テー

マについて、課題を解決する新たな仕組みを公

募し、選定されたグループが行う取り組みに対

して、総額200万円の助成を行うものとしており

ます。

また、事業成果を発信する場として、成果報

告会等を開催することとしております。

具体的には、行政担当への啓発になるよう、

担当者会議や職員研修の場をあわせて行い、そ

の成果を広報していきたいと考えております。

また、②のＮＰＯ活動支援員設置事業としま

しては、ＮＰＯ活動、協働に関する情報発信に

従事する非常勤職員を雇用するものとなってお

ります。

事業効果としましては、複雑化する地域課題

を解決するため、ＮＰＯ等多様な主体が協働で

取り組む体制づくりが促進されるとともに、県

民の理解や協働の推進が図られるものと考えて

おります。

最後に、債務負担行為について御説明いたし

ます。

ページをお戻りいただきまして、２ページを

ごらんください。

１番上の段、宮崎県男女共同参画センター管

理運営委託費について、消費税増税に伴う経費

の増加分を追加で設定するものでございます。

生活・協働・男女参画課の説明は以上でござ

います。

○松村委員長 各課長の説明が終了いたしまし

た。

議案について、質疑はありませんか。

○緒嶋委員 35ページ、中山間・地域政策課。

中山間地域活力再生支援事業、この４番目の持

続可能な地域づくり応援事業１億1,000万円余。

これは、前年度は不用額が出たような感じやっ

たですが、新年度は、そういうことはないです

よね。

○日髙中山間・地域政策課長 この持続可能な

地域づくり応援事業は、３年間を上限とした事

業となっていまして、平成29年度に開始してお

ります。その関係で、過去２年間の継続事業も

加わりますので、若干事業費が大きくなってお

ります。新規事業につきましても、各市町村か

ら意向を伺っておりますが、昨年度よりも、か

なり多い要望が今の現時点では来ておりまして、

我々としては、基金事業ということもございま

して、使い切れなかった場合、翌年度も、要す

るに繰り戻すこともできるということもありま

して、今の段階では、できるだけ市町村の要望

を酌み取る形で予算を組んでおりますので、こ

の金額ちょっと多くなっております。ですから、

実際は４月に市町村の要望をとりますけれども、

その段階で、若干の変動があることは想像して

おります。

○緒嶋委員 これは知事の施政方針というか、

最初の議会の発言の中で、中山間地域対策とし

て、引き続き仕事づくりや移住・定住の促進、

交流人口、関係人口の拡大等に取り組むという

ことになっておりますが、中山間地の場合は、

なかなか対策というか、先ほど出た人口減少含

め地域活性化というのは容易ならんわけです。

そういう中で、市町村が真剣にいろいろな事業

に取り組む。それを県が応援するという中で、

市町村がその気持ちで努力していただかないと、

県も応援のしようもないというような感じのも
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のが多いと思うので、これはできるだけ、この

ほかの事業もだけれど、やはり、中山間地対象

市町村と十分な政策の練り合わせをやって、少

しでも人口減少を初め仕事づくり等に懸命に努

力していただかないといかんと思う。やはり、

知事の思いというのを、できるだけ具現化して

ほしいわけでありますが、今のところ、知事の

思いどおりに事業が進むと理解していいですか。

○日髙中山間・地域政策課長 今現在市町村が

取り組もうとしている事業は、かなり幅広い分

野にわたっておりまして、我々も、できるだけ、

それにこたえられるような予算を組んだところ

であります。あとは市町村と十分それぞれの市

町村の強みというか、そういったものを生かし

ていけるような事業に対して応援していきなが

ら、中山間地域の活性化に努めたいと考えてお

ります。

○緒嶋委員 もう一つ、36ページ。宮崎県市町

村間連携支援基金事業。この5,000万円余であり

ますけれども、これは具体的な事業内容はどう

なっておるわけですか。

○日髙中山間・地域政策課長 こちらの事業は、

複数の市町村が連携して取り組む活性化事業に

つきまして、市町村間連携支援基金を使いまし

て支援しております。この事業につきましても、

最長３年間という形で取り組まれておりまして、

現在は29年度採択分、30年度採択分を事業実施

しているところであります。

具体的な事業を申し上げますと、北きりしま

の民泊の受け入れの事業ですとか─少々お待

ちください。済みません。

来年度予定をしております中では、企業間連

携ということで、延岡市、日向市、門川町の取

り組みも予定をされております。現在も行われ

ておりますが、都城市と三股町が連携して、地

域からの都会での移住・定住を促進するものの

取り組み、複数間の市町村が連携して取り組む

のが予定されております。

○緒嶋委員 それと、エネルギー対策推進費。

これは国庫支出金で、水力発電施設の円滑な設

置稼働を目的として施設周辺市町村への交付金。

この交付金は、使途は県が決めるわけじゃない

わけですね、交付はするけれど。

○日髙中山間・地域政策課長 基本的には、地

域活性化に広く使える交付金になっておりまし

て、幅広いものに使えることでやっています。

事業実施自治体の手続等は県を通りますけれど

も、具体的な事業につきましては、国と協議を

して認められたものについて、交付しておると

いう状況であります。

○緒嶋委員 これは、具体的に言えば、中山間

地振興に寄与するように使われておるわけです

か。

○日髙中山間・地域政策課長 この交付金自体

は、使途が地域活性化につながるもので、かな

り幅広く認められておりまして、市町村では、

道路の舗装であったりとか、福祉施設の人件費

であったりとか、いろんなものに使っておりま

すので、それを活用しながら、各市町村、特色

を持った使い方をしております。

○緒嶋委員 ここに入るのがいいかどうか、

ちょっと私も理解できんわけです。これが中山

間地対策にはっきり特化されていればいいけれ

ど、中山間地の予算として、本当にこれがいい

かどうかという項目の中では、これはどうです

かね。こういう予算を中山間地の予算として、

中山間地の予算が膨らんだように見せるのは、

格好はいいけれど、内容がですよ、ここで該当

するものに当たるのかなと思うんだけれど、こ

れはどうなのかな。
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○日髙中山間・地域政策課長 あくまで、ダム

等の要するに水力発電施設があるところの地域

活性化ということになりますので、多くは中山

間地域になろうかと思いますので、この事業を

当課で計上しているということでございます。

○緒嶋委員 それ以上言うてもしようがありま

せんけれども、本当に、これが中山間地対策に

ですね、使途が明確であればいいけれど、これ

は、市町村によっては、本当にそれに当たって

おるかどうかというの、はっきり言うてわから

んような気もしますので、これらについては、

この使い道については、市町村とも十分検討し

てほしいなということをちょっと要望しときま

す。

○井本委員 これは、もう場所は決まってるん

ですか。

○日髙中山間・地域政策課長 基本的には、ダ

ム関連の施設があるところということになって

いますので、現在16市町村で使われるというこ

とになっております。

○井本委員 まだ、はっきり、その16市町村か

ら今募集中ということ。特定はしてない。

○日髙中山間・地域政策課長 事業については、

その年度、その年度で、市町村が必要とする事

業を上げてまいります。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

○武田委員 二次交通インバウンド対策事業に

ついて、ちょっとお伺いをいたします。

事業内容で、宮崎空港と観光地を結ぶ路線バ

スの実証実験、調査を行う事業者を支援すると

いうことで、地元のことで申しわけないんです

が、今、空港からというか、宮交バスが串間に

走っているのが、市木までなんですよね。もう

実際串間の中は宮交バスが走ってませんで、コ

ミュニティバスしか走ってないんですが、これ

をどのような感じで。観光地で言うと、幸島ま

では一応今バスが来ているんですが、都井岬ま

で行ってない状態で、串間の中でも都井岬とイ

ルカランド、今、結構人気のある観光地にもなっ

ているんですが、そこのあたりはどのように、

福島にも関連するのか、もう福島は関連しない

のか、その辺を教えていただくとありがたいん

ですけれど。

○小倉総合交通課長 ルートにつきましては、

右側の13ページのポンチ絵にもありますとおり、

来年度早い段階で決めていく形になりますので、

現時点で、どこの地域が関係する、関係しない

というのは決めておりませんけれども、本事業

が基本的に全額観光基金を使っているという関

係上、基本的にはインバウンドが多く訪れるで

あろう、もしくは、もう既に訪れている観光地

と空の玄関である宮崎空港などを結ぶ、ある意

味、かなり幹線というか、メインストリームと

いうか、多くの外国人が行き来しているような

ルートが一応想定はされるという形になってご

ざいます。いずれにしろ、来年度初めにかけて

事業者等とともに、ルートは決めていきたいな

と思っています。

○武田委員 現状でなかなか串間の都井岬等で

すね、苦しいんですが、災害のトンネル等も来

年度には完成する予定ですし、個人旅行の方、

結構来てらっしゃるんです。ただ、よく、よく

というか、串間はですね、日南までは路線バス

もあるし、ＪＲでも来やすいんですが、なかな

か串間に着いてからが、また、路線バスがない

ので、コミュニティバスが毎日都井岬のほうに

は走っていますけれど、なかなかタイミングを

見て、よく串間まで来られるなという思いもあ

るんですが、何とか県南全域の観光地として、

野生馬の都井岬と野生猿の幸島ですね、宮崎に
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とっても、すばらしい観光地で売り出していけ

ると思っていますので、よろしくお願いをしと

きます。

○前屋敷委員 総合交通課でお願いします。地

方バス路線の維持をするということで、予算が

大規模に組まれているんですけれど、きのうか、

宮日新聞で、新年度県内50系統で減便というこ

とが出されて、いろんな要因があって、運転士

不足があったりして、50減便ということで、

ちょっとショックを受けたところだったんです

けれど、県には、そういう話も来てたり、新年

度の４月１日からということなんで、どのよう

に県が支援する、この予算なども使われつつなっ

てきているのかというところあたりがわかれば。

○小倉総合交通課長 運転士不足というニュー

スが出ていましたけれども、今具体的に、例え

ば、バス業界全体における人材不足を解消する

ための対策について、直接的に次年度事業の中

で組んでいるかと言われると、県予算の中では

少なくとも組んでいないという形にはなってお

ります。基本的に、バス業界全体の問題として、

将来的にネットワークの維持が厳しいというよ

うな状況になってくれば、それに向けて長期的

な視野で、県としても、いろんな事業者と自治

体と検討していく必要があるかなとは考えてお

りますけれども、まずはどういう対策を打って

いくべきなのかというところを考えていく必要

があるかなと思いますので、現時点で予算化し

ているわけではありません。

○前屋敷委員 やはり、50路線系統といいます

と、かなり影響は出てくると思うんです。特に

都市部で黒字のところも対象になっているとい

うこともあったりして、かなり影響が出るとい

うふうに思うんですけれど、それとあわせて、

運転士不足が今現在の運転士さんたちに対して

どこまでかわかりませんけれど、仕事が過密に

なったりとかで、悪循環的なことに発展する可

能性も出てきているわけで、その辺のところも、

これから、どう新年度で、少なくとも早く改善

が図れるかという点も含めて、県の役割という

か、非常に大きいと思うので、その辺のところ

は改善の努力も求めつつ、どうあるべきか。な

かなか難しい問題だとも思いますけれども、そ

こは、ぜひ、改善を図られる方向で、県もでき

る限りの協力はしていくことが必要かなと思い

ます。特に、地方バスといっても、限られてい

るバス会社でありますので、その辺のところは

十分に相談も受けながら、一定のアプローチも

しながら、改善図ってほしいなというふうに思

います。

○小倉総合交通課長 県としては、これまでネッ

トワークの維持ということを大前提に政策を進

めてきたところですけれども、委員御指摘のと

おり、今後の人手不足でそもそも供給ができな

いというような状況は絶対つくるべきではない

という観点から、やはり、県としても、しっか

り事業者ともに関与していくべきだなと考えて

おります。

今回予算の中で、運輸事業振興費というのが、

バス協会に対して、いろんな安全対策とか、利

便性の対策に使えるような交付金になっており

まして、こういったところで、例えば、現在、

事業者、宮崎交通さんのほうでも、一種免許の

取得助成などもやっているところでありますけ

れど、自主的な事業だけに限らず、そういうバ

ス協会をベースにして、業界全体で、そういう

人材不足の是正に向けて、いろんな動きをして

いくというような形もできるかと思います。い

ずれにしろ、県も積極的にコミットしていく必

要があるかなとは考えています。
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○前屋敷委員 ぜひ、公共交通機関としての役

割を果たしてもらうべく、努力してほしいと思

います。

それから、男女協働で48ページの（７）です

けれども、性暴力被害支援センターということ

で、今の状況をちょっと教えていただけると。

相談カウンセラーの方が対応すると伺ったんで

すが、どう対応していかれるのか。今、かなり

いろんな状況で問題も発生していますので。

○小川生活・協働・男女参画課長 性暴力被害

者支援センター「さぽーとねっと宮崎」という

のを運営しております。業務としましては、相

談、カウンセリング支援とか、そういうものを

やっているんですが、相談件数そのものは、30

年度途中、２月現在ですが、83件ほど相談がご

ざいます。それから、病院とか、警察とかへの

付き添いが２件ほど、あと、カウンセリングと

いうところが、臨床心理士さんとか、そういう

者を使っての、相談の次に行う希望者に対して

のカウンセリングというところで、２月末まで

で５件ほど実績が上がっております。あと、弁

護士さんの法的支援が１件、あと、今年度は幸

いなことに、緊急避妊関係の医療支援はゼロと

いうような感じでございます。いろんなメニュ

ーを用意しながら、相談なり、カウンセリング

なり、支援事業を実施しているところでござい

ます。

○前屋敷委員 やはり、最初の相談窓口になる

というようなことかなと思うんですけれど、そ

こから、今言われたように、いろんな関係のと

ころにつないでいくということが本当大事かな

と。継続的な支援といいますか、そういう形で、

この事業が進められていくことを期待していま

すので、ぜひ、そういう女性の皆さん方の相談

の窓口として、十分役割を果たしていただきた

いと思います。

○緒嶋委員 32ページの航空交通ネットワーク

推進、これはインバウンドの客をふやすという

のが大きな目標にもなっておるわけですけれど、

香港線が休止したとかいうことになると、この

予算は、新年度に新たな航空路線を予想された

予算になっとるのですか。これはどうですか。

○小倉総合交通課長 この航空交通ネットワー

ク推進費のうちの１番の「みやざきの空」航空

ネットワーク充実事業の中で、もちろん、香港

線休止を受けて、復活に向けた要望活動等の予

算も含めているんですけれども、まずは定期便

の前に宮崎までチャーターを呼んでくるといっ

たことに対してのいろんな、それに対しても、

一定の経費がかかってくる可能性もございます

ので、そういった呼び込むための経費等も含め

て、要するに、新規路線を含めた経費も含めて、

一応対象にしております。

○緒嶋委員 今のところ、新規路線が開設され

る可能性は、どの程度考えておられるわけです

か。

○小倉総合交通課長 数字的に可能性というの

は、まだ難しいところではあるかなと思います。

現在、香港線に関しましても、現地の航空会社

と鋭意交渉をしているわけですけれども、それ

も相手方がどう出てくるか。特に地方空港の場

合は、関空や福岡と違って、一定のリスクがあ

ると考えられていますので、それなりの運行経

費を求められて、それが今後の交渉の焦点になっ

てくるということで、それを今後どういう、例

えば、積極的に示していくのかとか、そういっ

たところにもかかってくるかなと思います。我

々としては、ぜひ、復活させたいという思いで

やっておりますので、引き続き積極的に誘致努

めたいなと思っています。



- 156 -

平成31年３月８日(金)

○緒嶋委員 九州、他県と比べたら、香港線が

ないのは、宮崎とどこですかね。

○小倉総合交通課長 宮崎と佐賀、それから北

九州、あと大分です。

○緒嶋委員 いずれにしても、やはり、中国か

ら日本に、福岡あたりに来る人は多いわけです

ので、これは何としても。そりゃあ、向こうも

駆け引き上いろいろ負担を要求してくるのは、

当然向こうの作戦だろうと思いますけれども、

何としても復活できることがインバウンドの増

加にもつながるし、また、そのことで県内の経

済に与える影響もあるわけですので。台湾線も

ちょっと１便か減ったですわね、そういうこと

を含めた場合には、やはり、宮崎空港の有効活

用が、ある意味では、実績が下がるんじゃない

かなという気もしますので、そういうことを含

めて、未来みやざき創造プランじゃないけれど、

未来に向かって、将来に向かって、やはり、右

肩上がりじゃないと、どうか、寂しい気がする

んですけれど、見通しが立たんということであ

りますが、努力を最大限にしてほしいなという

ふうに要望しておきます。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で、第２班の審

査を終了いたします。

次に、第３班として、みやざき文化振興課、

人権同和対策課、情報政策課、国体準備課の審

査を行いますので、順次議案の説明をお願いい

たします。

○川口みやざき文化振興課長 みやざき文化振

興課の当初予算案につきまして、御説明いたし

ます。

歳出予算説明資料の49ページをお開きくださ

い。

みやざき文化振興課の31年度当初予算額は、

左から２列目にありますとおり、69億6,866

万7,000円となっております。

それでは、当初予算の主な内容につきまして、

御説明いたします。

51ページをお開きください。

まず、１番下の（事項）県立芸術劇場費５

億8,265万4,000円であります。これは、県立芸

術劇場の指定管理等に要する経費であります。

52ページをお開きください。

１番上になりますが、説明欄１の指定管理料

４億7,903万2,000円につきましては、指定管理

者である公益財団法人宮崎県立芸術劇場への委

託料であります。

その内訳としましては、（１）の宮崎国際音楽

祭開催事業として、平成31年度の開催経費及び

翌年度の準備経費、（２）の県立芸術劇場管理運

営委託費として、人件費などの管理運営に必要

な経費、（３）の県民文化振興事業として、国際

音楽祭以外の幅広いジャンルの公演や自主企画

制作公演、教育普及事業などに必要な経費となっ

ております。

次に、２の県立芸術劇場大規模改修事業

費9,847万9,000円は、県立芸術劇場の設備等に

ついて、年次的に改修を行うものであり、来年

度は中央監視設備・案内サイン等の改修等を行

うものであります。

次に、中ほどの（事項）文化活動促進費5,381

万7,000円でありますが、説明欄８の改善事業「芸

術家海外留学歴代受賞者作品展補助事業」につ

きましては、本県の芸術文化の向上を目的に実

施されてきました芸術家海外留学事業の成果及

び歴代受賞者の活躍を広く県民に紹介するため、

芸術家海外留学歴代受賞者作品展の開催を支援

するものであります。
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また、９の改善事業「「アーツカウンシルみや

ざき」設置事業」846万9,000円につきましては、

後ほど常任委員会資料で説明させていただきま

す。

次に、その下の（事項）文化交流推進費１

億8,940万9,000円でありますが、説明欄１の国

民文化祭開催準備事業につきまして、こちらも、

後ほど常任委員会資料で説明させていただきま

す。

53ページをごらんください。

中ほどにあります（事項）記紀編さん記念事

業費2,977万7,000円であります。

説明欄３の改善事業「「神話の源流みやざき」

ブランド定着事業」633万5,000円につきまして

は、「神話の源流みやざき」のブランドイメージ

をさらに定着させるため、宮崎の神話や神楽の

県外へ向けた情報発信を強化するものでありま

す。

また、５の新規事業「みやざきの「宝」を世

界ブランドへ！神楽の魅力発信推進事業」1,050

万円につきましては、後ほど常任委員会資料で

説明させていただきます。

次に、１番下の（事項）私学振興費59億3,115

万2,000円でありますが、説明欄１、私立学校振

興費補助金の（１）私立学校振興費補助金一般

補助38億4,844万6,000円につきましては、私立

高等学校等に対して、経常的経費の一部を生徒

数に応じて補助することにより、学校の経営の

安定化、生徒・保護者の負担軽減を図るもので

あり、学校種別ごとの内訳は記載のとおりであ

ります。

54ページをお開きください。

３の私立学校振興・共済事業団補助金4,016

万3,000円は、日本私立学校振興・共済事業団が

行います長期給付事業に対する補助、４の私立

学校退職金基金事業補助金7,784万7,000円は、

公益財団法人宮崎県私学振興会が行います退職

金手当資金給付事業に対する補助であります。

また、５の私立高等学校授業料減免補助

金2,540万2,000円は、私立高等学校が行う低所

得者世帯等に対する授業料の減免措置に対して、

当該学校にその減免額の一部を補助することに

より、授業料負担の軽減を図るものであります。

次に、11の私立高等学校等就学支援金の（１）

アの就学支援金高等学校等16億1,130万円につき

ましては、私立高等学校等の生徒の授業料のう

ち、公立高等学校授業料相当額、もしくは低所

得者世帯等に対しては、これを増額して支援す

ることにより、授業料負担の軽減を図るもので

あります。

また、イの私立中学校等修学支援実証事業費

補助金3,980万円につきましては、児童・生徒・

保護者の低所得世帯の私立小・中学校生に対し

て、１人当たり年額10万円を支援することによ

り、授業料負担の軽減を図るものであります。

（２）の奨学のための給付金２億1,506万5,000

円につきましては、低所得者世帯等を対象とし

て、授業料以外の教育に係る負担の軽減を図る

ため、定額を給付するものであります。

続きまして、主な事業について御説明いたし

ます。

お手元の常任委員会資料の20ページをお開き

ください。

改善事業「アーツカウンシルみやざき」設置

事業について御説明いたします。

まず、１の事業の目的・背景ですが、2020年

の国文祭・芸文祭を契機として、県民の文化活

動の活発化に向けた体制を強化するため、宮崎

県芸術文化協会にアーツカウンシルという文化

芸術の専門人材による支援機関を設置し、本県
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文化力の向上を図るとともに魅力ある地域づく

りにつなげるものであります。

なお、アーツカウンシルは、現在、全国で１

都１府５県４市に設置されているところであり

ます。

次に、２の事業概要ですが、予算額は846

万9,000円で、財源は、国の補助金とみやざき芸

術文化振興基金を活用いたします。

事業期間は平成31年度から32年度までであり

ます。

事業内容としましては、まず、右の21ページ

のイメージ図をごらんください。

宮崎県芸術文化協会の内部組織として、「アー

ツカウンシルみやざき」を設置し、文化芸術の

専門家であるプログラムディレクター及びプロ

グラムオフィサーを各１名ずつ配置の上、図の

左下に記載のとおり、文化芸術活動のブラッシュ

アップやマッチング等の活動支援、人材育成を

目的とした研修事業の実施、団体の交流会の開

催など、文化団体相互及び他分野との交流・連

携の促進などを行うことを考えております。

また、図の中ほどにありますように、芸文協

の事務局は、県民芸術祭の支援など、引き続き

既存の事業を行いますが、アーツカウンシルは、

芸文協実施している助成事業への助言や評価な

ども行うこととしております。

なお、プログラムディレクターは、現在、み

やざき文化力充実アドバイザーとして御活躍い

ただいている方を想定しており、プログラムオ

フィサーについては、公募による採用を考えて

おります。

再度、左の20ページにお戻りいただきまして、

３の事業効果としましては、文化活動を支える

環境を整備することにより、県民の文化活動の

活発化や担い手の育成につながり、国文祭、芸

文祭の成功及び大会終了後の持続的な文化力の

向上が図られるものと考えております。

続きまして、22ページをお開きください。

国民文化祭開催準備事業につきまして御説明

いたします。

まず、１の事業の目的・背景ですが、2020年

の国民文化祭の開催に向けて、具体的な事業の

検討や準備を行うとともに、開催機運の醸成を

図るため、広報活動やプレイベント等を実施す

るものです。

次に、２の事業の概要ですが、予算額は１

億8,541万7,000円で、財源は国からの2,000万円

と、残りは一般財源であります。

事業期間は、平成29年度から平成32年度まで

であります。

事業内容としましては、１つ目は、県実行委

員会主催の総合フェスティバル及びシンポジウ

ム、イベントの準備を行うもので、実施内容の

具体化を進めるほか、舞台演出に合せた音楽や

映像の制作などを予定しております。

２つ目は、市町村実行委員会に対して、分野

別フェスティバルの準備やプレイベントの実施

に係る経費を助成するものであります。

３つ目は、機運醸成を図るため、各種メデイ

アによる広報の展開やプレイベントを実施する

のであります。

４つ目は、文化団体の統括団体である宮崎県

芸術文化協会の体制強化を支援するものであり

ます。

最後に、３の事業効果ですが、大会の準備を

通して、行政や文化団体等の連携強化、将来の

地域の文化活動を担う人材の育成が図られると

ともに、大会終了後も地域の文化資源を活用し

て、魅力ある地域づくりにつなげていくことが

できると考えております。
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なお、右の23ページの上段には事業構成案を、

下段には開催スケジュール案を記載しておりま

すが、内容につきましては、３月６日の常任委

員会で説明しておりますので、今回は説明を省

略させていただきます。

続きまして、24ページをお開きください。

新規事業、みやざきの「宝」を世界ブランド

へ！神楽の魅力発信推進事業について御説明い

たします。

まず、１の事業の目的・背景ですが、2020年

の東京オリ・パラ競技大会や、本県での国文祭、

芸文祭開催に向け、県外で神楽公演を行うこと

により、神話の源流宮崎のブランドイメージを

高めるとともに、神楽のユネスコ無形文化遺産

登録を目指した取り組みを加速化させ、国内外

からの観光誘客を促進するものであります。

次に、２の事業の概要ですが、予算額は1,050

万円で、財源は、全額観光みやざき未来創造基

金を活用いたします。

事業期間は、平成31年度から平成32年度まで

であります。

事業内容としましては、１つ目は、県外での

神楽公演で、首都圏では学術シンポジウムと神

楽公演を組み合わせた全国神楽シンポジウムを

開催したいと考えております。

関西地区では、本県と包括連携協定を締結し

ております神戸市での神楽公演を、福岡地区で

は、これまでの九州国立博物館に加え、平成31

年度からは新たに、福岡市にあります大濠公園

能楽堂での公演を考えているところであります。

２つ目は、外国人観光客の誘致を積極的に進

めていくため、首都圏での神楽公演におきまし

て、駐日外国公館員や外国特派員、留学生等を

招待するなどして、外国人に向けて本県の神楽

の魅力を発信していきたいと考えております。

また、旅行事業者等と連携しまして、神話ゆ

かりの地や神楽に係る旅行商品の造成や、ホー

ムページ等での情報発信を行ってまいりたいと

考えております。

最後に、３の事業効果ですが、県外で本県の

神楽をＰＲすることにより、神話の源流みやざ

きのブランドイメージの浸透を図るとともに、

旅行事業者等と連携した取り組みによりまして、

神話と神楽をテーマとした観光誘客の促進が期

待できるものと考えております。

当初予算については以上であります。

続きまして、特別議案になります。

議案第21号「使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例」及び議案第31号「公の施設

に関する条例の一部改正する条例」についてで

あります。

お手元の平成31年２月定例県議会提出議案の

冊子では72ページから78ページまで、及び262ペ

ージ275ページまでに掲載されておりますが、条

例案の概要につきましては、常任委員会資料に

より御説明させていただきます。

委員会資料の35ページをお開きください。

県立芸術劇場につきましては、指定管理者制

度が導入されており、公の施設条例により指定

管理者が収受することができる利用料金の上限

が設定されております。

また、使用料及び手数料徴収条例は、指定管

理者が利用料金を収受できなくなった場合に、

県が直接徴収できるよう、公の施設条例と同じ

項目で使用料を定めているところであります。

それでは、まず、35ページ、使用料及び手数

料徴収条例の一部改正する条例についてであり

ます。

まず、１の改正の理由ですが、ことしの10月

１日から消費税率が現在の８％から10％に引き
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上げられますことから、県立芸術劇場のホール

や練習室など、各施設の使用料の額を改定する

ものであります。

次に、２の改正の内容ですが、改定を行う区

分は、入場料の徴収額や利用する時間帯などに

応じて設定しております120の料金区分全てが改

定の対象となります。

（２）に、主な使用料の額を記載しておりま

すが、例えば、一番上のコンサートホールの場

合、入場料の徴収なし、平日の全日午前９時か

ら午後10時まで利用では、改定後の使用料は15

万8,710円と、2,890円の増額となります。

なお、計算に当たりましては、10円未満の端

数を切り捨てといたしております。

次に、３の施行期日ですが、消費税率引き上

げの行われる平成31年10月１日からを予定して

おります。

続きまして、右の36ページをごらんください。

公の施設条例に関する条例の一部を改正する

条例についてであります。

まず、１の改正の理由ですが、公の施設に関

する条例では、指定管理者が利用料金を定める

際の上限を定めており、消費税率の引き上げに

伴いこれを改定するものであります。

なお、２の改正の内容以降につきましては、

先ほどの説明と重複いたしますので、省略させ

ていただきます。

みやざき文化振興課の説明は、以上でござい

ます。

○磯崎人権同和対策課長 人権同和対策課の当

初予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の55ページをお願

いいたします。

人権同和対策課の平成31年度の一般会計当初

予算額は、総額で１億3,486万8,000円でありま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

57ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）人権同和問題啓発活

動費2,539万5,000円であります。これは、同和

問題を初めとするさまざまな人権問題について、

県民の正しい理解と認識を深めるための啓発活

動に要する経費であります。

説明欄１のみんなでつくる「一人ひとりが尊

重し合うみやざき」人権啓発事業484万円につき

ましては、大学やＮＰＯなどの民間団体と連携

をいたしまして、それぞれの特性を生かした啓

発活動に取り組むものであります。

また、２の一人ひとりが考える人権が尊重さ

れるみやざきづくり推進事業2,055万5,000円に

つきましては、８月の人権啓発強調月間や12月

の人権週間における集中啓発事業や、人権に関

する作品募集、若者を対象とした人権映像作品

コンテストなど、県民を対象にさまざまな啓発

活動を実施するものであります。

次に、その下の（事項）宮崎県人権教育・啓

発推進方針推進事業費1,704万2,000円でありま

す。これは、本県の人権教育啓発の基本方針で

あります宮崎県人権教育・啓発推進方針に基づ

く施策の推進に要する経費であります。

説明欄１の宮崎県人権啓発センター事業1,275

万1,000円につきましては、人権同和対策課内に

設置をしております宮崎県人権センターを拠点

としまして、企業や団体が人権啓発に主体的に

取り組むためのリーダーの養成研修を初め、効

果的な研修手法に関する調査研究や人権同和問

題に関する相談対応、また、視聴覚教材や図書

の整備・貸し出し、情報誌の発行、ホームペー

ジによる情報提供など、各種の事業を実施する
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ものであります。

次の58ページをお開きください。

説明欄３の地域人権啓発活動活性化事業340万

につきましては、市町村に委託して、講演会の

開催など、さまざまな人権啓発活動を実施する

ものであります。

人権同和対策課の説明は、以上であります。

○斎藤情報政策課長 情報政策課の当初予算に

ついて説明いたします。

歳出予算説明資料の59ページをお開きくださ

い。

情報政策課の平成31年度一般会計当初予算額

は、左から２列目13億6,602万6,000円をお願い

しております。

それでは、主な内容につきまして説明いたし

ます。

61ページをお開きください。

下から２番目の（事項）行政情報処理基盤整

備費の１億1,696万9,000円ですが、これは、当

課で一括導入しております職員用パソコンの賃

借料であります。

次に、（事項）行政情報システム整備運営費の

４億6,580万7,000円ですが、県庁ＬＡＮや全国

の自治体間を結ぶ総合行政ネットワークの維持

管理や防災拠点庁舎内のネットワーク整備等に

係る経費であります。

62ページをお開きください。

（事項）電子県庁プロジェクト事業費の４

億7,655万1,000円ですが、まずは、説明欄１の

宮崎県市町村ＩＴ推進連絡協議会運営事業の１

億2,374万9,000円については、電子行政を進め

るために県と市町村で構成する同協議会に対す

る負担金で、宮崎情報ハイウエイ21の共同運営

や職員の研修に係る経費であります。

次に、３のサーバー管理委託事業の6,077

万9,000円については、情報システムの安定稼働

や災害時における安全性を高めるため、県のサ

ーバーを外部のデータセンターに設置しており、

その管理等に係る経費であります。

次に、５の行政情報システム全体最適化推進

事業の１億9,174万円については、県庁全体の経

費の削減や事務の効率化等を図っていくために、

庁内の各サーバーやシステムの集約・統合を進

めるための情報基盤の管理等に係る経費であり

ます。

なお、12の新規事業「みやざきＩＣＴ活用促

進・人材育成事業」につきましては、後ほど常

任委員会資料で説明いたします。

次に、（事項）地域情報化対策費の１億7,984

万3,000円であります。これは、説明欄２の電気

通信格差是正対策費における（１）携帯電話等

エリア整備事業の１億5,133万4,000円ですが、

県内の情報通信格差是正のために、携帯電話の

基地局を整備する市町村に対して、その費用の

一部を助成するものであります。

続きまして、主な新規事業を説明いたします。

常任委員会資料の26ページをお開きください。

新規事業、ＩＣＴ活用ステージアップ促進事

業であります。

この事業については、先に税務課から説明い

たしておりますが、この事業は、２つの課で構

成しておりますので、情報政策課からも説明い

たします。

１、事業の目的・背景につきましては、人口

減少や高齢社会が進行する中、さまざまな課題

を解決するため、まずは県庁の業務を題材に、

ＩＣＴ活用の検証等を行うとともに、情報共有

・人材育成を進め、県内におけるＩＣＴ活用の

ステージアップを図ってまいります。

次に、２、事業の概要につきまして、（１）予
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算額といたしまして、下記の２つの事業で797

万1,000円を計上しております。

①のみやざきＩＣＴ活用促進・人材育成事業

が当課の事業でありまして、386万7,000円を計

上しております。

（２）財源は、県営電気事業みやざき創生基

金を活用しております。

（３）事業期間は、平成31年度から２カ年を

予定しております。

（４）事業内容につきましては、①のみやざ

きＩＣＴ活用促進・人材育成事業において、当

課が県庁業務の中で効果が期待できるＲＰＡや

ＡＩ等を研究・検証するとともに、産学官連携

によるワーキンググループや県民へのフォーラ

ムを開催してまいります。

②のＲＰＡソフトによる県税務業務働き方改

革推進事業につきましては、税務課で進めてま

いります。

３、事業効果につきましては、ＩＣＴに関す

る検証等を県が率先して行い、情報共有等を進

めることで、市町村や民間などにおいてＩＣＴ

の活用が一層促進され、労働力不足の対応など、

課題解決や新しいビジネスサービスの創出につ

ながっていくものと考えております。

27ページの事業イメージ図でありますが、当

課の事業におきまして、ＩＣＴの技術をステッ

プアップして、検証・研究しつつ、税務課での

事業の実施結果を踏まえながら、産学官連携に

よりますワーキンググループでの検討をもとに、

県内への波及を進めてまいります。

それでは、２ページにお戻りください。

最後に、債務負担行為の追加についてであり

ます。

上から２番目の情報政策課の宮崎県市町村Ｉ

Ｔ推進連絡協議会運営事業の20億4,693万6,000

円ですが、現行の情報ハイウエイが平成31年度

末に契約期間満了となることから、同じく平成31

年度にネットワークの調達を行うことが必要に

なってきております。

なお、次期情報ハイウエイにつきましては、

平成40年度までの期間での運用を予定しており、

この間の債務負担行為をお願いするものであり

ます。

情報政策課からの説明は、以上であります。

○岩切国体準備課長 国体準備課の当初予算案

につきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料63ページをお願い

いたします。

国体準備課の平成31年度当初予算額は、左か

ら２列目、４億9,654万円となっております。

主な内容につきまして説明いたします。

65ページをお開きください。

中ほどにございます（事項）国民体育大会事

業費といたしまして４億393万2,000円を計上し

ております。

事業の内容につきましては、お手元の常任委

員会資料で御説明をいたします。

常任委員会資料の28ページをお願いいたしま

す。

国民体育大会事業費についてでございます。

事業の目的・背景は、2026年に本県で開催い

たします第81回国民体育大会に向け、大会運営

に係る準備とともに、県有体育施設の整備を計

画的に進めるものでございます。

２の事業の概要でありますが、予算額は４

億393万2,000円、財源は県債と一般財源、事業

期間は平成29年度から平成38年度まででありま

す。

（４）の事業内容について、①の国民体育大

会準備費は、平成29年度に設立いたしました宮
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崎県準備委員会の総会、常任委員会等の開催、

競技会場となる会場地市町村の選定、協議会に

必要な競技役員等の養成や、国体開催に係る広

報・啓発活動を行うものであり、先催県の開催

状況等について情報収集を行うとともに、関係

機関・団体との連絡調整を行いながら進めてま

いります。

次に、②の県有体育施設整備事業は、県有主

要３施設について、地元市や関係機関と連携を

図りながら、各施設等の設計や調査等を行うこ

ととしており、陸上競技場は基本設計と埋蔵文

化財調査を、体育館は基本設計と地質調査等を

実施するほか、プールについてはＰＦＩ手法の

検討等を行うこととしております。

３の事業効果でありますが、国体の開催によ

り、本県を全国に向けて発信するとともに、ス

ポーツランドみやざきの全県展開や地域振興、

スポーツを生かした未来のみやざきづくりにつ

ながるものと考えております。

次に、債務負担行為について御説明をいたし

ます。

資料のページをお戻りいただきまして、２ペ

ージをお願いいたします。

一番下の欄、県有体育施設整備事業（体育館

設計）についてであります。

これは、体育館の基本設計、実施設計につき

まして、平成31年度から32年度にかけて実施す

るために設定するものであります。

体育館は、既存の延岡市民体育館の解体と、

新しい施設の建設を段階的に行うため、さまざ

まな調整や検討が必要となることから、基本設

計、実施設計の履行期間が２年間にまたがるこ

ととなり、今回、債務負担行為をお願いするも

のであります。

国体準備課は、以上でございます。

○松村委員長 各課の説明が終了しました。議

案について質疑はありませんか。

○井本委員 このアーツカウンシルというのは、

「アーツ」というのは「アート」のことなの。

何か別ですか。

○川口みやざき文化振興課長 芸術文化のこと

をアーツ、アートといいます。

○井本委員 アートやろう。

○川口みやざき文化振興課長 アーツカウンシ

ルみやざき、このアーツカウンシルという言葉

は、直訳すると、芸術文化評議会という……。

○井本委員 わかるけれど、これは、「アート」

なの。「アーツ」というのは、我々がいう「アー

ト」なの。

○川口みやざき文化振興課長 一緒だと思いま

す。

○井本委員 何でこんな言い方するのかなと

思って。

○川口みやざき文化振興課長 「アーツカウン

シル」、これは、近年国のほうも設立を補助して、

進めているものでありまして、先ほど申しまし

たように、今、１都１府５県４市でそういうア

ーツカウンシルができ上がっております。

○井本委員 いや、それはわかっているけれど、

何で「アーツ」っていうんだろうなって、「アー

ト」って言えばいいようにあるなと思って。

○川口みやざき文化振興課長 「アート」の複

数形で「アーツ」ということだと思います。

○井本委員 ああ、そういうことなの。

もう一つ。24ページなんだけれど、神楽です。

神楽は、私も隣の大分の神楽も見にいって、こ

の前はテレビで島根の神楽もやっていてね。見

たら、もう華やかなんだな。だから、神楽が歌

舞伎のような装いでやるでしょう。隣の大分も

そうでした。これは、島根のあれもそうやった
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んです。あれは、内容はわからんでも、見てい

るだけでおもしろいんです。

宮崎のは非常に素朴で、非常に奥深い感じは

するんだけれど、あれをじーっと見とると、やっ

ぱり飽きてくるんじゃないかという。何か、工

夫をせないかんのじゃないかなと。

私は、昔から言いよるんだけれど、横に大き

なテレビ、何というのか今ごろの、モニターみ

たいな大きなやつをつくって、そこに、今、こ

ういう踊りをやっていますという解説をつけろ

と言うんです。解説をつければ、ああ、今こう

いうことで、こういう踊りをやっているんだな

というのがわかれば、またその意味がわかって、

そういうことを何か。そうじゃなくてもいいん

だけれど、いずれにしても今の宮崎の神楽は、

素朴なのは素朴なんだけれども、魅力というか、

人の目を引きつけるということで工夫をせんと、

こんなところに出しても、ああ、なるほどとい

うぐらいのことになるんじゃないかと思って。

だから、ああいうモニターみたいな画面を工夫

してみたらと私は言いよるんだけれど、どうな

のかね。

○坂元記紀編さん記念事業推進室長 今、委員

がおっしゃられたように、先日、九州の神楽シ

ンポジウムで、大分の豊前神楽と岩手の早池峰

神楽に来ていただきまして、普段宮崎では見る

ことのない、大変にぎやかな感じの神楽。あれ

が本当に神楽なのかと言われると、ちょっと微

妙な感じかとおっしゃられる方もいらっしゃる

のかと思うんですけれども。

実は、私どもの神楽もそうですし、この間の

九州の神楽シンポジウムで舞っていただいた神

楽もそうなんですけれども、舞っていただく前

に必ず、この舞はこういった意味があって、こ

ういったことを表現しているんですということ

を紹介をした上で舞っていただく形をとってい

ただいております。

これは、宮崎の神楽についてもそういう形で

やらせていただいていまして、これは、県外で

今回もお願いをしている神楽があるんですけれ

ども、例年やらせていただいているものも多い

んですが、これも、必ず舞う前に、舞の中身に

ついての解説を必ずやっていただいて、そして、

見ていただく方に理解をしていただく。そうい

うわかりやすいような形をとらせていただいて

おりますので、今後とも、見て、ごらんになら

れる方がわかりやすく、理解してもらいやすい

ような形というのをとっていきたいなと思って

おります。

○井本委員 だから、そういうふうに聞くわけ

よ。我々だって解説を聞くわけだ。解説はちょっ

とじゃないの。ずっとそれをやっておるわけや

から、あの場面を全部解釈しようとしたら、な

かなかついていけんからね。今、この画面の中

のこのところをやっていますというような、そ

ういうもっときめ細かな優しさがあってもいい

んじゃないかなと思うものだから、ちょっと工

夫してください。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、第３班の審査を終了

いたします。

次に、その他報告事項に関する説明を求めま

す。

○日髙中山間・地域政策課長 常任委員会資料

の最後の37ページをお願いいたします。

宮崎県中山間地域振興計画の改定素案につい

てであります。

本計画の改定状況につきましては、これまで

この委員会におきまして御報告してまいりまし
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たけれども、今回、素案がまとまりましたので、

御説明をさせていただきます。

まず、１の計画の改定についてでありますが、

今後見込まれる急速な人口減少から生じる諸課

題に対応するため、来年度からの４年間に重点

的に取り組む施策を示す計画に改定をするもの

でございます。

２の計画改定素案の概要でございますが、目

指す将来像を「人口減少下においても、将来に

わたって安心して住み続けられるよう、「ひと」

「くらし」「なりわい」の維持・確保に取り組み

ながら、創意工夫により地域が一体となって長

年にわたって築いてきた固有の文化や歴史を引

き継いでいける中山間地域」としまして、重点

施策をごらんのような「ひと」、「くらし」、「な

りわい」の３つの柱で整理しております。

なお、次期計画におきましては、人口減少に

より今後生じてくると考えられる課題について

焦点を絞った内容に重点化を図っておりまして、

中山間地域振興のために従来から取り組んでお

ります産業振興のための基盤整備、社会資本の

整備や環境の保全といった内容につきましては、

重点施策とは別に継続して取り組む基盤づくり

として整理をしております。

それでは、素案の内容につきまして、別冊資

料２の中山間地域振興計画改定素案で説明をさ

せていただきます。

１ページをお願いいたします。

第１章、「はじめに」としまして、改定の趣旨

や計画期間、対象地域について整理をしており

ます。

１枚おめくりいただきまして、３ページに対

象地域を地図で示しております。

次に、４ページをお開きください。

第２章、中山間地域の現状でございます。

ここでは２点御説明いたしますが、まず、中

山間地域の人口についてであります。

４ページ上のほうの棒グラフをごらんくださ

い。

これまでの人口の推移と今後の推計について

まとめております。中山間地域におきましては、

それ以外の地域と比べて、約２倍のスピードで

人口減少が進んでいくものと見込まれておりま

す。

次に、６ページをお開きください。

生活環境の状況の（１）集落の状況でありま

す。中山間地域を有する市町村に対しまして、

当課が行いました調査結果を掲載しております。

この調査は、前回の計画改定時の４年前、さら

に８年前にも同様の調査をしておりまして、上

段の表にありますように、高齢化率50％以上の

集落が、前回では373集落であったのに対しまし

て今回は602集落に、人口減少につきましては、

減少となっている集落が1,501集落であったもの

が1,580集落となっており、高齢化、人口減少が

より進んでいる状況となっております。

こういったことに伴いまして、下の表の日常

生活における買い物や交通手段、病院の問題等

につきましても、深刻度が少しずつ上がってい

る状況が見えております。

10ページをお願いいたします。

第３章、施策の展開の第１節、目指す将来像

でございます。

ここでは、計画期間の４年間の枠を越えまし

て、長期的に目指す方向性について記載をして

おります。

11ページをお願いします。

まず、「ひと」の面でございますが、今後、一

定の人口減少は避けられない状況ではあるもの

の、その流れを少しでも食いとめ、人的な活力
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が失われるのを防ぐといった観点から、移住・

定住の促進、地域を担う次世代の育成、地域外

からの人財の活力の取り込みについて記載をし

ております。

12ページをお開きください。

「くらし」の面ですけれども、人口が減少す

る局面におきまして、日常生活に必要な買い物、

交通といったサービスや医療・介護、消防・防

災、情報通信といった機能を維持していくため、

宮崎ひなた生活圏づくりとしまして、①から④

の４点のポイントとして盛り込んでおります。

①の住民の内発的議論・多様な主体の参加と

協働の促進につきましては、身近な地域の人口

見通しですとか、将来像、課題について住民の

方の間でも共有をいただいて、人口減少で生じ

る課題を「わがこと化」することによりまして、

企業、関係団体等、多様な主体が連携した取り

組みを引き出そうというものであります。

②の基幹的集落への機能集約と生活圏のネッ

トワーク化は、13ページのほうの中ほどに概念

図を載せておりますが、商店やガソリンスタン

ド、診療所といった生活サービス等を提供する

機能を基幹的集落で確保し、周辺の集落と結ぶ

ことで生活圏全体を維持しようという考え方で

あります。

③「合せ技」による効率化につきましては、

例えば、乗客と宅配便をコミュニティバスで同

時に運ぶといったような、限られた人手や設備

で効率よくサービスを回していくための他業種

・他分野での相互乗り入れを促進するものであ

ります。

13ページのほうになりまして、④くらしを守

るセーフティーネットの確保では、安全・安心

な暮らしを確保するため、医療・介護、福祉サ

ービス、公共交通の維持・確保等を図るもので

あります。

14ページをお願いいたします。

「なりわい」の部分では、農林水産業に就業

しやすい環境づくりですとか、地域資源や新技

術等を生かした稼ぐ力の向上、里地里山や集落

活動の維持・活性化を盛り込んでおります。

右側の15ページ以降は、これまで説明しまし

た「ひと」「くらし」「なりわい」の柱ごとに、

次の４年間に重点的に取り組む事項について整

理をしております。

主なものを説明しますと、「ひと」のところと

しましては、（１）の戦略的な移住・定住の促進

として、１つ目の丸にありますように、相談体

制・情報発信の強化や、下から３つ目の丸にあ

りますように、企業とのマッチング、おめくり

いただきまして、16ページ（２）の地域を担う

次世代の育成では、若者に地元での就職を促す

ため、③の２つ目の丸にあります企業情報、採

用情報が学生や保護者に届く仕組みづくりや、17

ページにございます（３）外部人財の活力の取

り込みでは、１つ目及び２つ目の丸にあります

ように、中山間盛り上げ隊や地域おこし協力隊

といった地域外からの応援を呼び込む取り組み

を行ってまいります。

「ひと」の目標指標としましては、そこの17

ページにあります３つの項目を上げております。

なお、表の中ほどに「設定エリア」というふ

うにございますが、この区分につきましては、

表の下のほうに説明をしてございます。計画全

体を通しまして、できるだけ条例上の中山間地

域で、それができない場合に、現在の市町村区

域の全体が中山間地域となっている18市町村で

の指標での設定を、可能な限り行ったところで

ございます。

おめくりいただきまして、18ページ、「くらし」



- 167 -

平成31年３月８日(金)

の柱では、（１）の多様な主体の参画・住民との

協働の一番上にありますとおり、本年度、当課

で作成中の市町村より細かい単位での人口推計

等が簡単にできるひなたまちづくり応援シート

を活用しました住民間での話し合いの促進や、19

ページの（３）医療・介護の確保と地域で支え

合う仕組みづくり、おめくりいただきまして、20

ページでは、（４）地域公共交通の確保や（５）

防災・減災のための体制づくりについて記載を

しております。

「くらし」の部分の目標指標については、21

ページのとおりとなってございます。

22ページをお開きください。

「なりわい」の柱のところでは、（１）の担い

手の確保の上から５番目の丸にありますが、み

やざき林業大学校での人材育成ですとか、（２）

時代に合った経営形態の創出として、最初の丸

にありますような農林水産業における法人化や

組織化など、担い手の減少や高齢化の進展に対

応した地域の産業を守る仕組みづくりを掲げて

おります。

23ページの（３）地域資源を生かした稼ぐ力

の向上の部分では、４つ目の丸にありますよう

に、農家民泊や、おめくりいただきまして、24

ページ、上から２つ目の丸にありますようなジ

ビエの利活用、さらにその下の世界ブランドと

いった資源を活用した取り組み、（４）では、農

地や森林といった里地里山の保全、25ページの

（５）では、最先端のＩＣＴ等の技術導入、め

くっていただきまして、26ページの（６）では、

集落単位で営まれてきております伝統芸能など

なりわいの維持について記載をしております。

「なりわい」の目標指標につきましては、27

ページのとおりでございます。

めくっていただきまして、28ページ、29ペー

ジにつきましては、冒頭に申し上げましたとお

り、ハード事業を中心に、継続して実施する基

盤づくりについてまとめたところでございます。

おめくりいただきまして、30ページ、第４節、

計画の推進につきましては、引き続き県や市町

村、住民等のさまざまな主体による連携・協働

や、31ページにあります中山間地域をみんなで

支える県民運動に取り組むこととしております。

最後に、恐縮ですが、再度、委員会資料の37

ページにお戻りください。

一番下の３、今後のスケジュールであります

が、今後、パブリックコメント等を行いながら、

適宜、必要な修正を行いまして、来年度６月定

例県議会におきまして、計画案を提出する予定

でございます。

説明は、以上であります。

○松村委員長 執行部の説明が終了しました。

その他報告事項について質疑はありませんか。

○武田委員 中山間地も大変な状況なんですが、

今の説明の中で、26ページの集落ぐるみのなり

わいの維持というところで、もう本当に集落が

大変な状況になっていまして、この一番最後の

「地域住民による伝統芸能等の保存・継承を進

めるとともに、地域で守り伝えられた有形・無

形の文化財を活用する環境づくりを推進します」

とあるんですが、串間市の大平地区の広野とい

う地域で、「もぐらもち」という十五夜の晩にな

まはげに似た祭りがずっと、広野という地区だ

けで継承されてきて、近年は、もう小学生がい

なくなって、そこに住んでいるお孫さんとか親

戚の方が、もう地域以外のところから、それこ

そ串間以外からも来られるような、子供たちが

ずっとモグラを追い出して、それを今度は鬼が、

ずっと地域を回って飲食をしたりお金をもらっ

たりするようなお祭りなんですが、実は昨年に
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なくなったんです。何とか継承したいという意

識があるんですが、20代、30代、40代の、今ま

でずっと頑張って継承してきた人たちが、50

代、60代になり、50代、60代がもう70代になっ

て、今の40代、50代の数が物すごく減ってきて、

もう継承できないということでなくなったんで

す。

それだけじゃなくて、多分県内にも、高千穂

とか五ヶ瀬の神楽は、それなりに知名度も高い

ので、まだまだ残って、大変でしょうけれど、

頑張っていらっしゃると思うんですが、ちっちゃ

なお祭りがだんだんなくなっていっているのが

寂しい。

都井岬の火祭りも、中学生が踊りを踊るんで

すが、これも中学が串間中学１校になったので、

これからどうしていこうかということで、やっ

ぱり相談を受けるんです。地元の小学生、中学

生は頑張っているんですが、数が物すごく減っ

てきて、もう串間市全体でそういう地域の祭り

を支えていくような形式をとっていかないとい

けないんじゃないかなと思っているんですが、

このあたりは、県でこうやって中山間地域振興

計画を立てていただいて、本当にありがたいと

思っています。何とか今、消えいくところを支

えていっていただきたいなと。もちろん市町村

と連携を密にしていただいて、支えていただき

たいと思うんですが、予算的なものもつけてい

ただいて、本当にその地域の方々の祭りを守っ

ていかないと、やっぱり地域全体の活力がなく

なっていくので、何とかしたいんですけれど、

その辺はどのようにお考えでしょうか。

○日髙中山間・地域政策課長 今おっしゃると

おり、神楽を含め、いろんな地域の祭り等の運

営がなかなか難しくなって、集落では、複数の

集落で組んでやるとか、出ていっている人間に

帰ってきてもらってというような努力はされて

いるんですけれども、今、委員がおっしゃるよ

うに、この先それがずっと続けられるかという

のは、非常に難しい状況ではあると思います。

そういったこともありまして、その地域、集

落をどうしていくかというのを、基本、住民同

士で話し合いをしていただく。要するに、どの

単位で自分たちの活動を守っていくのかを話し

合っていただいて、それで、よそから人を連れ

てくることもあるでしょうし、出ていっている

人に帰ってきてもらうような取り組み、そういっ

たものに真剣に取り組んでいただくことが、ま

ず必要かなと思っていまして、それを市町村と

県とで一緒に応援していくということでないと、

一時期は補助金等でつないだとしても、将来的

にはその祭りを続けることは難しいかなと思っ

ていますので、持続可能な形での継承ができる

ための取り組み、そういったものを支援してい

きたいなというふうには思っております。

○武田委員 ありがとうございます。確かに、

補助金で何とか食いつないでも、また数年する

となくなってしまう現状はあると思います。ま

た、そういう形を一緒につくっていきたいと思っ

ていますので、よろしくお願いします。

それと、都井の火まつり、柱まつりという火

まつりは結構県内でも有名で、来ていただける

んですが、実は、市木地区にも火まつり、柱ま

つりというのがやっぱりあって、都井の柱より

もちょっと短い柱なんですけれども、手作業で

みんなで上げていくという、小学生のミニ火ま

つりもあって、柱まつりもあり、そして、大人

が上げるのもあって、これも復活したんです。

市木地区は移住者の方が多くて、移住者の方

が協力して、小学生も多分、半分から３分の２

ぐらいは移住者の方の子供たちだと思うんです
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が、そういう移住者の方も一緒に巻き込んで、

祭りを復活というのもありますので、地域も頑

張っていきますので、また協力のほうをよろし

くお願いします。

○井本委員 前の計画とどう違うのかなという

のがわからんのだけれども、大ざっぱに言えば

連携するというとこ辺が違うのかなという気が

するけれど、そんな感じでいいのか。

○日髙中山間・地域政策課長 今、委員おっ

しゃったとおり、個々の集落だけではこの先大

変になっていくということで、ある程度の集落

のまとまったところをネットワークで結んでと

いう形をとっていかないと、この先、十分なサ

ービス等を住民が享受することができないとい

うことが、市町村とか、住民と意見交換してい

る中で徐々にその辺が高まってきているところ

から、今回の計画では、そういった体制づくり、

地域のネットワーク化といったところを全面的

に出しているという計画になっております。

○右松委員 代表質問で問わせていただきまし

た５Ｇでありますけれども、一応見させていた

だきまして、基本的には５Ｇが４月から周波数

帯の割り当てがされて、来年度、2019年度が元

年と言われています。2020年には実用化が入っ

てくるであろうと。

中山間地域においては、生活を維持する上で

は貴重なインフラになる可能性が非常に高いわ

けでありまして、例えば、ドローンであります

とか、あるいは遠隔ロボット、これは農業、林

業、土木も含めてです。

それから、遠隔診療、遠隔手術、これも日隈

総合政策部長が答弁されたとおりでありまして、

高速大容量、超低遅延という、非常に今後生活

が変わってくる可能性を秘めたインフラなんで

す。

ですから、私はやはり、こう見ますと、例え

ば25ページとか、新しい技術の手法や導入等に

若干ＩＣＴ、ＩＯＴ関係が書いています。今後、

宮崎県が中山間地域振興計画をつくっていく上

で、これは、計画期間が来年度、2019年から４

年間です。ですから、５Ｇはある程度加味した

ような、素案に入れておいてもらったほうが、

今後何かあったときに対応しやすいんじゃなか

ろうかなと考えています。これは、今後パブコ

メもあるでしょうし、いろいろ検討材料にして

もらうといいかなと思っています。

○日髙中山間・地域政策課長 御意見ありがと

うございます。最先端の技術というのは、人が

減っていく中で、それを補うという意味で非常

に重要だと思っておりますので、住民の方の意

見等も聞きながら、素案についてはまた検討さ

せていただきたいと思います。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上で、その他報告

事項についてを終了いたします。

各課ごとの説明及び質疑が全て終了いたしま

したので、これから総括質疑を行います。総合

政策部全般について質疑はありませんか。

○井本委員 今度の未来みやざき創造プランの

中ではＳＤＧｓという言葉がないんだけれども、

これは書いていないだけなの。どっかに書いて

あるの。（発言する者あり）

○重黒木総合政策課長 資料の15ページをお開

きいただけますでしょうか。

○井本委員 書いてありますね。

○重黒木総合政策課長 時代の潮流という中で

ＳＤＧｓを位置づけさせていただいております。

○松村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○松村委員長 それでは、最後に、その他で何

かありませんか。

○ 原委員 きのう、総務部でも質問したんで

すが、こちらにかかわるだろうということで、

これからの財政のお話があったものですから、

いわゆる将来世代にできるだけ負担を残さない

ように、財政再建をしっかりやっていくんだと

いうようなお話の中での質問の中で、今の体育

施設についていろいろ御計画をいただいて、陸

上競技場、プール、体育館、それぞれ大体めど

が立っているわけで、我々にも何となく概要は

見えるわけですが、木花運動公園に関して、一

つの例として自転車競技場、バンクの話も出し

たんですけれど、ここがどれぐらいの見通しを

立てておられるかという質問を、きのう、財政

課長にしたところでした。

ところが、所管はこちらのようですので、あ

えてまた改めて聞いているところです。現状を

お知らせください。

○岩切国体準備課長 今、委員から例に出まし

た自転車競技場についてお話をさせていただき

ますと、２巡目国体に向けては、今、会場地の

選定を進めているところでございます。その中

で自転車競技につきましては、現時点ではまだ

会場地が決まっていない状況にございます。

したがいまして、県総合運動公園の自転車競

技場、これ自体を国体で使うかどうかは、今の

時点では不明ではありますが、現状でも練習、

それから、合宿等で使っていらっしゃるときに

は、バンクの補修等を行いながら使用されてい

るというところは承知しておるところでござい

ます。

それで、県の総合運動公園の自転車競技場が

国体の会場として選定された場合には、現状も

含めて考えますと、改修というのは必要になる

とは考えております。その場合は、施設を管理

します県土整備部とか、競技スポーツを担当し

ます教育庁などと連携をして対応をしていくこ

とになろうかと考えております。

○ 原委員 要するに、これからのいろいろ選

定を含めた、自転車競技場だけではなくて、ほ

かのものもそこであるかもしれんわけですよね。

その可能性はあるわけですよね。だから、そう

いうものも総合的に含めて、今後の検討という

ことだと認識しておいていいですね。はい、わ

かりました。

○松村委員長 ほかにありませんか。

○重黒木総合政策課長 午前中、お話のありま

した資料の関係でございますけれども、お手元

に労働生産性と、それから、市町村ごとの合計

特殊出生率の表を配付させていただいておりま

す。

労働生産性につきましては、御説明しました

とおり、都道府県の順位をお示ししておりまし

て、宮崎県は下から２番目になっております。

それから、合計特殊出生率でございますけれ

ども、こちらにつきましては、市町村別の数字

が５年に１回ずつ公表されるということでござ

いまして、現時点では平成20年から平成24年の

数字がここにお示ししているとおりでございま

す。

５年間の平均ということでございますので、

多少薄まっておりますけれども、単年度別で考

えていきますと、かなり変動があるというとこ

ろがございまして、こういった感じになってお

ります。

いずれにしても、中山間地域のほうが合計特

殊出生率が比較的高いという状況になっている

というところでございます。

○松村委員長 よろしいでしょうか。



- 171 -

平成31年３月８日(金)

○ 原委員 私が要求しましたから。確かに高

いところは1.96とか、1.9のところが４つありま

すね、串間、えびの、美郷、高千穂。1.8台が６

カ所ということで、一番低いのが宮崎市となっ

ていますから、さっきおっしゃったように、ま

た、私申し上げましたけれど、都市部、ここは

やっぱりやらないと。そこに若い人がそれだけ

多いわけですから。

あるいは、若者が都市部に行くから、逆に結

婚できない、産めない、産まないという状況が

生まれるんであれば、今、我々が日本全国で、

東京の一極集中をやめようというのと同じで、

宮崎の一極集中はやめて、この宮崎の中の地方

のほうに住んでいただいたほうが、子供を産み

やすい環境が生まれるのかな、合計特殊出生率

は上がるのかな、そういう数字とも言えると思

うんです。

皆さん方、優秀な方がいっぱいいらっしゃい

ますので、これからの政策に期待をいたしたい

と思います。

○日隈総合政策部長 原委員のおっしゃると

おりで、日本全体で見たとき、東京と地方を考

えますけれど、やはり、県内で見てもこのとお

り、宮崎市が合計特殊出生率は低いんだけれど、

宮崎市は他の市町村、県外の分も含めてでしょ

うけれど、社会動態の増減のほうでふえている、

あるいは維持している、そういう状況がありま

すが、実はみずからの自然増減はこういう状況

であることは余り認識されていないと、これは

東京と同じです。

黙っていても周辺市町村から入ってくるとい

うこともありますので、県としては、県内全体

それぞれ市町村ごとにこういう数字も把握しな

がら、それぞれ協議をしていかなくてはいけな

いのかなと考えております。

人口問題が、知事が一番の問題と、取り組み

たいということもおっしゃっていますので、こ

れから、そういった分析も含めて、しっかりやっ

てまいりたいと考えております。

○松村委員長 ほかにありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、ないようですので、

以上をもって、総合政策部を終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。暫時休憩

します。

午後２時45分休憩

午後２時54分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

○福嶋会計管理者 会計管理局でございます。

よろしくお願いいたします。それでは、座らせ

ていただいて、会計管理局の平成31年度当初予

算につきまして御説明をいたします。

お手元の歳出予算説明資料の439ページをお開

きください。

会計管理局の平成31年度当初予算額は、表の

一番上の左から２列目の平成31年度当初予算額

の欄にありますとおり５億6,155万1,000円をお

願いしております。

それでは、次に、各課別の内訳について御説

明をいたします。441ページをお開きください。

まず、会計課でありますが、左から２列目の

平成31年度当初予算額の欄にありますとおり４

億4,199万9,000円をお願いしております。

その主な内容につきまして御説明をいたしま

す。443ページをお開きください。

中ほどの（目）会計管理費になりますが、そ

の１つ下の（事項）出納事務費8,044万4,000円
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であります。これは、会計事務を行うために、

職員が利用している財務会計システムの運用管

理などに要する経費であります。

次に、ページ一番下の段の（事項）証紙収入

事務費の9,285万6,000円であります。これは、

証紙売りさばきに要する経費でありまして、売

りさばき人に対して支払う手数料などが主なも

のとなっております。平成30年度に比べまして、

約1,120万円の減額となっておりますのは、証紙

の印刷を２年に一度行っております関係で、平

成31年度は印刷を行わない年となっていること

によるものであります。

会計課については、以上でございます。

続きまして、物品管理調達課について御説明

をいたします。445ページをお開きください。

左から２列目の平成31年度当初予算額の欄に

ありますとおり１億1,955万2,000円をお願いし

ております。その主な内容につきまして御説明

をいたします。447ページをお開きください。

中ほどの欄の（目）財産管理費になりますが、

その１つ下の（事項）物品管理及び調達事務費

の1,730万3,000円であります。これは、物品の

適正な監理と調達を行うための経費であります。

平成30年度に比べまして約560万円の減額となっ

ておりますが、これは、物品調達システムの利

用拡大のための改修が、平成30年度で完了した

ことによるものであります。

次に、ページ一番下の段の（事項）車両管理

事務費1,206万8,000円であります。これは、県

有車両を適正に管理するための任意保険への加

入などに要する経費であります。

物品管理調達課については、以上でございま

す。よろしく御審議のほど、お願いいたします。

○松村委員長 説明が終了いたしました。

議案について、質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、その他、何かありま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、以上をもっ

て、会計管理局を終了いたします。お疲れさま

でした。

暫時休憩いたします。

午後２時58分休憩

午後２時59分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

○佐野人事委員会総務課長 本日、人事委員会

事務局長の原田が病休のために欠席をさせてい

ただいておりますので、私のほうで、平成31年

度当初予算について御説明させていただきます。

お手元の歳出予算説明資料の531ページをお開

きください。

表の左から２列目の当初予算額の欄でござい

ますが、人事委員会事務局の当初予算総額は１

億4,241万1,000円をお願いいたしておりまして、

前年度当初予算総額１億4,429万5,000円と比べ

ますと1.3％の減となっております。

それでは、その主な内容について御説明いた

します。535ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）委員会費688

万7,000円でありますが、その内訳といたしまし

ては、（事項）委員報酬635万6,000円が、人事委

員３名に対する報酬であります。また、（事項）

委員会運営費53万1,000円は、人事委員会の会議

開催等に要する経費であります。

次に、（目）事務局費の１億3,552万4,000円で

ありますが、その内訳といたしましては、（事項）
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職員費１億1,190万5,000円が、事務局職員15名

の人件費であります。

次の（事項）事務局運営費523万6,000円は、

人事委員会事務局の運営に要する事務的経費で

あります。

次の（事項）県職員採用試験及び任用研修調

査費1,222万9,000円でありますが、次のページ

をお開きください。内容といたしましては、１

の県職員採用試験実施費は、試験案内や試験問

題の作成、会場借り上げなどの試験実施等に要

する事務的経費でありまして、２の任用制度等

に関する調査研究費は、人事行政に関する調査

研究等に要する経費であります。

次の（事項）警察官採用共同試験実施費259

万8,000円は、本県が警視庁ほか３府県と共同で

警察官採用試験を実施するための経費で、試験

案内や試験問題の作成等に要する事務的経費で

あります。

次の（事項）給与その他の勤務条件の調査研

究費197万4,000円でありますが、その内容とい

たしましては、１の給与報告及び勧告に必要な

調査研究費は、民間の給与実態調査を初め、人

事委員会が行う職員の給与等に関する報告及び

勧告に要する経費でありまして、２の給与その

他の勤務条件の調査研究費は、勤務条件に関す

る調査や、職員に対する給与支払い状況の監理

等に要する事務的経費であります。

最後に、その下の（事項）審査監督費158

万2,000円は、不利益処分に関する審査請求等審

査に要する経費及び人事委員会が権限を有する

労働基準監督関係業務に要する経費であります。

当初予算についての説明は、以上でございま

す。御審議のほど、よろしくお願いいたします。

○松村委員長 説明が終了しました。議案につ

いて質疑はありませんか。

○武田委員 １つだけです。535ページの事務局

運営費が200万円ほど昨年度から下がっている理

由だけを教えてください。

○佐野人事委員会総務課長 人事関係法規集と

いうのを３年に１回作成をしておりますが、平

成30年度はその作成があったのですが、来年度

の予算につきましては、その分が194万円ほどさ

がっておりますので、その分で下がっていると

いう状況でございます。

○武田委員 わかりました。

○松村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、議案につい

ては終わります。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 ないようですので、以上をもっ

て、人事委員会事務局を終了いたします。お疲

れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時５分休憩

午後３時６分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

○郡司監査事務局長 それでは、まず、監査事

務局の平成31年度一般会計当初予算につきまし

て御説明をいたします。

歳出予算説明資料の監査事務局のインデック

スのある525ページをお開きください。

監査事務局の当初予算額は、表の一番上にあ

りますように２億1,790万4,000円をお願いして

おります。

次に、その内容について御説明をいたしま
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す。529ページをお開きください。

まず、上から４段目、（目）一般管理費の1,446

万4,000円についてであります。これは、その下

にあります（事項）外部監査費でありまして、

説明欄にありますように、包括外部監査人によ

る外部監査に要する経費でございます。

次に、中ほどの（目）委員費3,035万6,000円

についてであります。内訳につきましては、（事

項）委員報酬が2,884万2,000円で、監査委員４

名の給料及び報酬並びに職員手当等であります。

また、その下の（事項）運営費が151万4,000円

でありまして、監査委員の監査に要する経費で

ございます。

次に、下から３段目の（目）事務局費１億7,308

万4,000円についてであります。内訳につきまし

ては、まず、（事項）職員費の１億6,075万6,000

円は、事務局職員の人件費でございます。おめ

くりいただきまして、530ページの（事項）運営

費は1,232万8,000円で、事務局職員の監査や事

務局の運営に要する経費でございます。

予算につきましては、以上でございます。

それでは、続きまして、議案第42号の「包括

外部監査契約の締結について」でございます。

委員会資料をお配りしておりますが、１ペー

ジをお開きいただきたいと思います。議案書で

は325ページになります。

この議案は、１の提案の理由に記載してあり

ますとおり、平成31年度の包括外部監査契約の

締結に当たりまして、地方自治法第252条の36第

１項の規定によりまして、議会の議決に付する

ものでございます。

この監査契約を締結する流れを御説明をいた

します。２ページのイメージ図をごらんいただ

きたいと思います。

具体的な契約の手続についてでございますが、

図の①におきまして、知事が監査委員に契約の

締結についての意見を求め、これを受けまして、

②で、監査委員の合議による意見を提出するこ

ととなっております。知事はこの意見を受け、

③にありますとおり、契約の締結について議案

を議会に提出し、御審議いただくものでござい

ます。

１ページにお戻りいただきたいと思います。

契約の目的は、２にありますとおり、包括外

部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関す

る報告を求めるものでございます。契約金額は、

３にありますように、1,381万4,000円を上限と

する額としております。

４の契約の相手方についてであります。地方

自治法で外部監査人として契約できる者は、弁

護士、公認会計士等と規定されておりますが、

包括外部監査は財務監査であることに鑑みまし

て、日本公認会計士協会南九州会宮崎県部会か

ら御推薦をいただきました公認会計士の大塚孝

一氏との契約を考えております。大塚孝一氏に

つきましては、平成29年度と平成30年度に包括

外部監査人を務めてられております。

契約の期間でございますが、５にありますと

おり、平成31年度４月１日から平成32年３月31

日まででございます。

議案の説明は、以上でございます。御審議の

ほど、よろしくお願いいたします。

○松村委員長 説明が終了いたしました。

議案について、質疑はありませんか。

○井本委員 包括監査委員は1,381万円、それで、

普通の監査委員はどのくらいもらっているの。

○和田監査第一課長 普通の監査委員といいま

すのは、私どもの監査委員ということでよろし

いでしょうか。

○井本委員 いや、ここに監査委員４名て書い
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てあるじゃないの。あなたたちは監査委員じゃ

なかろうがね。

○和田監査第一課長 私ども監査委員の常勤監

査委員につきましては、大体、年間1,050万円程

度の額になります。そして、議選の監査委員の

方々につきましては、その稼働日数によって違

うんですけれども、月額で６万、少々お待ちく

ださい。

○井本委員 大体でいい。

○和田監査第一課長 大体、毎月……

○井本委員 もういい、わかりました。

○和田監査第一課長 300万円程度というふうに

考えてください。

○井本委員 それで、今度、公認会計士が普通

の監査委員になった経緯は何です。

○和田監査第一課長 先般議決いただきました

公認会計士の監査委員でございますけれども、

これまで指揮権監査委員と言ってございますけ

れども、それが常勤形態、お二人での監査委員

の就任でございました。そして、１人が県職Ｏ

Ｂ、もう１人が、これまで宮銀のＯＢの方が続

いてございました。

しかしながら、平成28年４月の常任委員会に

おきまして、なぜ、宮銀からのＯＢが続くのか

と、いかがなものかというような御意見が、常

任委員会の場で出てございます。そういう御意

見等を踏まえまして、今回の任期切れの次の後

任の監査委員につきましては、違うところから

という観点から、監査の専門であります公認会

計士をお諮りしたものでございます。

○井本委員 すると、これは初めてのことです

か。

○和田監査第一課長 これまでの宮崎県の歴史

の中では、公認会計士の監査委員就任というの

は、初めてでございます。

○井本委員 わかりました。

○前屋敷委員 聞き漏れかもしれないんですけ

れど、今回の大塚さん、公認会計士、平成29年

度、平成30年度もと言われましたよね。

○和田監査第一課長 この、包括外部監査契約

といいますのは、３回目までは自治法上できる

ということで、平成29年度、平成30年度、そし

て、来年度いきますと３カ年ということで、そ

れ以上はできないということになります。これ

は自治法で縛りがかかってございますので。

○前屋敷委員 連続３回までは認められるとい

うことになっているんですね。延べもあるんで

すか。

○和田監査第一課長 ３回までというふうに

なっていますので、延べとか、そういう縛りは

ございませんけれども、４回はできないという

ふうに規定されてございます。

○前屋敷委員 年度を超えたりして、トータル

的にこの方が３回までは務められるという意味

なんですね。

○和田監査第一課長 包括外部監査といいます

のは、毎会計年度ごとにやりますので、それが

３回までという形になります。

○前屋敷委員 この大塚さんは、連続平成29年

度、平成30年度、平成31年度と、連続して３回

ということなんですけれど、間を置いたりして

も３回までということなんですね。

○和田監査第一課長 ※３回まででございます。

○松村委員長 ほかにありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 議案の質疑は終わります。

○和田監査第一課長 済みません。今、前屋敷

委員への回答に誤りがございました。自治法上

は、連続して４回同一の者とは締結できないと

※このページ右段に訂正発言あり
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なっていますので、間があいた場合は、可能性

としてはあるということになります。

○前屋敷委員 大丈夫なんですね。

○和田監査第一課長 はい。失礼しました。

○松村委員長 その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって、監査

事務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時16分休憩

午後３時18分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

当委員会に付託されました議案の説明を求め

ます。

○片寄事務局長 それでは、議会事務局の平成31

年度の当初予算につきまして御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の１ページをお開

きください。

議会事務局の平成31年度当初予算は、11

億6,251万9,000円を計上しておりまして、平成30

年度当初予算と比べまして、3,584万2,000円、

率にして約3.2％の増となっております。

それでは、当初予算の主な内容について御説

明いたします。５ページをお開きください。

まず、上から４段目の（目）議会費でござい

ますが、７億5,381万5,000円を計上しておりま

す。昨年度と比べまして、3,653万5,000円の増

となっております。

これは、現在、議員２名が欠員となっており

ますが、来年度は改選期となりますので、定数39

名で予算計上したことによるものでございます。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず、その下の（事項）議員報酬でございま

すが、議員の報酬、期末手当として、４億9,231

万円を計上しております。

次に、（事項）本会議運営費でございますが、

本会議及び議会運営委員会の開催などに要する

経費として、2,678万2,000円を計上しておりま

す。

次に、（事項）常任委員会運営費でございます

が、常任委員会の開催、県内外調査活動などに

要する経費として、1,150万5,000円を計上して

おります。

次に、（事項）議会一般運営費でございますが、

全国議長会負担金や議員年金の給付に係る地方

負担金、政務活動費交付金などに要する経費と

して、２億1,522万9,000円を計上しております。

６ページをお願いいたします。

一番上の段、（事項）特別委員会運営費でござ

いますが、特別委員会の開催、県内外調査活動

などに要する経費として、798万9,000円を計上

しております。

次に、（目）事務局費でございます。４億870

万4,000円を計上しております。

以下、事項ごとに御説明いたします。

まず、（事項）職員費でございます。事務局の

職員32名分の給与等として、２億5,080万7,000

円を計上しております。

次に、（事項）本会議運営費でございますが、

本会議録印刷などに要する経費として、1,252

万7,000円を計上しております。

次に、（事項）常任委員会運営費でございます

が、常任委員会調査活動の随行などに要する経

費として、266万2,000円を計上しております。

次に、（事項）図書室運営費でございますが、

嘱託職員の人件費や議員の調査活動に供するた

めの図書購入など、議会図書室の運営に要する

経費として、794万2,000円を計上しております。

７ページをお願いいたします。
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（事項）議員寮運営費でございますが、議員

寮運営に必要な管理人等の経費として、886

万6,000円を計上しております。

次に、（事項）議会一般運営費でございますが、

議会広報や平成30年度から４年間で行う議会棟

空調機更新工事等に要する経費として、１

億2,512万3,000円を計上しております。

最後に、（事項）特別委員会運営費でございま

すが、特別委員会調査活動の随行に要する経費

等として、77万7,000円を計上しております。

説明は以上でございます。

○松村委員長 説明が終了いたしました。

議案について質疑はありませんか。

○田口副委員長 ちょっと勉強で教えてくださ

い。

各種協議会負担金で２億というのがありまし

たけれど、全国議長会等が大きいお金だと思う

んですが、これは幾つぐらいの協議会があって、

金額の大きいものから、二、三教えていただけ

ると助かるんですが。

○谷口総務課長 金額が多いものですけれど、

各協議会負担金ですが、この中で一番多いのが、

議員年金の負担金でございます。これが5,900万

ほど入っております。

それから、各種協議会ということで、全国議

長会、それから九州議長会といったものがござ

いまして、あとはそれぞれ、いろんな議長会の

中での協議会がございます。

金額的には、全国議長会が645万9,000円と、

それ以外につきましては、額的にはそんなに大

きい額ではございません。

○田口副委員長 議員年金5,900万、今、議員年

金は廃止になりましたけれど、廃止になる前の

人に関係するということですか。

○谷口総務課長 副委員長がおっしゃいました

とおり、議員年金はもう廃止になっております。

ただ、かつてあった制度で、今、年金をもらわ

れている方がいらっしゃいます。

それから、当時、掛金を掛けられていて、い

わゆる年金を受給する資格のある方がいらっ

しゃいます。そういった方々への支払いのため

の原資が必要になってまいります。

これにつきましては、全国の議員の共済組合、

こちらのほうで負担するということになってお

りまして、これにつきまして、県、都道府県議

会、それから市町村議会で、議員数に応じて案

分して負担金を負担しているという状況でござ

います。

○田口副委員長 もう一点いいですか。議員寮

の関係で886万、例えば、今まで年間何泊ぐらい

あって、どれぐらい収入、収入がどこに上がる

のかちょっとわかりませんが、極端なことを言

うと、来年度はっきりしているのは、一番泊まっ

ていたお二人が今回引退をされるということで

すよね。収入がかなり減ってしまうんじゃない

かと、ちょっと心配もあるんですが。

○谷口総務課長 おおよそで言いますと、経費

としては約800万ほどかかります。それに対しま

して、収入が毎年度300万前後ということで、単

純な差を見ますと、500万ほどの負担ということ

になっております。

それから、今年度３月８日現在で見ますと、30

年度が570泊になります。

実際に、一番利用されていらっしゃる議員さ

ん、おっしゃったとおり、お二人、黒木議員と

緒嶋議員に御利用いただいているんですが、来

年度はそこがどうなるかは、来年度じゃないと、

はっきりは言えないとは思っておりますが、そ

ういう状況でございます。

○松村委員長 ほかに質疑はありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもって議会事

務局を終了いたします。お疲れさまでした。

暫時休憩します。

午後３時28分休憩

午後３時30分再開

○松村委員長 委員会を再開します。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うということになっておりますので、

３月12日火曜日に行いたいと思います。開催時

刻は13時10分といたしたいのですが、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのように決定しま

す。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 何もないようでしたら、本日の

委員会を終了したいと思いますが、よろしいで

しょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、以上をもちまして、

本日の委員会を終わります。

午後３時31分散会
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午後１時６分再開

出席委員（８人）

委 員 長 松 村 悟 郎

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 井 本 英 雄

委 員 右 松 隆 央

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 田 浩 一

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 弓 削 知 宏

総 務 課 主 事 浜 砂 貴 裕

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

各議案について、賛否も含め御意見をお伺いい

たします。

暫時休憩いたします。

午後１時６分休憩

午後１時６分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

それでは、採決を行いますが、採決につきま

しては議案ごとがよろしいでしょうか、一括が

よろしいでしょうか。（「議案ごとでお願いしま

す」と呼ぶ者あり）

議案ごとという御意見がありましたので、そ

れでは議案ごとで採決を行いたいと思います。

○前屋敷委員 議案ごとでいいんですけど、全

部一括してされるとちょっと困りますので。

○松村委員長 暫時休憩します。

午後１時７分休憩

午後１時７分再開

○松村委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案第１号について採決を行います。

議案第１号について、原案のとおり可決するこ

とに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、議案第１号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第21号について採決を行います。

議案第21号について、原案のとおり可決するこ

とに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、議案第21号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第31号について採決を行います。

議案第31号について、原案のとおり可決するこ

とに賛成の方の挙手をお願いします。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、議案第31号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

次に、議案第46号について採決を行います。

議案第46号について、原案のとおり可決するこ

とに賛成の方の挙手をお願いいたします。

〔賛成者挙手〕

○松村委員長 挙手多数。よって、議案第46号

については、原案のとおり可決すべきものと決

定いたしました。

平成31年３月12日(火)
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次に、議案第２号、議案第３号、議案第33号、

議案第34号、議案第42号、議案第49号から議案

第51号、議案第67号から議案第69号、議案第71

号から議案第73号について、一括して採決いた

します。各号議案につきましては、原案のとお

り可決することに御異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議なしと認めます。よって、

各号議案につきましては、原案のとおり可決す

べきものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子案についてであります。

委員長報告の項目及び内容について、御要望は

ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、委員長報告につきま

しては、正副委員長に御一任いただくことで御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続調査についてお諮りいた

します。

総合政策及び行財政対策に関する調査につき

ましては、継続調査といたしたいと思いますが、

御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 御異議ありませんので、その旨、

議長に申し出ることといたします。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○松村委員長 以上で、委員会を終了いたしま

す。

午後１時12分閉会
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